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要約
本研究は児童相離所が子ども虐待相談対応において実施する保護者・家族・親子への様々な援助につき、特に親子分離を

行った事案において全国の児童相談所で実施されている家族支援の実瞳を把握し、その効果や妥当性、評価の方法について

調査と検証を行い、今後の保謹者援助においてより劫果的な手法適用上のポイントとなるべき留意点や課題を整理し、効果

的な援助手法の活用方法と発展可能性を検討することを目的として、平成20年度から 22年度まで、 3年間実施された。最

終年度である平成22年度は平成20、21年度の調査結果を踏まえ、段階的親子再接触と名付けた指導枠組の実施状況と一時

保護事例の保護者指導の実瞳調査、乳児院事例の追加調査を行ったo

段階的親子再開虫の枠組みは親子分離事例での親子関係{捕において平成21年度図書のあった 112児相:9009件中、7811

件(86.7%)、児相にして 85か所(75.9%)、平成 22年度回答のあった 123児相中 114か所(84.6紛が基本的枠組みとして実

施していると回答し、また一時保謹からの家庭誼帰事例で親子関係調整のための保護者指導が 96.聞で実施された内の
37.6%で段階的親子再接触を設定したと報告されており、段階的親子再接触は児童相談所の保護者指導における基本的な共

通枠組みと位置づけられる。この段階的親子再接触の枠組みは、臨床的な親子の関係修桓のための臨床的な支援の枠組みで

あると共に、児童相説所が並行的に担っている管理・介入的な枠組みとしての側面も持っている。

施設からの家庭檀帰事伊jの約半数は分離保護から 1年半以内、 6割が 2年以内、 7割が 3年以内に帰宅している。これらの

事例では親子分離の時点から家庭復帰を目標とした段階的親子再接触が設定されているが、実際の家庭檀帰時点では、まだ

養育上の課題を残したまま複帰するものが 50.......60%あり、これらの事例から措置解除の同一年度内に 11.......14%程度の虐待

再発が認められており、実は家庭榎帰後の指導・支援はアフターケアでなく、新たな在宅指導・支援の開始と位置づける必

要性が高いことが明らかとなってきた。
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I 研究目的について

この研究は、児童相談所が子ども虐待相龍対応におい

て実施する保謹者，家族ー親子への樺々な援助につき、

現在全国の児童相談所で実施されている様々な保謹者

支援、家族支援手法について、その実態を把握し、効果

や妥当性、評価の方法についての調査と検証を行うこと

により、今後の保護者援助において、より効果的な手法

適用上のポイントεなるべき留意点や課題を整理し、効

果的な援助手法の活用方法と発展可能性を検討するこ

とを目的とする。研究は平成 20年度より 3年計画で今

年度は3年目の最終年度である。

E 研究方法

各年度の研究方怯は以下の通りである。

・平成 20年度 保護者支揖の実態調査

全国の児童相官炎所が子ども虐待相談において実施し

てきた保護者支援、家族支援について、平成 19年度に

全国の児童相離所で実施されてきた子ども虐待相談に

おける親子分離事案での保謹者支援の実態についての

アンケート調査とヒアリング調査を行い、現状と課題に

ついて整理を行う。

@平成 21年度段階的親子再接触の考え方に基づく実

態調査

平成 20年度の調査結果をふまえ、子ども虐待相談に

おける児童相談所の保謹者支援の基礎的な枠組み、特に

親子分離による保護者指導の枠組みは、ケースワーク、

ソーシヤノレワークによる段階的な親子の再接触のあり

方であると担えた。そして親子関係の倍檀援助において、

最も重要な初期課題とされている「保護者の不適切養育

の自覚」や「援助に対する協力姿勢・態度」についての

児童相談所の指導・援助の枠組みを把握する。 併せて平

成 20年度中に親子分離から措置解除により家庭檀帰し

た事例について、その親子調整の経過、保謹者の態度、

家庭寵帰後の養育に対する指導・援助の状況についての

調査を行う。

@平成 22年度段階的親子再接触の実施状混と一時保

謹の保護者指導実態調査

平成田、 21年度の調査結果を踏まえ、児童相談所が
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施設入所措置による親子分離を行って保護者指導を実

施した事案での家族支援の基本的な枠組みを整理し、そ

の実施状況をさらに調査すると共に、施設入所措置はと

らなかったが一時保護による分離を行った事案での親

子支援の状況を把握し、 21年度の調査と合わせ、全体

として親子分離を伴う対応において、児童相談所が実施

している保護者支謹・家旋支援の基本的な枠組みを整理

する。

・乳児院への調査

子ども虐待相談における保謹者援助のあり方に闘し、

乳児院は従来より、早期家庭檀桓帰事業等で独自の保護

者指導を展開してきでおり、今回、施設側からみた保護

者指導の実臨調査として乳児院における児童相談所と

の協働プログラムの実施状況について、全国の乳児院

123カ所{平成22年 11月現主各都道府県政令市に設置

されている全乳児院)を対象に、郵送法によるアンケー

ト調査を実施。調査票は、『施設票』と『個別ケース票』

の2種類とした。

『施設票』は、平成 21年度の現況のほか、小規模グ

ノレープケア、親子宿泊棟の設置状況、相談撞別の判断に

関する乳児院と児童相談所の相違、自由記述(課題、要

望等)等について質問した。

『個別ケース粟』は、平成 21年度中に措置解除・変

更、一時保謹解除したすべての虐待事例(ケース)につ

いて、事例の概要等、保護者援助プログラムの実施、家

族の状況、解除の判断ー援助に対する評価について質問

した。

(倫理面への配慮)

個人情報の担いについては、当該個人が特定されるよ

うな情報の排除を心がけ、調査においては個別事例ごと

の具体的な事実情報の収集を避け、一般化された選択項

目を設定してその件数や数値化された情報の収集を行

うことによって、個人が特定されることが無いように配

慮した。この手法により、情報収集にあたっては当該個

人の同意は不要とし、車出設としての回答をもって情報収

集の同意とすることとした。なお、この調査については

日本子ども家庭総合研究所倫理規定委員会の審査によ

る承認を受けている。
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E 研究結果

平成 20、21年度の調査研究の詳細については各年度

の報告書を参照されたい。ここでは20年度から 22年度

まで連続的に展開してきた検討点につき、その概要を述

ベる。

1.先行研究及び平成 20.....21年度の検討概要と

22年度調査の結果

1 )児童相韻所の子ども虐待相韻業務全体においては緊急

対応に人員投入・エネルギーが集中している

平成20年度の調査による児童相談所の子ども虐待相

談業務における対応体制と各職種の投入状況について

みると、全 18項目中、①対立保護者への対応、③立ち

入りによる安全確認、③緊急一時保護、の 3項目に圧倒

的多数の職員が投入され、その次が由保護者支援プログ

ラム実施、@家庭復帰プログラムの実施、となっている

(平成 20 年度報告書参1目。①~@はいずれも緊急対応

の課題で、児童相談所が絶対に外せない課題であり、也、

@の職員の投入度とは差がある。①-@の緊急性に対し

て由、@は継続性・持続性に重点がある課題である。こ

れらの課題における置先順位は明らかに緊急対応側に

集中しており、今後緊急対応業務がまだまだ強化される

とすれば、人員的にも保護者支擾の専従担当者を置くな

ど継続性・持続性のある業務分野への戦力の分割を考え

なければならないだろう。

2)家庭復帰事例の 7割が3年未満、B割までが2年未満

に家庭復帰している。

平成 20年度の虐持での施設入所児で家庭檀帰した事

例の有効回答 734例では措置解除までの入所期聞は最

長 148か月 (12年 4カ月)、最短は 3日である。短期の

事例が多く、 3年以内の帰宅 557件(75.9%)、2年以内

で464件(63.2%)、1年半373件(50.8%)、l年以内 295

件(40.2%)、半年以内 157件(21.4%)であった。これか

らみて、親子分離事例の保謹者支援は比較的短期にスケ

ジュールを組んで進めることが求められていることに

なる。同時にそれだけの短期間に複雑な背景を持つ多く

の保護者が全て何らかの変化を示すことは期待しにく

い。おそらく一定の事例が家庭復帰の対象となってきて
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いる背景に、ある期間内での保護者養育の改善可能性を

測ってきている実瞳があるとみられるが、その具体的基

準は明らかではない。

3)特定の揖助ブロゲラムはごく少数の対象者にのみ提供

されてきたのに対して、より多くの事例で症来のケースワ

ーク・ソーシャルワークをベースにした折衷的あるいは部

分的なアプローチの導入が進められており‘その実施教

は年々増加している。

平成 17年度から 19年度の調査研究では、千ども虐待

相談で、児童福祉施設に入所している子どものうち家庭

榎帰方針が確認されているのはおよそ 15-17%の子ど

もで、家族関係修複のための何らかのプログラム(一般

的ソーシヤルワークは含まなb、)が実施されたものは全

体の 4-8%、特別な技法によるプログラムが提供され

たのは全体の 1%弱で、あった。他方、家庭桓帰方針が確

寵されている子どもの約 40%、虐待相談で児童福祉施

設に入所している子ども全体の 6-7%が実際に家庭檀

帰しており、このうち、特定のプログラム実施を桂て家

庭複帰したのは、家庭榎帰した千どもの約 9%(元の家

庭榎帰方針の約 4%、入所全体の約 0.6%)であったo

平成20年度の調査(平成 19年度についての調査)では

回答のあった 110児相中、 34か所で何らかの保護者ア

ブローチとして 86種のプログラムが報告されたが、所

単位で特定のプログラムを実施しているのはわずかに

15か所であった。これに対して、従来のケースワーク、

ソーシヤノレワーク、カウンセリング等に、部分的・折衷

的に樺々な新たなアプローチを追加導入していると報

告したのは先の 34か所も含めて 102か所と多かった。

平成 21年度の調査では回答のあった 112児相が平成

20年度に担当した虐待での施設入所事例9009件のうち、

何らかの保護者支援プログラムを実施したと報告した

児相は 38か所、そのうち詳細報告があった 14種 66件

のプログラム実施の参加人数は延べ472人であった。同

年度のプログラム実施教とその年度中の家庭誼帰とは

必ずしも直結していないが、入所事例9009件中、 21年

度中に家庭複帰したものは措置解除した 988件中、 905

件 (10.0%)あり、そのうち調査としての有効回答数は

867件 (9.6%)あった。この 867件中、専門的な何ら

かの保護者支援プログラム(部分的・折衷的なプログラ
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ムの活用を含む)の実施を通過した事例は 420件(家庭

榎帰の 46.4%、入所児全体の 4.7%)で、あった。各年度

の調査項目が同一ではないので厳密な比較はできない

が、何らかの保護者支援プログラムをその部分的・折衷

的な活用を含めてケースワーク、ソーシヤノレワークをベ

ースとしながら、より意識的に実施している件数は年々

増加しつつあることがうかがわれる。

4)特定の援助プログラムもその他の握助も中核lまソーシ

ヤルワークとカウンセリングである

平成 19年度まで、の調査における家庭桓帰プログラム

は一般的なソーシヤノレワークを含めない定義によって

調査設定されているが、その実務的な内容においては、

面接・家庭訪問が 90%を超え、施設、地域の関係機関

とのサポートネットワークづくりに属するものが 60%

を超えていた。具体的な手法としては定期的な面接指導

とカウンセリングが約 70%となっており、継続的な面

接相談と地域への働きかけを含むソーシャルワークが

指導援助の中核であり、生活課題解決のためのソーシャ

ルワークとした項目のみが 20%台であった。これは調

査対象に一般的なソーシャルワークを含めないとした

定義の唯一の反映とみられる。

平成 20年度の調査 (UO児相)によると、子ども虐

待相談における保謹者支援の中核は一般的なケースワ

ーク・ソーシヤ/レワークが 65.5%でこれが中棋となって

いる。何らかの特定のプログラムを実施しているのは

34か所86種のアプローチがあげられているが、具体的

に特定技法による保護者指導プログラムがあると回答

したのは 15か所である。他方、日常的な指導ー援助に

おいて何らかの技法や手法を参考にしたり、その折衷的

な導入を工夫していると答えたのが 102か所で、あった。

いずれも基本は一般的なケースワーク、ソーシヤノレワー

クであるが、実務上の様々な局面で専門的な援助手法を

参照して部分的に取り入れたりしている実撞がうかが

われる。

5)指導・躍助のハードルは保護者の不適切聾育に回する

認識・意識の乏しさ

平成 19年度までの調査においては、児童相談所が保
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護者への指導において援助困難とする要因では90%が、

保護者の意識ー意欲の乏しさを挙げている。平成 20年

度の調査では、何らかのプログラムが適用されているの

は、保護者が不適切養育を自覚し、親子関係改善への具

体的な努力が期待できる段階に至った場合に集中して

いることがみられた。他方、様々な擾助工夫が集中的に

投入されているのは、①「虐待の事実すべてを否認する

保護者」と、②「瞳度が変転し、一貫性無く、しばしば

話し合いの経過を否認して児童相談所と対立する保謹

者」に対してであった。これらのことから、既存の技法

として完成され、組織化された聾助プログラムは保謹者

の伺らかの問題認識や、養育改善のための積極的な態度

が認められてから実施されているものが大半であるの

に対して、そうした問題認識や援助目的についての理解

や協力が得られず、不適切養育に閲する認識、あるいは

指導・援助に対する態度に課題のある事例では、既存の

設定されたプログラムの適用に至らず、むしろケースワ

ーク、ソーシヤノレワークの次元で様々な手法が随時、折

衷的・応用的に投入されている実龍がある。また、この

領域が児童相談所の保謹者支援においてより多くのエ

ネルギーが投入されている焦点であることがうかがわ

れる。すなわち不適切養育に関する認識や瞳度に課題の

ある保謹者への対応が、初期からの介入・対立的対応に

続く、保謹者指導・支援における最前醜となっているの

である。

6)怪童者支握プログラムの評価方法は自己完結的な目標

到達評価に留まっていることが多い

平成20年度の調査で具体的に組織化され、実施され

ている保護者支援プログラムのうち、その効果に関する

評価方法について回答のあった 11のプログラムでは、

保護者への援助効果の評定は、基本的に各技法、プログ

ラムが目指してきた目標の到達度をプログラム終了時

の参加者の自己評価とプログラム実施者の評価で行わ

れており、まだ自己完結的な評価に留まっていることが

分かつた。実際的な客観的評価としては、児童相談所が

その事例経過全体についてどんな評価を下したか、プロ

グラム実施後の親子の状態、支援効果についての経過観

察などが想定されるが、それについてはまだ検討段階に
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ある。

7)報告されている保護者支揖プログラムはひとくくりにはで

きない

虐待事案における保護者支援の試みはプログラムと

しては概ね以下のように分類される。

i ソーシヤルワーク・ケースワークの枠組みを構成

するもの

① 児童相談所ケースワーク(運営指針、手引き

による)

@ 段階的親子再接触、各自治体単位の保護者支

援の包括的なプログラム

@ サインズ・オブ・セーフティ・アプローチを

ベースとしたプログラム

由 FGC、家族合同ミーティングを軸としたyーシ

ヤノレワーク(ソリューション・フォーカスド・
アプローチ含)

@ 包括的なソリューション・フォーカスド・ア

ブローチをベースとしたプログラム

五 iの樺々な局面でソーシヤノレワーク・ケースワー

ク上の手法として用いられる技法・手法

①個別のカウンセリング

@サインズ・オプ，セーフティやソリューショ

ン・フォーカスド・アプローチで用いられてき

た様々な部分的技法(援助関係の進展・問題解

決の技法)

由 グループワーク・カワンセリング(父親グ〉レー

プ含む)部分的 FGC、家族合同ミーティング

@認知行動療法的アプローチ(課題解決に焦点)
@ 宿泊を含む親子合同プログラム

出 子どもへの養育行動に焦点化したトレーエング

的なプログラム・技法

① コモンセンス・ベアレンティング

@ ノーパディズ・パーフェクト・プログラム

CRCプログラム

⑨ 精研式ベアレント・トレーニング

iv 保謹者自身の健康度や気付きに焦点化したもの、

保護者自身の課題についての取り組み

む MYTR匝ベアレンツ・プログラム

@ 認知行動療法的アプローチ(保謹者自身の課

題に焦点)

@ DV問題、ステップファミリーのための虐待予

防・子育て支援プログラム

也成人対象のクリェック、医諜機関などへの通

所・通院

これらをプログラムの種類としてみると、

①特定の課題目標に関する一定の投法による指導・援助

プログラム(良好な親子関係・養育行動のための学

習・訓親、つまずき易い養育課題に閲するトレーニン

グやコーチング、保護者のトラワマーケア、ストレス・

ケア、保護者自身の自覚や気づきを促すための特定の

プログラム等)、
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@ソーシヤルワーク色伎の課題や様々な局面における

対応技法を総合的にマネジメントするための手法を

プログラムと呼んでいるもの(ソーシヤルワークの全

過程を視野に置いた各課題のアプローチ、ソーシヤノレ

ワークにおける特定の課題解決のためのアプローチ

手法等)、

@いくつかの技法や手法を折衷的に採用しながら、徒来

のソーシャルワークに経験知を加味した技法(各段階

のアセスメントや家族ミーティングなどに焦点をお

いたアプローチとソーシヤノレワーク全般のマネジメ

ントに属するもの等、概ね各自治体単位で編集され組

織されたもの等)、が認められる。

また具体的なアプローチ課題からみると、

①保謹者自身の人生課題に焦点が置かれ、その結果と

して不適切養育に関する保謹者の認知、問題認識に新

たな気付きを促そうとするもの、

②親として、保護者として子どもへの養育における具

体的な課題を情緒的、あるいは技術的な課題として標

準化し、その問題解決の手法を教示・提供しようとす

るもの、

@具体的な親子の間保調整や最終的に子どもの家庭複

帰まで、のプロセスを掴定して子どもの安全のリスク

や親子関係の修復を評価し、握助を進めようとするも

の、に分けることができる。@はさらに

@-1 :初期~中期の保護者の問題意識ー課題意識への

実際的な支援、

窃一 2:中期~後期の親子関慌の修複と関係維持、子ど

もへの実際の養育改善と子どもの家庭復帰の

可能性を評価しつつ進める支援、

に分けられる。

平成 21年度の調査によれば、詳細が報告された 66

件に限られるが、 iの④、誌の@など、保護者参画を含

むプログラムの実施が一部の自治体で集中的に開始さ

れており、その実施対象者数が増加している情況がある。

平成 22年度にはこれらのプログラムの児相ごとの実

施状況を再度尋ねた。回答のあった 123児相中、部分的

にしろ、明確に所の体制として何らかのプログラムを保
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謹者指導として実施していると回答したのは掛か所で、

その内訳は表 1.の通りである。なお SoSAとはサイン

ズ・オプ・セーフティ・アプローチの略号である。

表1.平成田年度の児相での保謹者支援

のための専門的プログラム:38児相
プログラムの内容 児相数

SoSAをベースにした保護者指導プ回グラム 2日
当事者参画型ミ一子ィンゲ 4 

コモンセンス・ペアレンティンゲ E 

SoSA 
コモンセンス・ベアレンティンゲ 3つの家

‘lューシヨン・ヲォーカストアプロ-7' 2 
3つの家安心の家

|多機なプ回ゲラムの組み合わせ率 3 
コモンセンスペアレン子ィンゲ 2 
ソリューンヨン・フォーカストアプ固-'予
家族療法(システムズアプローチ}

東京都版ガイドライン
4z5ョh 計 38 

士多様なプログラムには 7)で挙げられたような様々なプログラムと‘
その他の7セスメント yーんの組み合わせが挙げられている，

平成 22年度の調査では、それぞれのプログラム適用

の条件や課題についても尋ねている。共通していたのは、

家庭引き取りの意欲の高い保謹者、実際の引き取りを児

相が想定している事例の指導において、サインズ・オ

プーセーフティ・アプローチ(SoSA)をベースにした樟々

なプログラム展開が園られ、特に部分的な活用によるア

セスメントや、支援方針について保謹者・関係機関と児

相がその共有化を図る上で、それらのプログラム手法を

用いたアプローチが効果的であることが指摘されてい

るo

課題としては職員のトレーニングと所・車副議としての

力量の保持、動機づけや対応力量に問題のある保謹者へ

の適用の離しさ、対立しながらも対応がプレない職員の

基本的な力量の養成等が挙げられている。

8)保護者支揖プログラムの横討から基本的枠組みの確認
，、、

平成 20年度の検討段階では、 5点の課題が確認され

た。

①保護者支援の実態は流動的・折衷的でソーシヤノレワ

ーク・ケースワークと融合しており、定点観測的な

継続的な動態把握と課題分析が必要。

②ソーシャルワークをベースに様々な援助プログラム

の設定段階からアフターケア、フォローアップまでの

マネジメントを含む枠組みの構築とその情報蓄積。

也児童相誤所としての保護者支援プログラムの個々の
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設定目的と根拠、評価等の説明能力の獲得にれは在

宅支援と分離保護による支聾の領域ごとの違いや共

通点の吟味を含む)。

@各種のプログラム、援助手法の効果情報の蓄積。

@児童相箭所における保護者支援のグランドデザイン

化の可能性検討。の 5点である。

平成 21年度の検討で、このうち、母の児童相談所に

おける保護者支援のグランドデザインとして、多くの親

子分離の事案で、最初の親子分離から親子の面会、外出、

外泊、帰宅へと、段階的に親子の再接触を設定し、その

各段階の評価によって徐々に親子接触の顔度、密度を上

げて行き、帰宅へとつなぐ方式が一般的にとられている

ことに注目し、これをあらためて「段階的親子再接触」

として、基本的な保護者支握、親子関係の修復の手.)1国枠

車且とした。

その要点は以下のようになる。

段階的親子再接触の考え方
相説受理 面会までの外出股定 外泊量定 引古取り 家庭復帰

分離の 交流 までの までの までの 以後四

方針決定期 準備期 面会期 外出期 外泊期 在宅指導期

ml 汚】 l 河) Irdil sil 市1

相醗 分離保躍 E会 外出 外泊 家庭

受理 施設入所 開始 開始 開始 引き取り

図1.児相における親子の段階的再接触の枠組み

A) 相談受理・初期対応

①方針検討・訣定期

B) 分離保謹・施設入所段階

@吏読開始期

c) 施設入所f去の親子再棲触としての面会開始

@面会期

D) 親子の継続的接触による関係調整としての面会

~外出の開始
④外出期

E) 親子の家庭での実際の生活場面での闇係調整と

しての外泊開始

@外泊期
F) 親子の関係調整の結呆としての家庭引き取り

@家庭復帰後の在宅指導期

この基本的枠組みの上で、平成21年度、 7)の③のソ

ーシャルワーク・ケースワークをベースとした保護者支

援の実瞳、特定のプログラム提供として識別されない多

数の措置解除、家庭復帰事例において児童相談所が何を

してきたのかに焦点を当て、

①段階的親子再接触プログラムと呼べるような手順を

どの程度実施しているか。
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@何らかの保護者支援の専門的プログラムを部分的・

折衷的にでも活用したものはどの程度あるか。

@従来の相談枠組みにおいて指導困難な保護者をどの

段階まで指導援助の対象としているか。

@実際に措置解除、家庭誼帰した事例の保護者指導と

親子調整経過、予後の実韻はどうなっているか。

以上の 4点を軸に調査を実施した。

調査では 113か所(回収率52.1%)の児童相談所か

らの回答を得た。措置解除事例については 991事例の回

答を得た。 991事例中、家庭檀帰したものは 905事例で

あった。

9)段階的親子再接触を含む樟々な保護者支揖プログラム

実施状況。

平成21年度、調査回答のあった 112児相が担当した

虐待での施設入所児は9009件あり、その中で、段階的

親子再接触は 85児相(75.9%)で7811件(86.7%)1こ実撞

されており、そのうち保謹者支援プログラム(何らかの

保護者支援の専門的プログラムの折衷ー応用も含む)も

重ねて実施したのは 35児相(31，2%)で3540件担9.3%)

であった。段階的親子再接触のみの実施は 60児相

(53目6%)で4271件(47.4%)であり、保護者支援プログラ

ムのみの実施は3児相(2.7%)で291件(3.2%)であった。

いずれも実施しなかったのは 14児相(12.5%)で 907件

(10.1 %)件で‘あったo

家庭榎帰した事例についてはプログラム実施の時期

が必ずしも当該年度とは限らないので、回答上の各プロ

ラム実施群とは若干のズレが推測されるが、段階的親子

再接触と何らかの保護者支援プログラムを併用した家

庭誼帰事例は 400件(家庭復帰件数*の 44.2%)と報告さ

れている。段階的親子再接触だけでの家庭桓帰は 371

件(家庭複帰件数*の 41.0%)、保護者支援プログラムの

みの実施での家庭榎帰は20件(家庭複帰件数古の 2.2%)、

いずれも実施しなかった家庭複帰は72件(家庭復帰件数

*の 8.0%)である(表 2)。

結果的に段階的親子再接触か保護者支援プログラム

のいずれか、あるいは両方を実誼した事例は家庭檀帰事

例の 87%(7911905)にのぼっているo また施設入所児の

89.9%(8102/9009)が段階的親千再接触か保護者支援プ
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ログラムの適用中であることになる。

古家庭復帰は全体で 905件と報告されているが、この調査項
目に記入のあった家庭復帰事例の有効回答件数は 863件であ
る巴ただし各項目の構成比に閲しては元の 905件を母数として
計算している。

表2 平成 21年度における家庭復帰事例における段階的親子
再接触および保護者支緩プログラムの実施状況

保護者支援の状現 児動相
担費市長比

家庭復帰

件数|構成比
段階的観子再撞蝕のみ 601 4271 47.4'目 371 41.0目

保用護も含者む支)援+プ段ロ階グ的ラ親ム子(何再ら接か触の部分的・折衷活 351 3540 39.3 400 44.2~ 

|保護者支撞プログラムのみ 291 3.2% 20 2.2目
プログラム無し従来のケースワーウのみ 14 907 10.a 72 8.0% 

£ロ‘ 計 112 9009 100.0目 863 95.4% 
(不明 42件)

平成 22年度、改めて全園児童相談所に段階的親子再

接触の指導枠組みを提示し、その平成 21年度における

実施状況を尋ねた。有効回答 123か所(回収率 59.4%)

中、 114か所(84.6%)で実施しているとの回答を得た。

ただし所として全倒に適用しているところと、業務量や

人員自己置状況から実施対象を選択して一部の事例には

適用していないところがある。また実施を考えたいがま

だ実施に至っていないとの回答が 2か所あった。使って

いないと回答した9か所では職員の体制、専門性がない、

時間的余裕が無い、人員不足、保護者が通って来るだけ

の余裕がない、都道府県レベルでの体制整備がない、該

当する対象事闘がないことなどが主な理由で実施して

いないとの回答であった(表的。

表 3.平成21年度の児童相談所での段階的親子再接触の実施
状況

できれ
買問項目 Yes No l<f使い その他無田署 合計

たい

醐的な親子轍触を意醐に量っているカ1 114 121 140 

作業雄踊|こあたって定型的肝I~rまあるか 651 53 221 140 

作童の章思決定のための枠組みや会識はあるか 981 13 291 140 

段階的親子再接触を実施するにあたっての進行管理

のあり方と課題について自由筆記で尋ねた。分類した回

答内容は以下の通りである。進行管理は組識的な対応体

制があるところと個別事例ごとの担当者と課長等の SV

との協議だけで進められているところに分かれるよう

だが、基本的には随時の担当レベル、チームでの協議と

段階ごとの評価と設定をめぐる方針会議、及び定期的な

進行管理のためのチェックといった複数の階層化した

協議による運営体制が設定される傾向にある(表4)。
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表4.段階的親子再接触の進行管理について(自由筆記)
進行管理の肉容 件数

援助方針会議対応会議等とsv、所長への報告
53 進行管理会議判定会議処遇検討会謹

|担当者がsvへ報告しながら進める 12 
家族再統合チーム、家族支様担当等のスタッフが中心と

11 
なって進行官理協議を行って進める

プログラムに従って進行ト管巷理使しっててLL K 
アセスメントチェツクシ一 、る 10 

具体的な進行は担当の児童福祉司と心理司で担当 10 
進行管理台帳等で進捗状況管理を行う 自

進行は施設との協議施設からの報告によっている 5 

要保護児童対策地域会識のケース会議受理措置会議 4 

家庭状況を見ながら段階的な親子の接触に条件を設ける 2 
当事者参画事例では保護者も含めて協議

面ング会を・外実出施・外泊の各段階で振り返りの面接や合|司ミ-T1

次回の検討時期を必ず決めて進める
各段階の中止事項を最初に明示
乳児院事例は四半期ごとにチェック

合計 120 

段階的親子再接触を実施する上での課題についての

回答は6領域に分類された(表5)。

まず対象者に聞しての 3領域。これをみると、保護者

や子どものニーズと児相が設定する課題の共有化に課

題があることがうかがえる。親子にとっては面会や引き

取りとし、った具体的な結末だけが目的化されやすく、児

相が重視する具体的な養育改善課題を共有することが

難しいということが見て取れる。併せて、面会や引き取

りの意欲そのものも低い保護者がいた場合、その対応は

何に焦点化するのがよいのかも課題である。

その他の 3領域は進行管理と体制の課題である。対応

体制の組織化の撞度、人員体制によって事案の進行が担

当者に集中したり、個々の接触対応が施設の運営・報告

に委ねられていたりして、密接な進行管理や支援が十分

にはできないとしづ悩みがうかがわれる。特に不適切養

育を認めない、児相に対立的な龍度をとる保護者には多

大のエネルギーが必要であり、段階的親子再接触をスム

ースに進めるためにはそれなりの業務体制が必要であ

り、それに焦点化した組織体制の必要性が認められる。

面会までの時期の枠組み、外泊から再同居・引き取り

までの枠組み等、各段階内の落差についてのより細やか

な手順、段階の設定の必要性も指摘されている。特に施

設からの外泊から引き取り・再同居の落差はこのシステ

ム全体の効果に関わる重要事項である。これは1.7)量@

の宿泊プログラムの必要性(12)参照)ともつながる、引
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き取りへ向けての支援、引き取り後の予後の見通しに関

わる課題である。後に述べるように段階的親子再接触が

それで完結・終了するのでなく、引き取り後の継続した

指導体制と連動する必要性に結び付く重要課題である。

表5.段階的親子再接触を実施する上での課題

段階的親子再接触と保護者指導の調整課題 件数

親子との課題の共有化:

親子のニーズと方針のズレが生じた際、課題の共有が

親 離しい。一度親子接触が始まると互いに感情的な反応

子 で再開居を急ぐ気持が強くなり‘段描的な課題設定を畳
28 

け入れにくくなる。早〈段階を進めたい僅謹者とは課題

間 の共有より会わせる・会わせないの争いになってしまっ

し
たり、表面的な回数・機関だけで段階を進めることを求

て
める。

子どもの変化に比べて保護者の認識の変化が進まな

い。また子どもが再接触に難色を示すことでの調整が難 3 
しい

対立的な保護者虐待を認めない保謹者との調整 20 
保 面会等の主流に保護者が消極的な場合運行が困難 2 
謹 定期的な面接等に保護者が合わせられない(仕事や居

5 者 住地の遣さ、軽請的問題等)でキャンセルが多い

加害と非加害の保護者対応

子 子どもの進路・就労課題

故現によっては段階は博止・逆行もあることを吉め、方

針の再評価・見直し、軍旗~mについてのアセスメント 6 

を繰り返すこと巴霊童

地域の協力、畏け皿が乏しく苦労する事例がある櫨間
3 

進 連携に聾題ある

め
親子型豊島土並車空再開居後の童瞳墜を評価しにくい

方
面会までの時期に主撞整担みをどの程度作れるか
|通信・面会親子合同直聾型重要

ネゲレクト喧量担型霊童旦量u成立しにくい

保護者の支援者も吉めた支援の枠組みが重要

業 面会の立会、各霞階での調整等、相当量の業務量があ

務 止また仕事をしている保謹者や遺田地に居生する保護
10 

体 者対応などでは時間外対応も多〈、人員的な限界があ

制 り、全ての事例を対象とできない。

定型的な枠組み・所としてのマニュアル無い状況依存
5 

的な進行

そ
l専任性でないた血盟対応に押品工塑置Lやすい 2 

svへの報告まで現状評価が不十分
の

|担当者の異動対応や進行管理に璽量
他

面会・外出・外泊の状現在児童相韻所が直接把握する

ことが困難。

外泊時には家庭訪問している外出は施設の報告中心
品日. 95 

10)撞助枠組みに照らした保護者支提と親子関係修檀の

ハードル:考え方と実際

段階的親子再接触において、従来から保護者支援上の

ハードノレと報告されてきた保護者の不適切養育につい

ての認識や、その他の事象に対する様々な態度が、どの



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4)

様に保謹者指導プロセスに影響を与えているのか、まず

その考え方を尋ねた。詳細は 21年度報告書に挙げてい

るが、概ね以下のようになった。段階的親子再接触の各

段階を再掲する(図1.表 6~表 10.)。

相談受理 面会までの外出世定 外泊設定 引き取り 家庭復帰

分離の 交流 までの までの までの 以後の
方針決定期準備期 面会期 外出期 外泊期 在宅指導期

庁 、 | 月i I 月i l rii¥ 1 点、 l 府、

相談 )d保護) EL ) ム) J泊 )占
受理 掠設入所 開始 開始 閣始 引き取り

図1.再掲児相における親子の段階的再接触の枠組み

表6.保護者の不適切萎育認識と進められる段階
保障者四不適切養宵に つ い て 白 血 慨

思

行車も虚待も抱めない • 
|行守寺為田は量管否壬定tまし髭EなI!bいt;;:がt、言い 逃 れ 椿 に よ り 虚 • 
li開守轟晶なはい臨時るが言い逃れ捕により虐待回 • 
持rFi品樟をは阻胞品め止るまいが~畢によるとLて確f宜的i:: • 
行は品盟品はる認 め なι、が指摘された不適切轟曹 • • 
行割、も1芭持も胞める • • .，. • 
-は許容される段階(基本的には回答数が最大回答数の
35%以下となった項目は許容しないとして評定1

表7.保護者の支援に対する態度と進められる段階
陪陣

表8 保護者の親子関係修復態度と進められる段階

表 10.子どもの保護者への反応と進められる段階

子どもの保謹者への反応
段階

位 3JI (4 1(5) 6 

保護者1=会いたがらず強い拒否を示す • 
|強定い状拒態否安示師すさないが交流する」と目安 • 
強い拒否は京さないが自然な交涜ができ

.1. t司 L、
|強Fい1拒，否ハは示さないが支流の前後に不安 • • 
緊~Ii感や不安な様子もあるが年とか支流 • • • でき不安定にならない
概ね安心・安定した支流ができている • • • • 安心・安定した富黙な交流ができており親 • • • • • のに金ラことを棄しみしにじている

.は許容される段階(基本的には回答数が最大回答数の
35%以下となった項固は許容しないとして評定)
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これをみると、不適切養育の認識が乏しL、か否認して

いる保謹者については、そのままで子どもと面会させる

かどうかに高いハードルがあることがうかがわれる。こ

れに対し子ども側の反応については直接的な拒否か不

安反応が無ければ、取りあえず面会を設定して反応をみ

ることにポイントがおかれている。その他の要素につい

ては外出を開始するかどうかがポイントになっている。

外出は面会と違って子どもを一定時問、保護者に{壬せる

ことであり、それなりの保謹者側の要件が必要とされて

いると理解できる。

こうした保謹者支援の枠組みにおけるハードルに関

連して、親子関係の調整における親子の再接触を次の段

階へ進める上での課題はどうなっているのか。児童相談

所が各段階で橿先的に注目している保護者支援(支援の

狙い)の項目内容をみると図 2. のようになる(平成 21

年度報告書図 10.の再掲)。これをみると児童相霊長所は親

子再接触の各段階で、順次焦点化される課題を移動させ

ており、それがどの程度前の段階の達成をもって次に進

められているのかは不明確であった。また、保護者自身

の問題解決能力や不適応問題、過去の被虐待歴を含む課

題への注目はなかなか置先順位が上がらず、子どもの外

泊・家庭引き取り段階になってようやく注目されている。

実務上の指導結果としては、計画段階での考え方におい

て特に高いハードル設定がなされてきた保謹者の不適

切養育の認識、虐待認識について実際にはどうなってい

るか、気になるところである。子どもへの不適切養育を

「不適切」と認識していない保護者は、問題を再発させ

る蓋然的危険性が高いことを想定なければならない。果

たして実態は表 11. 図8 のようになった。これをみる

と、考え方として設計されているよりは、はるかに多様

な保護者の状況が家庭引き通りとそれ以降の在宅指導

の段階でもみられている。即ち虐待を認めない、子ども

への不適切行為の責{壬を認めない保護者が家庭引き取

りの段階でもかなり含まれていることが明らかとなっ

た。こうした実躍は当器、家庭恒帰が保護者指導のゴー

ルの指標とはならず、家庭復帰後の指導自体の重要性を

示唆することであり、同時に家庭榎帰後の不適切養育の

再発を危倶させるものである。
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表 11. 保護者の虐待認識(施段入所時、措置解除時)

理謹者の車待についての認識・態度 施置λ所措置時点 措置解除即時点

行為も虐待も認める 352 35.6% 445 45.0% 

行為は認めるが雇待の責阻ま認めていない 165 16.7% 119 12目。%

行為l土認めるが車待11認めず 107 10.8% 56 5.7% 

置華による行為であり虐待否認 57 5.8% 50 5.1% 

虐待li認めないが不適切葺育のみ認める 43 4.4% 46 4.7% 

行為も虐待も認めない 132 13.4首 73 7.4% 

不明 132 13.4目 199 20目1%
ι 且 988 100目0%988 100目。%

11)家庭復帰時点での児童相韻所の評価とその後の支握

経過:再発をめぐって

平成21年度の調査では、平成20年度内に施設から家

庭復帰した事例の同一年度内での虐待再発について尋

ねている。この調査項目についての有効回答数数は家庭

復帰した905件中、 734件で、そのうち81件(有効回答

734件の 11.0%、全家庭誼帰件数 905件の 9.0%)に何

らかの再発が認められ、そのうち 42件(再発事倒の 52%、

家庭榎帰の有効回答734件の5.7%、全家庭檀帰件数905

件の 4.6%)が再び分離されている。
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lG臨

9011 

S同

6輔

5脇

4臨

Z帖

1出

施宮入所措置時点 措置解除の時点

瑠不明

置行書も虐待も認めおい

ベ?膚待は寵めないが不適
切養育のみ冨める

-雷条による行為であり
虐待否認

P 待通r;t留めるが虐待ri
認めず

園行為r;l:認めるが虐待の I

責任r;l:認めていない

理行為も膚待も認める

国3.担設入所時点と措置解除時点の保護者の虐待認識
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表 12.は家庭檀帰時点での児童相談所の再発リスク

評価とその後の同一年度内の継続指導の状況および虐

待問題の再尭とそれらの再発事例に措置解除時点で設

定されていた指導形態を示す。この表が示すのは、多く

の事例(56.8%: 4171734)で再発のリスクがあると、家庭

榎帰時点で予想されていること、問題がまだはっきりと

再発という状態に至っていなくとも指導が継続されて

いるものが 305件(41.6%)あり、おそらく虐持の再発に

至った事例を含めると 374件(50.1%)は家庭榎帰の当該

年度末の時点で、何らかの支援が継新しされている(再発

事例中、その時点で相談間止となっていたのは 81例中

国側(14.8%) のみであった)。

注目されるのは、児相が家庭恒帰時点で再発のリスク

があると想定していた群からは 18.0%(75/417)の再発

が認められ、再発のリスクが低いとみていた群からは

1.9%(6/317)しか再発がみられていないことである。い

ずれも措置解除と同一年度内の短期データであり、これ

だけで再発を評価することはできないが、この差は大き

いとみられる。

表 12.平成 21年度に施設から家庭複帰した被虐待児の同一年度内のその後の経過と虐待の再発状況

虐待者の
措置解除 指導紬続中 1童f寺の再発 再発事伊問官措置解除時点、で

所在
時のリスク評価

経過良 経過」 一指導中確担 一再通告主積回
設定されていた指導形態

在 司τ
件数 好ながら

課静iU題売あ中り
件蚊

在指宅導中宅 ii'l'iili 件数
継続中

完全消失 55 12 。

不在 14:2 ほ li消失 5日 13 2 。

残っている 27 5 5 。

無記入 2 。 。 。

完 全 消 失 26 ? 。 。

l:'fl:f消失 171 55 12 5 

在 592 

残うでいる 390 日0 102 75 

無記入 5 。 2 。

言十 734 734 182 123 81 

さらに表 14.で措置解除の経過(予定外の引き取り・通

常の引き取り)と、周一年度内の家庭復帰笹の虐特の再

発状況を示す。予定外(計画外)の引き取りとは表 13.に

あるような 5項目に当たる引き取り経過を示す。予定外

の引き取りは 221件(家庭引き取り全件数の 30.1%)

である。

。
。
。
。

。
。
1 
3 
自

11 
。

1 
1 
。

3 
。
。

27 

導中 場中
設定宮れていた支援形態

。 。 。|随時掻触
。 。 。
。 。 。
。 。 。
。 。 。

1 。 。 E期撞触
2 。 。国墜豊島皇
。 。 1_l!I，;JJ霊担金
2 。， ー 司撞塑
5 3 t E期接触
自 4 t 

。 ~塑呈タ
自 。 。 置堕モタ

。 。助言のみ
。 1 1-1，也機関1;:担当懐頼

5 ヨ 1 担盤盟主
。 。 2 自E璽宜し
。 。 。

35 官官 日

表 13.予定外(計画外)の引き取り事案の内容

予定外の引き取りの内容

a保護者の強い引き取り希望に応じた

b.強制的引き取り

C.千どもが施設不適応となり、やむを得ず措置解除とした

d.子どもが施設を出てしまい、戻ることを拒否したため、

l措置解除とした

e.その他やむを得ない事情により措置解除した

合 計

表 14.虐待種目i別・引き取り経過別、家庭復帰の同一年度内の虐待の再発状況

虐待種別と引き取りの樟態先
虐待の再発と指導状現 弓|耳叉

指車I:t睦盟 再通告で確認 再尭
状i兄別

虐待種別 件数 引き取りの樟酷 件数 |在指導宅中 |再指遭分離申
合計

再発車

身体的虐待 268 
予定外の引き取り 71 2 5 2 1 10 14.1% 

liiI常の引き取" 197 4 8 3 1 16 8.1% 

ネグレクト 365 
予定外の引き取り 116 2 10 2 1 15 12.9% 

通常の引き取り 249 11 6 3 2 22 8.8% 

心理的虐待 81 
予定外の引き取り 22 1 2 。 。 3 13.6% 

通常の引き取り 59 2 3 2 1 s 13.6% 

性的虐待 20 
予定外の引き取り 12 3 1 。 1 5 41.7% 

通常の引き取り 8 2 。 。 。 2 25.0% 

合 言十 734 734 27 35 12 7 81 

別掲内訳
予定外の引き取り 221 8 18 4 3 33 14.9% 

通常の引き取り 513 191 17 8 4 48 9.4% 

件数

1 

2 
2 
7 
15 
24 
2 
91 
2 
2 
12 
宝

81 

件 数

125 
17 
28 

24 

27 
221 

1童特F
種別別
再発車

9.7% 

10.1 % 

13.6% 

35.0% 

11.0% 

*いずれの群においても元の虐待者の居る家庭、虐待者のいない家庭への引き取りが両方含まれている。
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表 14.による虐待種別ごとの再発状況をみると、児童

相談所が計画した枠組みで何らかの指導経過の評価を

通じて家庭槙帰させた場合、同一年度内ではその約90%

で再発が確認されていないのだが、予定外の要件でやむ

を得ず家庭檀帰させた場合にはそれは約 85%まで下が

ることを示している。また虐待種別からは身体的虐待、

ネグレクトにその差が大きく、心理的虐符では蓋が見ら

れず、性的虐待ではいずれにしても帰宅後の極めて短い

期間であるにもかかわらず、再発のリスクが高いことが

際立っている。元々性的虐待が子どもからの申告によら

なければその被害が発見されないことから考えても、帰

宅させた子どもについて相当、児童相談所が注意して関

与していての再発確認とみられ、この再発率は特異であ

り、家庭榎帰について性的虐待を他の虐待と同列に担う

ことが不適切であることを示している。

表 15.は措置解除時点で保護者の虐待認識(行為と不

適切さ)と同一年度内の虐待再発を示す。全体では4-

14%の幅があり、行為は認めるものの、その不適切さを

認めていない群でやや再発率が高い。また内容的に再分

離にまで至ったか在宅指導に留まっているかを構成比

と共にみると、件数頻度とは別に、一旦再発すれば再分

離が必要となるのは、確信的な体罰行為と虐待行為を全

面否認していた保護者の場合であることが分かる。期間

が同一年度内の短期であることと、サンプル教が限られ

ていることからもう少し長期のデータを見る必要があ

るが、一定の傾向はうかがえる。

表 15. 措置解臨時点での保謹者の虐待認識と同一年度向での経過(虐待再発を含む)

措置解除時点での聖育者の虐待認識(行為と不適切さ)

a虐待を認めていた

b行為は否定しないが、昌い逃れ等により虐待iま認めていなかった

c行為は認めるが昌い逃れ等により虐待は認めていなかった

d行為は認めるが、信条によるとして確信的に虐待を認めていなかった

e行為は認めないが指摘された以外の不適切聾育は認める

f 行為も虐待も認めていなかった

E 不明
t回h 計

12)宿泊プログラムの意義と展開可能性

段階的親子再接触の手l慣を踏んだとしても、またその

聞に様々な援助手法や評価を行ったとしても、親子の再

同居・生活再開における課題の全てを家庭榎帰前に評価

することは困難で、ある。とりわけ地域環境での同居生活

実態そのものを評価することが難しく、当事者である親

子自身も、実生活を再開してみて初めてぶつかるハード

ノレがある。

この点に聞して上記の分析とは別に、親子分離による

子どもの施設からの家庭檀帰の中間点として、宿泊プロ

グラムが特異な位置を占め、有効な役割を果たす可能性

があることが、平成 20年度の宿泊プログラムを実施し

てきた児童相談所へのヒアリング調査から明らかとな

っている(平成20年度報告書参照)。

段階的親子再接触においても、保護者と子どもの接触

については、外出、外泊の段階で大きな落差・ジャンプ

があり、子どもを保護者主導の関保に委ねてよいかどう
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件数
虐待再尭 在宅指導 分離保護

再発動再発率 件数再発率 件数再発率構成比

445 40 9.0% 2.0 4.5日 2.0 4.5日 50.0日

119 10 8.4'日 5 4.2.% 5 4.2百 50.日目

56 7 12.5百 6 10.7自 1.師 14.3百

50 7 14.0目 2 4.0百 5 10.0% 71.4百

46 3 6.5弛 2 4.3% 2.2目 33.3日

73 5 6.日目 1.4目 4 5.5日 80.0百

199 8 4.0% 3 1.5日 5 2.5% 62.5目

988 80 8.1% 39 3.9百 41 4.1百 51.3% 

かの判断に実際的な指導と評価を含ませることが難し

いという課題がある。これについて宿泊プログラムは、

その中間点として樺龍し得ること、さらにはその活用方

法によっては長期分離を回避する指導プログラムとし

ての期待も持てることがうかがわれた。また、宿泊プロ

グラムの一部として、早期の家庭檀帰が望めない事例で

の親子交流と親子の調整機会を設けるという活用への

期待も今後の課題として認められる。

ただし全体としてはこれらの試みはまだ試行段階で

ある。特にそのために特化した施設やスタッフを用意す

ることは財政上も難しく、また熟諌したスタッフの養成

が課題である。現状では児童福祉施設機能の一部と児童

相談所の相乗りによる対応工夫が試みられている段階

である。

13)家庭復帰時点での虐待再発評価(平成22年度調査で

新たに調査された三左)
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平成 21年度では事例に応じて虐待の再発リスクにつ

いて、「虐待のリスクはまだ残っているが在宅可能程度

に低下したJという項目で尋ねたが、平成 22年度の調

査では、「再発のリスクがあると感じながら家庭複帰さ

せる事案」の有無を尋ねた。結果的には 140か所の児相

から回答があり(回収率 67.6%)、その 55.0%: 77か

所の児相が家庭複帰時点で虐待再発の危険性がある程

度想定される場合でも家庭復帰させている事案が一部

含まれることを認めている(表 16.)。したがってこうし

た方針にもとづく家庭榎帰を前提とすると、事例によっ

ては家庭複帰時点である程度の虐待の再発を担定した

対策をもって、家庭榎帰を担うことが必要となっている

ことが明らかとなった。

表 16.家庭引き取りと虐待再発リスクの認識

措置解除時点での車持再尭J)スウについて
児相数 構成比

虐待の再発はある程度想定しても帰宅させている

帰宅させている 77 55.0% 
帰宅させていない 47 33.6% 

無回答 16 11.4目
ι ロ 140 100.0 

調査では虐待再発がある程度予想される限旬家庭復帰を考えない

としている児棺が 47か所、無周答が 16か所あゥたー厳密な照合

はあえて行わなかったが、これらの方針と実際の結果としての虐

待の再発の有無は必ずしも厳告な照合性を持つわけではなかった。

14)家庭橿帰後由主揖・指導体制について

アンケートでは家庭複帰後の支援・指導体制について

自由筆記によって、①実施していること、@必要と考

えられるが実施できていないこと、@それらを実施で

きるようにするために考えられること、の 3点について

尋ねたG 以下にその概要を示す。

-再発リスクを意識しながらの家庭榎帰について

家庭榎帰後の指導体制について、ある程度の再発リス

クを認識しながらも家庭寵帰させている事例があるこ

とを意識している 77か所の児相ではどのような取り組

み、認識がみられるか自由筆記の回答を整理した。

対応として実施していることについては 77児相すべ

てから回答があり、それらは221項目 7領域に分類され

た(表 17.)。その概要は以下の通りである。
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.実施していること(回答数の多し、iI買)

①定期的な児相職員による訪問・面接。

@要保護児童対策地域協議会メンパーによる見

守り。キーパーソンの設定。

窃具体的な支援サービス体制の構築、機関設定。

④保護者自身への働きかけ、対処能力の支援。

@問題悪化兆候への予防的介入。

@アフターケア、フォローアッププログラムの策定。

⑦家庭複帰後の指導体制の措置中からの事前構築。

虐待再発を防ぐのに必要と考えられるが実施できて

いないこと、問題点と感じていることについては 77児

相中 48児相 (62.3%)から 66項目の回答があり 4領域

に分類された(表 18.)。

@必要と考えられるが実施できていないこと(回答数の

多いiI国)

①見守り以上の定期的な保護者への支援。

専門的プログラムや支援。

@支援の継続が難しくなったときの対策。

保護者のキャンセル対策介入への切り替え。

親族等を含めた支援体制の充実(夜間等合む)。

@地域関係機関の認識や力量の統一。

@子どもがsosを出さないことへの対策。

またこれらの課題が実施できるようになるために必

要なことは何か尋ねた。 77児相中 36児相 (46.8%)か

ら67項目の回答があり 5領域に分類された(表 19.)。

.課題が実施できるようになるために必要と考えられ

ること(回答教の多い順)

①人員・予算措置と発達相談分野等の市町村移行によ

る虐待対応強化。

@実証的で効果的な指導技術の習得。

@市町村体制や家庭榎帰後の指導体制の充実

保護者のプログラム参加。

@裁判所の治瞭命令等の法的枠組みや介入と支援の槽

能分離。

@子育て支援機能の強化、破綻した親子が一緒に身を

寄せられる場所の確保等。
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虐待の再発がある程度予想される事案については家

庭復帰を考えないとした 47児相についても上と同じ 3

点についての回答を得た。

実施していることについては 47児相中 44児相

(91.5%)から 81項目の回答があり 4領域に分類され

た(表 20.)

@実施していること(回答数の多いl頃)

①児相職員による継続的な支援、指導プログラム

の実施。

由要保護児童対策地域協議会メンパーによる見

守り。定期的な検討会議ー復帰支援会議の開催。

③地域機関による援助体制の構築。

曲家庭復帰後の支援体制の引き取り前からの準備

虐持再発を防ぐのに必要と考えられるが実施できて

いないこと、問題点と感じていることについては 47児

相中 14児相 (33.6'}も)から 16項目の回答があり 2領域

に分類された(表 21.)。

@必要と考えられるが実施できていないこと(回答数の

多いl同

①より専門的な支援、人事異動によって継続性が途切

れる。

窃保護者に対するより強い指導体制、関係機関を含む

支援の充実。

これらの課題が実施できるようになるために必要な

ことは何か尋ねた447児相中 12児相 (25.5%)から 13

項目の回答があり 2領域に分類された(表 22.)。

@課題が実施できるようになるために考えられること

(回答数の多いl冊

①人員と専門性の充実(研修、専任担当配置等)。

@家族への経済給付や治療命令等の法的枠組み、

要保護児童対策地域協議会の強化(コーディネート

や支援力量の強化)
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8 
41見事 羽田印E
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集Eλ:3

~ 31 圃害事:91.5帽

30.m 
相:/1制

EH1 

41'l担 33.601
10噴目 41f1制

2 振記λ:31
自害事:19.路

IODI 

14/1伺

L 
4111 33.印E
13刷
集ii!A:35 
自害事:2日輸

m 
12/1制

家庭復帰後の虐待再発の可能性と措置解除時の認識

について無回答であった 16児相についても上記3点の

回答はほぼ、同ーの内容となっている(表 23.~25.) 。
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画書事・18B蝿

m 
3/1却

これらの回答から着目されることは、家庭復帰を保護

者指導や親子再調整のゴールとせず、復帰後の指導体制

をどの程度事前に準備し、具体化させているか、また、

復帰後の指導においても具体的な支援機関の確認や支

援内容をどの程度明確にし、有効に提供できるかといっ

たことが共通してみられる重要な点であった。またこれ

らの体制整備には法的枠組みの強化、支援機能と介入機

能の整理、家庭復帰後の支援についての人員と専門性の

充実が必要であるとの指摘が共通している。

2.一時保置から叩車車種掃

1 )ー時偉置の畏期化と軍塵檀掃の寓瞳

平成 21年度の検討途上で、限定的な初期対応と捉え

られてきた一時保護が、一部の事案ではかなり長期化す

る個向にあり、中にはその聞に保護者指導や親子関係の

再調整が試みられ、その上で家庭復帰している事例があ

ることが注目されるようになったo

従来の枠組みでは虐待事案の一時保護は大きく分け
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て二つの筋書きで実施されてきた。ひとつは在宅で‘のそ

の後の支援を前提とした短期の保護である。これには緊

急の子どもの安全確保と事実調査のための保護も含ま

れる。また養育に疲れた保護者のレスパイトや親子関係

の悪循環を鎮静させるための一時的な分離などもある。

中には接触の発端が虐待問題への介入でなければ、市町

村のショートステイ制度を利用するような親子の一時

的な分離も含まれている。もうひとつは養育状況におけ

る子どもの安全問題に児相として介入し、その後の支援

において子どもを在宅のままとするか、施設入所とする

かの調査、評価、検討を行うための一時保護である。

いずれの場合でも、一定の調査や調整は行うとしても

それは週単位から長くても 2か月を超えない範囲がひ

とつの基準であり、長期化する場合としては例外的に親

子調整が難航して、家庭復帰させられない場合か、撞設

入所依頼が難航して適切な施設が見つからないか、ある

いは施設入所について親権者が反対しているために、そ

の調整に時間を要し、結果的には家庭裁判所への申立て

による施設入所を検討せざるを得ないような事例に眠

られていた。その一部は一時保謹所での保護から児童福

祉施設への委託一時保護に切り替えて、子どもの日常生

活、教育等の保障を困る対応も行われてきた。

ところが最近になって、これらの対応に混じって長期

に一時保謹所に保護しながら、そのまま保謹者指導、親

子の再接触等を図り、最終的には家庭複帰させるといっ

た、施設入所の代替的な形での一時保護の活用が散見さ

れるようになってきた。その理由としては適切な施設が

見つからない、問題行動を伴う虐待を受けた子ども遣に

対して現在の施設での支援には限界がある、極端化して

みれば、施設謹助に期待できない状況がある、それに比

べて、一時保護所での集中的な支援体制を強化すれば、

親子分離直後から保護者指導を開始することができ、そ

のまま一貫した支援を行えば、あえて施設入所という手

続きをとることで、一時保護の時点で生じた保謹者との

対立を再び繰り返さずとも、また子どもの新たな生活環
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境での適応と支援関係の構築という課題を経ずとも、最

短時間で保護者指導と親子関係の調整が狙えるという

ことである。おそらく子ども自身に対する長期の手厚い

ケアを要するような事案や、保護者の子どもに対する危

険性が極めて高く、短期の支援だけでは虐待を繰り返す

確率が極めて高いような事案には適さない選択肢であ

るが、子どもの問題性がそれほど高くなく、保謹者の方

も、一定の介入と強い指導枠を提示することを契機とし

て養育を見置し、改善する可能性が見込まれる事案では

一時保護による保護者指導と家庭復帰の計画にある程

度の適合性・効率性が認められつつある、とみるべきで

あろう。

こうした認識に立つと、これまでみてきた施設入所事

案の保護者指導に加えて、一時保護だけによる家庭檀帰

事案で、どの程度の保護者指導や親子再開虫の試みがな

されているか、またその家庭復帰後の事態はどのように

推移しているのか把握する必要性がある。

2)平成21年度の一時保護の栂要

平成 21年度の一時保護の状況については 123児相か

ら回答があった(回収率 59.4%)。その概要は以下の表

26.の通りである。児相単位の一時保護件数はかなりの

パラつきがあり、図 4.の通りである。またその一時保護

の件数と帰宅事例の教は必ずしも併行関係にあるわけ

でなく、一部の児相が比較的多くの事例を帰宅させてい

るのに対して、家庭引き取りが極めて少ない児相もある

(図 5.)。註目されるのは表部，にあるように、一時保謹

からの帰宅事案のうち、 96.6%: 2，895件に対して何ら

かの保謹者指導が行われ、そのうち 1，126件(38.9%)に

は段階的親子再接触の設定が行われていることである。

これらの実揖からみて、段階的親子再接触の枠組みは単

に施設入所事案だけでなく、一定期聞の一時保護におけ

る保護者支援と家庭檀帰においても、施設入所事案と並

列に取り上げて検討する必要性が確認された。
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研究結果 m-2 (乳児院調査γ

回収状況

全国の乳児院 123ヵ所のうち、 79カ所 (64.2%)

から回答があった。個別ケース票については、 79カ

所のうち該当事例のない 2ヵ所を除く 77ヵ所から

624事例の回答を得た。なお、一部に無効なデータ

や無記入の項巨があったため、文中では有効回答数

に応じて母数が変化する。

(1) W施設票』の単純集計結果

1)定員数

20名以上回名未満を定員数とする施設が最も多

く、回答のあった乳児院 79ヵ所のうち 28カ所

(35.4%)0最大定員は 90名、最小は9名。平均は

30.2名(表27)。

2)入所措置児童数

平成21年4月から 22年4月までの各月定員数の

合計に対する、入所措置児童数の各月合計の割合を、

施設ごとに算出した結果、80%以上の施設が 56カ所

(70.8%)で最も多い(表 28)。また、定員数に対

する入所措置児童数の割合について、全施設の合計

を月別に見てみると、平成 22年 2月が最も高く

86.4%、最も低かったのが 21年 5月の 75.2%であ

る(表29)。

3)入所措置児童における被虐待児童数

入所措置児童における被虐待児童数の割合につい

て、 76ヵ所(報告のなかった2施設を含む3ヵ所を

欠損値とした)の状況を見てみると、約 7割の施設

が30%未満である(表30)。年間を通じて0名だっ

た施設がある一方、最高は 91%である。平均は

24.4%で、入所措置児童4名のうち 1名が被虐待児

というのが、平準的な状況である。

4)一時保護児童数

回答のあった乳児院 79ヵ所のうち 78ヵ所で一時

保謹児童の受け入れ実績があった。施設毎の年間延

べ一時保謹児童数については 10名未満が 31ヵ所

(39，2%) (表 31)、平均は 19.1名、最も多かった

施設では年間延べ 107名を受け入れている。

5)一時保護児童における被虐待児童数

一時保護児童における披虐待児童数の割合につい

て、 76ヵ所(報告のなかった2施設を含む3ヵ所を

欠損値とした)の状況を見てみると、 10%未満の割

合が最も高かい(15ヵ所， 19.7悦)。一方、 40%以

z 乳児院の項については鶴岡裕晃が担当
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上 50%未満の施設も 10ヵ所あるほか、 80%以上

90%未満が8ヵ所、 90%以上が7ヵ所あり、施設に

よってばらつきがある結果となった{表 32)。平均

は42.0%である。

6)職員配置状況

保育士、看護師・保健師、児童指導員、家庭支援

専門相競員、心理担当職員について、各施設の配置

状況を質問した。この項目では、記載の無かった l

施設を除き、 78カ所からの回答を得た。

(1)保育士

常勤については 10名以上 15名未満の保育土を

配置している施設が最も多く、 23ヵ所 (29.5%)

(表 33)。また非常勤の配置の有無については、

配置ありが 46ヵ所 (59.0%)、配置なしが 32ヵ所

(41.0%)である(表 34)。

(到着謹師・保健師

常勤については 5名未満の看護師・保健師を配

置している施設が最も多く、 53ヵ所 (67.1%) (表

35)。また非常勤は配置なしの施設が 54カ所

(69.2%)で、西日置ありを上回っている(表 36)。

(3)児童指導員

常勤を配置している施設は 32ヵ所 (41.0%)、

非常勤を配置しているのは2ヵ所 (2.6%)である

(表 37、表 38)。また1施設あたり常勤児童指導

員の最も多い配置人数は、 5名である(表 39)。

(4) 家庭支援専門相談員

常勤 1名を配置しているのが 52ヵ所で最も多

い (66.7%)。次に多いのが常勤2名配置の 7ヵ所

(9.0%)である。

また、その他に2ヵ所計上しているが、そのう

ち1カ所は常勤2名、非常勤 1名、兼務の非常勤

3名の計6名を配置。もう 1ヵ所は常勤、兼務の

常勤、非常勤、兼務の非常勤各 1名計4名を配置

している(表 40)。

次に、家庭支援専門相談員の職歴、資格につい

て自由記述で質問したところ、 66ヵ所より 76名

分の回答を得た。資格等については、保育土が最

も多く 50名。次いで社会福祉主事が 15名、以下、

看謹師、社会福祉士、児童指導員、幼稚園教諭、

その他教員資格(小学校教諭等)、介護支援専門相

談員、精神保健福祉士、医療ソーシヤルワーヵー

を有するとの回答が 2名以上からあった(表41-1，

複数回答)。

また、職歴に関しては、当該乳児院での継続勤

務を上げている回答が大半だが、その他、児童養

護施設、保育所、母子生活支援直設等他の児童福

祉施設、病院、障害系事業所、企業等、勤務経験

の報告もそれぞれ数例ずつあった。
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さらに 45名から、家庭支援専門員として世事し

ている期間を含む合計勤続年教の報告があった。

45名のうち 30名が 20年以上、そのうちの 15名

が 30年以上の勤続年数を有することがわかった

(表 41引。

(5) 心理担当職員

配置なしが 43ヵ所(55.1%)で最も割合が高い。

配置している施設では、常勤 1名のみ配置が最も

多く、 22カ所 (28.2%)。このカ所教に常勤と共

に非常勤を!ie.置しているカ所を加えると、26ヵ所、

非常勤のみ配置している施設は4ヵ所である(表

42)。

7)措置解除・変更した虐待事例の件数、虐待種別肉

訳、解除後の子どもの行き先

平成 21年度中に措置解除または措置変更した虐

待事例に聞して、欠損値となった 3誼設を除く 76施

設から報告された統許数値は次のとおりである。

まず件数を施設別に見ると、 3件の施設が 16ヵ所

(21.1 %)で最も多い。 0件だった施設が 6ヵ所あ

る一方、 20件を超す施設が 7ヵ所ある(表43)。

各施設から報告のあった合計 406件の虐待種別に

ついて、内訳l士、ネグレクトが 273件 (67.2%)、身

体的虐待が 115件 (28.3%)、心理的虐持が 16件

(3.9%)、性的虐持については2件 (0.5%)である

(表 44)。また、虐待種別ごとの施設別件数につい

ては、表 45・1~4 のとおりである。

措置解除・変更笹の千どもの行き先については、

各施設から合計 583件の報告があった。家庭引き取

りが 248件 (42.5%)に対し、児童養護施設入所が

226件 (38.8%)、里親委託が 67件 (11.5%)であ

る。公的保護をまとめると 322件 (55.2%)となり、

家庭引き取りの件数を上回る(表 46)。行き先別の

施設別件数の状況は表 47・1~6 のとおりである。

8)一時保護解除した虐待事倒的件数、虐待種別肉訳、

解除後の子どもの行き先

平成 21年度中に一時保護解除した虐待事例に聞

して、欠損値となった3施設を除く 76施設から報告

された統計数値は次のとおりである。

まず件数を施設別に見ると、 0件の施設が 16ヵ所

(21.1%)で最も多い。実績のあった施設では、 1

件あるいは 2件が各 13ヵ所ロ一方、42件が 1ヵ所、

50件が 1ヵ所ある(表 48)。各施設から報告のあっ

た合計 286件の虐持種別について、内訳は、ネグレ

クトが 163件(57.0%)、身体的虐待が110件(38.5%)、

心理的虐待が 12件 (4.2%)、性的虐待については 1

件 (0.3%)報告がある(表49)。また、虐特種別ご

との施設別件数については、表 50・1~4 のとおり。

ネグレクト事例を 40件一時保護解除した施設が 1
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カ所ある(表 50・3)。

一時保護解除後の子どもの行き先については、各

施設から合計402件の報告があった。家庭引き取り

が 214件 (53.2%)に対し、乳児院入所が 169件

(42.0%)である。公的保護をまとめると 183件

(45.5%) となるが、家庭引き取りの件数には及ん

でいない(表 51)。行き先別の施設別件数の状況は

表 52・ 1~6 のとおりである。

9) r小規模グルーブケア』の実施(設置)、『親子宿

泊棟(あるいは親子宿抽室)Jの設置

欠損値となった 2施設を除く 77施設から報告さ

れた結果は次の通りである。

小規模グループケアについては、32ヵ所(41.6%)、

親子宿泊棟(あるいは親子宿泊室)については 30カ

所 (39.0%)の施設が実施・設置している(表団、

表 54)。また、どちらも実施・設置している施設が

18ヵ所 (23.4%)、どちらもしていない施設は 33ヵ

所 (42.9%)である(表 55)。

10)相読種目Iの判断に聞する、児童相誤所と乳児院

との評価の相違

相談種別(虐特相談、養謹相談、育児しつけ相談、

保健相談など児童相談所が相談を受け付けた際、内

容に応じて相談を分類するもの)の確定については、

児童相談所が判断するものとされているが、この設

問では、平成21年度中に一時保護解除または措置解

除・変更した事例の中で、乳児院と児童相談所との

間で、相談種別の判断について相違のあった事例が

あったかどうかを質問した。なお、記入にあたって

は、乳児院の判断で回答することとし、児童相詰所

との協議は必要ないものとした。

まず、相違の有無について質問したところ、 Iなか

った」とする施設が 49ヵ所 (62.0%)に対し、「あ

った」と答えた施設が 24ヵ所 (30.4%)、「わからな

しリが5ヵ所、無回答の施設が lヵ所である(表56・1)。

また、相違が「あった」と評価する施設に対し、

乳児院は種別を「虐待」と評価したが、児童相談所

は「養謹」等、虐待以外の種別で判断した事例の件

数を聞いたところ、 22ヵ所から回答があった。 1件

と2件で合わせて 14カ所 (63.6%)だが、 13件あ

ったと答えた施設が 1カ所ある(表 56.2)。他方、

児相は種別を「虐待」と判断したが、乳児院は「養

護」等、虐待以外の種別と評価した事例については、

2ヵ所からそれぞれ 1件ずつあったとの回答を得た

(表 56・3)。

(2) ~個別ケース票』の単純集計結果

1.事例の概要等

1-1 事例は一時保護か、入所措置か



日本子ども家庭総合研究所紀要第 47集

報告のあった 624事例のうち、欠損{直2事例を除

く 622事例について、内訳は一時保謹 221件

(35.5%)、入所措置 401件 (64.5%)である(表

57)。

1-2. 1-3 保護または措置の期間について

一時保護事聞に聞しては、 221事例のうち欠損値

2事例を除く 219事例について、措置解除・変更事

例に聞しては、解除年齢の記入がない等で欠損値と

なった 15事例を除く 386事例について、状況を(表

58)にまとめた。

一時保護事例で最も多いのは1週間未満で 62件

(28.3%)。次に多いのは 1ヵ月以上2ヵ月未満で

55件(25.1%)。他方 1年を越えた事例が20件あり、

平均すると 3.4ヵ月問、最長の事例は3年6ヵ月と

なっている。

措置解除・変更事例で最も多いのは6ヵ月以上 l

年未満で 71件(18.4%)。次に多いのは 1年半以上

2年未満で 70件 (18.1%)。他方、 3年を越えた事

例が 16件あり、平均すると l年4ヵ月間、最長の事

例l土5年3ヵ月となっている。

1-4 保護からそのまま措置になったに量当する事

倒か

一時保謹からそのまま入所措置になった事例かど

うか、質問したところ、 243件が該当するという回

答であった(表 59)。

1-5 複数回の保護解除または措置解除があった事

例かどうか

回答のなかった 7件を除く 617事例のうち、 33件

(5.3%)が該当する、という回答であった(表 60)。

1-6 解除後の子どもの行き先

欠損値5件を除く総、件数619事例のうち、家庭引

き取りが 303件 (48.9%)、児童養護施設入所が 187

件 (30.2%)、乳児院入所が 51件 (8.2%)、里親委

託が40件(6.5%)、障害児施設入所が20件(3.2%)、

その他が 18件 (2.9%)である。公的保謹を合計す

ると 298件 (48.1%)で、家庭引き取りとほぼ同率

となる(表 61)。

なお、事例を一時保護と入所措置で分けた比率で

見ると、一時保謹事例では解除後、家庭引き取りが

64.7% (143件)、公的保謹が 33.1%(73件)なの

に対し、措置事例では解除後、家庭引き取りが 39.9%

(160件)、公的保謹の継続(措置変更)が 55.9%(224 

件)となっている。

1-7 性別

欠損値 1件を除く 623事例のうち、女児が 286件
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(45.9%)、男児が 337件 (54.1%)。本調査では男

児の比率が高い(表 62)。

1-8 主たる虐待種別(種額);及び従たる虐待種別(種

頭)との組み合わせ

624事例のうち、最も多かったのはネグレクトで

384件(61.5%)、次は身体的虐待で213件(34.1%)。

心理的虐待が24件、性的虐待は3件である(表63・1)。

また、従たる虐待種別の報告があった事例で、主

たる虐待種別との組み合わせ状況を見てみると、最

も多かったのが、「主=身体的、従=ネグレクトIと

いう組み合わせで 33件。「主=ネグレクト、従=心

理的虐待」がほぼ同教の 32件である。

特に、性的虐待を主とする事倒 3件については、

「性的虐待のみ」が 1件、「従=ネグレクトとの組み

合わせ」が 1件、「従=心理的虐待との組み合わせ」

が1件である。また、性的虐待が従になっている事

例は4件。「主=身体的虐待との組み合わせ」が 2件、

「主ニネグレクトとの組み合わせ」が 2件である(表

63・2)。

1-9 保護者の状況にDVがあったか

欠損値5件を除く 619事例について、「あり」が

137件 (22.1%)、 「なし」が 335イ牛 (54.1%)、 「わ

からなし、」が 147件 (23.7%)である(表 64)。

ト10 保護または入所の前に婦人相韻所等の関与が

あったか

欠損値2件を除く 622事例について、婦人相談所

等の「関与あり Jは 126件 (20.3%)、「関与なしJ

が374件 (60.1%)、「わからなし、」が 122件(19目6%)

である(表65)。

1-11 保護者白状態等に精神喪息等の履Eがあった

か

欠損値1件を除く 623事例について、「あり Jが

206件 (33.1%)、「なし」が 273f牛 (43.8%)、Iあ

りそうだが不明」が 81件(13.0%)、「わからなし日

が63件(10.1%)である。「あり Jと「ありそうだが不

明」を合わせると 43.2%となっている(表66)。

ト12 S B S (乳幼児揺さぶられ症偉群)に詰当す

る事例か

「該当する」が 38件 (6.1%)、「該当しなしリが

539件 (86.4%)、「わからない」が 47件 (7.5%)

である(表67)。

ト13 出生前から入所・保護の調整がされていたか

欠損値1件を除く 623事例について、出生前から

乳児院保護、または入所の調整が「されていた」事
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倒は 56件 (9.0%)、「されていなしリ事例は 499件

(80.1 %)、「わからなしリが 68件 (10.9%)である

(表 68)。

1-14 保護者に被虐待体騒があったか

欠損値4件を除く 620事例について、保護者の被

虐待「体験あり」の事例は 107件 (17.3%)、「体験

なし」の事例は 153件 (24.7%)、「わからなしリが

360件 (58.1%)である(表 69)。

ト15 その他、保護者の状態、状現

最も多かったのは「親として未成熟」で、 624事

例のうち 353件(ケース全体の 63.9%)があてはま

るとされた。次が「親族関慌の不和」で 247件(同

44.7%)。以下、「就業困難やリストラなどによる貧

困」、「社会的孤立J、「偏った子育て」が続く(表 70)。

2. r保護者撞助プログラム』由実施

2-1 乳児院，児童相議所.NPO等が協働で、あるい

iま単組で『偉護者撞助プ口グラム』を作成した

か

608事例で報告があったo r特定の専門的な援助技

術を取り入れた『保護者援助プログラム』を作成」

という回答が最も多く、 165件 (27.1%) 0 r独自

の『保謹者援助プログラム』を作成」も 134件

(22.0%)報告があり、合わせて 299件 (49.1%) 

で、何らかの『保謹者援助プログラム』を実施した

ことになる。一方、 r r保護者援助プログラム』を

作成する必要があったが、しなかったJという回答

も、 51件 (8.4%)あった(表 71)。

2-2 プログラムの作成について、 rNPO等民間の支

揖櫨閏」による関与はあったか

566事例で報告があった。「関与あり Jが 3件

(0.5%に「関与なしJが436件 (77.0%)、「わから

ない」が 127件 (22.4%)である(表 72)。

2-3 プログラムの作成について‘ 『乳児院』と「児

童相読所」がどのように聞与したか{作成主体)

604事例で報告があった。 245件 (40.6%)がプ

ログラムを作成。「児童相詰所主体で作成し、乳児院

が協力」が最も多く 107件 (17.7%)、 「乳児院と

児童相談所が協力、協働して作成Jが92件 (15.2%)

である(表 73)。

2-4 保護者対応に障し、段階的な援助(面会、外出‘

外泊等を段階的に展開する握助)を行ったか

(段階的援助)

欠損値5件を除く 619事例について、 251件

t40.5%)から「段階的な援助を概ね実施」したと

213 

の回答があった。

一方、「段階的な援助をする必要なしJが 81件

(13.1%)、「段階的な援助を概ね実施したが、途中

で中断」が 44件 (7.1%)、報告された(表 74)。

2-5 面会・外出等の実施について『乳児院』と「児

童相韻所」がどのように関与したか(児祖国与)

欠損値 5件を除く 619事例について、 241件

(38.9%)から「乳児院と児童相談所が協力、協働

して実施Jしたとの田容があった。

一方、 「この質問項目は該当しない」で 225件

(36.3%)回答があった(表 75)。

2-6 面会、外出等の実施について‘「乳児院』と rNPO
等毘聞の支援櫨固』はどのように関与したか

(支揖櫨間関与)

欠損f直7件を除く 617事例について、 「この質問

項目は該当しない」が 491件 (79.6%)0 r支援機

関主体で対応・実施し、乳児院が協力」した事例が

2件、 「支援機関だlナが対応・実描し、乳児院は関

与せず」の事例が 1件報告されている(表76)。

2-7 プログラム作成にあたり、保護者参加があった

か

543事例で回答があった。 r参加あり」が 151件

(27.8%)、 「参加なしJが246件 (45.3%)、 「わ

からなしりが 146件 (26.9%)である(表 77)。

2-8 プログラムの進んだ段階

308事例で田容があった。単純集計結果は(表

78・1)のとおりである。(表 78・2)は、その組み合

わせをまとめたものであるが、最も多かったのが r1 . 

児童と保護者との面会(乳児院、児相等のスタップ

が付き添い、児童と保護者だけにしない面会)→ 2.

児童と保護者との面会(児童と保護者だけで過ごす

時聞を設定した面会)→4. 児童と保護者との外出

(児童と保護者だけの外出)→ 6. 児童の保護者宅

への外拍」で 50件 (16.2%)。僅差で il，児童と

保護者との面会(乳児院、児相等のスタッフが付き

添い、児童と保護者だけにしない面会)Jのみ実施

49件 (15.9%)0 r 1 .児童と保護者との面会(乳

児院、児相等のスタッフが付き酷い、児童と保護者

だけにしない面会)→ 2.児童と保謹者との面会(児

童と保護者だけで過ごす時聞を設定した面会)J実

施 48件(l5.6%)が続く。

2-9 実際に聞与した児童相観所等のスタッフ

574事例で報告があった。児童福祉司 (561件rケ

ース全体の 97.7%)が最も多く、児童心理司 (285

件，同 49.7%)が続く。職種の組み合わせで見ても、
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福祉司と心理司がベアで闇わった事例が 133件(574

事例の 23.2%)で最も多い。

また、医師が関与した事例が 113件(同 19.7%)

報告されているほか、保健師が 120件(同 20.9%)、

看謹師が 50件(同 8.7%)、それぞれ回答があったo

スーパーパイザー、親千支援専任スタップの関与も、

それぞれ 71件(同 12.4%)ずつ報告されている。

単一スタップが単独で閏bったものと複数の職種

が関わったもの、合わせて 95パターンの報告があっ

た。(表 79・1、表 79・2)

2-10 関与を期待したかった児童相韻所等のスタッ

フ

この質問は、ケースの援助にあたり、乳児院が関

与を期待した、児童相談所及びNPO等民聞の支援

機関等の理想的なスタッフ体制について、該当職種

をすべて上げてもらったものである。 485事例で報

告があった。

実際に関与した件数と比べ、回答の中で最も蓋が

大きい職種は、親子支援専任スタッフである。スー

ノ4ーパイザー、保健師も大きな差が出ている(表

80・1)。

また、単一スタッフが単独で関わることを期待す

るもの、複数の職種が関わることを期待するもの、

合わせて 120パターンが、理想的なスタッフ体制と

して回答されている(表80・2)。

2-11 ケースカンファレンスの開催・実施の回数

この質問は、面読形式で実施したケースカンファ

レンスに限定し、入所(保謹)前、及び入所(保護)

桂から解除までの聞に、何回開催・実施したかにつ

いて質問したものである。

入所(保護)前については回答があった 597事例

のうち、 0回(実施なし)が 468件 (78.4%)、 1

回が 105件 (17.6%)、2回以上の事例も 24件報告

されている(表81・1)。

入所(保謹)後から解除までの聞については回答

があった 585事例のうち、 0回(実施なし)が最も

多く 177件 (30.3%)である。 1回以上実施した事

例の中では、 2回実施が最も多く 109件(18.6%)。

30回実施したとしづ事例も 2件報告されている(表

81'2) 

2-12 地場の関係櫨聞との情報互換

解除にあたり、乳児院が地域の関係機関等と直接

接触(電話連絡を含む)し情報交換、引継ぎ等を実

施したか、については、回答のあった 594事例のう

ち 192件 (32.3%)から、 「実施した」との報告が

あった(表82-1)。
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2-13 接触した間保機関

相手先では、市町村の児童相談担当部暑が最も多

く111件(ケース全体の 19.3%)、続いて保鐘所・

保憧センターが 64件(同 11.1%)、保育所が 55件

(同 9.6%)である(表 82・2)。

2-14 解除にあたって、乳児院スタッフが軍庭訪問

したか

保謹者宅への家庭訪問について、回答のあった

620事例のうち 68件 (11.0%)で「実施したJとの

回答があった(表83)。

2-15 合同ミーティンゲを実施したか

解除にあたって、保謹者、親族、乳児院、児童相

談所、関係機関等スタッフが集まり、合同ミーティ

ングを実施したかどうかについて、欠損値7件を除

く617事例のうち、 164件 (26.6%)で I実施した」

との回答があった(表 8針。

2-16 支揖を韓括しての所感

具体に 4つの所感を提示した。欠損値2件を除く

622事例のうち、 557件 (89.5%)が「入所(保護)

は、本児の状態、家族状況などから、必然的だった」

を選択。ほとんどの事倒がこの項目に該当した。他、

「地域で実施されている具体の在宅支援があり、そ

れを活用していれば、入所(保護)は防げた」が 28

件 (4.5%)、 「要対協で把握したうえで地域の見守

りが実施されていれば、入所(保護)は防げた」が

8件(1.3%)、 「児童相談所の援助方針が、在宅支

援を明確にしていれば、入所(保護)は防げたJが

6件(1.3%)である(表85)。

2-17 退所後の状混

22年 11月までの問、虐待の再発はあったか、質

問した。欠損値2件を除く 622事例のうち、 「退所

後の状況はわからないJ (181件)、 「この質問項

目は該当しなしリ (138件)で合わせて 51.3%であ

る。

乳児院が退所桂の状況を把握している事例につい

ては、 「新しい生活環境で順調に生活しているJが

263件 (42.3%)報告されている一方、虐待が再発

した事例(f虐待の再発があり、再保護(措置)さ

れ、現在に至っている」、 「虐持の再発がたびたび

あり、保謹(措置)と解除を繰り返している」、 「虐

待の再発があったと児相から聞いたが、再保謹(措

置)されたかどうかはわからなしリ)については、

合わせて 40件 (7.4%)である(表 86)。

3.事例の保護者が同居する家族状現等について

3-1 家族状湿の賓化
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入所(保護)開始時点と、解除時点とで、保護者

が同居する家族状況に変化があったか質問した。欠

損値 11件を除く 613事例について、 「変化あり」

が209件(34.1%)、「変化なし」が 344件 (56.1%)、

「わからなしリが 9.8%である(表 87)。

3-2 入所(保護)開始時点的家旗状現について

単純集計では多い順に、実母 568件 (38.3%)、

実父 354件 (23.9'3も)、凡・姉244件 (16.5%)、

母方祖母77件 (16.5%)である(表88-1)。

組み合わせ(家族構成)の状況でみると、実母実

父の家族が 163件 (26.1%)、実母実父と兄姉が居

る家族が 124件(19.9%)、実母のみ(母子世帯)

が78件 (12.5%)、実母に兄姉が居る家族が 43件

(6.9%)である。全部で 85パターンの報告があっ

た(表88-2)。

また、開始時点のひとり親世帯については、実母

のみ 78件、実父 7件、母方祖母1件、合計 86件

(13.8%)である。

3-3 解除時点の家族状現について

単純集計では事例教の多い順に、実母 504件

(35.7%)、実父289件 (20.5%)、兄・姉210件

(14.9%)、母方祖母95件 (6.7%)である(表 89

-1)。

組み合わせ(家族構成)の状況でみると、実母実

父の家族が 122件 (19.6%)、実母のみ(母子世帯)

が 88件 (14.1%)、実母実父と兄姉が居る家族が

87件(13目9%)、実母に兄姉が居る家族が 37件

(5.9%)である。 99パターンの家族構成の報告が

あった(表89-2)。

また、解除時点、のひとり親世帯については、実母

のみ 88件、実父のみ 14件、母方祖母のみ1件、合

計 103件 (16.5%)である。

3-4 主たる虐待者

欠損値 13件を除く 611事例のうち、 430件

(70.4%)が主たる虐待者として実母を上げている。

次は実父で 105件 (17.2%)、三番目は内夫で 11

件(1.8%)である。 rわからなしリを選択した事例

が43件 (7.0%)報告されている(表90)。

3-5 従たる虐待者

報告のあった 378事例のうち、 113件 (29.9%)

が実父を従たる虐特者に上げている。実母が 51件

(13.5%)、なし(行方不明など)が 30件 (7.9%)

である(表91)。

3-6 不明の虐持者

虐待者は不明だが虐待行為があったと提われる家
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族について、 250事例について回答があった。 rわ
からない」が 125件 (50.0%)、実母国件(12.4%)、

実父 26件 (10.4%)が報告されている(表 92)。

3-7 虐待者の居る家庭に帰ったか

家庭引取りになった事例のみ、虐待者の居る家に

帰ったかどうか質問した。 311事例の報告があり、

「虐待者の居る家庭に帰った」が 252件 (81.0%)、

「虐待者の居なくなった家庭に帰った」が 48件

(15.4%)、 「わからなU、」が 11件 (3.5%)であ

る(表93)。

3-8 家庭引取りにあたっての条件等

家庭引き取りになった事例のみ、家族の協力等、

引き取りにあたっての条件等あれば、自由記述で報

骨を求めたところ、 209事例から回答を得た。その

中から 384件の条件等が抽出された。

圧倒的に多かったのが、解除後の子どもの支援機

関として、保育所入所等を条件とした、という回答

で、 120件{田容のあった 209事例における割合は

57.4%)。また、保憧師による訪問等が 35件、地域

での見守り体制の強化 38件(主に子ども家庭支援セ

ンター等による訪問等の支援。ショートステイ利用

3件、地域の民生委員の見守り 2件等も含んでいる)。

こうした地域支援の範曙には、生活保護受給(経済

的自立 9件のうち 3件が生保受給を条件にしてい

る)、警察の見守り 1件も含めることができるだろ

フ。

保育所利用等、地域での見守り体制の強化をひと

つの条件の柱だとすると、もうひとつの柱としては、

親族の支援等を上げることができる。親躍による育

児支聾協力等が 48件、親族との同居、親族による引

き取りが 34件、合わせて 82件(回答のあった 209

事例における割合は 39.2%)の報告があった。その

也家族関係では、父の育児参加等が 8件上がってい

る。また、児童相談所の指導については、回答教が

多くない (38件)が、必績の条件として回答が省略

された可能性がある(表 94)。

4.解除の判断、揖助に対する評価等

4-1 解除の判断

措置(保護)解除の判断について、乳児院と児童

相談所がどのように関与したか。 5つの選択肢を提

示し、あてはまるものをひとつ選んでもらった。

報告があった 588事例のうち、最も多いのは「解

除は児童相談所側から提案され、乳児院が了解」で

302件 (5l.4%)、次に多いのは「解除は乳児院と

児童相談所で対等に協議し、児童相談所が判断」で

223件 (37.9%)Q r解除にあたって、乳児院は全

く関与せずJの事例も 29件 (4.9%)報告されてい



日本子ども家庭総合研究所紀要第 47集

る(表95)。

4-2 協働への評個

「保謹者援助プログラムJについて、児童相談所

との協働がどの程度できたか。乳児院側の評価につ

いてあてはまるものを、 5つの選択肢からひとつ選

んでもらった。報告のあった 606事例のうち、 「こ

の質問項目は該当しなしリと害えた 312件を除くと、

294件 (48.5%)が協働を試みたことになる。最も

多かった回答i士、 「し、くつかの課題はあるが、抵ね

協働出来たJで 125件 (20.6%)0 r十分協働出来

た」が 71件(11.7%)、 「協働出来たとも、出来な

かったとも、どちらともいえなl，.¥Jが70件(11.6%)、

「課題が多く、あまり協働出来なかった」が 15件

(2.5%)、「全く協働出来なかった」が 13件 (2.1%) 

である(表96)。

4-3 劫果の認識

「保護者豊助プログラムj の効果について、乳児

院側がどのように認識しているか。 5つの選択肢の

中からあてはまるものを、ひとつ選んで‘もらった。

報告のあった 603事例のうち、 「この質問項目は該

当しなしりと答えた 383件を除く 220件の中で最も

多かった田容は、「わからなL、」で96件 (15.9%)。

「プログラムを実施したことにより、虐特のリス

クはほぼ消失した」が 86件 (14.3%)、 「プログラ

ムを実施したことにより、虐待のリスクは完全に消

失した」が 13件 (2.2%)。

他方、 「プログラムを実施したが、虐特のリスク

はほとんど消失しなかった」が 16件 (2.7%)、 「プ

ログラムを実施したが、虐特のリスクはまったく消

失しなかった」が 9件(1.5%)報告された(表97)。

4-4 プログラムを作成・実施しなかった理由

「保謹者援助プログラムj を作成しなかった理由

について、 6つの選択肢を提示した(複数回答可)。

593事例から田容があり、そのうち 325件 (54.8%)

が「この質問項目には該当しなしリである。最も多

かったのは「児童相談所からの提案、提示がなかっ

たため」で 139件(ケース全体の 24.3%)。次が「わ

からなし、」で 59件(同 10.3%)。その他、 「プロ

グラムを作成・実施しなくても、保謹者聾助は特に
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問題なくできるためJ19件(同 3.3%)、 「保謹者

が参加・実施を拒否したためJ19件(同 3.3%)、

「プログラムを作成・実施しでも、保謹者援助に効

果が見られないためJ18件(同 3.2%)、 「プログ

ラムの作成・実施の仕方がわからないためJ14件(同

2.5%)である(表 98)。

5.保護者揖助プログラムについて、児童相韻所との

協働に聞して、あるいはそれ以外の点で、詔轟し

ている課題、制度への要望等

79ヵ所のうち 22ヵ所 (27.8%)の施設から、自

由記述による回答があった。

各施設から出された回答を分類すると、概ね4つ

の領域に分けることが出来る。①児童相前所の課題

等に関する意見、要望等、②保謹者援助プログラム

に関する意見等、@地域の関係機関等についての意

見等、@社会的養謹、乳児院が有する課題等に関す

る意見等、である。

まず、児童相談所に聞しては、 15項目、 32件の意

見等に分けられる。最も多かった児童相談所のスタ

ップ不足への意見を含め、総じて「質的充実・量的

充実」に集約される意見、要望が多い。

保護者援助プログラムについては、 27項目、 39

件に及ぶ多様な回答があった。施設抽自の援助計画

等に関する記述が4件、作成段階での施設参加、保

護者参加の必要性に関する記述が各 3件、アセスメ

ントの重要性、専門性の彊得や協働に関する意見、

要望も、様々な観点から槙数の回答があった。

地域の関係機関等については、 11項目、 22件。協

働の必要、ケース検討・会議の必要を記述した回答

が棲数あったほか、入所前から退所後を含む継続的

なサポート体制の必要性を言及する意見が4件寄せ

られている。

社会的養護の課題等については、 15項目、 26件。

近年対応困難な保謹者への援助に追われる実態と、

児相同様、施設としての質的充実、量的充実を望む

複数の意見が出されている(表99)。
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圃乳児院調査『施設票』の表

表団 定員数に対する入所措置児童教の割合

(全施設の合計，月別の推移)

% 
平成 21年 4月 76.3 
平成 21年 5Jl 75.2 
平成 21年 6月 76 2 
平成 21年 7月 78.6 
平成 21年 8月 80.9 
平成 21年 9月 81町6
平成 21年 10月 82.0 
平成 21年 11月 82.4 
平成 21年 12月 83.6 
平成 22年 1月 84.8 
平成 22年 2月 86.4 
平成 22年 3月 85.6 
平成 22年 4月 75.6 

表 30入所措置児童数における被虐持児童数の割合

施設数 % 
10%未満 17 22.4% 
10%以上 20%未満 19 25.0% 
20%以上 30%未満 18 23.7% 
30%以上 40%未満 9 11.8% 
40%以上 50%未満 8 10.5% 
50ちも以上 60%未満 1 1 3% 
60%以上 70%未満 2 2.6% 
70%以上 80%未満 1 1.3% 
80%以上 90%未満 。 0.0 
90%以上 l 1.3% 

合計 76 100.0% 
表 27 定員数の状j見

施設数 % 
10名未満 3 3.8 

10名以上 20名未満 13 16.5 

20名以上 30名未満 28 35.4 

30名以上 40名未満 14 17.7 

40名以上 50名未満 11 13.9 

50名以上 60名未満 4 5.1 

60名以上 70名未満 1 1.3 

70名以上 80名未満 2 2.5 

80名以上 90名未満 2 2.5 

90名以上 1 1.3 

合計 79 100.0 

表 28 定員数に対する入所措置児童数の割合

施設数 % 
10%未満 2 2.5 

10%以上主01}も未満 。 0.0 

20%以上 30%未満 。 0.0 

30%以上 40%未満 。 0.0 

40%以上 50%未満 3 3.8 

50%以上 60%未満 3 3.8 

60%以上 70%未満 7 8.9 

70%以上 80%未満 8 10.1 

80%以上 90%未満 34 43.0 

90'始以上 22 27.8 

合計 79 100.0 

表 31 一時保護児童数の状現

延ベ児童数(年間) 施設数 % 
10名未満 31 39.2% 
10名以上 20名未満 20 25.3% 
20名以上 30名未満 13 16.5% 
30名以上 40名未満 5 6.3% 
40名以上 50名未満 6 7.6% 
50名以上 60名未満 1 1.3% 
60名以上 70名未満 。 。目0%

70名以上 80名未満 。 0.0% 
80名以上 90名未満 1 1.3% 
90名以上 100名未満 。 0.0% 
100名以上 2 2.5% 

合計 79 100.0% 

表 32 一時慎重児童敢における被虐待児童散の割合

施設教 % 

10%未満 15 19.7 
10%以上 20%未満 7 9.2 
20%以上 30%未満 6 7.9 
30%以上 40%未満 8 10.5 
40%以上 50%未満 10 13.2 
50%以上 60%未満 8 10.5 
60%以上 70%未満 5 6.6 
70%以上 80%未満 2 2.6 
80%以上 90%未満 8 10.5 
90%以上 7 9.2 

合計 76 100.0 

表 33 膿員E置状現:常勤保育士(人数区分)

施設教 % 
5名未満 1 1.3 
5名以上 10名未満 16 20.5 

10名以上 15名未満 23 29.5 
15名以上 20名未満 15 19.2 
20名以上 25名宋満 11 14.1 
25名以上 30名未満 4 5.1 
30名以上 40名未満 7 9.0 
40名以上 1 1.3 

合計 78 

墨田職員E置状混:非常勤保育士(配置の有無)

施設数 I % 
配置あり

配置なし

合計

品
一
泊
一
括

59.0 
41.0 
100.。

表 35職員配置状現:常勤看護師・保健師(人数区分)

施設数 % 
5名未満 53 67.9 
5名以上 10名未満 20 25.6 
10名以上 15名未満 5 6.4 

合許 78 100.0 

童話瞳員配置状現:非常勤看護師(配置の有無)

施設数 I % 
配置あり

配置なし

合計

制
一
日
一
時

則
一
則
一
則
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表 37 睡員E置状j兄:常勤児童指導員(配置の有無)

施設数 I % 
配置あり

配置なし

合計

回
一
岨
一
首

削
一
則
一
川

表 38瞳員配置状況Jド常勤児童指導員(配置の有無)

施設数 I % 
配置あり

配置なし

合計

2 
76 

78 

表 39 聴員E置状現;常勤児童指導員(人数区分)

施設教 I % 
5名未満

5名以上 10名未満

合計

76 

2 

78 

表 40 職員配置状;5l:家族支揖専門相読員

施設数 % 
常勤 1名 52 66.7% 
常勤 2名 7 9.0% 
兼務の常勤 l名 6 7.7% 

常勤 I名と非常勤 1名の計2名 3 3.8% 
兼務の常勤 2名 2 2.6% 
兼務の非常勤 I名 2 2.6% 
常勤 1名と兼務の常勤 1名の計2

l 1.3% 
名

常勤 1名と兼務の非常勤 1名の計
1 1.3% 

2名

非常勤 1名 1 1.3% 
兼務の常勤 l名と兼務の非常勤 1

1 1.3% I 名の計2名

その他 2 2.6% I 
合計 78 100目0%I 

表 41-1 家庭支援専門相韻員が有する資格

等(複数回害あり)

資格等の名称 件数

保育士 50 
社会福祉主事 15 

看謹師 9 
社会福祉土 8 

児童指導員 8 

幼稚園教諭 5 

その也教員資格(小学校教諭等) 5 

介謹支援専門相談員 2 
精神保健福祉士 2 

医療ソーシヤルワーカー 2 

表 41-2 家庭支揖専門相韻員の合計勤続年数

件数

10年未満 4 

10年以上 20年未満 11 

20年以上 30年未満 15 

30年以上 15 

合計 45 

表 42 職員配置状現:心理担当職員

施設数 % 
配置なし 43 55.1 

常勤 l名 22 28.2 
非常勤 1名 7 9.0 

常勤 1名と非常勤 1名の計2名 2 2.6 

常勤 1名と非常勤 2名の計3名 1 1.3 

常勤 1名と兼務の非常勤 1名の
1 1.3 

計 2名

非常勤 2名 1 1.3 
非常勤 4名 1 1.3 

合計 78 100.0 

表 43 【施設栗】措置解除・壷更件数

件数 描置数 % 。 6 7.9 

l 6 7.9 
2 7 9.2 

3 16 21.1 
4 3 3.9 i 

5 5 6.6 I 
6 3 3.9 
7 4 5.3 
8 2 2.6 

9 2 2.6 
10 4 5.3 

11 2 2.6 
12 2 2.6 
13 1 1.3 
15 3 3.9 
16 1 1.3 

18 2 2.6 

20 l 1.3 
21 1 1.3 

23 l 1.3 
29 l 1.3 
35 1 1.3 

37 l 1.3 
38 l 1.3 

合計 76 100.0 

表45-1【施設票】措置解除・変更事例 身体的虐待

件数 施設数 % 。 27 35.5 

1 20 26.3 

2 14 18.4 

3 8 10.5 

4 3 3.9 

6 2 2.6 

7 1 1.3 

12 1 1.3 

合計 76 100.0 
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表 45-2 【施設票】措置解除・変更事例 性的虐待

件数 施設教 % 。 74 97.4 
l 2 2.6 
合計 76 100.0 

表 45-3 【施設票】措置解除・変更事例 ネグレク
ト

件数 施設数 % 。 17 22.4 
1 11 14.5 
2 11 14.5 
3 14 18.4 
4 3 3.9 
5 4 5.3 

6 6 7.9 
7 1 1.3 
8 2 2.6 

9 2 2.6 

11 l 1.3 

13 l 1.3 

16 1 1.3 
19 l 1.3 
30 l 1.3 
合計 76 100.0 

表 45-4 [施設票】措置解除・変更事例 心理的虐

待

件数 施設数 % 。 64 84.2 

l 9 11.8 
2 2 2.6 
3 1 1.3 

合計 76 100.0 

表 46【施設栗】措置解除・変更後の子どもの行き先

障

児童
霊Fヨ宝

里
家庭 乳児

養護
児

親
そ

引き 院転 施 の 合計

取り 園
施設

設
委

他
入所

入
託

所

件
248 10 226 19 67 13 583 

数

% 42.5 1.7 38.8 3.3 
11. 

2.2 
100. 

5 。
家庭 そ

引き 公的保護 の 合計

取り イ也

件
248 322 13 583 

教

% 42.5 55.2 2.2 
100. 。
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表明ー1 【施設栗】措置解除・蜜軍事倒 家庭引取

り

件数 施設教 % 。 21 27.6 

1 11 14.5 
2 12 15.8 
3 8 10.5 
4 4 5.3 
5 7 9.2 
7 3 3.9 

8 2 2.6 

9 2 2.6 
10 l 1.3 
12 2 2.6 
13 l 1.3 
16 l 1.3 
20 1 

合計 76 100.0 

表 47-2 【施設票】措置解除・変更事例乳児院転園

件数 施設数。 69 
1 5 

2 1 
3 1 
合許 76 

表 47-3【施設票】措置解除・変更事例

児童葺謹施設入所

件数 施設教。 21 
1 10 
2 15 
3 8 

4 5 
5 5 
6 4 

7 1 
8 2 

9 1 

10 1 

11 1 

20 2 
合計 76 

表 47-4 【施設票】措置解除・壷更事例

障害児施設入所

件数 施設教。 61 

1 12 
2 2 

3 1 

合許 76 

% 
90.8 
6.6 

1.3 
1.3 

100.0 

% 
27.6 
13.2 
19.7 
10.5 
6.6 
6.6 
5.3 
1.3 
2.6 
1.3 

1.3 
1.3 
2.6 

100.0 

% 
80.3 

15.8 
2.6 
1.3 

100.0 

表 47-5 【施設車】措置解除・変更事例 里親垂託

件数 施設教 % 。 45 59.2 

1 17 22.4 

2 7 9.2 

3 4 5.3 

7 2 2.6 

10 l 1.3 

合計 76 100.0 
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表 47-6 【施設票】措置解除・変更事例 その他

件数 | 施設数 I % 
0 

1 
3 

合計

町一

7
一
2
一旬

86.8 

9.2 
2.6 
100.0 

表 48 【施設票】一時保護解除件数

件数 施設数 % 。 16 21.1 

1 13 17.1 

2 13 17.1 

3 6 7.9 

4 2 2.6 

5 2 2.6 

6 3 3.9 

7 5 6.6 

9 l 1.3 

10 3 3.9 

12 3 3.9 

13 3 3.9 

15 1 1.3 

16 1 1.3 

18 1 1.3 

19 I 1.3 

42 1 1.3 

50 I 1.3 

合計 76 100.0 

表 50-1 【施設票】一時保護解除事例 身体的虐待

件数 施設教 % 。 38 50.0 

l 11 14.5 

2 9 11.8 

3 8 10.5 

4 5 6.6 

D 2 2.6 

7 1 1.3 

10 2 2.6 

合計 76 100.0 

表 50-2 【施設票】一時保護解除事例性的虐待

件数 施設教 % 。 75 98.7 

1 1 1.3 

合計 76 100.0 
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表 50-3 【撞設票】一時保護解除事例 ネグレクト

件数 施設数 % 。 40 52.6 

1 14 18.4 

2 7 9.2 

3 2 2.6 

4 1 1.3 

5 1 1.3 

6 4 5.3 

7 3 3.9 

9 1 1.3 

11 1 1.3 

15 1 1.3 

40 1 1.3 

合計 76 100.0 

表 50-4 【施設票】一時保護解除事例心理的虐待

件数 施設数 % 。 67 88.2 

1 7 9.2 

2 l 1.3 

3 1 1.3 
合計 76 100.0 

表 51 【施設栗】一時保護解除後由子どもの行き先

児
障

童
害

家庭 乳児
養

児
里

そ
護 親

引き 院入
施

施
委

の 合計

取り 所 設 他
設

入
託

入
所

所

件
214 169 12 1 5 402 

教

% 53.2 42.0 3. 0.2 0.2 1.2 100.0 

家庭 そ

引き 公的保護 の 合計

取り 他

件
214 183 5 402 

数

% 53.2 45.5 1.2 100.。
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表 52-1 【施設票】一時保護解除事例 家庭引取り

件数 施設数 % 。 30 39.5 

l 14 18.4 

2 9 11.8 

3 7 9.2 

4 1 1.3 

6 2 2.6 

7 5 6.6 

8 1 1.3 

9 1 1.3 

10 2 2.6 

11 2 2.6 

25 l 1.3 

26 1 1.3 

合計 76 100.0 

表 52-2 【施設票】一時保謹解除事例乳児院入所

件数 施設教 % 。 40 52.6 

1 11 14.5 

2 6 7.9 

3 3 3.9 

4 3 3.9 

5 2 2.6 

6 1 1.3 

7 3 3.9 

8 1 1.3j 

9 1 1.3' 

10 2 2.6 

11 1 1.3 

16 l 1.3 

24 1 1.3 

合計 76 100.。
表52-3 【施設栗】一時保護解除事例児童葺謹施設

所

件数 施設数 % 。 69 90.8 

1 5 6.6 

2 1 1.3 

5 1 1.3 
合計 76 100.0 

表 52-4 【施設票】一時保謹解除事例 障害児施設入

所

件数 施設数 % 。 75 98.7 

1 1 1.3 

合計 76 100.0 

表 52-5 【施設票】一時保護解除事例 里親垂託

件数 | 施設数 I % 

0 

1 

75 

1 

98.7 

1.3 

合計 I 76 I 100.0 

表 52-6 【施設票】一時保謹解除事例 その他

件数 | 施設数 I % 

0 

1 
-一
5

一6

司

4

一

ワ

s

93.4 

6.6 

100.0 合計

表 53 【施設票】 小規模グループケアの実施

施設教 I % 
実施(設置)あり

実施(設置)なし

合許

担
一
括
一
円

41.6 

58.4 

100.。
表 54 【施設菓】 親子宿泊練の設置

施設教

設置あり I 30 

% 
39.0 

61.0 
100.。設置なし

合計

47 
77 

表 55 【施設票】 実施(設置)白状況

施
設 % 
教

どちらも実施(設置)している 18 23.4 

小規模グ〉レープケアのみ実施(設置) 14 18.2 

親子宿泊棟(室)のみ設置 12 15.6 

どちらも実施(設置)していない 33 42.9 

合計 77 100.0 

表 56-1 【施設票】 相識種別の判断について、児童

相議所との評価の相違

施設数 % 
あった 24 30.4 

なかった 49 62.0 

わからない 5 6.3 

無回答 l 1.3 

合計 79 100.0 

表 56-2 【施設票] 児相が「虐待』評価しなかった

相違事例・件敷

件数 施設教 % 

1 7 31.8 I 

2 7 31.8 

3 2 9.1 

4 2 9.1 

5 l 4.5 

6 2 9.1 

13 l 4.5 

合計 22 100 
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表 56-3 【施設票】児相が『虐骨」評価した相違事例・

件数

件数

1 

合計

圃『個別ケース票』の表

表 57一時保護解除事例か措置解除・変更事倒か

件数 I % 

時
一
直
前

221 

401 

622 

35.5 

64.5 

100.。
表 58 保護または入所期聞の状現

一時保護解 措置解除・変

除 更

件数 % 件数 % 
1週間未満 62 28.3 6 1.6 
1週間以上 1ヵ月未満 11 5.0 3 0.8 
1ヵ月上2ヵ月未満 55 25.1 21 5.4 
(うち 1カ月) (48) 位。)

2ヵ月以上 3ヵ月未満 31 14.2 23 6.0 
3ヵ月以上6ヵ月未満 25 11.4 39 10.1 
6ヵ月以上 I年未満 15 6.8 71 18.4 
1年以上 1年半未満 6 2.7 62 16.1 
l年半以上2年未満 11 5.0 70 18.1 
2年以上 2年半未満 1 0.5 45 11.7 
2年半以上 8年未満 1 0.5 30 7.8 

3年以上 3年半未満 。 0.0 6 1.6 
3年半以上4年未満 1 0.5 5 l.3 
4年以上5年未満 。 0.0 4 1.0 
5年以上 。 0.0 1 0.3 

219 100.0 386 100.0 

最長期間 3年 6ヵ月 5年 3ヵ月

平均保護(措置)期間 3.4ヵ月 1年4ヵ月

表 59 保護からそのまま措置になった、に該当

件数 I % 

る
一
的
一
錯

す
一
し
一

山司一山コ一

諒
一
諒
一

243 

375 

618 

39.3 

60.6 

100.。
表 60 複数回の保護解除または措置解除、に詰当

件数 I % 

一一一一制
5.3 

94.7 

100.。
33 

584 

617 

表 61 【個別ケース票】解除後由子どもの行き先

件数 % 

家庭引き取り 303 48.9 

乳児院入所(転圏含む) 51 8.2 

児童養護施設入所 187 30.2 

障害児施設入所 20 3.2 

里親委託 40 6.5 

その他 18 2.9 

合計 619 100.0 

表 62 性別

件数 % 
女児 286 45.9 

男児 337 54.1 

合計 623 100.0 

表 63-1 【個別ケース票】主たる虐待種別(種類)

件数 % 
身体的 213 34.1 

性的 3 0.5 

ネグレクト 384 61.5 

心理的 24 3.8 

合計 624 

表 63-2 【個別ケース票】虐待種別(種類)白状混(主、

症の組み合わせ)

内訳(主従の場合、左側が主たる) 件数 % 
身体的虐待(身体)のみ 166 26.6 
性的虐待(性)のみ l 0.2 
ネグレクトのみ 339 54.3 
心理的虐待(心理)のみ 19 3.0 

身体+性 2 0.3 
身体+ネグ 33 5.3 

身体+心理 12 l.9 
ネグ+身体 11 1.8 
ネグ+性 2 0.3 
ネグ十心理 32 5.1 i 

心理+身体 l 0.2 

心理+性 。0.0 

心理+ネグ 4 0.6 

性+身体 。0.0 

性+ネグ 1 0.2 I 

性+心理 1 0.2 
合計 624 100.0 

表 64怪童者の状現にDVがあったか

件数 % 
あり 137 22.1 

なし 335 54.1 

わからない 147 23.7 

合計 619 100.0 

表 65保護または入所の前に婦人相韻所等の関与が

あったか

件数 % 

関与あり 126 20.3 

関与なし 374 60.1 

わからない 122 19.6 

合計 622 100.0 

表 66 保護者白状態等に精神喪患等の履歴があったか

件数 % 

あり 206 33.1 

なし 273 43.8 

ありそうだが不明 81 13.0 

わからない 63 10.1 

合計 623 100.0 
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表 67SBSに該当するか

件数 % 
該当する 38 6.1 
該当しない 539 86.4 
わからない 47 7.5 

合計 624 100.0 

墨田出生前から入所・保護の調整がされていたか

件数 % 

されていた 56 9.0 
されていない 499 80.1 
わからない 68 10.9 

合計 623 100.0 

表 69 保護者に被虐待体験があったか

件数 事色

体験あり 107 17.3 
体験なし 153 24.7 
わからない 360 58.1 

合計 620 100.0 

表 70 その他、保護者の状龍、状現

ケース

件数 % の%

知的障害がある 97 7.0 17.6 
身体的な病気がある 65 4.7 11.8 

暴力的傾向 106 7.6 19.2 

アルコール依存 23 1.7 4.2 

薬物依存 34 2.5 6.2 

賭け事、浪費癖 35 2.5 6.3 

支払い能力以上の借金 42 3.0 7.6 
社会的孤立 127 9.2 23.0 
親族関係の不和 247 17.8 44.7 

偏った子育て 107 7.7 19.4 
親として未成熟 353 25.5 63.9 
性被害体験あり 19 1.4 3.4 

就業困難やリストフな 132 9.5 23.9 
どによる貧困

合計 1387 100 

表 71 乳児院，児童相誤所.NPO等が協働で、あるい

は単独で「保護者援助プログラム』を作成したか

件数 判

特定の専門的な援助技術を取り入 165 27.1 
れた「保謹者援助プログラム」を作

成

独自の「保護者擾助プログ、フム」を 134 22.0 

作成

「保護者接助プログ、フム」を作成す 51 8.4 
る必要があったが、しなかった

事例の状況等により、「保護者援助 141 23.2 
プログラム」を作成する必要がなか

った

「保謹者援助プログ‘フム」を作成し 117 19.2 

たかどうか、わからない

合計 608 100.0 
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表 72プログラムの作成について、 fNPO等民聞の支援

櫨聞』による闇与はあったか

件数 9也
関与あり 3 .5 

関与なし 436 77.0 

わからない 127 22.4 

合許 566 100.0 

表 73プログラムの作成について、 『乳児院」と「児

童相読所」がどのように関与したか(作成主体)

件数 % 
乳児院と児童相談所が協力、協惜して 92 15.2 
作成

乳児院主体で作成し、児童相談所が協 20 3.3 
力

児童相談所主体で作成し、乳児院が協 107 17.7 
力

児童相談所だけが作成し、乳児院は閤 16 2.6 
与せず

乳児院だけで作成し、児童相談所は関 10 1.7 
与せず

この質問項目は該当しない 359 59.4 
合計 604 

表 74 慢護者対応に障し、段階的な揖助(面会、外出、

外泊等を段階的に展開する擢助)を行ったか(段階的

擢助)

件数 % 
段階的な援助を祇ね実施 251 40.5 

段階的な援助を概ね実施したが、途中 44 7.1 
で中断

段階的な援助をする必要があったが、 34 5.5 
実施せず

段階的な援助をする必要がなし 81 13.1 

段階的な援助をしたかどうか、わから 10 1.6 
ない

この質問項目は諒当しない 199 32.1 

合計 619 100.0 

表 75 面会・外出等の実施について「乳児院」と『児

童相韻所』がどのように関与したか(児相関与)

件数 % 
乳児院と児童相談所が協力、協働 241 38.9 
して実施

乳児院主体で対応ー実施し、児童 54 8.7 
相談所が協力

児童相談所主体で対応・実施し、 80 12.9 
乳児院が協力

児童相談所だけが対応・実施し、 10 1.6 

乳児院は関与せず

プログラムは乳児院だけで対応・ 9 1.5 
実施し、児童相談所は関与せず

この質問項目は該当しない 225 36.3 

合計 619 100.0 
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表 76 面会、外出等の実施について、 『乳児院」と

rN問等民聞の支援横田」はどのように関与したか

(支揖櫨間関与)

件数 % 

乳児院と支援機闘が協力、協働 13 2.1 
して実施

乳児院主体で対応・実施し、支 13 2.1 
援機聞が協力

支援機関主体で対応・実施し、 2 .3 
乳児院が協力

支援機関だけが対応・実施し、 1 .2 
乳児院は関与せず

乳児院だけで対応・実施し、支 97 15.7 
援機関は関与せず

この質問項目は該当しない 491 79.6 

合計 617 100.0 

表 77 保護者参加があったか

件数 % 
参加あり 151 27.8 

参加なし 246 45.3 

わからない 146 26.9 

合計 543 100.0 

表 78-1 ブログラムの進んだ段階

ケース

件数 % の%

進んだ段階① 乳児 248 21.6 40.9 
院、児相等のスタップ

が付き酷い、児童と保

謹者だけにしない面会

進んだ段階② 児童と 228 19.8 37.6 

保謹者だけで過ごす時

聞を設定した面会

進んだ段階⑨ 乳児 55 4.8 9.1 

院、児相等のスタップ

が付き酷う外出

進んだ段階@ 児童と 137 11.9 22.6 

保謹者だけの外出

進んだ段階@ 児童と 20 1.7 3.3 

保護者の施設内宿泊

進んだ段階@ 児童の 164 14.3 27.1 

保謹者宅への外泊

進んだ段階⑦ 4 0.3 0.7 

わからない

進んだ段階@ この質 294 25.6 48.5 

問項目は該当しない

合計 1150 100.0 

表78-2 進んだ段階の組み合わせ

件数 % 

1→2→4→6 50 16.2 

lのみ 49 15.9 

1→2 48 15.6 

1→2→3→4→6 25 8.1 
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1→2→6 21 6.8 
2→4→6 18 5.8 
2のみ 15 4.9 
6のみ 11 3.6 I 
1→2→3→4→5→6 10 3.2 
1→2→4 9 2.9 
l→2→3→4 6 1.9 
2→6 6 1.9 
l→6 5 1.6 
1→2→3→6 4 1.3 
1→2→4→5→6 4 1.3 
l→2→5 3 1.0 
l→4→6 3 1.0 
2→4 3 1.0 
4→6 3 1.0 
1→2→3 2 0.6 
1→3 2 0.6 
1→3→6 2 0.6 
4のみ 2 0.6 
1→2→3→4→5 1 0.3 
1→2→4→5 1 0.3 
1→2→5→6 1 0.3 

1→3→4→6 1 0.3 
1-->4 1 0.3 

2→3 1 0.3 
3のみ 1 0.3 

308 100.0 

1.児童と保謹者との面会(乳児院、児相等のスタップ

が付き添い、児童と保護者だけにしない面会)

2.児童と保護者との面会(児童と保護者だけで過ごす

時聞を設定した面会)

3.児童と保護者との外出(乳児院、児相等のスタップ

が付き酷う外出)

4. 児童と保護者との外出(児童と保謹者だけの外出)

5.児童と保護者の施設内宿泊

6.児童の保護者宅への外泊

表 79-1 実際に関与した児童相詰所等のスタッフ

ケース

件数 % の %

児童福祉司 561 41.2 97.7 

児童JL"理司 285 20.9 49.7 

スーパーパイザー 71 5.2 12.4 

親子支援専任スタップ 71 5.2 12.4 

保健師(専任) 120 8.8 20.9 

医師 113 8.3 19.7 

看護師 50 3.7 8.7 

一時保護所職員 11 0.8 1.9 

里親支援相談員 22 1.6 3.8 

NPO等民聞の支援機関
7 0.5 1.2 

スタップ

その他 52 3.8 9.1 

辺1=1、主ロ+ 1363 100.0 
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表 79-2関与した職種組み合わせ 福祉+心理+一保 2 0.3 

件数 % 福祉+SV+親子 2 0.3 

福祉 161 25.8 福祉+SV+保健+看護 2 0.3 

福祉+心理 188 21.8 福祉+親子+保健+医師+その他 2 0.3 

なし 50 8.0 福祉+医師+その他 2 0.3 

福祉+心理+医師 24 8.8 心理+親子 2 0.3 

福祉+心理+保健 20 8.2 その他(各組み合わせ 1件) 48 9.6 

福祉+保健 17 2.7 合計 624 100.0 

福祉+SV 12 1.9 

福祉+医師 11 1.8 

福祉+親子 9 1.4 
表 80-1関与を期待した児童相詰所等のスタッフ

福祉+心理+SV 7 1.1 
ケース

件数 % の%

福祉+心理+親子+医師+看護 7 1.1 児童福祉司 396 21.7 81.6 

福祉+心理+その他 7 1.1 児童心理司 309 16.9 63.7 

福祉+里親相談 7 1.1 スーパーパイザー 246 13.5 50.7 

福祉+心理+保健+医師 6 1.0 親子支援専任スタッフ 253 13.9 52.2 

福祉+心理+医師+看護 6 1.0 保健師(専在) 266 14.6 54.8 

福祉+親子+保健 6 1.0 医師 155 8.5 82.0 

福祉+SV+保健 5 0.8 看謹師 69 3.8 14.2 

福祉+保健+医師 5 0.8 一時保護所職員 8 0.4 1.6 

福祉+その他 5 0.8 里親支援相談員 29 1.6 6.0 

福祉+心理+親子 4 0.6 NPO等民聞の支援機 52 2.8 10.7 

福祉+心理+保健+その他 4 0.6 聞スタップ

福祉+心理+医師+一保 4 0.6 
その他 43 2.4 8.9 

福祉+心理+里親相読 4 0.6 
1826 100.0 

福祉+SV+里親相談 4 0.6 
表 80-2 関与を期待した瞳種組み合わせ

福祉+保健+その他 4 0.6 

その他 4 0.6 
件数 % 

なし 189 22.8 

福祉+心理+SV+親子+保憧+医 3 0.5 

師+看護

福祉+心理+SV+保健+医師+看 3 0.5 

sv 24 3.8 

福祉+心理 22 3.5 

謹 福祉 21 3.4 

福祉+心理+SV+保健+医師 3 0.5 福祉+心理+SV+親子+保健 19 3.0 

福祉+SV+親子+保憧 3 0.5 福祉+心理+SV+保健 17 2.7 

福祉+保健+医師+その他 3 0.5 福祉+心理+SV 16 2.6 

福祉+医師+看護 3 0.5 福祉+心理+SV+保健+医師 15 2.4 

福祉+心理+SV+親子+保健+医 2 0.3 福祉+心理+SV+親子+保偉+ 14 2.2 
師+看謹+その他+その他 医師
福祉+心理+SV+親子+保健+医 2 0.8 福祉+SV+親子+保健+看謹 14 
師

福祉+心理+SV+親子+保健 2 0.8 
福祉+心理+親子+保健 13 2.1 

福祉+心理+SV+親子+その他 2 0.8 

福祉+心理+SV+保健 2 0.3 

福祉+親子 13 2.1 

福祉+心理+SV+親子+保健+ 11 1.8 

医師+看護+NPO
福祉+心理+SV+医師 2 0.3 親子 11 1.8 

福祉+心理+親子+保障+ 2 0.3 福祉+心理+SV+親子+保憧+ 10 1.6 

福祉+心理+親子+医師 2 0.3 医師+看謹

福祉十心理+親子+その他 2 0.8 

福祉+心理+保憧+看護 2 0.3 

福祉+心理+親子+保障+医師 10 1.6 

福祉+心理+保健+医師 9 1.4 

福祉+心理+保健 9 1.4 
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福祉+心理+SV+保健+NPO

福祉+心理+親子

福祉+心理+医師

福祉+SV

福祉+親子+保健

福祉+保健

心理+親子

福祉+心理+SV+親子

福祉+心理+SV+親子+保健+

医師+看謹+里親相談

福祉+心理+SV+親子+保健+

里親相談

親子+NPO

福祉+心理+SV+医師

福祉+心理+親子+その他

福祉+保健+医師

親子+保健

福祉+心理+SV+親子+保健+

医師+看謹+その他+その他

福祉+心理+SV+保健+医師+

看謹

福祉+SV+親子+保健

SV+親子

福祉+心理+SV+親子+保健+

医師+看護+一保

心理

SV+親子+保健

福祉+心理+親子+医師

福祉+心理+NPO

福祉+心理+その他

福祉+その他

福祉+心理+親子+保健+医師+

看謹+NPO
福祉+心理+親子+保健+その

他

心理+SV+医師

福祉+心理+里親相談

|福祉+SV+親子

!福祉+親子+保憧+医師+その
l 他

福祉+保憧+その他

福祉+医師

保健+その他

福祉+心理+SV+親子+保健+

看護

福祉+心理+SV+親子+保健+

その他

福祉+心理+SV+親子+医師

福祉+心理+親子+NPO

福祉+心理+保健+医師+一保

福祉+SV+親子+保健+医師+

その他
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g 1.4 

7 1.1 

7 1.1 

7 1.1 

7 1.1 

7 1.1 

7 1.1 

6 1.0 

6 1.0 

6 1.0 

6 1.0 

5 0.8 

5 0.8 

5 0.8 

5 0.8 

4 0.6 

4 0.6 

4 0.6 

4 0.6 

4 0.6 

4 0.6 

4 0.6 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 
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福祉+SV+保健+医師

福祉+親子+保健+医師

福祉+親子+その他

心理+SV+親子+保健

心理+SV+親子

心理+親子+保憧+NPO

NPO 

その他(各組み合わせ l件)

合計

く※表 53・2，表 54・2の略称について〉

福祉=児童福祉司，

心理=児童心理司

sv=スーパーバイザー
親子=親子支援スタッフ

保憧=保韓師

看護=看謹師
一保=一時保謹所職員

里親相誤=里親相談員

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

55 

624 

NPO=NPO等民聞の支援機関スタップ

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

11.0 

100.0 

表81-1入所(保護)前の事前協謹(カンファレンス)

の回数

件数 % 。 468 78.4 

l 105 17.6 

2 16 2.7 

3 7 1.2 

5 1 .2 

合計 597 100.0 

表 81-2 入所(保護)後から解除までの間(保護

中力ンファ)の回数

件数 % 。 177 30.3 
1 100 17.1 

2 109 18.6 
3 67 11.5 

4 37 6.3 

5 22 3.8 

6 17 2.9 

7 9 1.5 

8 6 1.0 

9 1 0.2 

10 12 2.1 

11 2 0.3 

12 2 0.3 

13 l 0.2 

14 3 0.5 

15 4 0.7 

16 3 0.5 

17 1 0.2 

19 2 0.3 

20 1 0.2 

21 2 0.3 

22 1 0.2 

24 2 0.3 

25 2 0.3 

30 2 0.3 

合計 585 100.0 
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表 82寸 解除にあたり、地域の関係梅園等と直接接触

(童話連絡を含む)し、情報交換、引き龍吉等を実施

したか(他揖聞との情報交換)

件数 % 
した 192 32.3 
しない 292 49.2 
この質問項目は該当しない 110 18.5 

合計 594 100.0 

表 82-2 解除にあたり置接接触した聞悟橿闇等

応客数 ケー

ス

件数 % の%
市町村の児童相談担当 111 15.0 19.3% 
部署

保育所 55 7.4 9.6% 

保悟所・保健センター 64 8.6 11.1% 

里親 8 1.1 1.4% 

警察署 9 1.2 1.6% 

主任児童委員 7 0.9 1.2% 

病院 26 3.5 4.5% 

生活保謹担当部署 12 1.6 2.1% 

婦人相談闇保部署 9 1.2 1.6% 

その他 64 8.6 11.1% 

この質問項目は該当し 375 50.7 65.2% 
ない

合計 740 100.0 

表 83 解除にあたって、乳児院スタッフが家庭訪問し

たか

件数 % 
実施した 68 11.0 

実描していない 422 68.1 

この質問項目は該当しない 130 21.0 

合計 620 100.0 

表 84 合同ミーティングを実施したか

件数 % 
実施した 164 26.6 

実施しない 354 57.4 

この質問項目は該当しない 99 16.0 

iロL三ロt 617 100.0 

表団本事例の支援を総括したラえで、該当する所惑を

ひとつ選択(所畢)

件数 % 
入所(保謹)は、本児の状態、家族状 557 89.5 

況などから、必然的だった

地域で実施されている具体の在宅支 28 4.5 

援があり、それを活用していれば、入

所(保謹)は肪げた

要対協で把握したうえで地域の見守 8 1.31 

りが実施されていれば、入所(保護)

は防げた
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児童相談所の援助方針が、在宅支援を 6 1.0 
明確にしていれば、入所(保護)は防

げた

この質問項目は該当しない 23 3.7 

合計 622 100.0 

表 86 22年 11月までの問、虐待の再発はあったか

〔遅所後の状現)

件数 % 
虐待の再発があり、再保護(措置) 23 3.7 
され、現在に至っている

虐待の再発がたびたびあり、保護(措 10 1.6 
置)と解除を繰り返している

虐待の再発があったと児相から聞い 7 1.1 
たが、再保護(措置)されたかどう

かはわからない

新しい生活環境で順調に生活してい 263 42.3 
る

退所後の状況はわからない 181 29.1 

この質問項目は該当しない 138 22.2 

合計 622 100.。
墨田入所(保護)開始時点と、解除時点とで、保

護者が同居する家瞳状現に変化があったか(家臨状
況賓化}

件数 % 
変化あり 209 34.1 

変化なし 344 56.1 

わからない 60 9.8 

合計 613 100.0 

表 88-1 入所・保護開始時点の家族状現(単純集計)

件数 % ケース

の %

なし(行方不明、棄児な
9 0.6 1.5 

ど)

実母 568 38.3 91.8 

実父 354 23.9 57.2 

兄、姉 244 16.5 39.4 

弟、妹 32 2.2 5.2 
養父 1 0.1 0.2 
継父 7 0.5 1.1 
内夫 27 1.8 4.4 

内妻 1 0.1 0.2 I 

父方祖父 15 1.0 2.4 

父方祖母 16 1.1 2.6 

母方祖父 32 2.2 5.2 

母方祖母 77 5.2 12.4 

父方伯父・担父 2 0.1 0.3 

父方伯母・担母 1 0.1 0.2 

母方伯父・担父 28 1.9 4.5 

母方伯母・叔母 25 1.7 4.0 

その他親族 13 0.9 2.1 

その他同居人 15 1.0 2.4 

わからない 15 1.0 2.4 
合計 1482 100.0 
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表 88・2 開拍時点家展状況組み合わせ

件数 % 
実母+実父 163 26.1 

実母+実父+兄・姉 124 19.9 

実母 78 12.5 

実母+兄・姉 43 6.9 

わからない 15 2.4 

実母+内父 11 1.8 

実母+母方祖母 11 1.8 

実母+兄・姉+内父 9 1.4 

なし 8 1.3 

実母+実父+兄・姉+弟・妹 8 1.3 

実母+実父+弟・妹 8 1.3 

実母+その他同居人 8 1.3 

実父 7 1.1 

実母+兄・姉+母方担母 6 1.0 

実母+実父+母方祖母 5 0.8 

実母+母方祖父+母方祖母 5 0.8 

実母+母方祖母+母方伯父・叔父 5 0.8 

回答空欄 5 0.8 

実母+実父+兄・姉+母方祖母 4 0.6 

実母+実父+兄ー姉+父方祖母 3 0.5 

実母+実父+父方祖父+父方祖母 3 0.5 

実母+実父+父方祖父 3 0.5 

実母+兄・姉+弟・妹 3 0.5 

実母+兄・姉+母方祖父+母方祖母 3 0.5 

実母+兄・姉+その他同居人 3 0.5 

実母+弟・妹 3 0.5 

実母+母方祖母+母方伯母・叔母 3 0.5 

実父+兄'姉 3 0.5 

母方祖母+母方伯父・叔父 3 0.5 

実母+実父+兄・姉+父方祖父+父 2 0.3 
方祖母+父方伯父・叔父

実母+実父+兄・姉+父方祖父+父 2 0.3 

方祖母

実母+実父+兄・姉+母方祖父+母 2 0.3 

方祖母

実母+実父+母方祖父+母方祖母+ 2 0.3 

母方伯父・叔父

実母+兄ー姉+継父 2 0.3 

実母+兄・姉+母方祖父+母方祖母+ 2 0.3 

母方伯父・叔父+母方伯母・叔母

実母+兄・姉+母方祖父+母方祖母+ 2 0.3 

母方伯母・叔母

実母+兄・姉+母方祖父 2 0.3 

l 実母+兄・姉+母方伯父・叔父+そ 2 0.3 

の他親族

実母+弟・妹+継父+母方祖母 2 0.3 

実母+弟・抹+母方祖父+母方祖母 2 0.3 

実母+継父 2 0.3 

実母+母方祖父+母方祖母+母方伯 2 0.3 

父・叔父+母方伯母・担母

兄・姉+母方祖母 2 0.3 

母方祖父+母方伯父・根父+母方伯 2 0.3 

母・叔母+その他親族
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|その他(各組み合わせ 1件)

| 合計

|41 I 8.2 I 
|624 1100.0 1 

墨田ー1 解除時点の家族状現(単輯集計)

件数 % ケース
のラら

なし(行方不明、棄児
11 0.8 1.8 

など)

実母 504 35.7 83.2 

実父 289 20.5 47.7 

凡、姉 210 14.9 34.7 

弟、妹 43 3.0 7.1 

養父 7 0.5 1.2 
継父 12 0.8 2.0 

内夫 17 1.2 2.8 

養母 6 0.4 1.0 

内妻 1 0.1 0.2 

父方祖父 23 1.6 3.8 

父方祖母 27 1.9 4.5 

母方祖父 48 3.4 7.9 

母方祖母 95 6.7 15.7 
父方伯父・叔父 4 0.3 0.7 

父方伯母・叔母 3 0.2 0.5 

母方伯父・叔父 31 2.2 5.1 

母方伯母・叔母 22 1.6 3.6 
その他親族 16 1.1 2.6 

その他同居人 14 1.0 2.3 I 
わからない 29 2.1 4.8 

合計 1412 100.0 

表89-2 解除時点家臨状況組み合わせ

f牛
数 % 

実母+実父 122 19.6 

実母 88 14.1 

実母+実父+兄・姉 87 13.9 

実母+兄・姉 37 5.9 

わからない 29 4.6 

回答空欄 18 2.9 

実父 14 2.2 

実母+実父+弟・妹 12 1.9 

実母+母方祖母 11 1.8 

なし 10 1.61 

実母+実父+兄・姉+弟・抹 9 1.4 

実母+兄・姉+母方祖母 8 1.3 

実母+兄・姉+内父 7 1.1 

実母+内父 7 1.1 

実母+母方祖父+母方祖母 7 1.1 

実母+兄・姉+弟・妹 6 1.0 

実母+実父+兄・姉+母方祖母 5 0.8 

実母+実父+父方祖父 5 0.8 

その他同居人 5 0.8 

実母+母方祖父+母方祖母+母 5 0.8 

方伯父・担父

実母+継父 4 0.6 

実母+母方祖母+母方伯父・担 4 0.6 
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父

実母+その他同居人 4 0.6 

実母+弟・妹+継父 4 0.6 

養父+養母 4 0.6 
実母+実父+兄・姉+父方祖父+ 3 0.5 
父方祖母

実母+実父+兄・姉+父方祖母 3 0.5 

実母+実父+兄ー姉+母方祖父+ 3 0.5 
母方祖母

実母+実父+父方祖父+父方祖 3 0.5 
母

実母+兄・姉+継父 3 0.5 

実母+兄・姉+母方祖父+母方 3 0.5 
祖母

実母+弟・妹 3 0.5 

母方祖母+母方伯母・担母 3 0.5 

実父+父方祖父+父方祖母 3 0.5 

見ー姉+母方祖母+母方伯父・ 3 0.5 
叔父

父方祖父+父方祖母 3 0.5 

母方祖父+母方祖母 3 0.5 

実母+実父+父方祖母 2 0.3 

実母+実父+母方祖母 2 0.3 

実母+兄ー姉+母方祖父+母方 2 0.3 
祖母+母方伯父・担父+母方伯

母・叔母

実母+兄・姉+母方祖父 2 0.3 

実母+兄・姉+母方伯父・叔父+ 2 0.3 
その也親族

実母+母方祖母+母方伯母・叔 2 0.3 
母

実母+母方祖父+母方祖母+母 2 0.3 
方伯父・叔父+その他親族

実母+母方祖父+母方祖母+母 2 0.3 
方伯母・担母

実母+母方祖父+母方伯父・叔 2 0.3 
父+母方伯母・叔母+その他親

族

実母+母方祖母+その他親族 2 0.3 

兄・姉+母方祖父+母方祖母 2 0.3 

兄・姉 2 0.3 

母方祖父+母方祖母+母方伯 2 0.3 

母・叔母

その他(各組み合わせ l件) 50 10.0 

合計 624 100.0 

表叩主たる虐待者

件数 % 
なし(行方不明、棄児など) 4 0.7 

実母 430 70.4 

実父 105 17.2 

凡、姉 l 0.2 

養父 1 0.2 

継父 3 0.5 

229 

内夫 11 1.8 

父方祖母 1 0.2 

母方祖父 1 0.2 

母方祖母 5 0.8 

母方伯父・担父 2 0.3 

その他親族 1 0.2 

その他同居人 3 0.5 

わからない 43 7.0 

合計 611 100.0 

表 91 世たる虐待者

件数 % 
なし(行方不明、棄児など) 30 7.9 

実母 51 13.5 

実父 113 29.9 

見、姉 2 .5 

継父 2 .5 

内夫 5 1.3 

父方祖母 1 .3 

母方祖母 8 2.1 

母方伯父・叔父 2 .5 

母方伯母・叔母 1 .3 

その他親族 1 .3 

その他同居人 2 .5 

わからない 160 42.3 

合計 378 100.0 

表 92 不明の虐待者(単純集計)

応答数 ケース

件数 % の%

なし(行方不明、棄児な 52 20.8 22.5% 
ど)

実母 31 12.4 13.4% 

実父 26 10.4 11.3% 

兄、姉 l 0.4 0.4% 

養父 1 0.4 0.4% 

内夫 2 0.8 0.9% 

父方祖母 l 0.4 0.4% 

母方祖父 4 1.6 1.7% 

母方祖母 1 0.4 0.4% 

母方伯父・叔父 1 0.4 0.4% 

母方伯母・叔母 2 0.8 0.9% 

その他親族 3 1.2 1.3% 

わからない 125 50.0 54.1% 

合計 250 100.。
表 93 家庭引き取りした事例のみ、回害。虐待者の

居る宰塵に帰ったか(虐待者有無)

件数 % 

虐待者の居る家庭に帰った 252 81.0 

虐待者の居なくなった家庭に
48 15.4 

帰った

わからない 11 3.5 

合計 311 100.0 
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表 94家庭引き取り!こあたっての条件等(複数回答あ

り)

条件等 件数 % 
児童相談所の指導(家庭訪問、通

38 18.2% 
所、見守り等)

保育所入所、利用、通所継続、見
120 57.4% 

守り等

保健師による訪問、指導、支援、
35 16.7% 

見守り等

地域での見守り体制の強化 38 18.2% 
警察(地域の見守りの強化) 1 0.5% 
経済的安定、自立(就労等) 9 4.3% 
住環境整備 3 1.4% 
養育環境、体制等の調整、改善 5 2.4% 
保護者の受診、通院 16 7.7% 
子どもの受診、通院、療育等 12 5.7% 
親族との同居、親族による引き取

34 16.3% 
り

親族による育児支援、協力等 48 23.0% 
父の育児参加、協力等 8 3.8% 
虐待者との分離 5 2.4% 
友人のサポート 1 0.5% 
乳児院への相談 3 1.4% 
ケース移管 2 1.0% 
婦人相談等への引き継ぎ 2 1.0% 
虐待再発時の再保護、 sos発信

4 1.9% 
の約束

合計 384 
※%は、回答のあった 209件における割合

表 95 措置(保護)解除の判断について、乳児院と児童

相詰所がどのように関与したか。あてはまるものをひと

つ運ぶ(解除の判断)

件数 % 
解除は乳児院と児童相談所で対等に

223 
協議し、児童相談所が判断

37.9 

解除は乳児院側から提案し、児童相談
28 4.8 

所が判断

解除は児童相談所側から提案され、乳
302 51.4 

児院が了解

解除にあたっては、乳児院と児童相談

所とで意見が対立し、児童相詰所がー 6 1.0 
方的に判断

解除にあたって、乳児院は全く関与せ
29 4.9 

ず

合計 588 100.0 

表 96r保護者援助プログラム」について‘児童相誤所
との協働がどの程度できたか。乳児院倒の評価について

あてはまるものを、次の中からひとつ量ぷ(協働への評

価)

件数 % 

十分協働出来た 71 11.7 

いくつかの課題はあるが、証ね
125 20.6 

協働出来た

協働出来たとも、出来なかった
70 11.6 

とも、どちらともいえない
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課題が多く、あまり協働出来な
15 2.5 

かった

全く協働出来なかった 13 2.1 

この質問項目は詰当しない 312 51.5 
合計 606 100.0 

表 97r保護者揖助プログラムjの劫果について、乳

児院倒がどのように盟諸しているか。次の中からあ

てはまるものを、ひとつ運ぶ(抽果の認識)

件数 % 
プログラムを実施したことによ

り、虐待のリスクは完全に消失し 13 2.2 
た

プログアムを実施したことによ

り、虐待のリスクはほぼ消失した
86 14.3 

プログラムを実施したが、虐待の
16 2.7 

リスクはほとんど消失しなかった

プログラムを実施したが、虐待の
9 1.5 

リスクはまったく消失しなかった

わからない 96 15.9 
この質問項目は該当しない 383 63.5 

合計 603 100.0 

表 98 プログラムを作成実施しなかった理由

応答数
ケース

件数 % の%

児童相談所からの提案、

提示がなかったため 139 23.4 24.3% 

プログアムを作成・実施

しでも、保護者援助に劫 18 3.。 3.2% 
果が見られないため

プログアムを作成・実施

しなくても、保護者援助
19 3.2 3.3% 

は特に問題なくできる

ため

プログフムの作成ー実施

の仕方がわからないた 14 2.4 2.5% 
め

保謹者が参加・実施を拒
19 3.2 3.3% 

否したため

わからない 59 9.9 10.3% 

この質問項目は該当し
325 54.8 56.9% 

ない

合計 593 100.0 103.9% 
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墨 99 r慢護者援助プログラム」、『児童相韻所との 19 虐待告知説明の重要性 1 

協働』等に聞する課題、要望(自由記述) 20 虐待を測る指標の明確化 1 

課題・意見等
項目

件

の分類 数

21 担当者による経験差 1 

22 支援協議の場作り 1 

児童 児相のスタッフ不足 7 

相談 2 協働の用意がない 4 

所 3 質的充実・量的充実 3 

4 プログラムの存在がない 2 
5 児相の所見、会議が優先 2 

6 乳児院との距離的な問題 2 

7 担当と sv、担当聞で対応が異なる 2 

8 
家族の再統合を支援するチームの

2 
効果

9 
親に関する詳細な情報不足、収集困

2 
難

10 親への支援がない 1 

11 古い体質 1 

12 自治体聞に力量の差 I 

13 
ソ}シャルワーカーとしての理解

1 
不足

14 
一部機能の NPO等専門機関への委

I 
託を進める

23 技法の定義 1 

24 
技法的課題と検証のシスァムが必

1 
要

25 専門的スーパーパイザーが必要 1 

26 
特定の専門技術を取り入れたプロ

1 
グラムへの疑問

27 児相主体作成。内容が伝わりづらい 1 

小計 39 

地域 1 協働の必要 5 

の聞 2 ケース会議、ケース検討の必要性 4 

係機 3 
入所前から退所後を含む継続的な

4 
闇等 サポート体制の必要

4 明確な役割分担の必要 2 

5 
プログフム実行に精神科医師が参

1 
加するシステム作り

6 医療機関参加の効果 1 

7 充実に課題山積み l 

自 地方の社会資源の少なさ l 

15 保護者優先に陥ることへの危倶 1 

小計 32 

保謹
l 

養育等援助計画、フローチャート等
4 

者援 の活用

助プ 2 作成段階での施設参加の必要性 3 

ログ 3 作成段階での保護者参加の必要性 3 

ラム
4 入所時のアセスメントが重要 3 

5 精神疾患の保護者への対応 2 
日 支援プランの必要性 2 

7 
家族アセスメントへの専門性の獲

2 
得

8 
保護者援助をきちんと視野に入れ

I 
た組織検討

9 親子再統合支援プログアム作成 l 

10 施設側も家族調整する重要性 1 

11 チェックリストシートの活用 1 

12 専門化されたプログラムの必要 l 

13 
保護者参加を義務づける制度が必

l 
要

14 施設と児相で主体が暖味 1 

15 児相主体でよい 1 

16 入所後一定期間のフォローが必要 1 

17 親子関係支援という視点 1 

18 
虐待告知不十分による焦点の合わ

1 
なさ

9 第二者的、客観的な機関の介入 l 

10 
若年母への生活スキル獲得支援の

l 
必要

11 親族を巻き込む 1 

小計 22 

社会 1 親の養育力が期待できない 4 

的養 2 対応困難な保護者対応に追われる 4 

謹・乳 3 質的充実・量的充実 3 

児院 4 
FSW等の施設外活動の限界，配置

3 
基準見直しの必要

5 心理士の設置、常勤化 z 
6 社会全体の中での組織体系作り 1 

7 
保護者との連絡困難による、入所の

I 
長期化

8 安易な小規模化への危倶 l 

9 安易な里親委託への危慎 l 

10 被虐、病弱児が多い 1 

11 
保護者の正負のストレスが一機関

1 
に向くことの課題

12 乳児院が主体になるべきか 1 

13 多様な親の要望への対応

14 児相での援助の把握必要 l 

15 乳児院の基本である養育に民る 1 

小計 26 
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(3) ~個別ケース票』のクロス集計結果

(3)ー1 保護者撞助プログラムの作成・実施・評価等

と、解除後の子どもの行き先

1)入所措置の事例は解除後、家庭引き取りとなった

事例より、措置変更され公的保護が橿輔されたケ

ースの方が多い。

児童相詰所が乳児院に一時保謹で児童を委託する

場合、①保護者の同意が得られず入所措置の決定が

出来ない、@施設の措置枠が空いていない、@ケー

スの主訴から委託解除日が概ね確約されている等の

状況が考えられる。本調査では、一時保謹ケースに

詰当する 220件のうち 65%にあたる 143件が「家庭

引き取りJになっている。

也方、入所措置ケースは該当する 398件のうち、

家庭引き取りの割合は 40.2%(160件)056.2%が解

除後も「公的保護を継続」している。入所措置ケー

スの場合は、前提として保護者の同意を得ている。

措置変更される事例の方が多いという結果から、乳

児院での聾助期間内では課題解決が図れないケース

が多いという現状が見えてくる(表 100)。

表 100 1-6.解除後白子どもの行き先と 1-1.一時保

護か入所措置かのクロス表

1.1.一時保護か

入所措置か

一時保 入所措

謹 置 合計

1・6. 家庭 度数 143 160 303 
解 引き 1・6.の% 47.2% 52.8% 100.0% 
除 取り 1・1.の切 65.0% 40.2% 49.0% 
後 乳児 度数 45 6 51 
の 院入 1・6.の切 88.2% 11.8% 100.0% 
子 所ー転 1・1.の%

ど 園
20.5% 1.5% 8.3% 

も 児童 度数 24 162 186 
の 養謹 1・6.の% 12.9% 87.1% 100.0% 
行 施設 1・1.の%
き 入所

10目9% 40.7% 30.1% 

先 障害 度数 。 20 20 
児施 1'6.の%

0.0% 
100.0 

100.0% 
設入 % 

所 1'1.の% 0.0% 5.0% 3.2% 

里親 度数 4 36 40 

委託 1・6.の% 10.0% 90.0% 100.0% 
1・1.の切 1.8% 9.0% 6.5% 

その 度数 4 14 18 

他 1-6の% 22.2% 77.8% 100.0% 
1・1.の% 1.8% 3.5% 2.9% 

度数 220 398 618 

合計
1・6.の% 35.6% 64.4% 100.0% 
1・1.の弘 100.0 

100目0%
% 

100.0% 

2)解除後由子どもの行き先左性別には、顕著な関連

性はない。

本調査では、女児に比べ男児の事例の方がやや多
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く報告されている(表 62)。解除後の行き先に関し

て、性別ごとに特徴をみると、男児は「家庭引き取

り」が 50.8%、女児は「公的保護」が合わせて 50.4%

になっている。性別との関連においては顕著な傾向

は見られない。里親委託についても、男女差はほと

んどない(表 101)。

表 1011-6.解除後の子どもの行き先と 1-7_性別の

クロス墨

1-7.性別

女児 男児 合計

1・6. 家庭 度数 133 169 302 
解 引き I・6.の弘

56.0% 
100.0 

除 取り
44.0% 

% 
後 1・7.の% 46.7% 50.8% 48.9% 
の 乳児 度数 21 30 51 
子 院入 1・6.の%

58.8% 
100.0 

ど 所・
41.2% 

% 

も 転園 1・1 の % 7.4% 9.0% 8.3% 

の 児童 度数 96 91 187 
行 養謹 1・6.の %

51.3% 48.7% 
100.。

き 施設 % 

先 入所 1・7.の % 33.7% 27.3% 30.3% 

障害 度数 6 14 20 
児施 1・6.の%

30.0% 70.0% 
100.0 

設入 % 

所 1・7.の% 2.1% 4.2% 3.2% I 
里親 度数 21 19 40 

委託 1・6.の%
52.5% 47.5% 

100.0 
% 

1・7.の% 7.4% 5.7% 6.5% 

その 度数 8 10 18 
他 1・6.の%

44.4% 55.6% 
100.0 

% 
1・7.の% 2.8% 3.0% 2.9% 
度数 285 333 618 
1'6.の%

46.1% 53.9% 
100.0 

合計 % 
1.7.の切

100目。%
100.0 100.0 

% % 

3)ネグレクトの事例lま解陣後、家車引き取りよりも

公的保護(の瞳続)が判断されるケースが多い。

虐待種別と解除後の子どもの行き先の関連をみる

と、身体的虐待の事例では「家庭引き取引の割合

が大きいのに対し、ネグレクトの事例では、「公的保

護(の継続)Jの割合が大きい(表 102)。

どんな行為であれ、乳児に対する虐待はその結果、

子どもの死につながる可能性が高い。身体的虐待、

ネグレクト共に深刻な行為ではあるが、「家庭引き取

り」を一定の課題解決結果と捉えた場合、身体的虐

待に比べ、ネグレクトの方が課題、問題解決に時聞

がかかる傾向があると言えそうである。



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4)

表 102 1-6.解除後の子どもの行き先と 1-8.主たる虐

待種別(種類) のクロス表

1・8.主たる虐待種別(種類)
身体 ネグ 心理 性的
的 レク 的

卜 合計

1・6. 家庭 度数 131 155 17 日

解除 引き 1・6. 43φ2% 51.2% 5.6% 日日%

後の 取り の%

子ど 1-8. 62.1% 岨 6帖 70且軸 0.0砧

もの の切

行き 乳児 度数 15 33 2 1 

先 院入 1・6. 2自.4% 64.7% 3.9% 2.0% 

所 の%

(転 1-8. 7.1% B目6帖 8.昌弘 50目。%

園含 の%

む)

児童 度数 46 136 4 1 

養謹 I・6. 24.6軸 72.7拍 2.1砧 。+昌拍

施設 の%

入所 1-8 21.昌弘 35.6% 16.7% 50.0% 

の%

障害 度数 10 10 。 。

児施 1・6 50口% 50.0% O.日拍 0.0% 

設入 の%

所 1・8 4.7% 2.6% 。.0% 0.0% 

の%

里親 度数 。 B宮 1 。

委託 1・6. 。白O~も 申7φ5坊 2.6弘 。φO拍

の%

1・8. 日0% 10.2% 4.2% 0.0拍

の %

その 度数 官 官 日 。

他 1・6. 50.0弛 昌0.0帖 O.O~色 0.0% 

の%

1・8. 4.3% 2.4% 0.0% 0.0% 

の%

度数 211 382 24 2 

1・6. 34.Hも 61.7% 3.9% 0.3拍

合計 の%

1・8. 1日0.0 1口0.0拍 10日日 100.0% 

の% % % 

4) r特定の専門的な揖助控街』を取り入れた保聾者

握助プログラムを作障した事例は解除後、公的保

護(の継続)が判断されるケースが多い。

本調査では個別ケースに対して児童相談所や乳児

院等が作成した保謹者援助プログラムに聞して、「特

定の専門的な援助技術」を取り入れたかどうかを質

問した。「特定の専門的な援助技術」については、次

の技法等を定義した。

303 

100.0 

% 

43.9~色

51 

100.0 

帖

畠2%

187 

100.0 

崎

30.2% 

20 

100.0 

% 

3.2% 

4.0 

100φO 

% 

6.5同

18 

100.0 

姑

2.自明

619 

100可。

拍

100.0 

% 

IA:サインズ・オプ・セーフティ，アプローチ
B:ソリュー泊ン・フォーカスト・アプローチ
C: MYlREEペアレンツ・プロタラム

H:当事者参画[家族合同毎回予ィンゲ等)
1:コォーカシシゲ

D: コモン也ノス・'"ア[.，~子ィグ(CSP)
E:精研式ペアレント・ト[.，ーニンゲ
F:陥出dy's perfect 

Q_;_主芝己主:

J:認知行罰百罷剖堀蝕
K:グループワーク‘カ?'，.I'セリング
L:治癒開甘口基づ〈個知的ウンセリシグ
M:田 C観子プ固内心
N:育児トlr-こりHf吉 l

これらの技法等を取り入れなかったプログラムに
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ついては、「独自の」プログラムを作成したとして、

回答を得た。

解除後の子どもの行き先との関連をみると、「組自

の」プログラムを作成した事例は「家庭引き取り j

となったケースの方が多く、他方「特定の専門的な

援助技情Iを取り入れてプログラムを作成した事例

は、児童養護施設入所等「公的保護(の継続)Jが判

断されているケースが多くなっている{表 103)。

この個向は措置事例だけで見るとさらに顕著で、

「特定の専門的な援助技師」を取り入れてプログラ

ムを作成した 115事例のうち、家庭引き取りになっ

たケースは38件 (33.0%)、公的保謹は75件 (65.3%)

であった。

通常、児童相談所等が保護者援助するにあたって

は、調査や面接等を実施し、いわゆるケースの見立

てを形成していく必要がある。保謹者接助プログラ

ムは、その重要なツールとして用いられており、プ

ログラムの作成、実施が必要との判断も、こうした

見立てに基づいて行われているはずである。

一方、乳児院の施設特性から援助のゴールを「家

庭引き取引か「公的保護(の継続)Jかの三者択ー

と考えると、見立てをする際にゴールを全く担定し

ないままケースワークを行う、ということは考えづ

らい白

つまり、“「家庭引き取り Jできる可能性が高いぺ

あるいは“乳児院一時保護(入所措置)期間内の問

題解決は困難で、「公的保護(の継続)Jは避けられ

ないだろう"等、ある程度の見立てがあったうえで、

プログラム作成を含む保護者援助が検討されている

のが、実睡ではないだろうか。

そのように考えると、予め「家庭引き取り Jが見

立てられるケースについては、あえて「特定の専門

的壷助技術Jを取り入れることなく、「独自の」プロ

グラムを実撞しながら、親子関係再統合、生活環境

調整等の課題解決を図っていくことが選択され、他

方、見立ての中で乳児院入所(保謹)期間内に課題

解決が図れそうにないケ←スについては、むしろ「特

定の専門的援助技術」を取り入れたプログラムを保

護者に提示し、公的保護の必要性を認識してもらう

ツールにしていることが考えられる。保護者が虐待

行為を認めず児相等と対立関係にあるような事例も、

後者に少なからず含まれていることが推察される。
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表 1田 2-1.乳児院.児童相韻所.NPO等が協働で‘あるいは単独で『保護者援助プログラム』を作成したかと 1-6.解除後の

子どもの行き先のクロス表

特定の専門的な援助技 度数
2・1.乳児院，児童相

術を取り入れた「保護者 2・1の%

談所.NPO等が協
援助プログラム」を作成 1'6.の%

独自の『保護者援助プロ 度数

働で、あるいは単 グラム」を作成 2・1目の % 

1・6.の%
独で「保護者援助 『保護者援助プログラ 度数

プログラム」を作
ム」を作成する必要があ 2.1.の%
ったが、しなかった 1・6.の%

成したか 事伊jの状況等により、 度数

「保護者援助プログラ 2.1.の%
ム」を作成する必要がな 1・6.の%
かった

「保護者援助プログラ 度数

ムJを作成したかどう 2・1.の%
か、わからない 1'6.の%

度数

合計 2.1.の%

1・6.の%

5)ネグレクトの事情には『特定の専門的な握助控街』

を取り入れたプログラムが、身体的虐待の事例に

は「独自の」プログラムが適用される憤向がある。

「特定の専門的な捜助技術」を取り入れた保謹者

援助プログラム 165事例のうち、虐待種別(種類)

がネグレクトのケースは 107件 (64.8弘)であるo

この件数は、欠損値を除くネグレクト 375事例の

28.5%にあたる。

他方、欠損値を除く身体的虐待 206事例のうち、

「独自の」プログラムを作成したのは 27.7%(57件)

で、「特定の…」プログラムを作成した 49件の 23.8%

を上回っている。

前述の 3)と4)の結果も踏まえると、ネグレクト

事例については"I特定の専門的な援助技術」を取り

入れた保護者援助プログラムの実施斗「公的保護(継

続)Jの判断"という傾向が見られるのに対し、身体

的虐待の事例については“「独自の」保謹者援助プロ

グラムの実施=キ「家庭引き取り」の判断"という個

向があると考えられる。

また、心理的虐待では、「特定の専門的な握助技術」

を取り入れた保護者援助プログラムの実施 (24事例

のうち 33.3%にあたる 8件が該当)と「家庭引き取

り」の比率が高い(表 104)。

家庭引

き取り

66 

40.5% 

22.2% 

83 

61.9% 

27.9% 

21 

41.2切

7.1% 

58 

41.4% 

19.5弘

69 

60.0% 

23.2% 

297 

49.3% 

100.0% 
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1・6.解除後の子どもの行き先

乳児院 児童養 障害児 里親委 その他

入所・転 護施設 施設入 託

困 入所 所 合計

10 69 日 10 2 163 

6.1% 42.3% 3.7% 6.1% 1.2% 100.0% 

20.8% 37.9% 31.6% 25.6% 11.1% 27.0% 

9 31 1 6 4 134 

6.7% 23.1% 0.7% 4.5% 3.0% 100.0% 

18.8% 17.0% 5.3% 15.4% 22.2% 22.2% 

1 21 l 3 4 51 

2.0% 41.2% 2.0% 5.9% 7.8% 100.0% i 
2.1% 11.5% 5.3% 7.7% 22.2% 8.5判|

13 41 7 16 5 140 

9.3% 29.3% 5.0% 1l.4% 3.6% 100.0% 

27.1% 22.5% 36.8% 41.0% 27.8% 23.2% 

15 20 4 4 3 115 

13.0% 17.4% 3.5% 3.5% 2.6% 100.0% 

3l.3% 11.0% 21.1% 10.3% 16.7% 19.1% 

48 182 19 39 18 603 

8.0% 30.2% 3.2% 6.5% 3.0% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

V性的虐待の状j兄

ここで、性的虐待の事例について少し述べたt.¥0 

本調査において、虐待種別(種類)を性虐と上げた

事例は、主たる(以下、主)で 3件、従たる(以下、

従)で4件、合計 7件。それら 7事例の、プログラ

ム作成の状況をみると、「特定の…」が 3件(主 1，

従2)、「独自の」が 2件(主 1，従 1)、「わからなしリ

が2件(主 1，従 1)で、プログラム作成の割合が高

b、。
解除後の子どもの行き先は、「公的保謹(の継続)J 

3件(主 2，従 1)、「家庭引き取り J3件(従 3)、

未回答 1件(主 1)。主たる虐待者は、実父 4件(主

2，従 2)、実母3件(主 1，提 2)。従たる虐待者l立、

実母、実父、 Eわからなしいが各 2件。「家庭引き取

り」の事例は全て、虐待者の居る家庭に帰っている。

保護時点の子どもの年齢は、 1語児4件、 2歳児

3件。そのうち最年長は2最 9ヶ月、最年少は 1最

2ヶ月。 7件すべて女児である。

プログラム作成実施等を考察する以前の問題とし

て、乳児年齢の子どもへの性的虐待が事例として回

答されていることこそ、注目すべき問題と言える。

つまり、乳児年齢で、あっても、性的虐待は起こり得

るという事実を援助者は再確認すべきである。そし

て援助の実際等について、別途詳細な調査、慎重な

検証が期待される。
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表 104 2-1.乳児院，児童相談所. 11'0等が協働で、あるいは単独で

「保護者援助プログラム」を作成したかと t-8.主たる虐待種別(種類} のクロス表

2-1.乳児院，児童相談 特定の専門的な掻助技射を取 度数

所. NPO等が協働で、あ り入れた『保護者掻助プログ 2-1. Qヲ，.

るいは単油で「保護者援 ラム』を作成 ト8.の，.

助プログラム」を作成し 独自の「保按者援助プログラ 度数

たか ム」を作成 2-1.の，.

1←B.の%

「保護者援助プログラム」を 度数

作成オる必要があったが、し 2-1.の百

なかった 1-8.の %

事例の状祝等により、 「保護 度数

者援助プログラム」を作成計十 2-1.σ)% 

る必要がなかq た 1-8.の目

『保堕者揖助プ口グラム」を 度数

作成したかどうか、わからな 2-1.の百

~， 1-8. (Jコ%

合計 度数

2-1.の%

1-8.の，.

6) r家庭引き取り』と「公的保護(の担輯)J、解除

笹田子どもの行き先がどちらにおいても、最重者

撮助プログラムを乳児院と児童相韻所が協働、協

力して作成する割合は、 IまIま同様である白

解除後の子どもの行き先が「家庭引き取り」とな

った事例では、合計 120件のケースが、乳児院と児

童相談所が協働あるいは協力してプログラムを作成

し、家庭引き取りとなったと回答している。これは、

欠損値を除く I家庭引き取り J296事例の 40.5%、

プログラムを作成した事例 133件(この質問項目は

該当しなし、 163件を除いた)の 90.2%にあたる。他

方「公的保護」では、合計285事例のうち 33.0%に

あたる 94件が、乳児院と児相が協力、協働してプロ

グラムを作成したと回答。この件数はプログラムを

作成した事例 107件で見ると、 87.9%にあたる。

また、家庭引き取り、公的保護いずれも「児童相

談所主体で作成…Jが最も多い。前者では、プログ

ラム作成した 133事倒の 43β%にあたる 58件、桂

者は同じく 107事例の 43.9%にあたる 47件。閉じ

考え方で「乳児院と児童相談所が協力・協働して作

成」の割合をみると、前者が 37.6%、後者は36.

3%である。これらの点でも「家庭引き取り」と「公

的保謹Jで同様の割合になっていることは興味課い。

「乳児院主体で作成し、児童相談所が協力」した

事例については、計20件の回答があった。そのうち
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1-8.主たる虐待種別(種類〉

身体的 ネグレクト ，心理的 性的 合 計

49 107 8 l 165 

29. 7% 64.8% 4.邸 0.6% 100.0% 

23.8覧 28.部 33. 3世 33.3匹 27.1% 

57 73 3 l 134 

42.5% 54.5百 2.2% 0.7目 100.0首

27. 7% 19.5% 12.日4 33.3目 22.0% 

13 37 1 。 51 

25.5首 72.珂 2.0% 0.0国 100.0% 

6.3% 9.9% 4.2% O.明4 8.4世!

35 98 8 。 141 

24.8首 69.5% 5. 7羽 0.0% 100.附

17.0首 26. l'百 33.郡4 O.問4 23.2世

52 60 4 l 117 

44.4% 51. 3揖 3.4日 0.9% 100.0% 

25.2弛 16.附 16.宵4 33.3% 19.2% 

206 375 24 3 608 

33.9% 61. 7百 3.旬4 。.5% 100.0% 

100.0% 100.0百 100.0% 100.0% 100.0% 

12件 (60%)が家庭引き取りとなっている。

プログラム作成が、「児童相談所だけ・・」と「乳児

院だけ…」の事例についても、それぞれ 16件、 10

件が報告されている。前者が家庭引き取りの割合が

高い (62.5%)のに対し、後者は公的保護が 70%で

ある。共通しているのは、どちらにも里親委託ケー

スの該当がないこと。里親委託に関しては、両者が

協力せずにプログラム作成することはない、という

ことであろうか(表 105)。

前述したようにプログラム作成にあたっては、ケ

ースワーク上、ある程度の見立てを行っていること

が想定される。確かに、「家庭引き取引が見立てら

れるケースゆえ乳児院と児相が協力してプログラム

を作成した、とL、う事例が少なからずあることも想

像される。

しかし、今回の結呆からは、プログラム作成にお

ける乳児院と児童相談所との協力は、解除後の子ど

もの行き先に関わらずに行われていることを読み取

ることができる。またこのことから、保護者に提示

するプログラムのゴール在して、「家庭引き取り Jだ

けでなく「公的保護(の継続)Jが併記されているこ

とが推察される。
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表 105 1-6.解除後の子どもの行き先と 2-3.プログラムの作成について、 『乳児院』と「児童相韻所』が

どのように聞与したか(作成主体) のクロス表

2・3.プログラムの作成について、 「乳児院」と「児童相談所」がどのように

関与したか(作成主体)

乳児院と 乳児院主

児相が協 体で作成

力、協働 し、児相

して作成 が協力

l-6.A平 家庭引き取り 度数 50 12 

除後 1・6.の% 16.9% 4.1% 

の子 2・3.の% 54.3% 60.0% 

ども 乳児院入所 度数 5 。
の行 {転園含む) 1・6.の% 10.0% 0.0% 

き先 2.3の% 5.4% 0.0% 

児童養護施設 度数 27 5 

入所 1・6の % 15.2% 2.8% 

2'3.の% 29.3% 25.0% 

障害児施設入 度数 。 。
所 1・6.の % 0.0% 0.0% 

2・3.の% 0.0% 0.0% 

里親委託 度数 7 3 

1・6.の% 18.4% 7.9% 

2・3.の% 7β% 15.0% 

その他 度数 3 。
1・6.の % 16.7% 0.0弘

2-3.の% 3.3% 0.0% 

度数 92 20 

合計 1・6.の% 15.4% 3.3% 

2・3.の% 100.0% 100.0% 

7) r段階的な援助を概ね実施』した結果、家庭引き

取りになる割合が高いが、解除後の子どもの行き

先に関わらず揖助に取り組んでいる状現が見ら

れる。

「家庭引き取引事例 300件(欠損値除く)のう

ち、 160件 (53.3%) で「段階的な援助を概ね実施J

したと回答があった。 rこの質問項目は該当しなbリ

74件を除く 226件における割合でみると 71%であ

る。

また、「段階的な援助を柾ね実施」した回答群 251

件(欠損値除く)における「家庭引き取り」の割合

は63.7%となっている。

一時保護あるいは入所措置後、段階を経て家庭引

き取りに至る援助過程の考え方が、支援者側に広く

浸透していると見られる。

他方、「公的保謹(の継続.)Jが判断された事伊lについ

ては、該当する 296事例の 28.7%にあたる 85件か

ら、 [段階的な援助を離ね実描」したと回答されて

し、る。

児相主体 児相だけが 乳児院だ この質

で作成 作成し、乳 けで作成 問項目

し、乳児 児院は関与 し、児柁は は官亥当

院が協力 せず 関与せず しない 合計

58 10 3 163 296 

19.6% 3.4% 1.0% 55.1% 100.0% 

54.2% 62.5% 30.0% 46.0% 49.4% 

14 。 30 50 

28.0% 2.0% 0.0% 60.0% 100.0% 

13.1% 6.3% 0.0% 8.5切 8.3% 

28 E 日 107 178 

15.7% 2.8明 3.4% 60.1% 100.0% 

26.2% 31.3% 60.0% 30.2% 29.7弘

2 口 1 16 19 

10.5% 0.0% 5.3% 84.2% 100.0% 

1.9% 0.0% 10.0% 4.5% 3.2% 

3 。 。 25 38 

7.9% 0.0% 0.0% 65.8% 100.0% 

2.8% 0.0% 0.0% 7.1% 6.3% 

2 。 。 13 18 

11.1% 0.0% 0.0% 72.2% 100.0% 

1.9% 0.0% 0.0% 3.7% 3.0% 

107 16 10 354 599 

17.9% 2.7% 1.7% 59.1% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

「この質問項目は該当しなしリ 114件を除く 182件

おける割合で見ても 46.7%で、 「家庭引き取り」事

例に比べ、実施した割合が低くなっている。

これについて、別の見方をしてみる。本調査では、

「段階的な援助を離ね実施J251件と「段階的な…

途中で中断J44件、合わせて 295件が段階的援助に

取り組んだ事例となる。この件数は 614事例(欠損

値除く)の 48%、つまり約半数のケースが段階的援

助を試みたことになる。

この 295件のうち、段階的援助の実施を経て家庭

引き取りになる割合が 54.2% {l60件)、同じく公

的保謹になる割合が 28.8%(85件)、ほぽ2対 1の

比率である。 他方“中断"してしまう割合は 15%

(44件)。このうち公的保護が判断される割合が

81.8拍 (36件)である。

例えば 20事例あるとすると、段階的な援助に取り

組むのは半数の 10 ケース。そのうち 1~2件は中断

せざるを得ない状況になり、そのケースは公的保護
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が判断される確率が高い。残りの 8~9件は段階的

な援助を概ね実施できるが、家庭引き取りになるの

は 5~6 ケースで、残りの 2~3 ケースは公的保謹

を判断することになるロ

協働・協力の項で、"保護者に提示するプログラム

のゴールとして、「家庭引き取り」だけでなく、 「公

的保謹(の継続)Jが併記されていることが推察される

“と記述したが、段階的援助においても同様のこと、

つまり、段階的に援助過程が進んでも「家庭引き取

り」にならない可能性があることを、援助者側が保

謹者に提示しながらプログラムを進めている状況が

推察される(表 106.)。

表 106 1-6.解除後の子どもの行き先と 2-4.保護者対応仁障し、段階的な撞助(面会‘外出、外泊等を段階的

に展開する揖助)を行ったか(段階的援助) 白クロス表

2'4.保護者対応に際し、段階的な謹助(面会、外出、外泊等

を段階的に展開する援助)を行ったか(段階的援助)

段階的 段階的

な聾助 な援助

を概ね を概ね

実施 実施し

たが、途

中で中

断

1-6.解除 家庭引き 度数 160 6 

後の子 取り 1・6.の% 53.3% 2.0% 

どもの 2'4.の% 63.7% 13.6% 

行き先 乳児院入 度数 13 3 

所(転園含 1・6.の% 25.5% 5.9% 

む) 2・4.の% 5.2% 6.8% 

児童養謹 度数 61 29 

施設入所 1・6.の% 33.0% 15.7% 

2・4.の% 24.3% 65.9% 

障害児施 度数 5 。
設入所 1・6.の% 25.0% 0.0% 

2-4.の% 2.0% 0.0% 

里親委託 度数 6 4 

1-6.の% 15.0% 10.0% 

2・4.の% 2.4% 9.1% 

その他 度数 6 2 

1-6.の% 33.3% 11.1% 

2-4.の% 2.4% 4.5% 

度数 251 44 

合計 1'6.の% 40.9% 7.2% 

2・4.の% 100.0% 100.0% 

実際に、ここでは統計結果表を紹介しないが、“2・5

面会、外出等の実施について、 「乳児院」と「児童

相談所」がどのように関与したか"と“1・6解除後の

子どもの行き先"と

のクロスでは、 「家庭引き取り J300事例の

65.3%にあたる 196件で、乳児院と児相が何らかの

形で協働、協力し援助を実施したと回答。同じく「公

的保謹(の継続) Jを判断した 296事例では、 164

件 (55.4%)が協働、協力したと回答しており、顕
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段階的 段階的 段階的 この質

な援助 な援助 な援助 問項目

をする をする をした は該当

必要が 必要が かどう しない

あった なし か、わか

が、実施 らない

せず 合計

17 38 5 74 300 

5.7% 12.7% 1.7% 24.7% 100.0% 

50.0% 47.5% 50.0% 37.9% 48.9% 

3 7 。 25 51 

5.9% 13.7% 0.0% 49.0% 100.0% 

8.8% 8.8% 0.0% 12.8% 8.3% 

10 22 4 59 185 

5.4% 11.9% 2.2% 31.9% 100.0% 

29.4% 27.5% 40.0% 30.3% 30.1% 

2 6 。 7 20 

10.0% 30目0% 0.0% 35.0% 100.0% 

5冒9% 7.5% 0.0% 3.6% 3.3% 

1 5 1 23 40 

2.5% 12.5% 2.5% 57.5% 100.0% 

2.9% 6.3% 10.0% 11.8% 6.5% 

1 2 。 7 18 

5.6% 11.1% 0.0% 38.9% 100.0% 

2.9% 2.5% 0.0% 3.6% 2.9% 

34 80 10 195 614 

5.5% 13.0% 1.6% 31.8% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

著な差はない。

8) r家庭引き取り』となった事例位、面会・外出・

外泊までの過程を段階的に行っているケースが多

ι、。
保護者援助プログラムの進んだ段階について、回

答のあった 308事例について、その組み合わせと解

除後の子どもの行き先の関連性を見てみた。
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「家庭引き取り」のケースについては、面会(1 

と2のいずれか、または両方)、外出(3と4のい

ずれか、または両方)、外拍 (6)のすべてを実施

したケースが合計 87件。 r家庭引き取り」と回答さ

れた 167件の 52.1%にあたる。 lから 60コ全段階を

実施した事例も 10件報告があり、すべて家庭引き取

りになっている。

表 1072-8.プログラムを実施した結果、進んだ段階

と 1-6. 解除後の子どもの行き先 のクロス表

1・6.解除後の子どもの行き先
家 乳児 児 障 旦 そ
庭 院 入 童 霊回童 親 の
号| 所 養 児 委 他

き (転 護 施 託

取 圃) 施 設

り 設 入

入 所 A ロ

所 計
2.8. 123456 10 。。。。。10 
プロ 12456 3 。。。1 。4 
グラ 12346 19 1 3 。2 。25 

ムを 1256 。。。。。1 1 

実施 1346 1 。。。。。1 

した 1246 44 l 4 。1 。50 

結 1236 1 。2 。。1 4 

果、 246 10 1 5 l 1 。18 

進ん 146 3 。。。。。3 

だ段 136 1 。。1 。。2 

階 126 17 1 2 。。1 21 
46 1 。2 。。。3 
26 4 。2 。。。6 
16 4 。I 。。。5 
6 9 。2 。。。11 
12345 。。l 。。。1 

1245 。。l 。。。1 
125 2 。1 。。。3 
1234 l 1 4 。。。6 

124 2 。4 l 1 1 9 

24 。。3 。。。3 

14 。。1 。。。1 

4 1 。l 。。。2 

123 。。2 。。。2 

23 。。1 。。。l 

13 。。2 。。。2 

3 1 。。。。。1 

12 12 5 26 4 。1 48 

2 2 。13 。。。15 

1 19 3 15 3 5 4 49 
'合計 167 13 98 10 11 9 308 

1.児童と保謹者との面会(乳児院、児相等のスタ

ツプが付き添い、児童と保謹者だけにしない面

会)

2.児童と保謹者との面会(児童と保護者だけで過

ごす時間を設定した面会)

3.児童と保謹者との外出(乳児院、児相等のスタ

ップが付き需う外出)

4.児童と保護者との外出(児童と保護者だけの外

出)

5. 児童と保謹者の施設内宿泊

6.児童の保謹者宅への外拍
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また、 「家庭引き取り」が可能かどうかを判断す

る場合、 “6.児童の保護者宅への外泊"が最終段

階であり、もっとも重要な評価の樺会と考えられる。

167事例のうち、外泊を実施したのは 127件 (76%)

である。

面会期だけで家庭引き取りを判断した事例も 33

件 (19.8%) ある。地域の支援体制の構築、虐待者

が当該家庭に居るかどうか、保護者の虐待行為への

理解度等により、プログラムの中断ということでは

なく、必要な援助は面会期で十分評価できた、とい

う状況が想像される。

一方、 I公的保護(の継続) Jが判断されたケー

スについてはその大半が面会期までで、 132事例の

うち 74件 (56.1%)が該当する。だが、外泊まで実

施しているケースも 34件 (25.8%)あり、単純に考

えれば時々外泊を実施し親子・家族間交流を維持し

ながら、基本は公的保護を継続して子どもを安全・

安心な環境の下養育してし、く判断に至るケースが、

4事例に 1件程度の割合である、ということであろ

つ。

「段階的な援助を観ね実施していたが途中で中断

した」事例のうち、 「公的保護(の継続)Jが判断

されたケースが 36件のみであることを考慮すると、

ケースよっては、 “プログラムの中断"という評価

ではなく、児童養護施設等に子どもが移ったところ

で、プログラムに基づく援助を‘継続'し、実施し

ていることが、推察される。

また、本調査で“ 5.児童と保護者の施設内宿泊"

を実施した事例は 20件。そのうち家庭引き取りが

15件 (75%)、うち 2件は外拍を実施せずに引き取

りとしている。他方、公的保謹lま4件 (20%)であ

る。 “施設内宿泊"が実施できる環境を有している

かは、ケースの状況・状態に合わせたプログラムを

作成するうえで、施設、児相にとって大きい要素な

のではないだろうか。とはいえ、その環境を有効に

活用できるかどうかは、スタッフ体制や運営の知識

等、別の課題がある。別途、施設内宿泊を利用した

援助の詳細について、事例検討等で情報交換・共有

されることが望まれる(表 107)。

9)一時保護後、家庭引き取りとなった事例では、児

童相聾所からの提案で解障が判断されるケースが

多い。

欠損値除く 585事例で、 「解除後の子どもの行き

先」と「解除の判断」相聞を見てみる。

最も多かった事例が、一時保護ケースの草庭引き

取りを「児童相談所側からの提案で乳児院が了解」

した 107件で、給、手口の 17.4%にあたる。総じて一時

保護事例においては、児相主導型の判断が行われて

おり、 214事例の 66.8%にあたる 143件がそれに該
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当している。

これらの事例には、保護期間が比較的短く、事例

の重症度が相対的に軽微なものが多く含まれている

ことが考えられる。

表1081-6.解除後の子どもの行き先と 4-1.本事例の措置(保護}解除の判断について、乳児院と児童相蔵所がどのように関

与したか。あてはまるものをひとつ選ぶ(解除の判断) のクロス表

4'1.本事例の措置(保護)解除の判断について、乳児院と児童相談所がどの

ように関与したか。あてはまるものをひとつ選ぶ(解除の判断)

対等に協議し、 乳児院側から

児相が判断 提案し、児相

が判断

度数 % 度数

1・6. 家庭引き 一時保護 27 4.6% 。
島事 取り 入所措置 68 11.6% 5 

除 乳児院入 一時保護 9 1.5% 2 

後 所・転園 入所措置 2 0.3% 。
の 児童養護 一時保護 10 1.7切 2 

子 施設入所 入所措置 70 12.0% 12 

ど 障害児施 一時保護 。0.0% 。
も 設入所 入所措置 9 1.5% 4 
の

里親委託 一時保護 z 0.3% 1 
行

入所措置 21 3.6% l 

き
その他 一時保護 。0.0% 。

先
入所措置 5 0.9% 1 

一時保護 48 8.2% 5 

合計 入所措置 175 29.9% 23 

合計 223 38.1% 28 

他方、入所措置の事例では、「対等に協議、判断し

た」と、「児相側からの提案で乳児院が了解」した、

がほぼ同様の割合で、報告されている。このことか

ら、一時保謹事例に比べ、措置事例では乳児院と児

童相談所が対等に支援に参画し、援助方針を検討し

ている傾向が強いことが読み取れる。

その中で里親委託のケースについては、入所措置

30事例の 70%にあたる 21件で「対等に協議、判断

した」左の回答があり、乳児院と児童相談所の解除

の判断における対等性がより明白になっている。里

親委託を進める際にl士、子どもと里親の関係調整か

ら里親支援(新任の里親の場合は研修的な要素も多

分に含まれる)まで、乳児院の担う役割がとても大

きいことが考えられる。

また、里親が子どもの状態や特徴について理解を

深めていくためには、乳児院と里親が直接交流しな

がら受託までの過程を経ていくことが望ましい。本

調査で里親委託の判断について、乳児院が児童相談

所と「対等に協議し、判断した」と回答した割合が

高いことは、乳児院が里親委託の担い手として重要

% 

0.0% 

0.9% 

0.3% 

0.0% 

0.3% 

2.1% 

0.0% 

0.7% 

0.2% 

0.2% 

0.0% 

0.2% 

0.9% 

3.9切

4.8% 
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児相側から提 意見が対 乳児院は

案され、乳児院 立し、児相 全く関与

が了解 が一方的 せず

に判断 合計

度数 % 度 % 度 % 度 % 

数 数 数

102 17.4% 3 0.5% 11 1.9% 143 24.4% 

77 13.2% 2 0.3% 7 1.2% 159 27.2% 

28 4.8% 。0.0% 2 0.3% 41 7.0% 

3 0.5% 。0.0% l 0.2% 6 1.0% 

日 1.5% 。0.0% 2 0.3% 23 3.9% 

61 10.4% 1 0.2% 4 0.7% 148 25.3% 

。0.0% 。0.0% 。0.0% 。 0.0% 

4 0.7% 。0.0% 。0.0% 17 2.9% 

1 0.2% 。0.0% 。0.0% 4 0.7% 

8 1.4% 日 0.0% 。0.0% 30 5.1% 

3 0.5% 。0.0% 。0.0% 3 0.5% 

5 0.9% 。0.0% 。0.0% 11 1.9% 

143 24.4% 3 0.5% 15 2.6% 214 36.6% 

158 27.0% 3 0.5% 12 2.1% 371 63.4% 

301 51.5% 6 1.0% 27 4.6% 585 100.0% 

な機閣のひとつであり、また乳児院自身がその自覚

を強く持っていることが推察される(表 108)。

10)作成した「保謹者揖助プログラム』への評価に

ついては、「独自の』プログラムの方が乳児院の

評価が高い固

保護者援助プログラム(r特定の専門的な援助技

荷」を取り入れたプログラムと「独自の」プログラ

ム)を作成した計 293事例(欠損値除く)のうち、

協働に関して積極的な評価(r十分協働できた」と

「概ね協働できたJ)をしたケースは 171件で、

58.4%にあたる。 r独自の」プログラムを作成した

ケースでは 98件 (73.1%)、 「特定の専門的な擾助

技術Jを取り入れたプログラムを作成したケースで

は、 73件 (45.9%) が該当し、 「組自のJプログラ

ムを作成した事例で乳児院の評価が高し、個向が見ら

れる。

「特定の…」プログラムについては、 「この質問

項目は該当しなしリとしているケースが 41.5%ある。

プログラムが途中で中断、あるいは実施途中での措
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置変更等により、評価の回答が避けられたことが推

察される。

またプログラムを作成した 293事例で、協働に聞

し消極的な評価( Iどちらともいえなし、J Iあまり

出来なかったJ I全く出来なかったJ)と回答した

ケースは 46件 (15.7%) であるo

表 109 2-1.乳児院，児童相韻所.NPO等が協働で、あるいは単独で「保護者侵助プログラム』を作成したかと 4-2.本事例に

実施した『保護者掻助プログラム』について、児童相議所との協働がどの程度できたか。乳児院側の評価についてあてはまるも

のを、次の中からひとつ選ぶ(協働への評価) のクロス表

4・2.本事例に実施した「保護者援助プログラムJについて、児童

相談所との協働がどの程度できたかq 乳児院侃!1の評価についてあ

てはまるものを、次の中からひとつ選ぶ{協働への評価)

十分出

来た

2.1.乳児院. 「特定の…」プロ 度数 32 

児童相談所， グラムを作成 2.1.の弘 20.1% 

NPO等が協 4・2.の% 47.8% 

働で、あるい 独自のプログラ 度数 31 

は単独で「保 ムを作成 2.1.の% 23.1% 

護者援助プロ 4・2の% 46.3% 

グラム(以下、 作成する必要が 度数 。
プログラム)J あったが、しなか 2・1.の% 0.0% 

を作成したか った 4-2.の% 0.0% 

作成する必要が 度数 4 

なかった 2・1.の% 2.9% 

4・2.の切 6.0% 

作成したかどう 度数 。
か‘わからない 2・1.の% 0.0% 

4・2.の % 0.0% 

度数 67 

合計 2・1.の% 11.4% 

4・2.の% 100.0% 

一方、保護者援助プログラムを作成しなかった

(1必要があったがしなかったJI必要がなかったJ

「作成したかどうかわからないJ)297事例では、協

働に闇し積極的な評価をしたケースは 20件 (6.7%)、

消極的な評価は 49件 (16.5%)で、後者の割合が高

い。「この質問項目は該当しなし、」の回答数が多いた

め、少ない事例数での考察になるが、プログラム作

成がなかった場合は、協働への評価が低い傾向が伺

える(表 109)。

11) r公的保護(の擢続)Jが判断された事例に比べ、

「家庭引き取り」が判断された事例の方が‘「保護

者援助プログラム』の協働への評価が高い慣向に

あるロ

解除後の子どもの行き先と、協働への評価の状況

をみると、 「十分協働できた」と「概ね協働できたj

概ね出 どちら あまり 全く出 質問項

来た ともい 出来な 来なか 目非該

えない かった った 当 合計

41 12 5 3 66 159 

25.8% 7.5% 3.1% 1.9% 41.5% 100.0% 

33.1% 17.4% 33.3% 27.3切 21.7% 26.9% 

67 22 4 。 10 134 I 

50.0% 16.4% 3.0弘 0.0% 7.5% 100.0% 

54.0% 31.9% 26.7% 0.0% 3.3% 22.7% 

1 4 2 3 38 48 

2.1% 8.3% 4.2% 6.3% 79.2% 100.0% 

o.日明 5.8% 13.3% 27.3% 12.5% 8.1% 

10 12 z 。 112 140 

7.1% 8.白% 1.4切 0.0% 80.0% 100.0% 

8.1% 17.4% 13.3% 0.0% 36.8% 23.7% 

5 19 2 5 78 109 

4.6% 17.4% 1.8% 4.6% 71.6% 100.0% 

4.0% 27.5% 13.3% 45.5% 25.7% 18.5% 

124 69 15 11 304 590 

21.0% 11.7% 2.5% 1.9% 51.5% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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を合わせた 196事例のうち、 60.0%にあたる 117件

が「家庭引き取り」となっている。

一方「どちらともいえない」と回答した 70事例に

ついては、 「家庭引き取り J (34件)と「公的保謹J

(35件)がほぼ同教である。

「あまり協働できなかった」では、 15事例のうち

9件が「公的保護」である。

「この質問項目は該当しないJを除いて、行き先

別に憤向を見ると、「家庭引き取り J165事例では、

協働に聞して積極的な評価(r十分協働できた」と

I概ね協働できたJ)をした 117件は、 71%に詰当

する。

他方、 「公的保護(の継続) Jが判断された 120

事例では、 39.1%にあたる 47件が協働に聞し消極的

な評価(rどちらともいえなしリ [あまり出来なか

ったJ I全く出来なかったJ)になっている。唯一、
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里親委託だけは、 14事例のうち消極的評価は 1件の

み。 92.9%が積極的評価となっている。

「家庭引き取り」となったケースは、 「公的保護

(の継続) Jが判断されたケースに比べ、評価の振

り返りが比較的容易であり、また達成感が高いこと

が考えられる。反面、 「全く協働できなかった」と

回答があったのは 13事例だけだが、そのうち 10件

が「家庭引き取り」ケースであることも、輿時漂い

(表 110)。

表110 1-6.解除後の子どもの行き先と 4-2.本事例に実施した『保護者援助プログラム』について、児童相談所在の協働が

どの程度できたか.乳児院側の評価についてあてはまるものを、次の中からひとつ選ぶ{協働への評価) のクロス表

4・2.本事例に実施した「保護者援助プログラム」について、児童相談

所との協働がどの程度できたかq 乳児院側の評価についてあてはまる

ものを、次の中からひとつ選ぶ(協働への評価)

十分出来

た

1・6.解除後 家庭引き取 度数 38 

の子ども り 1・6.の% 12.8% 

の行き先 4.2.の% 53.5% 

乳児院入所 度数 7 

(転園含 1・6.の% 14.9% 

む) 4・2.の% 9.9% 

児童養護施 度数 19 

設入所 1・6.の% 10.4% 

4.2.の% 26.8% 

障害児施設 度数 1 

入所 1・6.の% 5.3% 

4・2.の% 1.4% 

里親委託 度数 5 

1・6.の% 12.8% 

4.2.の% 7.0% 

その他 度数 l 

1・6.の% 6.3% 

4・2.の% 1.4% 

合計 度数 71 

1・6.の% 11.8% 

4・2.の% 100.0% 

12)プログラム作成に保護者参加があった事例では

『家庭引き取りJとなったケースが多い。

本調査では、プログラム作成に「保謹者参加ありJ

と回答があったのは 151事例であるo この件数は全

回答数624件の 24.1%にあたるo

近年、子ども家庭福祉分野においても当事者参画

の考え方が推進され浸透し始めているが、今回の調

査で乳児院事例においても着実に取り組まれている

ことが確認された。

そのうち 60.9%にあたる 92件が「家庭引き取りJ

となっている。また「保謹者参加なし」と乳児院が

把握している事例は、 254件。その 58.4%にあたる

143件が児童養護施設入所等「公的保護」になって

し、る。

概ね出来

た

79 

26.5% 

63.2% 

2 

4.3% 

1.6% 

27 

14.8% 

21.6% 

4 

21.1% 

3.2% 

8 

20.5% 

6.4% 

5 

31.3% 

4.0% 

125 

20.8% 

100.0% 

241 

どちらと あまり出 全く出来 質問項目

もいえな 来なかっ なかった 非該当

b、 た 合計

34 4 10 133 298 

11.4% 1.3% 3.4% 44.6% 100.0% 

48.6% 26.7% 76.日% 43.3% 49.6% 

13 。 1 24 47 

27.7% 0.0% 2.1% 51.1% 100.0% 

18.6% 0.0% 7.7% 7.8% 7.8% 

20 日 1 106 182 

11.0% 4.9% 0.5% 58.2% 100.0% 

28.6% 60.0% 7.7% 34.5% 30.3% 

1 。 12 19 

5.3% 0.0切 5.3% 63.2% 100.0% 

1.4% 0.0% 7.7% 3.9% 3.2% 

1 。 。 25 39 

2.6% 0.0% 0.0% 64.1% 100.0% 

1.4% 0.0% 0.0% 8.1% 6.5% 

I 2 。 7 16 

6.3% 12.5% 0.0% 43.8% 100.0% 

1.4% 13.3% 0.0% 2.3% 2.7% 

70 15 13 307 601 

11.6% 2.5% 2.2% 51.1% 100.0切

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

この結果から、保護者握助プログラムの作成に保

護者自身が参加することで、 「家庭引き取引の実

現に一定の効果があることが考えられるが、保謹者

参加を求めることが出来るケースは「家庭引き取り」

できる可能性が高い、とb、う推察も可能である。

一方、「保護者参加あり」のうち 54事例 (35.8%)

で「公的保謹(の継続)Jが判断されていることも

注目される。プログラムの作成・実施は、必ずしも

「家庭引き取り」だけが援助の目的ではない。保護

者自身が子どもへの虐待行為を認識し、状瞳や環境

等を改善していくことが本来的なプログラム作成・

実描の目的であるとすれば、乳児院期に実施するプ

ログラムのゴーJレには、 「家庭引き取り」と「公的

保護(の継続)Jが両方提示されるはずである。



日本子ども家庭総合研究所紀要第 47集

プログラムの各段階で改善状況(子どもが安JL"'安

全に養育できる環境が整っているかどうか)を当事

者と援助者が一緒に確認し、当事者(保護者)自身

が「今の状況、状睡では、まだ家庭に子どもを引き

取れなしりと気づくこと、子どもの施設入所を当事

者が自分自身の問題として認識し判断することも、

援助の重要な視点である(表 111)。

表 111 1-6.解除後の子どもの行き先と 2-7.保護者

参加があったかのクロス表

2-7.保謹者参加があった

tJl 

わか

参加 参加 らな

あり なし L、 合計

1・6. 家 度数 92 99 83 274 

解 庭 1・6. 33.6% 36.1% 30.3切 100.0% 

除 ヲ| の%
後 き

2・7. 60.9% 40.4弘 58.5% 50.9% 

の
取

の%
り

子
手L 度数 7 26 17 50 

ど 児 1・6. 14.0% 52.0% 34.0% 100.0% 
も 院 の%
の 入

2・7. 4.6% 10.6% 12.0% 9.3明
行 所

の%
き

先 転

園

YG 度数 38 87 27 152 
童 1・6唱 25.0% 57.2% 17.8% 100.0% 
養 の%
護

2'7. 25.2% 35.5% 19.0% 28.3% 
施

の%
設

入

所
障 度数 2 11 5 18 
重1=量= 1-6. 11.1弘 61.1% 27.8% 100.0% 
児 の%
施 2-7. 1.3% 4.5% 3.5% 3.3% 
設

の%
入

所
皇 度数 7 19 4 30 
親 1・6. 23.3% 63.3% 13.3羽 100.0% 
委 の%
託

2・7. 4.6% 7.8% 2.8% 5.6% 

の%

そ 度数 5 a 6 14 
の 1'6. 35.7% 21.4% 42.9% 100.0% 
他 の%

2-7. 3.3% 1.2% 4.2判 2.6% 

の%

度数 151 245 142 538 

1-6. 28.1% 45.5% 26.4% 100.0% 

合計 の%

2・7. 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

の%

また参考までに、「保護者援助プログラム」作成と

の聞連で見ると、特に「独自の」プログラムで、当

242 

事者参加ありの事例が多い。「独自の」プログラム

134事例のうち62.7%にあたる 84件で保謹者が参加

している。この件数は I保護者参加あり J148件の

56.8%にあたる。

13) r合同ミーティング」を実施した事例の多くで、

プログラム作成に「保護者が参加』しているロ

支援内容検討を行う際、保護者にも検討に参加し

てもらい合語する「合同ミーティング」は、児童相

談所の主要な援助手法のひとつとして、また当事者

参画の有効な援助技術として着実に広まり、援助者

の間でその効果への評価が高まっている感がある。

当事者の主体性の向上を図ることをねらいとする

「合同ミーテイング」と、プログラム作成への「保

護者参加Jの状況を見ると、「合同ミーティングJを

実誼した 158事例のうち 57.0%にあたる 90件で、

保護者がプログラム作成に参加している。プログラ

ム作成に「保護者参加あり J148事例で見ると、60.8%

で「合同ミーティング」を実施しており、いずれも

6割程度の相関闇保にあることがわかる。

他方、「合同ミーティングj を実施しなかった 304

事例では、 I保護者参加なし」が 52.6% (160件)、

「わからなし、」が 32.2%(98件)である(表 112)。

I合同ミーティング」の実施があれば、乳児院は

保護者のプログラムへ作成への参加状況を把揮しや

すく、実施がない場合は保護者の参加を把握しづら

い状況があると推察される。

表 112 2-15.合同ミーティングを実施したかと

2-7.保護者参加があったかのクロス表

2-7.保謹者参加があっ

たか

わか

参加 参加 らな

あり なし b、 合計

2・15. 度数 90 43 25 158 I 
合同 2・15. 57.0 27.2 15.8 100.0 

、旬『、一 し の% % % % % 
た

アイ 2-7. 60.8 17.6 17.2 29.4 
ング の% % % % % 

を実 度数 46 160 98 304 

施し し 2-15. 15.1 52.6 32.2 100.0 
たか な の% % % % % 

し、 2-7. 31.1 65.3 67.6 56.5 

の% % % % % 

度数 12 42 22 76 

該非
2・15. 15.8 55.3 28.9 100.0 

の% % % % % 
当 2・7. 8.1% 17.1 15.2 14.1 

の% % % % 

度数 148 245 145 538 

2・15. 27.5 45.5 27.0 100.0 

合計 の% % % % % 

2・7. 100.0 100.0 100.。100.0 

の % % % % % 
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14) r合同ミーティンゲ』を実施した事例の多くは、

解除後「家庭引き取り」となっている。

「合同ミーテイングj を実施した結果、その効果

として「家庭引き取引に至った事例は 107件。合

同ミーテイングを実施した 164事例の 65.2%にあた

る。欠損値を除く「家庭引き取り J300事例で見て

も、 107件は 35.7%にあたることから、「合同ミーテ

イング」は「家庭引き取り Iに向けた援助過程の中

において取り入れられる個向があることが読み取れ

る。また、「家庭引き取り Jを判断するうえで、「合

同ミーティング」の実施が重要な要素になっている

ことが推察される。

{也方、「公的保謹(の継続)Jが判断された 295事

例(欠損値を除く)のうち、「合同ミーティング」を

実描したケースは 54件 (18.3%)、実施しないは 158

件 (53.6%)。解除後「公的保護」となる事例では、

「合同ミーティングJの適用は少ないと言える。

しかしJ合同ミーティング」を実施した結果、 107

件が「家庭引き取り」、 54件が「公的保護」となっ

た、という観点で見ると、「家庭引き取り」のための

[合同ミーティングJと、「公的保護(の継続)Jを

確認するための「合同ミーティング」が、ほぽ2:

1の割合で実施されている、と解釈することもでき

る(表 113)。

表 113 1-6.解除後の子どもの行き先とト15.合同

ミーティングを実施したかのクロス表

2・15.合同ミーティングを実

施したか

実施 実施 質問非

した しない 該当 合計

1・6 家 度数 107 183 10 300 

.解 庭 1・6. 35.7% 6l.0% 3.3% 100.0 

除 号lの% % 

後 き 2・15. 65.2% 52.4% 10.1% 49.0% 

の 取 の%

子 り

ど 乳 度数 3 33 15 51 

も 児 1・6. 5.9% 64.7% 29.4% 100.0 

の 院 の% % 

行 入 2・15. 1.8% 9.5% 15.2% 8.3% 

き 所 の%

先

転

園

児 度数 39 96 51 186 

童 1-6. 2l.0% 51.6% 27.4% 100.0 

養 の% % 
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護 2・15. 23.8% 27.5% 5l.5% 30.4% 

施 の%

設

入

所

障 度数 4 8 7 19 

害 1・6. 21.1% 42.1% 36.8% 100.0 

児 の % % 

施 2・15. 2.4% 2.3% 7.1% 3.1% 

設 の%

入

所

旦 度数 8 21 10 39 

親 1・6. 20.5% 53.8% 25.6% 100.。
委 の % % 

託 2・15. 4.9% 6.0% 10.1% 6.4% 

の%

そ 度数 3 8 6 17 

の 1-6. 17.6% 47.1% 35.3% 100.0 

他 の% % 

2・15. l.8% 2.3% 6.1% 2.8% 

の%

合計 度数 164 349 99 612 

1-6. 26.8% 57.0% 16.2% 100.0 

の% % 

2-15. 100.0 100.0 100.0 100.0 

の % % % % 

15)実施した『保護者揖助プログラム』の劫畢につ

いては‘さらなる樟証が必要である。

「保護者援助プログラム」の効果の認識に聞して

は、 「わからなし、」あるいは『この質問項目は該当

しなし、」とする回答が多かった。特に「特定の専門

的な援助技摘を取り入れた」プログラムにおいて、

顕著である。

% 

ここでは表を示さないが、欠損値を除く「特定の

…」プログラムを作成した 159事例のうち、 「わか

らないJr質問項目非該当」が合わせて 129件。74.9%

が該当することになるo

前述のとおり、 「特定の…Jプログラムは、結果

として「公的保謹(の継続)Jが判断されるケース

に適用される傾向にあることから、この質問項目は、

プログラムの実施中であり、従って、保護者の虐待

行為への認識等、その状態・状況が変化の途上であ

り、乳児院側がプログラムの効果について、評価し

得ない段階にあることが、 10)の項目同様、推察さ

れる。

また、「特定の…」プログラムを作成、実施して、

「虐待のリスクが完全に消失した」事例は 4件
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(2.5%)、 「ほぽ消失した」では 29件 (18.2%)、

合わせると 20.7%となる。つまり、虐持のリスクの

消失に聞して「特定の…」プログラムは5ケースに

1件の割合で、その効呆があったと言えるロ

同様に「抽自の」プログラムで見てみると、 134

事例(欠損値を除く)のうち 7件 (5.2%) が「リス

クは完全に消失Jと回答。 rほぽ消失」については

55件で、 41%が該当する。このことから、「独自のj

プログラムにおいては、リスク消失の評価が高いこ

とがわかる。

一方、 「虐待のリスクが完全に消失した」と「ほ

ぽ消失した」を合わせると 99件。そのうち 95件が

「特定の…j プログラム、または「独自の」プログ

ラムを作成している。このことから、プログラムの

作成と虐特リスク消失との関連性が高いことが推察

されよう。

次に、解除後の子どもの行き先と、虐待のりスク

評価との関連を見てみる。 r家庭引き取り J296事

例(欠損値を除く)のうち、 「虐待のリスクが完全

に消失した」と「ほぽ消失した」を合わせると 81件。

Iこの質問項目は諒当しないJ164事例を除いた 132

事例での割合では 61.4%となる。この 81件は「完

全に消失J13件、 「ほぽ消失J86件を合わせた 99

件の 81.8%にあたる。

また、 「リスクはほとんど消失せずJ7件、 「ま

ったく消失せずJ1件、 Iわからなしリ 43件の田容

があることは、 I家庭引き取り Jの判断が、必ずし

も虐待の消失を前提としていないことを証明してい

る。この領域に該当する事伊IH士、地域ネットワーク

による支撞の体制を整え、家庭生活をしながら虐待

行為の軽誠を図っていける程度の状況にあるケース

と:固定される。

一方「公的保護」の事例について、保護(の継続)

の判断は、子どもを虐待環境から分離することであ

り、その意味では、虐待のリスクが完全に消失した、

あるいはほぼ消失した、と評価することも可能であ

る。今回、本調査の回答からは、こうした考えによ

るものと、 “保護者の認識や態度、環境等が改善し

た"と、プログラムの効果を評価したものが、公的

保護の事例においては混在してしまったことが考え

らオもる。

また、 「公的保謹(の継続) Jとなった事倒のう

ち、 50件が虐待のリスクが消失したかどうか「わか

らなbけと回答している。この中には、プログラム

の効果の認識が乳児院側に腫昧なまま公的保護が判

断されていること、すなわち児童相談所との連携の

課題が含まれていると推察される。

いずれにしても、プログラムの効果に関しては、

今後の調査課題としてさらなる検証が必要である

(表 114)。

表1141-6.解除後の子どもの行き先と 4-3.本事例に実施した『保謹者援助プログラム』の効果について、乳児院側がどのよ

うに認識しているか。次の中からあてはまるものを、ひとつ選ぶ(効果の認識) のクロス表

4・3本事例に実施した「保護者援助プログアム」の効果について、乳

児院側がどのように認識しているか。(rプログラムを実施したこと

による虐待のPスクjへの、効果の認識)

完全に消 ほぽ消失 ほとんど まったく わからな 質問項目

失 消失せず 消失せず し、 非該当 合計

1・6 家庭引き取 度数 10 71 7 l 43 164 296 
の子どもの り 1・6.の% 3.4% 24.0切 2.4% 0.3% 14.5% 55.4切 100.0% 
行き先 4・3.の% 76.9% 82.6% 43.8% 11.1% 44.8% 43.4% 49.5% 

乳児院入所 度数 。 1 。 。 14 32 47 

(転園含 1・6.の % 0.0% 2.1% 0.0% 0.0明 29.8% 68.1% 100.0% 

む) 4・3.の % 0.0% 1.2悦 0.0% 0.0% 14.6% 8.5% 7.9% 

児童養護施 度数 2 12 B 日 31 122 181 

設入所 1"6.の% 1.1% 6.6% 4.4% 3.3% 17.1% 67.4% 100.0% 

4・3.の% 15.4% 14.0% 50.0% 66.7% 32.3% 32.3% 30.3% 

障害児施設 度数 。 。 。 1 2 16 19 

入所 1・6.の% 0.0弘 0.0% 0.0% 5.3% 10.5% 84.2% 100.0% 

4・3.の% 0.0% 0.0% 0.0% 11.1切 2.1% 4.2% 3.2% 

里親委託 度数 1 1 。 。 3 34 39 

1・6.の% 2.6% 2.6% 0.0% 0.0% 7.7% 87.2% 100.0% 

4・3 の弘 7.7% 1.2% 0.0% 0.0弘 3.1% 9.0% 6.5% 

その他 度数 。 1 1 1 3 10 16 

1・6.の% 0.0% 6.3切 6.3% 6.3% 18.8% 62.5% 100.0% 

4.3.の % 0.0% 1.2切 6.3% 11.1% 3.1% 2.6% 2.7% 

度数 13 86 16 9 96 378 598 

合計 1・6.の% 2.2% 14.4% 2.7切 1.5% 16.1% 63.2% 100.0拍

4.3.の% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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(3)-2 虐待種別(種類)と保護者白状態・状況

1)ネグレクト(葺育放棄)Iま、女児、男児それぞれ

同じ割合で発生している。

本調査では、男児が 337事例 (54.1%)、女児が

286事例 (45.9%) で、男児の教が女児を上回って

いる。

虐待種別(種類)ごとに、男女別の傾向を見ると、

本調査の事例の 6割を占めるネグレクトについては、

男女ほ国同じ割合(女児 61.4%、男児 61.5%)で発

生しており、保護者による養育放棄は、性別によら

ないことが確認された。また、身体的虐待について

も、若干男児の割合が高いが、大きな蓋ではない。

一方、心理的虐待は女児の方にやや比率が高い栢

向がみられる。性的虐待では回答のあった 3件はす

べて女児である。だが、いずれも回答件数そのもの

が少ない。

これらのことから、乳児における虐待種別(種類)

については、性別の特徴はほとんどない、と言える

(表 115)。

表 1151-8. 主たる虐待種目~ (種類) と 1-7.性別のクロス

褒

1・7.性別

女児 男児 合許
1・8.主 身体 度数 94 119 213 
たる 的 1'8.の% 44.1% 55.9% 100.0% 
虐待 1・7.の% 32.9% 35.3% 34.2% 
種別 ネグ 度数 176 207 383 
(種 レク 1・8.の% 46.0% 54.0% 100.0% 

類) ト 1・7.の% 61.5% 61.4% 61.5% 
心理 度数 13 11 24 
的 1・8.の% 54.2% 45.8% 100.0% 

1・7.の% 4.5% 3.3% 3.9% 
性的 度数 3 。 3 

1・8.の% 100.0% 0.0% 100.0% 
1・7.の弘 1.0% 0.0% 0.5% 
度数 286 337 623 

合計 1・8.の切 45.9% 54.1% 100.0% 
1・7.の% 100.0% 100.0% 100.0% 

2)心理的虐待事例においては、保護者の状況にDV

があるケースが約8劃を占めている。

保謹者の状況にDVがある場合、子どもに与える

影響を心理的虐待ととらえる考え方は、法律にも明

記され、ここ数年、 DV相談を端緒とした警察によ

る児童相談所への虐待通告が急増している。本調査

においても、主たる虐待種別(種類)を心理的虐待

とし 24事例のうち 79.2%にあたる 19件で「保護者

の状況にDVがあったJとしている(表 116)。

また、ここでは表を示さないが、従たる虐待種別

(種類)に心理的虐待を回答しているケースも 23件

ある。保謹者のDV状況を主訴、あるいは背景とし、
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表 1161-8.主たる虐待種別(種額) と 1-9.保護者の

状却にDVがあったかのクロス墨

1・9.保護者の状況にD

Vがあったか

わか

あり なし らな
b、 合計

1・ 身 度数 40 110 62 212 
8. 体 1・8.の % 18.9 51.9 29.2 100.0 
主 的 % % % % 
た 1-9ーの% 29.2 32.8 42.2 34.2 
る % % % % 

虐 ネ 度数 76 221 83 380 

持 グ 1・8.の % 20.0 58.2 21.8 100.0 
種 レ % % % % 

別 ク 1・9.の% 55.5 66.0 56.5 61.4 

ト % % % % 

JL¥ 度数 19 3 2 24 

理 1・8.の% 79.2 12.5 
8.3% 

100.0 

的 % % % 
1・9.の% 13.9 

0.9% 1.4% 3.9% 
% 

性 度数 2 1 。 3 

的 1・8.の % 66.7 33.3 
0.0% 

100.0 
% % %. 

1-9.の % 1.5% 0.3% 0.0% 0.5% I 
度数 137 335 147 619 

1-8.の % 22.1 54.1 23.7 100.。
合計 % % % % 

1・9.(J) % 100.0 100.。100色。 100.。
% % % % 

乳児(子ども)への心理的虐待が危倶される事例が、

一定数乳児院入所(保謹)に至っていることがわか

る。また、事例数は少ないものの性的虐待を主たる

虐待種別とする 3件のうち 2件で、従たる虐待種別

とする 4件のうち 1件で、 DVがあったとの回答が

あった。 f保謹者の状況にDVがあるj ことと、子

どもへの性的虐待との関連性については、さらなる

調査・研究が望まれる。

併せて、本調査では、入所前に婦人相談所等が関

与したかどうかを質問している。ここでも、心理的

虐待24事例の 50%にあたる 12件で「闇与あり」と

の回答があった(表口7)。なお、性的虐特につい

ては、主たる虐待種別とする 3事例のうち 2件で、

従たる虐待種別とする 4事例のうち 3件で、 D V状

祝と同様、婦人相談所についても関与あり、と回答

している。
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表 117 1-8.主たる虐待種別〔種類} とト10.保護ま

たは入所の前に揖人相韻所等の関与があったかのク

ロス表

1-10.保護または入所

の前に婦相等の関与

があったか

関与 関与 わか

あり なし らな

b、 合計

l' 身体 度数 36 129 48 213 

8. 的 1-8. 16.9 60.6 22.5 100.0 

主 の% % % % % 

た 1・10. 28.6 34.5 39.3 34.2 

る の% % % % % 

虐 ネグ 度数 76 236 70 382 

待 レク 1・8. 19.9 61.8 18.3 100.0 

種 卜 の% % % % % 

Eリ 1・10. 60.3 63.1 57.4 61.4 

の% % % % % 

心理 度数 12 9 3 24 

的 1・8. 50.0 37.5 12.5 100.0 

(1)% % % % % 

1・10.
9.5% 2.4% 2.5% 3.9% 

の%

性的 度数 2 。 l 3 

1-8. 66.7 33.3 100.0 
0.0% 

の % % % % 

1・10.
1.6% 0.0% 0.8% 0.5% 

の%

度数 126 374 122 622 

1・8目 20.3 60.1 19.6 100.0 

合許 の% % % % % 

1・10. 100.0 100.0 100.0 100.0 

の% % % % % 

また表は示さないが、本調査では「保護者の状況

にDVがあったか」と「婦人相談所の関与があった

か」のクロスで、どちらも「あり」と回答したケー

スが、 59件あった。

入所(保護)前の保護者の状況、状態について、

児童相談所と比べると情報を把握しづらい乳児院が、

DV状況や掃人相談所関与ありの事例を、それぞれ

2割以上把握していること、また「わからなしリを

選択したケースがどちらの質問も約 2割であること

を考慮すると、実躍はさらに多くのケースで、その

背景にD V等があることが想像される。

千どもの(特にここでは乳児の)安全・安心を守

るという観点からも、保護者のDV状祝等に関して、
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子ども家庭福祉分野における課題整理は不可欠であ

る。

3)身体的虐待とネグレクトの事例においては、保護

者の『精神疾患等の腫匪があるJが、それぞれ同

じ割合で確認されている。

身体的虐待で 66件(身体的虐待 213事例の

31.0%)、ネグレクトでは 127件(ネグレクト 383

事例の 33.2%)、それぞれ約3割のケースが「保護

者の精神疾患の履歴がある」に該当する、との回答

があった。

表 118 1-8_主たる虐待種別(種類) とト11.保護者

の状態等に精神疾患等の腫匪があったかのクロス表

1-11.保謹者の状龍等に精神疾

患等の履歴があったか

あり
わか

あり なし
そう

らな
だが

不明
し、

合計

1・ 身 度数 66 96 28 23 213 
8. 体 1・8. 31.0 45.1 13.1 10.8 100.0 
主 的 の% % % % % % 
た 1・11. 32.0 35.2 34.6 36.5 34.2 
る の% % % % % % 
虐 ネ 度数 127 168 48 40 383 
特 グ 1・8. 33.2 43.9 12.5 10.4 100.0 
種 レ の% % % % % % 
別 ク 1・11. 61.7 61.5 59.3 63.5 61.5 

トの% % % % % % 

'L' 度数 13 6 5 。 24 
理 1・8. 54.2 25.0 20.8 

0.0% 
100.0 

的 の% % % % % 

1-11. 
6.3% 2.2% 6.2% 0.0% 3.9% 

の%

性 度数 。 3 。 。 3 
的 1・8.

0.0% 
100.。

0.0% 0.0% 
100.0 

の% % % 

1・11.
0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.5% 

の%

度数 206 273 81 63 623 

1・8. 33.1 43.8 13.0 10.1 100.0 
合計 の% % % % % % 

1-11. 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
の% % % % % % 

いずれの種別においても、同様の割合で確認され

ていることは、興味深い。 iありそうだが不明j を

合わせても、それぞれ約 45%の割合になる(表 118)。

一方、 「保護者の精神疾患の履歴がある」事例の

うち、従たる虐待種別(種類)として、身体的 7件、

ネグレクト 24件、心理的 26件、性的 3件が報告さ

れている。特に心理的虐待は“主たる"で回答され

ているケースと合わせると 50件になる。他種別と比

較して、保護者の精神痕息等との聞連性が高いこと

が伺える。
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「保護者に被虐待体験がある」と回答のあった事

例にも同様の個向が見られる。すなわち、身体的虐

待で 37件(身体的虐待 213事例の 17.4%)、ネグ

レクトでは 67件(ネグレクト 380事倒の 17.6%)、

それぞれ 17.5%前後のケースで、 「保謹者の被虐特

体験」が確認されている。いわゆる“虐待の連鎖"

については、身体的虐待、ネグレクトいずれの種別

(種類)においても、一定の割合で(本調査では2

割弱)発生することが推察される(表 119)。

表 119 1-8.主たる虐待種別(種類) と 1-14.保謹

者に被虐待体験があったかのクロス表

1・14.保謹者に被虐待

体験があったか

体験 体験
わか

らな
あり なし

b、 合許

1 身 度数 37 56 120 213 
. 体 1・8.の% 17.4 26.3 56.3 100.0 

8 的 % % % % 

1.14. 34.6 36.6 33.3 34.4 
主 の% % % % % 

た ネ 度数 67 91 222 380 

る グ 1・8.の% 17.6 23.9 58.4 100.0 

虐 レ % % % % 

持 ク 1-14. 62.6 59.5 61.7 61.3 

種 ト の% % % % % 

男リ
'L' 度数 3 5 16 24 

理 1・8.の% 12.5 20.8 66.7 100.0 

的 % % % % 

1・14
2.8% 

の%
3.3% 4.4% 3.9% 

性 度数 。 1 2 3 

的 1・8.(J) % 33.3 66.7 100.0 
0.0% 

% % % 

1・14.

の%
0.0% 0.7% 0.6% 0.5% 

度数 107 153 360 620 

1・8.の% 17.3 24.7 58.1 100.0 

合計 % % % % 

1・14. 100.0 100.0 100.0 100.0 

の% % % % % 

また、 「保護者の被虐待体験j と「精神疾患等の

履歴(ありそうだが不明)Jとの関連性で見ると、

被虐持体験者の 63.6%に精神痕患等の状躍がある、

との回答があり、高い割合となっている(表 120)。
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表 120 1-11.保護者の状態等に精神疾患等の履歴が

あったかと ト14.保護者に被虐待体験があったか

のクロス表

1-14.保謹者に被

虐待体験があっ

たが

体験あ 体験な

り し+わ

からな

b、 合計

}-11. あ 度数 68 219 287 

保謹 り 1-11. 

者の + 
23.7% 76.3% 100.0% 

の%

状態 あ 1-14. 

等に り の%

精神 そ

疾患 つ

等の だ
63.6% 42.4% 46.0% 

履歴 7)~ 

があ 不

った 明

iJ' な 度数 39 298 337 

し 1・11.

十
11.6% 88.4% 100.0% 

の%

わ 1・14.

方通 の %

ら 36.4% 57.6% 54.0% 

な

し、

度数 107 517 624 

1・11.

合計
17.1% 82.9% 100.0% 

の%

1-14. 
100.0% 100.0% 100.0% 

の%

4)ネグレクト事例では、「特定の撞助控衡を取り入

れた」プログラムを作成して『公的保護(の韓親)J

が判断されるケースが多い。一方、身体的虐待の

事例では、「独自の』プログラムを作成して『家庭

引き取り』が判断される蝿向が見られる。

ネグレクト 373事例のうち、 「特定の…j プログ

ラムを作成し、 「公的保護」が判断されたケースは

71件 (19.0%)。同様に「特定…Jのプログラムを

作成して「家庭引き取り」となったのは 8.8%に過ぎ

ない。

他方、身体的虐待204事例でl士、 「狙自の」プロ

グラムを作成した 41件 (20.1%)が「家庭引き取り」

となっており、 「公的保護」となったのは 14件のみ

である。
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本調査では、プログラムの詳細な内容、虐待行為等

に対する保護者の認識、態度の変化等についての設

聞はなかった。どの虐特種別(種類)にはどのよう

な保護者援助プログラムが効果的なのか。虐待行為

が複数の種別(種類)に及んでいる事例も少なくな

いが、さらに詳細な調査と検証が必要である(表

121)。
また、乳児の特性として、子ども自身に安全・安

心を守らせることは不可能なことから、保護者等養

育者を中心とした養育環境そのものがプログラム適

用の効果の評価対象となる。

表 121 1-8.主たる虐待種別(種類) 左プログラム

の作成と解除後の子どもの行き先 の クロス表

1・8.主たる虐待種別(種類)

身体
ネグ

d~ .• 'L理
的

レク
的

性的

ト 合許

2・ 特 度数 26 33 7 。 66 
1 { 疋 1・8. 12.7 29.2 10.9 
& の の% % 

8.8% 
% 

0.0% 
% 

1・ P 2.1& 
6 → 1・6 39.4 50.0 10.白 100. 
プ 家 の弘 % 判 % 

0.0% 。%
ロ 庭
グ 特 度数 2 7 。 1 10 
フ 定 1・8. 50.0 1.7 
ム の の% 1.0% 1.9% 0.0% 

% % 
の P 2・1&
作 → 1.6 
成

事L の% 20.0 70.0 
0.0% 

10.0 100 

と 児
弘 % % 0% 

解 院
除

特 度数 17 51 1 。 69 
後 { 疋 1・8. 13.7 11.4 
の の の% 8.3% 

% 
4.2% 0.0% 

% 
子 P 2.1& 
ど

←一歩 1・6
も

児 の% 24.6 73.9 100. 
の

童 % % 
1.4% 0.0% 

0% 
行

養
き

議
先

特 度数 3 3 。 。 日

定 1・8.
1.5% 0.8% 0.0% 0.0% 

1.0 
の の% % 

P 2・1&
ーー争 1・6
障 の%

害
50.0 50.0 

0.0% 0.0% 
100 

児
% % 0% 

施

設

特 度数 。 10 。 。 10 

定 1・8.
0.0% 2.7切 0.0% 0.0% 

1.7 

の の% % 

P 2・1&
→ 1・6
里 の% 100.。

0.0% 0.0% 
100周

親
0.0% 

% 0% 

委

託

特 度数 l 。 。 2 
疋{ 1・8.

0.3% 0.0% 0.0% 
0.3 

の% 0.5% % 
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の 2・1&

P 1・6
』一歩 の % 50.0 
そ % 

の
他

理虫 度数 41 
自 1・8. 20.1 
の の % % 

P 2.1& 
-> 1・6 49.4 
家 の% % 

庭

1虫 度数 5 
自 1・8.

2.5% の の%
P 2・1&
→ 1.6 

事L の% 55.6 

児
% 

院

1虫 度数 9 
自 1・8

4.4% 
の の %
F 2・1&
一一令 1・6
児 の % 29.0 
童 % 

養

護

独 度数 。
自 1・8.

0.0% の の %
P 2・1&
ーー+ 1.6 

陣 の %
量Eコ雪 0.0% 
児

施

設

苦虫 度数 。
自 1・8.

0.0% 
の の%
F 2・1&
作 1.6 

成 の%
ー→

里
0.0% 

親

委

言1:;

独 度数 2 

自 1・8.
1.0% 

の の %
P 2・1&

ー一歩 1.6 

そ の% 50.0 
% 

の
他

度数 204 

1・8. 100.。

合計
の % % 

2・1&

1・8
33.8 

の %
% 

※ 表の一部を省略している。

※ Pはプログラムを表す。

50.0 100. 
% 

0.0% 0.0% 
0% 

3日 3 。 83 

10.5 12.5 
0.0% 

13.8 
明 切 % 

47.0 100. 
% 

3.6% 0.0% 
0% 

4 。 。 9 

1.5 
1.1% 0.0% 0.0% 

% 

44.4 
0.0% 0.0% 

100. 
% 0% 

21 。 1 31 

5.6% 0.0% 
50.0 5.1 

% % 

67.7 100. 
% 

0.0% 3.2% 。%

1 。 。 1 

0.3% 0.0% 0.0% 
0.2 
% 

100.0 
0.0% 0.0% 

100 
% 0% 

6 。 。 6 

1.6% 0.0% 0.0% 
1.0 
% 

100.0 100. 
% 

0.0% 0.0% 。%

2 。 。 4 

0.5弘 0.0% 0.0% 
0.7 
% 

50.0 
0.0% 0.0% 

100 
% 0% 

373 24 2 603 

100.0 100.0 100.0 100. 
% 切 % 0% 

61.9 
4.0% 0.3% 

100. 
% 0% 



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4) 

乳児院で援助する期間だけで、虐待に対する保護

者の認識や養育環境の変化を、はたして望めるのか

どうか。支援者側が援助のゴール(目標)を「家庭

引き取り Jとするのか、 「公的保護(の継続)Jと

するのかによって、自ずと選択されるプログラムが

異なるのは十分考えられることである。

5)身体的虐待事例の方がネグレクト事例に比べ、股

階的な援助を栂ね実施している割合が高い。

段階的な聾助に関しては、ネグレクトが 131件

(34.5%)で概ね実施したと回答があったのに対し、

身体的虐持は 107件 (50.5%Lrわからない」と「こ

の質問項目は該当しなしリを除いた割合で見ても、

ネグレクトが 56.7%で、身体的虐待が 68.2'3も。身体

的の方が、面会、外出、外泊等を段階的に展開する

割合が高い。

また、段階的援助を中断した割合について「わか

らない」と「質問非該当」を除いた件数で見ると、

ネグレクトが 13% (30件)に対し、身体的は 8.2%

(13件)となる。

前項で記述したように、身体的虐待事例に「家庭

引き取り」ケースが多い慣向にあることを考慮する

と、段階的な援助の実施についても同様の傾向があ

ることが推察される。

心理的虐待では事例数こそ少ないが、 54.2% (13 

件)で段階的援助の実施が報普されている(表 122)。

6)ネグレクト事倒の方が身体的虐待事例に比べ、面

会、外出等の実施に聞して、乳児院と児童相読所

が協働、協力している割合が高い。

面会、外出等の実施に闘し『乳児院と児童相官炎所

が協力、協働して実施」している状況について、「質

問非該当」を除いた割合で見ると、ネグレクト事例

65.7% (155件)に対し、身体的虐待の事例は 52.8%

(75件)となっている。身体的虐待の事例は、"乳

児院または児童相談所、どちらかが主体でもう一方

が協力する"としづ形瞳が、ネグレクト事例に比べ

てやや多い。

またJ‘乳児院か児童相談所いずれかが対応し、も

う一方は関与せず"としづ形瞳について、質問非該

当を除いた割合で見ると、身体的虐待が 9.2% (計

13件)に対し、ネグレクトは 2.5% (計 6件)とな

っている。

これらのことから、ネグレクト事例の方が身体的

虐待事例に比べ、面会、外出等を乳児院と児童相談

所が協働、協力して実施する個向があることがわか

る。

一方、身体的虐待事例についても、協働、協力し

て実施する割合が高いものの、何らかの理由、要因

により、乳児院か児童相前所のどちらかが主体にな

るか、場合によっては一方が実施に関与しない、と

いうケースが、ネグレクト事例よりも生じやすいこ

とが推察される。

また、心理的虐待の事例については、非該当を除

いた割合で見ると 73.3%(11件)で、乳児院と児童

相談所が協働、協力して援助を実施している(表

123)。

表 122 1-8.主たる虐待種別(種類} と 2-4.保護者対応に際し‘段階的な侵助(面会、外出、外泊等を段階的に展開する援助}

を行ったか(段階的盤助) のクロス表

2・4.保護者対応に際し、段階的な援助(面会、外出、外泊等を段階的に震関する援助)を行

ったか(段階的援助)

概ね実施 概ね実施し する必要が する必要が したかどう 質問項目非

たが、途中で あったが、実 なし か、わからな 該当

中断 施せず し、 合計

1・8. 身体 度数 107 13 10 27 5 50 212 

主た 的 1・8.の% 50.5% 6.1% 4.7% 12.7% 2.4% 23.6% 100.0% 

る虐 2・4.の% 42.6% 29.5% 29.4% 33.3% 50.0% 25.1% 34.2% 
待積 ネグ 度数 131 30 24 50 5 140 380 
別 レク 1'8.の% 34.5% 7.9% 6.3% 13.2% 1.3% 36.8% 100.0% 
(種 ト 2・4.の% 52.2% 68.2% 70.6% 61.7% 50.0% 70.4% 61.4% 

類)
心理 度数 13 1 。 3 。 7 24 

自守 1・8.の% 54.2% 4.2% 0.0% 12.5% 0.0% 29.2悦 100.0% 

2・4.の% 5.2% 2.3% 0.0% 3.7% 0.0% 3.5% 3.9% 

性的 度数 。 。 。 1 。 2 3 

1・8.の% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3弘 0.0% 66.7切 100.0% 

2.4.の% 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 1.0% 0.5% 

度数 251 44 34 81 10 199 619 

合計 1.8.の% 40.5% 7.1% 5.5% 13.1% 1.6% 32.1% 100.0% 

2・4.の % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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表123 1-8.主たる虐待種別(種類) と 2-5.面会、外出等の実施について、 『乳児院』と『児童相韻所』がどのように関与したか

(児桓関与) のクロス表

2.5.面会、外出等の実施について、「乳児院」と「児童相談所」がどのように関与したか(児

相関与)

乳児院と児 乳児院主体

相が協力、協 で対応・実施

働して実施 し、児相が協

力

1. 身体 度数 75 22 

8. 的 1・8.の% 35.4弘 10.4% 

主 2・5.の% 31.1% 40.7% 

た ネグ 度数 155 32 

る レク 1・8.の% 40.8% 8.4% 

虐 卜 2・5.の% 64.3% 59.3% 

待 心理 度数 11 。
種 的 1.8.の% 45.8% 0.0% 
~IJ 

2'5.の% 4.6% 0.0% 

性的 度数 。 。
1・8.の M 0.0% 0.0% 

2・5.の% 0.0% 0.0% 

度数 241 54 

合計 1'8.の% 38.9% 8.7弘

2・5.の% 100.0% 100.0% 

7)身体的虐待の事例の方が、ネグレクト事制に比ベ、

「保護者参加あり」の割合が高い額向がある。

プログラム作成への保護者参加状配について、「わ

からなし、」を除く割合で見ると、ネグレクト事例が

30.7% (78件)なのに対し、身体的虐待事例は 51.6%

(64件)である(表 124)。

虐待行為に聞する課題の焦点化が比較的容易なこ

とから、ネグレクト事例よりも身体的虐待事例の方

が保謹者にプログラム作成への参加を要請しやすい

ことが推察される。あるいは、身体的虐持に至る保

護者の方が、養育放棄(ネグレクりする保護者よ

りも、良い意味でもそうでない意味でも、子どもや

養育への関心が高い、ということも考えられる。

一方「合同ミーティング」の実施に関しては、質

問非該当を除いた割合で見ると、ネグレクト 28.8%

(90件)に対し、身体的虐待 35.4% (64件)。この

点についても身体的虐待の方がやや高い割合で実施

されている(表 125)。

また、心理的虐待の事例に関しては、プログラム

への保謹者参加、合同ミーティングの実掘いずれも、

概ね2ケースに 1件の割合で行われている状況が読

み取れる。性的虐待に関しては、本調査で報告され

た3事例に、保護者参画の状況はなかったようであ

る4

児相主体で 児相だけが 礼児院だけ この質問項

対応・実施 対応・実施 で対応，実施 目は該当し

し、乳児院が し、乳児院は し、児相は関 ない

協力 関与せず 与せず 合計

32 7 6 70 212 

15.1% 3.3% 2.8% 33.0% 100.0% 

40.0% 70.0% 66.7% 31.1% 34.2% 

43 3 3 144 380 

11.3% 0.8% 0.8% 37.9% 100.0% 

53.8% 30.0% 33.3切 64.0% 61.4% 

4 。 。 9 24 

16.7% 0.0% 0.0% 37.5% 100.0% 

5.0% 0.0% 0.0% 4.0% 3.9切

l 。 。 2 3 

33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 100.0% 

1.3% 0.0% 0.0% 0.9% 0.5% 

80 10 9 225 619 

12.9% 1.6% 1.5% 36.3% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

表 124 1-8.主たる虐待種別(種類〕 と 2-7.保護者

参加があったかのクロス表

2.7保護者参加があったか

参加 参加 わから
あり なし ない 合計

1・8. 身 度数 64 60 65 189 
主 体 1・8. 33.9弘 31.7% 34.4% 100.0% 
た 的 の %
る 2.7. 42.4% 24.4% 44.5% 34.8% 
虐 の %
待 ネ 度数 78 176 75 329 
種 グ 1・8. 23.7% 53.5% 22.8% 100.0% 
別 レ の%

ク 2.7. 51.7% 71.5% 51.4% 60.6% 

ト の %
I~;'\ 度数 9 9 4 22 

理 1・8. 40.9% 40.9% 18.2% 100.0% 

的 の%
2・7. 6.0% 3.7% 2.7% 4.1% 
の%

f生 度数 。 1 2 3 

的 1'8. 0.0% 33.3% 66.7% 100.0% 

の %
2・7. 0.0% 0.4% 1.4% 0.6% 

の %

度数 151 246 146 543 

1'8. 27.8% 45.3% 26.9% 100.0% 

合計 の切

2.7. 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

の%
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表 125 1-8.主たる虐待種別(種類) と 2-15.合同ミ

ーティンゲを実施したかのクロス表

2・15.合同ミーティン

グを実施したか

実施 実施 質 問

した しな 非 該

し、 当 合計

1- 身体 度数 64 117 28 209 

8. 的 1・8. 30.6 56.0 13.4 100.0 
主 の切 % % % % 

た
2'15. 39.0 33.1 28.3 33.9 
の% % % % % 

る ネグ 度数 90 223 68 381 
虐 レク 1・8. 23.6 58.5 17.8 100.0 

特
の% % % % % 

ト 2・15. 54.9 63.0 68.7 61.8 
種 の% % % 号も % 
Bリ 心理 度数 10 11 3 24 

的 1・8. 41.7 45.8 12.5 100.0 
の% % % % % 
2・15. 6.1% 3.1% 3.0% 3.9% 
の%

性的 度数 。 3 。 3 
1・8. 0.0% 100.0 0.0% 100.0 
の% % % 
2・15. 0.0% 0.8% 0.0% 0.5% 
の%

度数 164 354 99 617 
1.8. 26.6 57.4 16.0 100.0 

合計 の % % % % % 
2・15. 100.0 100.0 100.0 100.0 
の% % % % % 

8)虐待する保護者の多くは、複数の課題や問題を複

合的に抱える状現、状撞にある。

DV  状況や被虐待体験等の課題を持つ保護者が、

本調査で「その他の状況、状態」として上げた 13の

課題をどの程度持っているか。回答のあった全ケー

スの平均値と比較し、その特徴を見てみる。

保護者の状況にDV(ドメスティックパイオレン

ス)があるケースでは、特に、 「暴力的傾向」が大

きく平均を上回っているものの、それ以外の項目で

は、顕著な個向は見られない。その他、 「親臨関係

の不和J r支払い以上の借金J r賭け事、浪費癖J

等8つの課題で平均値よりやや高い程度である。

婦人相談所関与ありのケースでは、 「親として未

成熟Jを除く 12の課題で平均を上回っているものの、

顕著な個向は見られない。しかし状況、状態の深刻

さは伺える。

精神喪患等の履歴があるケースでは、特に「薬物

依存」で割合が高い。他、 「アルコール依存J r身
体的な病気J r社会的孤立j等 6つの課題が平均値

をやや上回っている。

被虐待体験のあるケースでは、 「性被害体験Jの

割合が高い。他、 「知的障害J r偏った子育てJ r親
として未成熟j等8つの課題でやや平均値を上回っ

ているが、顕著な特徴ではない。

出生前把握ありのケースについては、別途記述す

るが、個向だけ見ると、 「知的障害J r貧困j の割

合が高い。特に「知的障害」は出生前把握ありのケ

ースの約4割が該当している。他6つの課題が平均

をやや上回っている。

以上のことから、虐待する保護者が抱える課題や

嗣題は複合的で単純ではない。それぞれの項目は混

在している状況、状態にあり、虐待行為の要因や背

景をわかりやすく説明できる頓向や特徴は、ないと

言える。

唯一の例外はSB S (乳幼児揺さぶられ症候群)

で、列記した課題、問題とほとんど重なっていない

ことがわかるQ 別途既述するが、特異な領域と考え

ることができるだろう(表 126)

表126 問、精神接患、被虐待体験等がある保護者における‘その他の吠理、状態の割合

ケ}ス
D Vの状況 婦人相談所 精神疾愚等 被虐待体験 SBS に 出生前把握

の
平均

あり 関与あり 履歴あり あり 該当する あり

n=624 n=137 n=126 n=206 n=107 且=38 n=56 

知的障害 17.6% 19 13.9% 31 24.6% 35 17.0% 27 25.2% 2 5.3% 23 41.1% 

身体的な病気 11.8% 18 13.1% 21 16.7% 34 16.5% 14 13.1% 1 2.6% 5 8.9% 

暴力的傾向 19.2% 48 35.0% 28 22.2% 46 22.3% 25 23.4% 8 21.1悦 12 21.4% 

アルコール依存 4.2% 8 5.8% 7 5.6弘 14 自.8切 3 2.8% 。0.0% 3 5.4% 

薬物依存 6.2% 8 5.8% 8 6.3% 24 11.7% 11 10.3切 。0.0% 7 12.5% 

賭け事、浪費癖 6.3% 12 8.8% 13 10.3% 11 5.3弘 8 7.5% l 2.6% 4 7.1% 

支払い以上の借金 7.6% 14 10.2% 11 8.7% 10 4.9% 10 9.3% 。0.0% 4 7.1% 

社会的孤立 23.0% 34 24.8% 40 31.7% 55 26.7% 21 19.6% 8 21.1% 11 19.6% 

親旋関係、の不和 44.7% 68 49.6% 65 51.6% 90 43.7% 64 59.8% 10 26.3% 27 48.2% 

偏った子育て 19.4% 22 16.1% 31 24.6% 47 22.8% 29 27.1% 5 13.2弘 10 17.9% 

親として宋成熟 63.9% 79 57.7% 77 61.1% 108 52.4% 73 68.2% 18 47.4明 36 64.3% 

性被害体験 3.4% 5 3.6% 8 6.3% 10 4.9% 12 11.2% 1 2.6% 。0.0% 

貧困 23.9% 34 24.8% 35 27.8% 38 18.4% 21 19.6% 4 10.5% 22 39.3弘

251 



日本子ども家庭総合研究所紀要第 47集

このことは、問題解決に向け、こうした保護者を

援助する乳児院や児童相談所等に対し、科せられる

課題もまた権雑なものとなることは確実である。そ

して、提供を期待される援助技術についても、より

高次なものが社会から求められることもまた、必然

である。

9)保護者の状撞、状3>l1ま、ケースパイケースである。

次に、 13の課題の複合状況を見てみると、次のよ

うな結果になる。

表 127 その他、保護者の状態、状況 の組み合わせ

件数 % 

なし 72 11.5 

親族不和 60 9.6 

親族不和+貧困 39 6.3 

孤立+未成熟 28 4.5 

知的障害+貧困 17 2.7 

親族不和+偏子育て+未成熟 15 2.4 

アルコール+皿立ート親族不和+未成

熟
14 2.2 

暴力慣向+アルコール十借金十未成

熟十貧困
12 1.9 

孤立+親族不和+未成熟+貧困 11 1.8 

帽子育て+未成熟 11 1.8 

暴力個向 9 1.4 

孤立+親族不和+偏子育て+未成熟 9 1.4 

未成熟 9 1.4 

身体病気十暴力傾向+アルコール十

貧困
8 1.3 

孤立十未成熟+貧困 8 1.3 

親族不幸日十未成熟十性被害体験 8 1.3 

借金+親族不和 8 1.3 

知的障害+未成熟 6 1.0 

暴力傾向+偏子育て十未成熟 6 1.0 

孤立十親族不和十偏子育て十未成熟
6 1.0 

+性被害体験

親族不和+未成熟+貧困 6 1.0 

孤立+親族不平日 6 1.0 

暴力個向+偏子育て 5 0.8 

薬物+偏子育て+未成熟 5 0.8 

孤立十親族不和十未成熟 5 0.8 

知的障害+親族不平ロート未成熟十貧困 4 0.6 

知的障害十親族不和+未成熟 4 0.6 

暴力個向十親族不平日十貧困 4 0.6 

暴力傾向+未成熟 4 0.6 

孤立十親族不和+貧困 4 0.6 

性被害体験 4 0.6 

未成熟+性被害体験

孤立

知的障害+暴力個向+孤立+未成熟

知的障害+親族不和+未成熟+性被

害体験

知的障害十偏子育て+未成熟

アルコール十親族不和+偏子育て+

未成熟

孤立+親族不和十偏子育て+未成熟

十貧困

ギャンブノレ浪費+親族不平日十未成熱

偏千育て+貧困

借金+親族不和+未成熟

貧困

知的障害+身体病気+貧困

知的障害+暴力傾向十ギャンブル浪

費+未成熟

知的障害+暴力恒向+親族不和+未

成熟

知的障害十孤立+親族不和+未成熟

知的障害十孤立+未成熟+貧困

知的障害+親族不平日十貧困

知的障害

身体病気+暴力傾向+孤立+未成熟

+貧困

身体病気+暴力慣向+偏子育て

身体病気+アルコール十薬物十孤立

+親族不和十偏子育て+未成熟十性

被害体験

身体病気+弧立+貧困

身体病気+親族不平日十未成熟

暴力個向十薬物十ギャンプル浪費+

借金+孤立+偏子育て+未成熟十貧

困

暴力傾向+弧立+親族不和+未成熟

+貧困

暴力傾向+孤立十親族不和十未成熟

暴力個向+孤立+偏子育て

暴力傾向+親族不和+偏子育て+未

成熟

暴力恒向+親族不和+未成熟+性被

害体験

薬物十親族不和+貧困

薬物十親族不和

薬物十貧困

ギャンブノレ浪費+借金+孤立+親族

不和+未成熟+貧困

ギャンブル浪費+孤立寸7親族不平日+
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4 0.6 

4 0.6 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

3 0.5 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 

2 0.3 
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未成熟+貧困

ギャンプル浪費+来成熟+貧困 2 0.3 

借金+孤立+親族不和+偏子育て+

未成熟
2 0.3 

ギヤンプ、ル浪費+未成熟 2 0.3 

借金+親族不和+貧困 2 0.3 

孤立+貧困 2 0.3 

偏子育て十未成熟十貧困 2 0.3 

未成熟十貧困 2 0.3 

その他(各組み合わせ 1件ずつ) 122 19.6 

合計 624 100.0 

13の課題の組み合わせは、実に 193パターンに及

んでいる。これらに被虐待体験、精神疾患の履歴あ

り等の項目を加えると、最多で 10の課題を有するケ

ースが4件あった。組み合わせのパターンがさらに

増えることは確実である。

これらの結呆からも、乳児院や児童相談所等が対

応、援助する保謹者が抱える状況、状態像が、いか

に複雑で多様であるかがわかる。よく、 “ケースパ

イケース"という言葉が支援検討の場などで用いら

れるが、まさしくその通りの状況である。

また、今回は考察の対象としなかったが、 13の課

題の組み合わせで「なし」を除き最も多かったのが

「親族関係の不和」である。この課題は、単純集計

では「親として未成熟」よりも件数が下回っている

が、乳幼児の安全、安心な養育環境を脅かす、最も

根源的な要因であることが想像される。今後の検証

課題である。

いずれにしても、より効果的な保護者援助プログ

ラムを検討、構築等していくためには、複雑多様な

いわゆる虐待親(者)を類型化するための調査、分

析が急務だと思われる(表 127)。

(3)-3 虐待者と家臨状i兄の変化

1)主たる虐待者自制7割lま実母である。また、主た

る虐待者が実父の事例のうち 4割で、実母が徒た

る虐待者になっているロ

本調査では、主たる虐待者の 70.4%(430件)が

実母、 17.2%(105件)が実父で、合わせると 87.

6%になる。また内夫が 11件、母方祖母が 5件報告

されているが、他は3件以下である。

従たる虐待者との組み合わせで見ても、実母が主、

実父が従の組み合わせが 113件、実父が主で実母が

従の組み合わせが 42件である。実母は単独で虐待者

に位置づけられる割合が高い。これは、虐待が発生

した段階で、既に実父(父親)が不在になっている

(いわゆる母子世帯の状況)事例が多いことが主要
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因である。これに対し、実父は、実母と主または従

の関係性の中で虐待行為に至る割合が比較的高い恒

向がある(表 128、表 129)。

このことから、乳児の虐待事例においては、虐待

者の大半が実父母、特に実母であることが確認され

たo すなわち、家族の構成メンバーが変化していく

前の状況、いわゆる“原家族"の状況で虐待が発生

する煩向がある、ということである。当然と言われ

ればそうであろう。

一方で、このことは、虐待予防のために必要な支

謹を実父母、特に実母に適切に提供できれば、多く

の乳児虐待を未棋に防げるとu、う理解にもつなげら

れる。

そのためには、妊据、出産期から乳幼児期までの、

一貫した支援体制を、子どもと保護者、家族を取り

巻くあらゆる分野で再整備しいくことが必要である。

その意味では、乳児院入所(保護)に至った事例を

様々な観点から分析、考察することは、有効な手段

のひとつであり、本調査を実施した目的のひとつで

もある。

表 128 主たる虐待者が実母と従たる虐待者の組

み合わせ

主た

る
従たる虐待者 件数 % 

虐特

者

実母 実父 113 26.3 

母方祖母 7 1.6 

内夫 5 1.2 

継父 2 0.5 

兄、姉 2 0.5 

母方伯父・叔父 1 0.2 

その他同居人 1 0.2 

なし、わからない、不明 299 69.5 

など

合計 430 100.0 

表 129 主たる虐待者が実父と世たる虐待者の組

み合わせ

主たる
従たる虐待者

虐待者
件数 % 

実父 実母 42 40.0 

父方祖母 1 1.0 

母方伯父・叔父 l 1.0 

なし、わからない、不明な 61 58.1 

ど

合計 105 100.0 

2)主たる虐待種lllJ(種類)は、実母はネグレク卜が

74.2輔、実父は身体的虐待が 54.3拍であるロ

主たる虐待者が実母の事例では、 319件 (74.2%)
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が主たる虐待種別(種類)をネグレクトとしている。

乳児期においては、実母が子どもを養育できる状

況や状態にない場合、即、あるいは程なく虐待(養

育放棄、ネグレクト)につながってしまう可能性が

高い。妊娠、出産が心身に与える負荷や影響を大き

なストレスと捕らえ、近年、産後うつ病や産後精神

病等への認識や理解が広がっている流れもある。

本調査では事例に関する虐待行為の詳細について

の質問を設けていないが、実母のネグレクトには、

‘積極的な'養育放棄と、‘消極的な'養育放棄が混

在していると見られる。養育者なしでは生きられな

い乳児の特性を考えれば、実母の虐待にネグレクト

が多いのは必熱的なことと言えよう。

一方、ここでは表を示さないが、実父に身体的虐

待が多いという結果は、伊lえば暴力的傾向とのクロ

ス表にも、その特徴が出ているo 主たる虐待者が実

父の事例のうち、 38件 (36.2%)で暴力的慣向があ

るとの回答があった。事例数こそ少ないが、内夫に

おける暴力的慣向の割合も、ほ lま同様である

(36.4%) (表 130)。

表 130 3-4_主たる虐待者 と 1-8_主たる虐待種別

のクロス表

1・8.主たる虐持種別(種類)

身体 ネグ 心理 性的

的 的 合許

3 度数 。 4 。 。 4 

. 棄 1・8. 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.7% 

4 
児 の%

等 3-4. 0.0% 100. 0.0% 0.0% 100. 
の% 0% 0% 

主 度数 101 319 9 1 430 

た 実 1-8. 48.8 84.6 37.5 33.3 70.4 

る母
の% % % % % % 

3-4. 23.5 74.2 2.1% 0.2% 100. 
虐 の% % % 0% 

待 度数 57 35 11 2 105 

者 実
1-8. 27.5 9.3% 45.8 66.7 17.2 

の% % % % % 
父 3・4. 54.3 33.3 10.5 1.9% 100. 

の % % % % 0% 

度数 1 。。 。 l 
兄 1・8. 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 

、 の%

姉 3・4. 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 

の% 0% 0% 

度数 l 。 。。 1 

養 1-8. 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 

の%
父 3・4 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 

の% 0% 0% 

度数 2 1 。 。 3 

継 1-8. 1.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.5% 

父 の%

3-4. 66.7 33.3 0.0% 0.0% 100. 
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の% % % 0% 

度数 6 2 3 。 11 

内 1-8. 2.9% 0.5% 12.5 0.0% 1.8% 
の% % 

夫 3・4. 54.5 18.2 27.3 0.0% 100. 
の% % % % 0% 

父 度数 1 。。。 1 

方 1・8.
の%

0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 

ネE 3・4. 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 
母 の% 0% 0% 

母 度数 1 。。。 1 

方
1・8. 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 
の%

担 3司4. 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 
父 の% 0% 0% 

母 度数 2 2 1 。 5 

方
1・8. 1.0% 0.5% 4.2% 0.0% 0.8% 
の%

ネ且 3・4. 40.。40.0 20.0 0.0% 100. 
母 の% % % % 0% 

母 度数 。 2 。。 2 

方
1・8. 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.3% 
の%

お 3・4. 0.0% 100. 0.0% 0.0% 100. 
じ の% 0% 0% 

ぞ 度数 l 。 。。 l 

の 1・8. 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 

の%
他 3・4. 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 
親 の% 0% 0% 

族

そ 度数 3 。。。 3 

の 1・8. 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 

の%
他 3・4. 100. 0.0% 0.0% 0.0% 100. 

同 の% 0% 0% 

居

人

わ 度数 31 12 。。43 

カ￥ 1・8. 15.0 3.2% 0.0% 0.0% 7.0% 

の% % 
ら 3-4. 72.1 27.9 0.0% 0.0% 100. 

な の% % % 0% 

b、

度数 207 377 24 3 611 

1・8. 100. 100. 100. 100. 100. 

合計 の% 0% 0% 0% 0% 0% 

3・4. 33.9 61.7 3.9% 0.5% 100. 

の% % % 0% 

また、実父に身体的虐待が多い傾向の背景には、

DV  (ドメスティ γク・バイオレンス)も大きく関

与していることが推察される。実際に、主たる虐待

者と D V状況のクロスで見ても、実父は 45.2%、内

夫は 45.5%でDVありとの回答があった。

乳児院や児童相談所等、子どもを支援する機聞は、

子どもの安全・安心を主体に援助を進めてし、く。子

どもにとって最善の支援を考える際、事例によって
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はDV法の趣旨に沿わないケースもある。家族の中

で生じたDV問題を、子ども中心に担えてみる視点

を持つこと、そのためにはDVによる子どもの被害

の実瞳を知る必要がある。関連の調査、研究が期待

される。

表 131 3-4.主たる虐待者と 1-9.保謹者白状却にD

Vがあったかのクロス表

1'9.保謹者の状況にDVが

あったか

あり なし
わから

ない 合計

実 度数 74 261 91 426 

母 3・4. 17.4% 61.3% 21.4% 100.0 
の% % 

1司9. 54.8% 79.6% 63.6% 70.3% 
の%

実 度数 47 36 21 104 

父
3-4. 45.2% 34.6% 20.2% 100.。
の% % 

1-9. 34.8% 11.0% 14.7% 17.2% 
の%

兄 度数 1 。 。 1 

3・4. 100.0 0.0% 0.0% 100.0 
、

の% % % 
姉 1・9. 0.7% 0.0% 0.0% 0.2% 

の%

養 度数 l 。 。 l 

父 3・4. 100.0 0.0% 0.0% 100.。
の% % % 

1-9. 0.7% 0.0% 0.0% 0.2% 

の%

車陸 度数 1 l 1 3 

父 3・4. 33.3% 33.3% 33.3% 100.0 

の% % 

1・9. 0.7% 0.3% 0.7% 0.5% 

の%

内 度数 5 2 4 11 

夫 3・4. 45.5% 18.2% 36.4% 100.0 

の% % 

1-9. 3.7% 0.6% 2.8% 1.8% 

の%

母 度数 。 。 1 l 

方
3・4. 0.0% 0.0% 100.0 100.0 

の% % %1 
祖 1'9. 0.0% 0.0% 0.7% 0.2% 

父 の%

母 度数 2 l 2 5 

方 3・4. 40.0% 20.0% 40.0% 100.。
の% % 

干且 1-9. 1.5% 0.3% 1.4% 0.8% 

母 の%

母 度数 。 2 。 2 

方
3・4. 0.0% 100.0 0.0% 100.0 

の% % % 
お 1・9. 0.0% 0.6% 0.0% 0.3% 

じ の%

※表の一部を抜粋

255 

3)主たる虐待者の実母においては、『精神疾患の圃

匪あり』と『精神疾患がありそうだが不明」を合

わせると、 5割強が該当する ζ とになる。

実母が主たる虐待者と回答のあった 430事例のう

ち、 227件 (52.8%) で精神痕患あり及び精神喪畠

がありそうだが不明に該当するとの報告があった。

実父についても、 105事例のうち 39件 (37.1%)と

高い割合になっている(表 132)。

前述したように、妊娠、出産は、ストレスになり

得る。また乳児の養育は、その家族の生活に大きな

変化を求めるものであり、プラスの側面もあれば、

マイナスの側面もある。様々な要因から、養育者(特

に実母)の心身に負荷がかかっていくことは、出産

経験をした多くの人たちが体験していることと思わ

れる。産後うつ病、あるいはうっ状態になることも

あり、それはすなわち、子どもにとっての大きなリ

スク要因になる。

本調査でl士、痕患の詳細について質問項目を設け

なかったが、「精神疾患あり」及び I精神疾患があり

そうだが不明」の類型については、今後別調査等で

の精査が期待される。

また、保護者援助プログラムの作成、実施にあた

っては、乳児院、児童相談所等の支援者が、保護者

の精神状態を理解することも重要な要素である。精

神疾患に聞して、より正確な知識を得るための研修

受講機会が、多くの援助者に提供される必要がある。

4)章旗の構成員が変化することを考慮し、揖助を実

施していく必要がある。

単純集計結果で既に報告したが、入所(保護)開

始時点、と解除時点とで保護者が同居する家族状況に

変化があったか、の質問に対し、 209事例が「変化

あり」との回答であった。これは全 624事例のうち

の33.5%にあたる。この割合が大きいのかどうかは、

例えば虐待状況にない家族との比較をしないと何と

も言えない。

個々の構成員で見ると、実父は 84事例(13.5%)、

実母は 71事例(1l.4%)で、“入所(保謹)開始時

には居たが解除時には居ない"状態になっている。

他方、“入所(保謹)開始時には居ないが解除時には

居る"構成員では、弟妹を除くと、母方祖母の 36事

例を筆頭に、母方祖父、父方祖母、父方祖父を上げ

る回答が、それぞれ 10事例を超えている。一方、本

調査の結果からは、構成員に内夫が上げられた事例

が 33ケースあった他は、養父、継父、養母、継母、

内妻を上げる事例は少なかった(表 133)。

乳児期の虐待事例においては、家族、親族が、あ

る意味原型を留めている状躍にある中で問題、課題

が発生し、新たな畳場人物が当該家庭に入って来る

段階には、まだ至っていない場合が多いこと。また
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問題、課題に対しては、親族の中で解決を図る慎向

があることが、少ない事例からではあるが、推察で

きる。

虐待が発生する家庭にはま族の抱える課題があり、

家族状況の変化からは、構成員が安定しないことで

問題が発生するという負の側面と、構成員が変わる

ことによって問題解決が図れるというEの側面があ

ると考えられる。乳児院、児童相談所等が援助プロ

グラムを作成、実施する際には、当語家族の特性を

捕らえ、家族状況の変化を考置し、支援を進めてい

くことが求められる。

表 132 3-4.主たる虐待者とト11.保護者に精神症

患の履匪があったかのクロス表

1'11.保謹者に精

神疾患の履歴

精神喪 精神疾

患なし 愚あり

&あり

そうだ

が不明 合計

3-4. 棄児 度数 2 2 4 

主た 等 3-4. 
50.0% 50.0% 100.0% 

の%
る虐

実母 度数 203 227 430 
持者 3・4目

100.0% 
の%

47.2% 52.8% 

実父 度数 66 39 105 

3・4.
62目9% 37.1% 100.0% 

の%

兄、 度数 。 1 1 

ま市 3・4.
の%

0.0% 100.0% 100.0% 

養父 産数 1 。 1 

3・4.
100.0% 0.0% 100.0% 

の%

継父 度数 2 l 3 

3・4.
66.7% 33.3% 100.0% 

の%

内夫 度数 9 2 11 

3・4.
81.8% 18.2% 100.0% 

の%

父方 度数 1 。 1 

祖母 3・4.
の%

100.0% 0.0% 100.0% 

母方 度数 。 1 1 

祖父 3・4.
0.0% 100.0% 100.0% 

の 切

母方 度数 4 1 5 

祖母
3・4

80.0% 20.0% 100.0% 。)% 

母方 度数 2 。 2 

おじ
3・4.
の%

100.0% 0.0% 100.0% 

その 度数 。 1 1 

他親
3・4. 0.0% 100.0% 100.0% 

族 の%

その 度数

他同
3・4.
の%

居人

わか 度数

らな
3・4.
の%

し、

度数

合計 3・4.
の%

表 133 家臨状現の賓化

開始 開始

時に 時と

は居 解除

たが、 時と、

解除 変わ

時に らず

は居 に居

ない る

実 度数 71 497 

母 % 11.4% 79.6% 

実 度数 84 270 

父 % 13.5% 43.3% 

兄 度数 46 198 

姉 % 7.4% 31.7% 

弟 度数 12 20 

抹 % 1.9% 3.2% 

養 度数 1 。
父 % 0.2% 0.0% 

継 度数 2 5 

父 % 0.3% 0.8% 

内 度数 16 11 

夫 % 2.6% 1.8% 

養 度数 。 。
母 % 0.0% 0.0% 

五陸 度数 。 。
母

% 0.0% 0.0% 

内 度数 。 1 

妻 % 0.0% 0.2% 

父 度数 4 11 

方 % 0.6% 1.8% 

ヰ且

父

父 度数 4 12 

方 % 0.6% 1.9% 

祖

母
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2 1 3 

66.7% 33.3% 100.0% 

36 7 43 

83.7% 16.3% 100.0% 

328 283 611 

53.7% 46.3% 100.0% 

開始 開始時

時に も解除

は居 時も、

なか どちら

った も居な

ヵt、 かった

解除

時に

は居

る 合計

7 49 624 

1.1% 7.9% 
100.0% 

19 251 624 
3.0% 40.2% 

100.0% 

12 368 624 
1.9% 59.0% 

100.0% 

23 569 624 
3.7% 91.2% 

100.0% 

7 616 624 
1.1% 98.7% 

100.0% 

7 610 624 

1.1% 97.8% 
100.0% 

6 591 624 

1.0% 94.7% 
100.0% 

6 618 624 

1.0% 99.0% 
100.0% 。 624 624 

0.0% 100.。
% 100.0% 。 623 624 

0.0% 99.8% 
100.0% 

12 597 624 

1.9% 95.7% 

100.0% 

15 593 624 

2.4% 95.0% 

100.0% 
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母 度数 5 27 21 571 624 

方 % 0.8% 4.3% 3.4% 91.5% 

キ且

父 100.0% 

母 度数 18 59 36 511 624 

方 % 2.9% 9.5% 5.8% 81.9% 

祖

母 100.0% 

父 度数 l 1 3 619 624 

方 % 0.2% 0.2% 0.5% 99.2% 

お

じ 100.0% 

父 度数 。 1 2 621 624 

方 % 0.0% 0.2% 0.3% 99.5% 

お

l:f 100.0% 

母 産数 6 22 9 587 624 

方 % 1.0% 3.5% 1.4% 94.1% 

お

じ 100.0% 

母 度数 7 18 4 595 624 

方 % 1.1% 2.9% 0.6% 95.4% 

お

ぱ 100.0% 

そ 度数 3 10 6 605 624 

の % 。目5% 1.6% 1.0% 97.0% 

他

親

族 100.0% 

そ 度数 9 6 8 601 624 

の % 1.4% 1.0% 1.3% 96.3% 

イ也

同

居

人 100.0% 

5)解除後の子どもの行き先について、実母が主たる

虐待者の事例では『公的保護{の睡続)Jが畳位。

実父の場合lま『家庭引き取り』が多い帽向が見ら

れる。

主たる虐待者と解除後の子どもの行き先のクロス

について、ここでは表を提示しないが、実母では欠

損値を除く 427事例のうち「公的保護(の継続)Jを

合計すると 222件。割合は 52.0%となり、「家庭引

き取り J195件 (45.7%) を上回る。

特に児童養護施設入所となるケースが多く、 147

件が報骨されている。この件数は、児童養護施設入

所 182事例のうち 80.8%にあたる。このことから、

主たる虐待者としての実母への対応、支援課題等を、
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児童養護施設が乳児院からそのまま引き継し、でいる

状況にあることが、推察される。また、里親委託 40

事例のうち 77.5%にあたる 31件は、主たる虐待者

が実母のケースである。その他、乳児院入所(転園

含む)が 33件、障害児施設入所が 11件、その他 10

f牛の回答があった。

主たる虐待者が実父の事例では、 59.2%にあたる

61件が「家庭引き取り」で、「公的保護(の継続)J 

の 38件を大きく上回っている。里親委託は l件のみ。

事例教は少ないが、実母に比べ、障害児施設入所 (5

件、実父の割合の 4.9%)の割合が若干高い。実父に

身体的虐待が多いことからみると伺らかの関連(後

遺症状態)が含まれているかもしれないが、今回の調

査情報では不明である。

また、主たる虐待者が内夫の 11事例については、

7件が「家庭引き取り」、 3件が「公的保謹」、 1件

が Iその他」。母方祖母が主たる虐待者の 5事例では、

「家庭引き取り Jはl件で、 4件が「公的保護」と

なっている。

その他、棄児、行方不明などに該当する事例が4

件回答されているが、全て里親委託になっている。

6)実父、向夫、聾父が主たる虐待者で『家庭引き取

り』となった事例ではJ‘虐待者の居なくなった家
庭に子どもが帰.05，.情向がみられる。

前述した、実父が主たる虐待者の事例では「家庭

引き取り」が多い慎向があることについて、必ずし

も虐待者である実父が居る家庭に子どもが帰ってい

るわけではないことは、主たる虐待者と「虐待者の

居る家に帰ったか」とのクロスでみると明らかであ

る。

家庭引き取り事例のみを対象に質問した項目だが、

実母が主たる虐待者の場合、 89.6% (180件)で虐

待者の居る家庭に子どもが帰っているが、実父の場

合は 68.2% (45件)、 7割弱に止まっている。

また件数は少ないが、内夫についても 7事例中 5

件が「虐待者の居なくなった家庭」に子どもが帰っ

ており、養父の 1事例も同様に虐特者不在の家庭へ

の引き取りである。

実父等、男性が主たる虐待者の事例においては、

虐待者である男性が当該家庭から離れることによっ

て、問題解決が図られる傾向が読み取れる(表 134)。
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表134 3-4.主たる虐待者と 3-7.家庭引き取りした事例の
み、回答。虐待者の居る家庭に揚ったか(虐待者有無) の
クロス表

3.7.家庭引き取りした事例
のみ、回答。虐待者の居る
家庭に帰ったか(虐待者有
無)
虐待者 虐待者 わか
の居る の居な らな
家庭に くなっ し、

帰った た家庭
に帰っ
た 合計

3・4. 実母 度数 180 18 3 201 
主 3・4. 89.6% 9.0% 1.5% 100.0% 
た の%
る 実父 度数 45 18 3 日6
虐 3・4. 68.2% 27.3% 4.5% 100.0弘
待 の%
者 兄、 度数 1 。 。 1 

姉 3・4. 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
の%

養父 度数 。 1 。 1 
3・4. 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
の%

継父 度数 1 。 。 1 

3'4. 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
の%

内夫 度数 2 5 。 7 
3・4. 28.6% 71.4% 0.0% 100.0% 
の%

母方 度数 l 。 。 1 
祖父 3・4. 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

の%
母方 度数 l 。 。 1 
祖母 3・4. 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

の%
その 度数 1 。 。 l 

他同 3・4. 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
居人 の%
わか 度数 16 5 5 26 
らな 3・4. 61.5% 19.2% 19.2% 100.0% 
b、 の%

7)合同ミーティンゲについては、主たる虐待者が実

父の事例の方が、実母の事例と比べ適用される樟

向にあり、約3割のケースで実施されている白

主たる虐待者が実母のケースでは 115件 (26.9%)

で「合同ミーティング」を実施した、と回答があっ

たのに対し、実父のケースでは 33件 (32.0%)Q r合
同ミーティング」の実施に聞しては、実父の事例の

方で適用される割合がやや高い傾向が見られる(表

135)。

しかし、前述したように、実父が主たる虐待者の

事例の傾向を考慮すると、「合同ミーティング」はふ

たつの実描形瞳に分けられるだろう。着眼点は、実

父が参加したのかどうかである。すなわちミーティ

ング実施桂に実父が当該家庭から離れたのか、また

は実父が離れた後にミーティングを実施したのか。

「合同ミーティング」と一括りにしてはいるものの、

実施にあたってはそのいずれかによって、ミーティ

ングの開催趣旨が大きく異なることになる。
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その意味では、「合同ミーティングJの開催、実施

においても、乳児院や児童相談所等に、ケースの状

況に合わせた多様な援助技術が期待され、求められ

ていることが認められる。

表 135 3-4.主たる虐待者と 2-15.合同ミーテイングを実
施したかのクロス表

2・15.合同ミーアイングを
実施したか
実施 実施 質問項

した しない 自非核

当 合計
3・4 棄児 度数 l l 1 3 
主 等 8・4. 100.0 
た の% 33.3弘 33.3% 33.3% 

% 
る 実母 度数 115 242 71 428 
虐 3・4. 100.0 
待 の% 26.9% 56.5% 16.6% 

% 
者 実父 度数 33 58 12 103 

3・4.
32.0% 56.3% 

100.0 
の % 11.7% 

% 
兄、 度数 。 1 。 l 
姉 3'4. 

0.0% 100.0% 0.0% 
100.0 

の% % 
養父 度数 。 1 。 1 

3・4.
0.0% 100.0% 0.0% 

100.0 
の% % 

継父 度数 1 l l 3 
3・4.

33.3% 33.3% 33.3% 
100.0 

の切 % 
内夫 度数 1 自 1 11 

3・4.
9.1% 81.8% 9.1% 

100.0 
の % % 

父方 度数 。 l 。 l 

祖母 3・4.
0.0% 100.0% 0.0% 

100.0 
の% % 

母方 度数 。 1 。 l 

祖父 3・4.
0.0% 100.0% 0.0% 

100.0 
の切 % 

母方 度数 2 z l 5 
祖母 3・4

40.0% 40.0% 20.0% 
100.0 

の% % 
母方 度数 。 2 。 2 
おじ 3・4.

0.0% 100.0% 0.0% 
100.0 

の% % 

その 度数 。 1 。 l 

他親 3・4.
0.0% 100.0% 0.0% 

100.0 
族 の % % 

その 度数 。 2 1 3 
他同 3・4.

0.0% 66.7% 33.3% 
100.0 

居人 の% % 

わか 度数 10 25 8 43 

らな 3.4. 
23.3% 58.1% 18.6% 

100.0 
v、 の% % 

度数 163 347 日目 606 
合計 3・4.

26.9% 57.3% 15.8% 
100.0 

の % % 
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表136 3-4.主たる虐待者と 2-1.乳児院.児童相韻所， NPO 等が協働で、あるいは単独で r~暴露者媛助プログラム』を作成し
たかのクロス表

2-1.乳児院，児童相談所， NPO等が協働で、あるいは単狙で「保護者援助プログフム(以下

プログラム)Jを作成したか

「特定の…』プ 独自のプログ

ログラムを作成 ラムを作成

3'4. 棄児等 度数 。 。
主 3'4 の% 0.0% 0.0% 

た 実母 度数 115 99 
る 3・4 の% 27.4% 23目日%
膚 実父 度数 32 21 
待 日-4.の% 31.1% 20.4% 
者 兄、姉 度数 1 。

3-4.の% 100.0% 0.0% 

養父 度数 。 1 

3.4.の% 0.0% 100.0% 

継父 度数 1 。

3'4.の% 33.3% 。目0%

内夫 度数 1 2 

3'ι の% 10.0% 20.0% 

父方祖母 度数 。 。

3-4目の% 0.0% 。田口%

母方祖父 度数 。 。

3-4.の% 0.0% 0.0% 

母方祖母 度数 2 。

3-4.の% 40目0% 0.0% 

母方おじ 度数 。 。

3.4.の% 0.0% 0.0% 

その他同 度数 。 。

居人 3-4.の% 。田口% 。.0%

わからな 度数 8 8 

b、 3・4.の% 19.0% 19目。%

合計
度数 160 131 

3-4 の% 26.9% 22.0% 

8)実母、実父共に5割強で何らかのプログラムが作

賦されている。実父に『特定の専門的な揖助技術

を取り入れた』プログラムを適用される恒向が見

られる。

主たる虐待者が実母、実父共に、 5割強でプログ

ラムが作成されている。実父母いずれも同様の割合

であることが興味探い。本調査の結果からは、プロ

グラムの適用については性差がない、と解釈できる。

実父の事例では、「独自の」プログラムよりも、「特

定の…」プログラムを適用する個向が見られる (32

件， 31.1%)0このことは、これまで述べているよう

に、実父に身体的虐待が多い傾向があることとの関

連が推測される。

また、実母の事例では、“プログラムを作成する必

要があったが、しなかった"に、 420事例中 9.5%に

あたる 40件が該当している。単純集計結果では、プ

ログラムを作成実施しなかった理由として、 139事

例が“児童相談所からの提案、提示がなかったため"

を上げている白

プログラム作成実施については、乳児院と児童相

談所との問で、少なくともその必要性の有無を協議

必要があった 必要がなかった わからない

が、しなかった 合計
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。 8 。 3 

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 

40 91 75 420 

日目5% 21.7% 17.日% 100.0% 

4 25 21 103 

3.9% 24.3% 20.4% 100.0% 

。 。 。 1 

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

。 。 。 l 

。目。% 0.0% 0.0% 100.0% 

。 1 1 B 

0.0% 33.3% 33.3% 100目。%

l 2 4 10 

10.0% 20目0% 40目0% 100.0% 

1 。 。 1 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

。 。 1 1 

。目。% 0.0% 100.0% 100.0% 

l 1 1 5 i 

20.0% 20.0"/0 20目肪4 100‘0% 

。 。 2 2 

日目。% 0.0% 100.0% 100町0%

。 2 1 3 

0.0% 66.7% 33目3% 100.0% 

3 13 10 42 

7.1% 31.0% 23.8% 100.0% 

50 138 116 595 

8.4% 23.2% 19.5% 100.0% 

することは必項であり、施設と児相が対等に参画す

ることが望ましいあり方だと考えられる(表 136)。

(3)-4 児童相韻所スタッフの関与と期待

1)実障の聞与はなかったが、聞与が期待されている

児童相読所の瞳種lま、 sv(スーパーパイザー)、

親子支撞専任スタッフ、保健師である。

児童福祉司の関与は89.9%、児童心理司は45.7%。

この二つの職種は、児童相談所側スタップの定番職

種と言える。

そうした状況の中、本調査で関与が期待されてい

る児童相談所の職種として、親子支援専缶スタップ、

sv、保健師が上げられる。親子支援専任スタップ

は全事例の 31.6%で“期待したが関与がなかった"

との田容を得ている。続いて、 svが 30.3%、保健

師が 26.9%であるo

また、児童心理司についても 19.6%で関与を期持

する回答があったほか、医師についても 12.2%、N

PO等支援機関のスタップも 47ケースで関与が期
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持された事例が報告された(表 137)。

2)親子支揖専任スタッフの関与の結果、当事者参画

と家庭引き取りに‘一定の劫果が見られる。

ここでは、親子支援専任スタッフ関与の効果につい

て、該当事例数は 71件(一時保護事例 28ケース、

、措置事例 43ケース。クロス表の項目によっては欠

損値等によりそれを下回る)ではあるが、いくつか

の観点、から、本調査の結果を報告する。

表 137 児童相韻所スタッフに対する、関与と期待の

状況

期待 期待 期待 期待

しな 通り した もせ

し、が に闇 が闇 ず闇

関与 与あ 与な 与も

あり り し なし 合計

児童 度数 174 387 9 54 624 

福祉 27.9 62.0 1.4% 8.7% 100.0 
% % % % 

司

児童 度数 98 187 122 217 624 

心理 15.7 30.0 19.6 34.8 100.0 
% % % % % % 司

度数 14 57 189 364 624 

sv 
% 

2.2% 9.1% 30.3 58.3 100.。
% % % 

親子
度数 15 56 197 356 624 

2.4% 9.0% 31.6 57.1 100.0 
支謹 % % % % 

度数 22 98 168 336 624 
保健

3.5% 15.7 26.9 53.8 100.0 
師 % 

% % % % 

度数 34 79 76 435 624 

医師 5.4% 12.7 12.2 69.7 100.0 
% 

% % % % 

度数 20 30 39 535 624 
看護

3.2% 4.8% 6.3% 85.7 100.0 
師 % % % 

保護 度数 7 4 4 609 624 

所職 1.1% 0.6% 0.6% 97.6 100.0 

員
% % % 

里親 度数 12 10 19 583 624 

相談 1.9% 1.6% 3.0% 93.4 100.0 

員
% % % 

度数 2 5 47 570 624 
NP 

0.3% 0.8% 7.5% 91.3 100.0 。 % % % 

度数 27 25 18 554 624 
その

4.3% 4.0% 2.9% 88.8 100.0 
他 % % % 
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まず、解除笹の子どもの行き先とのクロス集計で

見ると、一時保謹ケース、措置ケースともに、親子

支援専任スタップが関与した事例は、家庭引き取り

のなった割合が高い。一時保護事例で親子支援専任

スタップが関与した 28ケースのうち 20件 (71.4%)

が「家庭引き取り」となっている。措置事例では、

43事例の 58.1%にあたる 25ケースが「家庭引き取

りJに該当。親子支援専任スタップが関与しなかっ

た措置事例 355ケースにおける「家庭引き取り」の

割合は 38%である(表 138)。

以下、表は示さないが、主たる虐待種別との関連

では、一時保護事例では 28ケース中 16件 (57.1%) 

が身体的虐待、 12件がネグレクトである。一方、措

置事例では、43ケース中 27件がネグレクト (62.8%)、

身体的虐待が 15件 (34.9%)、心理的虐待が 1件で

ある。措置事例が概ね全体の虐持種別発生割合と合

致するのに対し、一時保護事例で身体的虐待への対

応が突出しているのに特徴が見られる。

プログラムの作成に関しては、親子支援専任スタ

ップの関与がなかった群と比較して、「特定の専門的

な援助技術を取り入れたプログラム」または「独自

のプログラム」を作成した率が高い。措置事例では、

親子支援専任スタップが関与したケース 42件のう

ち31件 (73.8%)がプログラムを作成。関与がなか

った群は 53.7%である。一時保護事例はさらに顕著

で、関与なし群の割合 33.7%に対し、関与あり群で

は28ケースのうち 17件(60.7%)で作成している。

面会、外出、外泊等の段階的な援助の実施につい

ても同様である。措置事例では、親子支援専任スタ

ッフが関与したケース 42件のうち 26件 (61.9%)

で段階的援助を実施。関与がなかった群は 46.8%で

ある。一時保謹事例はこの点でもさらに顕著で、関

与なし群の割合 21.9%に対し、関与あり群では 28

ケースのうち 16件(57.1%)で実施している。また、

解除の判断とのクロスで、乳児院と児童相談所が対

等に協議した割合は、措置事例 41ケースでは 23件

(56.1 %，関与なし群は 46.1%)。一時保謹事倒は、

関与がなかった群との差が顕著で、 28ケース中 13

件 (46.4%)が該当。関与なし群は 18.7%しかない。

親子支援専任スタップの導入に関しては、各自治

体で取り組みが始まった段階であり、各児童相談所

における当該スタップの役割も大きく異なることが

想定される。本調査の結果、親子支援専任スタッフ

の関与によりプログラム作成、家庭引き取り等に一

定の効果があることがわかる。



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実在的研究 (4)

表138 親子支掻専任スタッフ関与の有無 と 1-6.解除後の子どもの行き先のクロス表

2'9の 一時保護ケースで親 度数

4 親 子支援関与なし 2.9の4 の弘

子支援 1.6.の %

専任ス 一時保護ケースで親 度数

タップ 子支援関与あり 2・9の4 の%

の関与 1・6.の%

措置ケースで親子支 度数

援関与なし 2.9の4 の %

1・6.の羽

措置ケースで親子支 度数

援関与あり 2.9の4 の明

1・6.の %

度数

合計 2.9の4 の%

1・6 の%
」一一一司』

一方、協働への評価のクロスからは、親子支援専

任スタッフ関与の事例では、肯定的な評価 (r十分協

働出来たJr概ね協働出来たJ)がされる割合が高い

結果が出ている。反面、否定的な評価(1あまり協働

できなかったJr全く協働出来なかったJ) も一定の

割合で見られることがわかった。

一時保護事例では、親子支援専任スタッフが関与

した 28ケースのうち肯定的評価に誤当するのは 12

件 (42.9%，関与なし群は 19.1%)。否定的評価は3

件 (10.7%，同郡 5.4%)。措置事例では闇与した 38

ケースのうち肯定的評価は 24件 (63.1%，関与なし

群は 36.5%)。否定的評価は4件(10.5%，同群 3.1%)。

必ずしも、親子支援専任スタッフの関与だけが、

協働への評価を否定的なものにした原因とは言い切

れないが、否定的評価となった計 28ケースのうち 7

件 (25%)で親子支援専任スタップが関与している

結呆と合わせ、何らかの課題があることが推察され

る。現段階では、具体の事例を通じての検在が望ま

しいだろう。

また、当事者参画の観点からも、親子支援専任ス

タyフ関与の劫呆が表れている。一時保謹事例では

50%、措置事例では 63.9%で、プログラム作成に保

護者が参加している。「合同ミーティング」に聞して

も、措置事例では関与した 43ケースのうち 19件

(63.1 %，関与なし群は 30.6%)、一時保護事例では、

28ケースのうち 15件 (53.6%，関与なし群は 11.5%)

で実施しているとの回答を得た(表 139)。

家庭引

き取り

123 

64.1% 

40.6% 

20 

71.4% 

6.6% 

135 

38.0% 

44.6% 

25 

58.1% 

8.3% 

303 

49.0% 

100.0% 
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1・6.解除後の子どもの行き先

乳児院 児童養 障害児 里親委 その他

入所ー 護施設 施設入 託

転園 入所 所 合計

45 16 。 4 4 192 

23.4% 8.3% 0.0% 2.1% 2.1% 100.0% 

88.2% 8.6% 0.0% 10.0% 22.2% 31.1% 

。 8 。 。 。 28 

0.0% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

0.0% 4.3% 0.0% 0.0略 0.0% 4.5% 

4 152 17 34 13 355 

1.1% 42.8% 4.8% 9.6% 3.7% 100.0% 

7.8% 81.7% 85.0% 85.0% 72.2% 57.4% 

2 10 3 2 l 43 

4.7% 23.3% 7.0弘 4.7% 2.3% 100.0% 

3.9% 5.4% 15.0% 5.0% 5.6% 7.0% 

51 186 20 40 18 618 

8.3% 30.1% 3.2% 自.5% 2.9% 100.0拍

100.0切 100.0% 100.0% 100.0切 100.0% 100.0% 

表 139親子支援専任スタッフの関与の有無と 2-7.保

護者参加があったかのクロス表

2'7.保護者参加があっ

たか

参加 参加 わから

あり なし ない 合計

2・ 一保 度数 18 87 65 170 
9 事例 2-9の 10.6 51.2 100.0 
の 関与 4.の% % % 

38.2% 
% 

4 なし 2・1 11.9 35.4 
の % % % 

44.8% 31.4% 

親 一保 度数 14 6 8 28 
子 事例 2-9の 50.0 21.4 100.0 
支 関与 4.の % % % 

28.6% 
% 

聾 あり 2-7. 
ス の %

9.3% 2.4% 5.5% 5.2% 

タ 措置 度数 96 141 71 308 
ツ 事例 2・9の 31.2 45.8 100.0 
フ 関与 4.の% % % 

23.1% 
% 

関 なし 2.7. 63.6 57.3 
与 の% % % 

49.0% 56.8% 

の 措置 度数 23 12 1 36 
有 事例 2・9の 63.9 33.3 100.。
鉦

関与 4.の% % % 
2.8% 

% 

あり 2・7. 15.2 
4.9% 0.7% 6.6% 

の% % 

度数 151 246 145 542 

2・9の 27.9 45.4 
26.8% 

100.0 I 
合計 4.の% % % %1 

2・7. 100.0 100.。100.0 100.0 ! 

の% % % % % 
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(3)-5 保護者の状態、状況に聞する特記事項

1) SBS  (乳幼児揺さぶられ症候群)の事例には、

どのような特極的憤向が見られるか。

本調査では全体で 38件が、 SBSに該当すると回

答があった。クロス集計の結果から、いくつかの特

徴的な個向を捉えてみたい。

まず虐待種別(種類)であるが、 38件が全て、「主

たる虐待Jを身体的虐待としている。 SB S (乳幼

児揺さぶられ症候群)が身体的虐持として認識され、

浸透している表れだと言える。

一方、興味探い点として、 38事例すべてにおいて

「従たる虐待」が上げられなかった。 SBSが発生

した世帯に複合的な虐待状況がなく、 SBSだけが

その世帯に突出した虐待行為として発生したという

解釈が成り立ちそうだが、 SBSそのものが重大な

身体的虐待であり、他の虐待種別(種類)を付加す

る必要がないと判断されているという方が適当かも

しれない。

複合的な状況、状態が比較的みられない、という

特徴は、先に記述した 13の課題との関連のところで

指摘した。全体の平均値との比較で見れば、確かに

それを上回っているのは「暴力的傾向」のみ。「貧困J

「親族関係の不和」は、平均を大きく下回っている。

しかし、 SB S38事例と DV状況等の課題との闇

連で見れば、入所前調整こそ非該当だが、 DV状況

あり 5件、婦人相量産所関与あり 1件、精神疾患の履

歴あり 5件、被虐待体験あり 7件である。他の課題

と比べ、保謹者が複合的な課題、問題を抱えている

とは、積極的には指摘しづらいものの、その家庭で

SBSが発生する要因、背景について、いくつかの

類型があるのではないだろうか。

解除後の子どもの行き先をみると、実に 63.2%に

あたる 24件が「家庭引き取り」となっていることが

注目される。「その他J3件が報守されているが、親

族への引き取り等が推測される。一方、 I公的保護(の

継続)Jが判断された事例は 11件。特に、障害児施

設入所となったケースが 6件 (15.8%) ある点に特

徴がある。里親委託の該当はない(表 140)。このこ

とから、 SBS事例においては、虐待を受けた子ど

もの状態、受傷の程度により、解除後の行き先の判

断に大きく関与していることが推察される。

虐待者に聞しては、主たる虐待者として実父が上

げられたケースが 18件、実母が 8件、「わからなしリ

が9件。世たる虐待者では、実父、実母各2件、「わ

からなb、」が 13件回答された。明らかに、実父が関

与する傾向があるが、一方で Iわからなb、Jとする

割合も高い。虐待行為そのものの認定が困難な状況

があると思われる。

プログラムの適用については、「特定の…」プログ

ラムが 11件、「独自のJプログラムが 12件作成され、

合わせて 62.1%で適用している。この割合は、それ

以外の事例に比べると高率である (SB S非該当の

事例は 48.3%)。また、プログラムを作成する必要が

なかった事例が 6件、作成したかどうかわからない

事例が 8件、報告された。また、「段階的援助を概ね

実施したjケースは 23件 (62.2%)、「面会、外出等

の実施を乳児院と児相が協力、協働して実施した」

ケースは 21件 (55.3%)、「プログラム作成に保謹者

参加があった」ケースは 18件 (47.4%)、「合同ミー

ティングを実施した」ケースは 15件 (41.7%) で、

いずれも高い割合である。このことは、結果として、

協働への肯定的な評価(十分出来た 7件、概ね出来

た 14件、 60%が該当)に反映されている。

表 140 ト12.S B Sに該当するかと 1-6.解除後の子どもの行き先のクロス褒

1'6.解除後の子どもの行き先

家庭引 乳児院 児童養 障害児 里親委 その他

き取り 入所 護施設 施設入 託

(転園 入所 所

含む) 合計

1-12.S B S'こ あり 度数 24 3 z 6 。 3 38 

該当するか
1・12.の% 63.2% 7.9% 5.3切 15.8% 0.0% 7.9% 100.0% 

1・6.の% 7.9% 5.9切 1.1% 30.0% 0.0% 16.7% 6.1% 

なし 度数 260 45 170 11 37 11 534 

1・12.の% 48.7% 8.4% 31.8% 2.1% 6.9% 2.1弘 100.0% 

1・6.の % 85.8% 88.2% 90.9% 55.0% 92.5切 61.1% 86.3切

わからない 度数 19 3 15 3 3 4 47 

1・12.の% 40.4% 6.4% 31.9% 6.4% 6.4% 8.5% 100.0% 

1・6.の% 6.3% 5.9% 8.0% 15.0% 7.5% 22.2% 7.6% 

度数 303 51 187 20 40 18 619 

合計 1'12.の% 48.9% 8.2% 30.2% 3.2% 6.5% 2.9% 100.0% 

1・6.の% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0切 100.0% 100.0% 
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2)出生前から入所・保護の調整があった事例

虐待予防の視点から考えれば、アセスメントの結

果、養育のリスクが高いケースについては、特定妊

婦として市町村の要保護対策地域協議会等で把握し、

場合によっては介入的に支援を行い、必要に応じて、

入所前から児童相談所と乳児院で新生児を保護する

調整を行うことが、援助の基本的な流れになってい

る。

それでは、出生前に入所調整されている事例には、

どのような特徴があるのだろうか。

事例数は少ないが、婦人相談所の関与のあったケ

ースでは、出生前に新生児の入所が調整される割合

が高い。出生前入所調整 56事例の 33.9%にあたる

19件が該当する。また、この件数は婦人相談所が関

与した 126事例の 15.1%にあたる。婦相と児相、乳

児院との貴重な連携事例とも言えよう(表 141)。

精神疾患との関連で見ると、出生前に入所調整さ

れていた事例のうち 30件 (54.6%)で、保護者に精

神喪患及びありそうだが不明の状瞳が見られている

(表 142)。

また、保護者に知的障害がある事例においても、

23件 (41.1%) が出生前に入所調整された事例に諒

当している(表 143)。

精神挟愚と知的障害については、保護者自身が地

域支援の対象となっていた経過があることから、出

生前調整に至ったケースが多いと思われる。

その他、就業困難やリストラによる貧困の状況と

のクロスからも、ほぽ同様の割合 (22件， 39.3%) 

を読み取ることが出来る。近年、子ども家庭福祉分

野においても、貧困の問題が提起され、注目されて

いるところだが、本調査の結果からも、 I貧困Jが要

固または背景となる子ども虐待の発生、その結果と

して乳児院保護に至る事例が一定数あることがわか

る(表 144)。

表141 ト13.出生前から入所・保護の調整がされていたか
と1-10.保護または入所の前に揖相等の関与があったか
のクロス表

1'10.保護または入所の
前に婦相等の関与があ
ったか
関与 関与 わから
あり なし ない 合計

1・13. さ 度数 19 32 5 56 
出生 れ
前入 て 1'13. 33.9% 57.1 8.9% 100.0 

所・保 し、 の悩 % % 

護の た
1・10. 15.1% 8.6 4.1% 9.0切

調整
の% % 

さ 度数 93 327 78 498 

れ
て

1・13. 18.7弘 65.7 15.7% 100.0 I 

b、 の% % 弘

な
1・10 73.8% 87.7 63.9% 80.2% 

し、 の% % 
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わ 度数 14 14 39 67 
iJコ

ら
1.13 20.9% 20.9 58.2% 100.0 

な
の % % 明

1・10 11.1% 3.8 32.0% 10.8% 1;、
の羽 切

度数 126 373 122 621 

1.13. 20目3% 60.1 19.6% 100.0 
合計 の% % % 

1・10 100.。 100. 100.0 100.0 
の% % 。% % % 

表142ト13.出生前から入所・保護の調整がされていたかと

1-11.保護者の扶態等に精神疾患等の履歴があったかのクロ

ス表

1・11.保護者の状態等に精神疾風等の履

歴があったか

ありそ わか

あり なし うだが らな

不明 U、 合計

1・13 さ 度数 25 23 5 2 55 

出 れ 1・13 45.5% 41.8% 9目1% 3.6% 100. 

生前 て dコ 0% 

入 b、 % 

所・ た 1-1. 12.1% 呂田5% 6.2% 3目2% 8.8% 

保護 の

の調 % 

整 さ 度数 159 228 62 50 499 

れ 1.13 31.9% 45.7% 12.4% 10.0% 100. 

て 。コ 0% 

u、 % 

な 1-1. 77.2% 83.8% 76目5% 79.4% 80目2

b、 (J) % 

% 

わ 度数 22 21 14 11 自8

色、 1・13 32.4% 30.9% 20.6% 16.2% 100. 

ら の 0% 

な % 

U、 1-1. 10.7% 7目7% 17.3% 17.6% 10.9 

の % 

% 

度数 20日 272 81 63 622 

1-1 33目1% 43.7% l呂田0% 10.1% 100. 

の 0% 

合計 % 

1-10 100.0% 100.0% 100.0% 100.0 100. 

。コ % 0% 

% 
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表 143 ト13.出生前から入所・保護白調整がされてい

たかとト15.その他の状態、状現①知的障害があ

るのクロス表

1・15.その他の状
態、状況① 知的

障害がある

該当 該当

する しない 合計
1・13. され 度数 23 33 56 
出生 てい 1・13. 41.1% 58.9% 100.0% 
前入 た の%
所・保 1司 15. 24.0% 6.3% 9.0% 
護の の%
調整 され 度数 69 430 499 

てい 1-13. 13.8% 86.2切 100.0切
ない の%

1・15. 71.9% 81.6% 80.1% 
の%

わか 度数 4 64 68 
らな 1'13. 5.9% 94.1% 100.0% 
し、 の%

1・15. 4.2% 12.1% 10.9% 
の%

度数 96 527 623 
1・13. 15.4% 84.6% 100.0% 

合計 の%
1.15. 100.0% 100.0% 100.0% 
の弘

表 144 ト13.出生前から入所・保護の調整がされてい

たかとト15_⑮就業困難やリストラなどによる貧

困のクロス表

1.15.⑬就業困
難やリストラな
どによる貧困
該当 該当

する しない 合計
1・13. され 度数 22 34 56 
出生 てい 1・13. 39.3% 60.7% 100.0% 
前入 た の%
所・保 1・15 16.7% 6.9% 9.0% 
議の の%
調整 さtも 度数 98 401 499 

てい 1'13. 19.6弘 80.4% 100.0% 
ない の%

1・15 74.2% 81.7% 80.1% 
の%

わか 度数 12 56 68 
らな 1'13. 17.6% 82.4切 100.0% 
v、 の切

1・15. 9.1% 11.4% 10.9% 
の%

度数 132 491 623 
1・13. 21.2% 78.8% 100.0% 

合計 の%
1・15. 100.0% 100.0% 100.0% I 
の%

また、表は示さないが、解除後の子どもの行き先

とのクロスで見ると、「家庭引き取り」が判断された

事例は 18件 (32.1%)。一方、「公的保護(の継続)J 

となった事例は 37件 (66.1%)。保護の継続の必要

性が高い煩向にある。
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プログラムの作成については、「特定の専門的な援

助技術を取り入れた」保謹者聾助プログラムを適用

する領向が見られる。欠損値5事例を除く 51事例の

うち 24件 (47.1%)に適用されており、高い割合で

ある。「独自のj プログラムも 6件あり、計 30件が

何らかのプログラムを作成したことになる。

それでは、地域との連携についてはどうだろうか。

クロスの結果を見ると、出生前から入所・保護の調

整がされていた事例は、乳児院が解除にあたり地域

の関係機関等と直接接触し、情報交換等実施してい

る割合が高い。この領域に該当するケースは、地域

との綿密な調整の中で乳児院入所(保護)までに至

ったはずで、ある(表 145)。

乳児院と地域との連携のあり方を模索するうえで、

出生前入所調整を要する事例は、貴重なモデルケー

スになると思われる。

表 145 ト13_出生前から入所・保護の調整がされてい

たかと 2-12.解除にあたり、地場の関係櫨聞等と直

接接触(電話連轄を含む)し、情報互換、引き継ぎ等

を実施したか(他檀固との情報交換) のクロス表

2・12.解除にあたり他

機関との情報交換を
したか

しな
質問

した 非言案し、
当 合計

1・1 され 度数 22 19 7 48 
3.出 てい 1・13 45.8 39.6 14.6 100.0 
生 た の% % % % % 
前 2・12. 11.5 6.5% 6.4% 8.1% 
入 の % % 

所 され 度数 146 243 88 477 

-保 てい 1・13 30.6 50.9 18.4 100.0 
謹 ない の% % % % % 

の 2-12. 76.0 83.5 80.0 80.4 

調 の% % % % % 

整 わか 度数 24 29 15 68 

らな 1-13 35.3 42.6 22.1 100.0 
L、 の % % % % % 

2・12. 12.5 10.0 13.6 11.5 
の % % % % % 

度数 192 291 110 593 

1・13 32.4 49.1 18.5 100.0 
合計 の% % % % % 

2・12. 100.0 100.0 100.0 100.0 
の切 % % % % 

3) r親として未成熱』な保護者像とは。

保護者の状況ー状態に関する質問で、該当すると

の回答が最も多かったのが、「親として未成熟」とい

う評価である。 6割を超える保護者 (353事伊1]，

63.9%)が未成熟と認定されているが、本調査で質

問の際「親として未成熟」の定義をしていない。

そこで、その他の状況・状龍等、各項目における

「親として未成熟」該当ケースの割合と、全ケース
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におけるそれの割合 (63.9%) との比較から、「親と

して未成熟」と言われる保護者像を探ってみる。

結果から言えば、クロス集計の結果からは、明ら

かな特徴を担えることはできなかった。 63.9%を上

回ったのは 6項目。最も「親として未成熟jの割合

が高く出たのが「性被害体験あり」で、 84.2% (19 

件中 16件が誤当)。次が 77.1%の「暗け事、浪費癖」

(35件中 27件が該当)であるn 前者は、被害の内

容そのものが深刻であり、親自身へのケアが先決で、

子どもを養育できる状態にない、保謹者像が浮かぶ。

後者は、子どもをなおざりにする保謹者像が推察さ

れる。だが、これらの項目 l士、本調査ではいずれも

少ない回答件数であり、「親として未成熟」を定義し

うる特徴的な傾向とは言いづらい。

むしろ、 77.6%の割合になった「備った子育て」

は、 82件が該当しており、未成熟な親に見られる頓

向として示せるかも知れない。援助者が指摘する子

育ての偏りは、すなわち親の自己中心性を意味して

いると思われる。養育の視点を子ども中心に置くこ

とができない保護者を、「親として未成熟」と評価す

ることは、ある意味で妥当である。

また、「知的障害J97事例のうち 76.3%にあたる

74件が「親として未成熟jに該当している。この件

数は、「親として未成熟J353事例の 21.0%が誤当。

“未成熟でない親"271事例における「知的障害」

の割合は 8.5% (23件)であることからも、未成熟

と知的障害の関連性は低くないと言えるだろう。

表 146r親として未成鼎」と、保護者の状態・状現と

の関連

親として未
全件数 成熟の該当 % 

件数

DVの状況あり 137 7日 57.7% 

婦人相談所関与あ
126 

り
77 61.1% 

精神疾患等履歴あ
206 

り
108 52.4% 

被虐待体験あり 107 73 68.2% 

SBSに該当する 38 18 47.4% 

出生前把握あり 56 36 64.3切

知的障害 97 74 76.3% 

身体的な病気 65 32 49.2% 

暴力的傾向 106 63 59.4% I 

アルコール依存 23 10 43.5% 

薬物依存 34 17 50.0% 

賭け事、浪費癖 35 27 77.1% 

支払い以上の借金 42 24 57.1% 

社会的孤立 127 81 63.8% 

親族関係の不和 247 156 63.2% 

偏った子育て 107 82 76.6% 

性被害体験あり 19 16 84.2% 

貧困 132 80 60.6% 

表147 ト15.その他の扶態、故現⑪親として未成熟と子3.プログラムの作成について、 『乳児院』と『兜童相議所』がど

のように関与したか(作成主体} のクロス表

2・3プログラムの作成について、「乳児院」と「児童相談所」

がどのように関与したか(作成主体)

乳児院 乳児院 児相主 児相だ 乳児院 この質

と児相 主体で 体で作 けが作 だけで 問項目

が協 作成 成し、 成し、 作成 は該当

力、協 し、児 乳児院 乳児院 し、児 しない

働して 相が協 が協力 は関与 相i土閲

作成 力 せず 与せず 合計

1'15.その他の 該当しない 度数 28 9 40 3 5 179 264 

状態、状況⑪ 1'15.⑪の% 10.6% 3.4% 15.2% 1.1% 1.9% 67.8% 100.0% 

親として未成 2・3.の% 30.4% 45.0% 37.4% 18.8% 50.0% 49.9% 43.7% 

熟 該当する 度数 64 11 67 13 5 180 340 

1-15.⑪の% 18.8% 3.2% 19.7% 3.8% 1.5% 52.9拍 100.0% 

2・3.の % 69.6% 55.0% 62.6% 81.3% 50.0% 50.1切 56.3% 

度数 92 20 107 16 10 359 604 

合計 1・15.⑪の % 15.2切 3.3% 17.7% 2.6% 1.7% 59.4% 100.0弘

2-3の% 100.0% 100.0% 100.0切 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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その他「被虐待体験Jにおける「親として未成熟」

の割合が、若干高く出ている (73件、 68.2%)。こ

の件数l立、未成熟な親350事例(欠損値除く)の20.9%

にあたり、未成熟でない親における被虐待体験有の

割合(270事例のうちの 34件、 12.6%)を上回ってい

る。被虐待体験は親としての成熟を匝む要因のひと

つになり得るのかもしれなし、(表 146)

ここでは表を示さないが、解除後の子どもの行き

先を見ると、 “未成熟でない親"群に比べ、 「公的

保護(の継続)Jの割合がやや高く出ている。欠損

置を除く「親として未成熟J352事例のうち、 「家

庭引き取り」は 157件(44.6%)に対し、「公的保護(の

継続)Jは 51.1%・一方“未成熟でない親"は 267

事例における「家庭引き取り J4.7% (146件)0 r公
的保謹(の継続)Jは44.2% (118件)である。プ

ログラム作成についても、 “未成熟でない親"群に

比べ、作成した割合がやや高い。 r特定の専門的な

援助技術を取り入れた」保護者援助プログラム 102

件、 「独自の」プログラム 83件が、 I親として未成

熟j事例で作成され、これらは欠損値を除く該当 341

事例の 54.2%にあたる。一方“未成熟でない親"267 

事例における作成割合は 42.7%(114件)である(表

147)。

プログラム作成における乳児院と児童相談所等と

の協働・協力の状況では、 “未成熟でない親"への

協力、協働、事例が計 77件 (29.2%)なのに対し、

「親として未成熟」な保護者へは、 41.7% (計 142

件)が伺らかの形で乳児院と児相が協力、協働した

と回答している。未成熟な親に対して、乳児院と児

童相談所が比較的手厚い援助を試み、また実施して

いることが読み取れる。

4) r親臨聞慌の不和」に関連する保護者田技語、状

現は何か。

保謹者の状態、状況で、 「親として未成熟Jの次

に割合が高かったのが、 「親族関係の不和J (247 

事伊U，44.7%が該当)であるが、どの項目との関連が

大きいのだろうか。クロス集計の結果から、全ケー

スにおける割合 (44.7%) を上回った 8項目を見つ

けることが出来る。

「親旗開保の不平日」の該当が 6割を上回ったのは

3項目。 r支払い以上の借金J (64.3%) 、 「性被

害体験あり J (63.2%) 、 「薬物依存J (61.8%) 

である。

次に、 5割台の項目が 3つ。 r被虐待体験あり」

(59.8%) 、 「社会的孤立J (52.8%) 、 I婦相関

与あり J (51.6%) である。

その他、 rDVの状況あり」と「出生前把握あり」

との関連性が比較的高く出た(表 148)。
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表 148r親接関係の不和」と、保護者の状撞・状i兄と

の関連

親族関係
全件数 の不和の % 

該当件数

DVの状況あり 137 68 49.6% 

婦人相談所関与あり 126 65 51.6% 

精神疾息等履歴あり 206 90 43.7% 

被虐待体験あり 107 64 59.8% 

SBSに該当する 38 10 26.3% 

出生前把握あり 56 27 48.2% 

知的障害 97 36 37.1% 

身体的な病気 65 19 29.2% 
暴力的傾向 106 40 37.7% 

アルコール依存 23 10 43.5% 

薬物依存 34 21 61.8% 

賭け事、浪費癖 35 15 42.9% 

支払い以上の借金 42 27 64.3% 

社会的孤立 127 67 52.8% 

偏った子育て 107 44 41.1% 

親として未成熟 353 156 44.2% 

性被害体験あり 19 12 63.2% 

貧困 132 59 44.7% 

これらの状況、状睡がもともと親族関係に不和があ

ったことによって引き出されたものなのか、あるい

は保謹者がこれらの状況、状態に陥ったことをきか

っけに不和が生じたのかは、別述、精査が必要であ

る。

例えば、 「被虐待体験あり」は、保護者の被虐待

歴が原因となり、結果として現在の親族関係の不調

につながると考えられる一方、原家族にあった関係

性の不調が子どもへの虐待を生じさせたと考える事

も出来る。

また、 「性被害体験あり J19事例のうち 12件

(63.2%) が「被虐待体験あり」と重なっているo

このことから、おそらく半数以上の事例が、 “性被

害体験=r性的虐待J"に蕗当すると解釈できる。

また、この 19事例の 68.4%にあたる 13件が、 「精

神疾患あり、またはありそうだが不明」とクロスし

ている。性的虐待が及ぼす精神疾患あるいは不調、

そして親族関係にもたらされる不和は、必棋の結果

と言えよう。

親から虐待を受けた経験は、子が親になってもそ

の親子関保を修復することなく、新しい世代の養育

~孫の代の安全、安心な育ち~にも負の影響を及ぼ

す。本調査の事例は全て親子分離せざるを得なかっ

たケースである。特に「性被害体験=性的虐待」ケ

ースからは、世代間連鎖の深刻さをうかがい知るこ

とが出来る。
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(3) -6 虐待の再発についての考察

1) r家庭引き取り」となった 303事例のうち、虐待

の再発があった事例は 38件である。

本謂査では、 21年度中に乳児院から「家庭引き取

りJとなった事例は 303件。そのうち、 22年 11月

までの問、乳児院が把握する虐待の再発があったケ

ースは 38件である。これらは、「虐待の再発があり、

再保護(措置)され、現在に至っている」、 「虐待

の再発がたびたびあり、保護(措置)と解除を操り

返している」及び I虐待の再発があったと児相から

聞いたが、再保護(措置)されたかどうかはわから

ない」を合わせた件数である。また、この 38件とい

う件数は、「家庭引き取りJ事例の 12.5%にあたる。

すなわち、 1割強の割合で虐待が再発している、と

いうことである。

一方、 「新しい生活環境で順調に生活しているJ

と回答があった事例のうち、 I家庭引き取り」ケー

スは 110件。 r退所後の状況はわからなL、」または

「この質問項目は該当しない」のうち「家庭引き取

りjケースは 155件である。

ここでは、 「家庭引き取り」事例を、退所後の状

況から 3類型(①「虐待再発」群 38件、 @r新生活

順調」群 110件、 @rわからない・非該当J群 155

件)に分け、特に、申と@の類型の特徴等について、

いくつかの観点から考察を試みたい(表 149)。

表 149 家庭引き取り事例と虐待の再発 (3顛型)

件数 % 

「虐待再発」群 38 12.5% 

「新生活順調J群 110 36.3% 

「わからない・非該当J群 155 51.2% 

合計 303 100.0% I 

2) r新生活順調』群lま‘入所措置の事例の割合が高

L、。
「新しい生活環境で順調に生活している」ことが

把握されている 110事例のうち、 64.5%にあたる 71

件が入所措置である。「わからない・非該当」群で一

時保護の割合が高いことと合わせて考えると、入所

措置事例の方が、乳児院との関わりが比較的探く、

退所後の状況が把握されやすいことが推察される。

一方、「新生活順調」群に比べ、「虐待再発」群で

一時保護の割合が高いことについては、保護者と児

童相談所が対立関係にあり、入所措置の同意が取れ

ないケース等が含まれていることが想定される。
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表 150 家庭引き取り事例 (3類型) r一時保護』

か「入所措置」か

一時保
入所措置 合計

謹

「虐待再発」 件数 17 21 38 
群 % 44.7% 55.3% 100.0% 

「新生活順 件数 39 71 110 
謂」群 % 35.5% 64.5% 100.0% 
「わからな 件数 87 68 155 

い・非該当」
% 56.1% 43.9% 100.0% 

群

合計
件数 143 160 303 

% 47.2% 52.8% 100.0% 

3) r虐待再尭』群は、「複数回白保護(措置)を繰り

置している』に量当する割合が高い。

「虐待再発」群 38事例のうち、「複数回の保護(措

置)を繰り返している」ケースに詰当しているのは、

8件 (21.1%)。この割合は、 「新生活順調」群の

約 5倍、 「わからないー非該当J群の約 2倍に値す

る(表 151)。

「虐待再発J群においては、リスクが消失してい

ないことを承知しつつ、例えば地域の支援体制を組

んだ上で、再保護(措置)の可能性も考慮しながら、

児童相談所によって「家庭引き取り」が判断されて

いる事例が一定数あることが考えられる。

次に、 「効果の認識(保謹者援助プログラムの効果

について、乳児院側がどのように語識しているか)J 

の質問項目との関連を見てみる。 r虐待再発」群で

は、非誌当 22事例を除いた 16事例のうち、 56.3%

にあたる 9件が「りスク完全消失Jまたは「リスク

ほぽ消失」に該当。 rリスクほぽ消失せず」と「リ

スクまったく消失せず」は3件が回答されたに過ぎ

ない。このことは、乳児院での援助プログラムの結

果、リスクの消失が概ね確認され、 「家庭引き取り」

にも関わらず、新たに何らかの要因から虐持が再発

している事例が多い、ということである。子どもへ

の虐待が生じる家族に諸々の問題が発生する可能性

が高いことが推察され、同時に、乳児院や児童相談

所等援助者側が抱える支援の困難さも表している。

しかし、むしろ着目されるのは、プログラムを作成

しなかった等、この質問項目にほ該当しないリス

ク消失非該当J22事例で、 「虐待再発」群の 57.9%

にあたる。このことは、プログラム作成の必要性、

援助過程や結果、リスクをより吟味することの重要

性を示唆している。

一方、 「新生活順調」群では、効果の認識非該当

の40事例を除いた 70事例で見ると、 74.3%にあた

る52件が「リスク完全消失」または「リスクほぽ消

失」に該当する。 rリスクほぽ消失せず」に「家庭

引き取り」が判断された事例は、この群ではわずか
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に1件報告されただけである。これらは順当な結果

と言えるだろう(表 152)

表 151 宰庭引き取り事例 (3類型) r複数回保

護』の有無

「虐待再発」群

表 1臣 家庭引き取り事情 (3類型) r劫果の盟譜』

リスク完 リスクほ
リスクほ

全消失 ぽ消失
ぽ消失せ

ず

「虐待再 件数 I 8 2 

発」群 % 2.6% 21.1% 5.3% 

「新生活順 件数 8 44 l 

調」群 % 7.3% 40.0% 0.9% 

「わからな 件数 1 19 4 

い・非該当」
% 

群
0.6% 12.3% 2.6% 

合計
件数 10 71 7 

% 3.3% 23.4% 2.3% 

「新生活順調」
件数 5 105 110 

群 % 4.5% 95.5% 
100.0 

% 

「わからな
件数 15 140 155 

い・非該当」群 % 9.7% 90.3% 
100.0 

% 
件数 28 275 303 

合計
% 9.2% 90.8% 10041 

リスクま リスク消
Pスク消

ったく消 失わから
失非諒当

回答なし 合計

失せず ない

1 2 22 2 38 

2.6% 5.3% 57.9% 5.3% 100.0% 。 15 40 2 110 

0.0% 13.6% 36.4% 1.8% 100.0% 。 26 101 4 155 

0.0% 16.8% 65.2% 2.6% 100.0% 

1 43 163 8 303 

0.3% 14.2% 53.8% 2.6% 100.0% 

表 153 家庭引き取り事例 (3類型) r保護者橿助プログラム』作成の有無

「特定の…J I独自のjプ プログラム プログラム プログラム 回答なし

プログラム ログラムf乍 必要あった 必要なし 作成わから 合計

作成 成 が作成せず ない

「虐待再発」群
件数 12 8 

% 31.6% 21.1% 

「新生活順調J 件数 27 44 

群 % 24.5% 40.0% 

「わからな 件数 27 31 

い・非該当」群 % 17.4% 20.0% 

件数 66 83 
合計

% 21.8% 27.4切

4) r虐待再発」群lま、「特定の専門技術を取り入れた』

保護者握助プログラムを作成している割合が高い。

前述した、リスク消失に聞する効果の認識は、「保

護者援助プログラム」の作成状況にも関連があると

思われる。 r虐待再発」群では、 「特定の…」プロ

グラムを作成した割合が最も高い。 31.6% (12件)

が該当する。つまり、「虐待再発J群に対してこそ、

援助プログラムに専門技術が取り入れられる頓向が

あるということであるo また、 「独自の」プログラ

ム作成事例も合わせると、 52.7%が何らかのプログ

ラムを作成したことになる。

8 4 5 1 38 

21.1% 10.5切 13.2切 2.6% 100.0弘

4 14 20 1 110 

3.6% 12.7% 18.2% 0.9% 100.0% 

日 40 44 4 155 

5.8% 25.8% 28.4% 2.6% 100.0% 

21 58 69 6 303 

6.9% 19.1% 22.8% 2.0% 100.0% 
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反面、 21.1%にあたる 8件が、 「プログラムを作

成する必要があったが作成せず」と回答。この項目

も、他の群と比較すると高率である。保謹者との対

立が撤しい等、余程の困難ケースであるか、あるい

は、児童相談所や乳児院等の支援体制が、何らかの

事情により整わなかったか、等の理由が考えられる

が、虐待の再発との関連で見ると、非常に興味深い。

また、 「新生活順調」群については、特に「狙自

の」プログラムを作成した割合が高い。実に 40%(44 

件)が該当する。 r特定の…」プログラムと合わせ
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ると、 64.5%で何らかのプログラムを作成している。

プログラムの効果が出ていると評価できる。

一方、退所後の状況が「わからないー非該当」群

では、プログラムを作成した割合は、 37.4%に止ま

る。最も多いのが「プログラムを作成したかどうか

わからなし、J (28.4%)であることから、これに該

当する 44件は、乳児院が一定期間、児童相談所から

子どもを預かっただけのケースだと推測する(表

153)。

5) i新生活順調」群l立、ブログラム作成に「慢護者

が参加している』割合が高い。また‘半数以上が

『合同ミーティング」を実施している。

保謹者参画との関連で見ると、家庭引き取り後の

状況について、 「新しい生活環境で順調に生活して

し唱」と乳児院に把握されている事例は、プログラ

ム作成に保護者が参加している割合が高く出ている。

110事例のうち、 45.5%にあたる 50件が「保護者

参加あり」である。また、 「合同ミーティング」の

実施についても、 51.8%にあたる 57件が該当。 rわ
からない・非該当」群と比べると、いずれも 2倍以

上の割合であり、保護者参画の一定の効果を確認出

来る。

表154 家庭引き取り事例 (3類型) r保護者多加』の状

況

参加 参加 参加 回答

あり なし わか なし
合計

らな

u、
件数 12 15 4 7 38 

「虐待
31.6 10.5 18.4 100.0 

再発J群 % 39.5羽
% % % 明

「新生 件数 50 27 30 3 110 

活順調」 45.5 27.3 100.0 

群 % 24.5% 2.7% 
% % % 

「わか 件数 30 57 49 19 155 

らな
19.4 31.6 12.3 100.0 I 

い・非核 % 36.8% 
% % % %1 

当J群

件数 92 99 83 29 303 

合計 30.4 27.4 100.。
% 32.7% 9.6% 

% % % 

一方、 「虐待再尭I群においても、低くない割合

で、保護者が参画している状況が読み取れる。プロ

グラム作成への保護者参加については、 31.6%にあ

たる 12件が I参加あり」と回答があった。また、 I合
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同ミーティングJに聞しても、 36.8%(14件)が「実

施した」と回答している(表 154) (表 155)。

このことは、プログラム作成等に保謹者参画があ

った事例においても、虐待が再発するケースが一定

の割合で生じることを表しており、前述した “乳

児院での援助プログラムの結呆、リスクの消失が概

ね確認され、 「家庭引き取り」にも関わらず、新た

に何らかの要因から虐待が再発している事例が一定

の割合である"という推察を強化している。

表 155家庭引き取り事情 (3類型) r合同ミーティンゲ』の実
施

実施 実施 質問非 回答

あり なし 該当 なし 合計

「虐待再
件数 14 23 。 1 38 

発」群 % 36.8拡 60.5拍 0.0% 2.6% 
100.0 

% 

「新生活
件数 57 51 。 2 110 

順調J群
% 51.8% 46.4% 0.0% 1.8切

100.0 
% 

fわから 件数 36 109 8 2 155 
ない・非

% 23.2% 70.3% 5.2% 1.3% 
100.0 

該当」群 % 

件数 107 183 8 5 303 
合計

% 35.3% 60.4% 2.6% 1.7% 
100.0 

「家庭引き取り」した事例で、虐待者の居る家に

帰ったか否かについては、 「虐待再発」群で 94.7%

にあたる 36件が、「虐待者の居る家」に帰っている。

他群では、 「虐待者の居ない家に帰ったJ割合が、

いずれも 15.5%である(表 157)。

% 

「虐待再発」群では、虐待者である実母の元に引

き取りとなるケースがほとんどであり、他群では、

実父等の虐待者が居なくなることで、家庭引き取り

が判断されたケースが一定数あるということである。

6) r虐待再発』群では、主たる虐待者が『実母」の

割合が高〈、そのほとんどが「虐待者の居る家』

に掃っている。

本調査では、主たる虐待者の 70.4% (430件)が

実母、 17.2% (105件)が実父である。 r家庭引き

取り」事例の 3類型で見ると、 「虐待再発」群で、

実母の割合が、他群と比べても高く出ている。 86.8%

にあたる 33件が、主たる虐待者を実母としている。

一方、 「新生活順調J群と「わからない・非該当」

群l士、実母の割合が共に 6割で、全ケースにおける

割合と比較しでも低1，.'0実父及びその他の虐待者の

割合が、いずれもやや高くなっている(表 156)。
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表 156 家庭引き取り事例 (3額型) 主たる虐待者

実母 実父 その他 合計
{牛

33 z 3 38 「虐待再 数
発」群

% 86.8% 5.3% 7.9% 
100.0 

% 
件

67 25 18 110 「新生活 数
順調J群

% 60.9% 22.7% 16.4% 
100.。

% 

「わから
件

95 34 26 155 
ない・非

数

該当」群 % 61.3% 21.9% 16.8% 
100.0 

% 
件

195 61 47 303 
合計

数

% 64.4% 20.1% 15.5% 
100.0 

% 

表 157 家庭引き取り事例 (3類型) 虐待者の居る軍に帰

ったかどうか

虐待者の 虐待者の 回答

居る家に 居ない家 なし 合計

帰った に帰った

「虐待再
件数 36 1 1 38 

100.。
発I群 % 94.7% 2.6% 2.6% 

% 

「新生活
件数 86 17 7 110 

100.0 
順調」群 % 78.2% 15.5% 6.4% 

% 

「わから 件数 111 24 20 155 

ない・非該 12.9 100.0 
% 71.6% 15.5% 

当」群 % % 

件数 233 42 28 303 

合計 100.0 
% 76.9% 13.9切 9.2% 

% 

これまでの項目と合わせて、 「虐待再発J群の特

徴を考察すると、ふたつの類型が考えられる。ひと

つは「プログラム作成J群。主たる虐待者である実

母に対し、「特定の専門的な援助技情を取り入れた」、

あるいは「独自の」保護者援助プログラムを、保護

者参加もありながら作成、実施し、リスクがほぼ消

失したことを確認したうえで、虐待者である異母の

元に家庭引き取りした接、再び虐待状況が生じた、

表 158 家庭引き取り事例 (3類型) r解除の判断』

乳児院と児相 乳児院
対等 提案

「虐待再発」群
件数 16 。
% 42.1% 0.0% 

「新生活順調」群
件数 48 4 

% 43.6% 3.6% 

「わからない・非該当」群
件数 31 1 

% 20.0% 0.6% 

合計
件数 95 5 

% 31.4% 1.7% 

270 

というケース像。もうひとつが「非プログラム作成J

群。前者とはプログラムに基づく支援をしなかった

か、できなかったという過程のみ異なる。 r非プロ

グラム作成J群については、本調査では概ね質問項

目の対象外としたため、考察に限界があるが、例え

ば地域ネットワークによる支援体制の整備とのバラ

ンスの中で、家庭引き取り(解除)に向けた援助が

進められたこと等が推測される。

7)解除の判断仁聞して、『虐待再尭j 群と『新生活

順調』群l主、同様の帽向が見られる。いずれも、

「乳児院と児童相詰所が対等に協草して判断」し

た割合が4割強ある。

解除の判断に閲しては、 I 虐待再発」群と「新生

活順調」群に見られる個向と、 「わからない・非該

当」群に見られる傾向とで、それぞれ特徴が分かれ

た。

前者は、 「解除は児童相談所側から提案され、乳

児院が了解Jが約5割を占めるものの、 「解除は乳

児院と児相が対等に協議し、判断」が、 「虐待再発」

群で 42.1% (16件)、 「新生活l順調」群で 43.6%

(48件)を回答されているo

このことから、どちらの群も乳児院と児相が協働、

協力する割合は変わらず、虐待再発は家庭引き取り

後、在宅生活が始まってからの何らかのきっかけ、

あるいは新しい要因等により、生じているのではな

いか。その意味では、家庭引き取り能「家庭生活順

調」群に入るか、あるいは「虐待再発」群に転じる

かは、家庭引き取り笹の児相指導の内容や、地域支

援体制の機能状況等、いわゆる在宅指導が大きく聞

与していることが推察される。

児相提案 乳児院児相 乳児院関 回答
合計

対立 与せず なし

19 I 2 。 38 

50.0% 2.6% 5.3% 0.0% 100.0% 

57 。 。 110 

51.8% 0.9% 0.0% 0.0% 100.0% 

103 3 16 1 155 

66.5% 1.9% 10.3% 0.6% 100.Q'&J 

179 5 18 1 303 I 
59.1% 1.7% 5.9% 0.3% 100.0% I 
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他方、後者については、児相提案による解除が

66.5% (103件)で大半を占め、対等に協議し判断

した事例は 20.0%(31件)に過ぎない。また、 「解

除にあたって、乳児院は全く関与しなかった」が

10.3% (16件)あるのも、特徴的である{表 158)。

また、特に「新生活順調J群でl士、 「解除にあた

っては、乳児院と児相とで意見が対立した」と回答

された 1件を除き、 109事例で乳児院が解除の判断

に何らかの形で関与している。 “対立"を関与のひ

とつの形龍と担えれば、全事例に関与したと解釈す

ることができる。

その意味では解除後、安全、安心な家庭での生活

を子どもに提供できるようにするためには、解除の

判断を、乳児院と児童相諜所が、協働、協力して行

うことは重要で不可欠な援助過程と考えられる。

8) r新生活順調』群でl立、児童相韻所との協働につ

いて、乳児院側の評価が高い恒向が見られる。

「保護者援助プログラムについて、児童相談所と

の協働がどの程度できたか、乳児院側の評価Jに関

する質問項目とのクロスで見ると、 「新生活順調」

群で、高い評価がされていることが、顕著に表れて

いる。 I十分協働できたJが24.5%{27件)、 「い

くつかの課題はあるが、概ね協働出来た」が 34.5%

(38件)である。特に前者は、他群!こ比べ約4倍の

割合となっている。また、 I協働出来たとも、出来

なかったとも、どちらともいえなしリが 9.1% (10 

表 159 家庭引き取り事例 (3類型) r協働への評価』

十分協働 概ね協働 協働どちらと

も言えない

「虐待再発J群
件数 2 12 

% 5.3% 31.6% 

「新生活l順調」 件数 27 38 

群 % 24.5% 34.5% 

「わからない・非 件数 日 29 

該当J群 % 5.8% 18.7羽

件数 38 79 
合計

% 12.5% 26.1% 

lV. 考察

N -1.乳児院調査に関する考察は、以下の通りで

ある。

1.ネグレクト事例について、より詳細な調査・分析

の必要性がある白

本調査の結果からは、虐待種別(種類)はネグレクト

が最も多かった。そして、ネグレクト事例は解除後、

公的保護(の継続)が判断される割合が高い。

3 

7.9% 

10 

9.1% 

21 

13.5% 

34 

11.2% 
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件)回答されているものの、 「課題が多く、あまり

協働出来なかった」と「全く協働出来なかった」と

いう否定的評価の項目立し、ずれも 0件である。

一方、 「虐待再尭」群を見ると、 「概ね協働出来

たがJ31.6% (12件)、 「十分協働出来た」はわず

かに 2件の回答である。 I新生活順調」群に比べる

と、協働への評価はやや厳しい個向が見られる。否

定的評価も計 6件あり、 15.8%の割合である。この

結果は、本調査が既に乳児院側が虐待の再発を承知

している中での調査票回答であり、そもそも離しい

視点で記述された可能性があることも考慮すべきで

ある。しかし、児童相談所との協働の過程で、何ら

かの危倶の意識が乳児院側にあったことも考えられ

る。

また、 「わからない・非該当」群になるとさらに

協働への評価は低く、 「十分協働出来た」と「柾ね

協働出来た」を合わせても 24.5% (38件)である。

否定的評価も 11件(7.1%)回答されている(表 159)。

以上のことから、保護者援助プログラムについて

「児童相談所と協力、協働して実施することが出来

た」と乳児院に評価されたケースは、 「新生活順調」

群に入る確率が高いことが認められた。この結果は、

前項同様、 “子どもへの安全、安心な家庭生活の提

供のために乳児院と児相の協働、協力が援助過程に

おいては重要で不可欠である"としづ考察に、改め

て集約される。

あまり協 全く協働 協働非核 回答なし

出来ず 当
合計

働出来ず

3 。 18 。 38 

7.9% 0.0% 47.4% 0.0% 100.0% 

。 。 34 1 110 

0.0% 0.0% 30.9% 0.9% 99.1% I 

1 10 81 4 155 

0.6% 6.5% 52.3切 2.6% 97.4% 

4 10 133 5 303 

1.3% 3.3% 43.9% 1.7切 98.3% 

それでは、乳児を家庭で養育できないと判断される

ネグレクト(養育放棄)には、どのような具体の虐待

行為があるのだろうか。一定期間子どもを乳児院で保

謹し支援をした結呆、家庭引き取りを判断できない保

護者らのネグレクトの状龍、状況とはどのようなもの

なのか。ネグレクトの中核は母の養育問題である。こ

れに対して、実父・継父は身体的虐待で入所する事例
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が多く、実父、継父が家族を離れることで引き取りと

なっている一群の事案が認められている。またこの父

達の 3割~4害1)に DVが併存していることも住自すべき

状況である。

今後の乳児院、児童相談所等の保謹者援助のあり方

を検討するうえでは、母の養育をめぐるネグレクト事

例の具体の虐待内容に関するより詳細な調査、分析が

必要である。

2.緊急対応と子どもの聾育、そして保護者援助とい

3つの世割が‘乳児院の世割として求められてい
る。

ケースの約8割が、事前のケースカンファレンスな

く入所、保謹に至っている実態(表 81・1)を考慮する

と、乳児院が子どもを受け入れる場面の多くが、軍急

対応、あるいはそれに近い状況にあることが推測され

る。児童養護施設への入所・保護では、ほとんど考え

られないことであろう。

こうした緊急対応槽聞としての側面を持ちつつ、安

全、安心な空聞の中で乳児を育てる養育機関としての

側面、そしてその保謹者を援助する、支援機関として

の側面、大きく 3つの側面が、乳児院にいま求められ

ている役割と言える。これらを両立させることが、決

して簡単なことではないことは明らかである。

3. r保護者提助プログラム』作成の現状から、協働・

協力の重要性を読み取ることができる。

「特定の専門的な援助技術」を取り入れた保護者援

助プログラムが、児童相談所主導で支援に持ち込まれ

ているものだとすると、 「独自の」プログラムは、こ

れまで・乳児院を主体に蓄積された聾助技術が基本にな

っていることが考えられる。

本調査では、 「独自の」プログラムに関する定義を

しなかったが、おそらく一定の手順等があるはずであ

る。この、ある意味伝統的な乳児院の聾助技術を明ら

かにし、体系化することは重要なことかもしれない。

そのうえで、保謹者援助に「特定の専門的な援助技術J

を取り入れるかどうかを検討できるのが、望ましいの

ではないか。

このことからも、乳児院が有する保護者援助技術ど、

児童相談所から提供される専門的な援助技術 (NPO
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等支援機関によるものも含む)をすり合わせる作業が

今後、重要であり、協働・協力は不可欠だと思われる。

支援プログラムへの保護者参画の程度は全国にわた

って比較的均質に広がっている。

4.乳児院事情の対象の多くは実母であり、その半数

以上が精神的に帝んでいる状態にあること。三白

状態を理解することは、保護者揖助を樟討するう

えで大きな要素である。

本調査の結呆からは、主たる虐待者の大半は実母で

あった。しかも、その半数以上が、精神疾患またはあ

りそうだが不明、という乳児院音引面となっている。そ

して、こうした状態像にある実母こそ、乳児院におけ

る保謹者援助の主たる対象群ということである。

このことは、援助の現場で既に実感されていること

だと思われるが、具体の事実として確認出来る結果が

出たと言えよう。

乳児院と児童相談所等が保護者援助プログラムを組

み立てるうえで、この領域にいる実母をどう理解する

かが重要である。援助者側の知識、経験のさらなる獲

得のほか、多職種、あるいは地域の多機闘が関与する

ことで、援助の効果が高まるケースも多いのではない

か。

6.被虐待体験と精神疾患との聞連性の高さ。課剖な

状瞳像が推察される保護者に、乳児院、児童相読

所等の揖助者が直面している現実がある。

先に(表 120)で示したとおり、本調査の結果から、

被虐待体験ありの保護者の 63.6%で、精神疾患または

ありそうだが不明の状態像が見られることがわかった。

特に、性的虐待(性被害体験)との関連は、既述のと

おりである。こうした状況・状龍像にある保謹者の子

どもが一定数乳児院に保護されていることが現実であ

り、その保護者に援助者が直面していることもまた、

現実である。

本調査では、この領域にある保護者に閲する分析を

行わなかったが、実際にどのような控助が行われ、ど

のような結果、評価になっているのか、今後、別の調

査等での精査が望まれる。

7. r親として未成鼎」な保護者像を明らかにすること

も、今後の課題である。



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4) 

保謹者の状況、状態で最も多かった「親として未成

熟」とし句評価。全事例の 63.9%で詩当するとの回答

があった。先の項目でその状態像(ひとつとして、養

育の視点を子ども中心に置くことができない親)を推

察したが、明確にすることはできなかった。

この質問項目が援助者の主観に 100%拠っているこ

とから、この評価の妥当性を問う向きもあるかと思う。

しかし一方で、これに 6割以上の事例が「親として未

成熟Jに該当すると回答したのも事実である。

精神障害と知的障害、性的虐待を中心とした母自身

の被虐待歴が影響を与えていることは推測されたが、

そのことが、どのような養育上の困難をもたらしてい

るのかは今後の検討課題であり、乳児院に子どもを預

けることになった保護者の大半を占める「親として未

成熟」な状態像について、今後明らかにしていくこと

も、重要な課題のひとつと考えられる。

8. 引き取り事案での虐待の再発

調査が施設側の情報であるため、家庭寵帰後の情報

がすべては施設に届いていないという状況があったが、

判明している家庭復帰後の虐待問題の再発は約 12%で

あった。これは児相の調査(11-14%)に概ね近い数字

である。再発事案は保護者支援プログラムの設定や家

庭榎帰についての詳細な評価作業を通らないで復帰し

た事実にやや偏っている。其々の事情が分からないが、

こうした点は今後の検討点となるだろう。

町一 2. 全体考察

1子ども虐待対応における保護者指導・支援について

平成20年度から 3年間、児童相談所の虐待対応事案

における保護者指導・支聾のうち、特に親子分離を困

る必要性があった事案における保護者指導・支聾につ

いて調査と検討を行った。現状では児童相龍所の子ど

も虐待対応全般、親子分離事案について、専門的な保

護者指導・支援の手法・手順は検討途上にあり、また

その一部で支援・指導プログラムと呼ばれる諸技法が

試みられている状況にある。一部の自治体では、アセ

スメントや指導・支援の手順、対応の各節目における

チェックポイントの整理等が進められている。これら
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の手順の一部は、一定の枠組みとして整理され、親子

分離事案における、保護者指導プログラムや家庭榎帰

プログラムと呼ばれ、また家庭榎帰のための進行管理

を行う組織的な検討の場が設定されたりしている。内

容的には既存の複数の専門的手法を組み合わせて対応

プロセスをノレーティーン化したものや、様々なアプロ

ーチ手法の応用的組み合わせ、チェックポイントを統

一して進行管理を行うものなどである。これらの手

法・手順の有効性や妥当性の横証、各事案の課題に対

応した手法選択の説明根拠のための実証的データ蓄積

等は、各手法の確定と共になお今後の課題である。実

務的には対応の進行管理とアプローチ手法の選択に特

徴があるものの、個別事案の対応においては、提来か

らのケースワーク、ソーシヤルワーク、カウンセリン

グ等の経験知に基づく工夫と、様々な専門手法の応用

的・部分的取り込みによる柔軟な対応が行われている

実態がある。この点では何らかの統一的な対応手順の

整理が呈示されていない各現場でも、実務的には類倒

の対応実態があり得ることがうかがわれる。

2.児童相韻所の支揖と介入揖能について

児童相談所の投割は、相談・支援エーズをもっ子ど

も・家族への行政サーピス機関として、臨床的な専門

性に立った相読支擾機能による児童家庭福祉サービス

の提供である。ところがわが国では、子ども虐特対応

について、話来の相談支援活動とはかなり異なる条件、

即ち当事者の家庭養育上の問題認識、問題解決のため

の相談意志の確認を前握要件としない子ども虐待問題

についても、児童相談所に介入責任と対応義務が規定

され、保護者の意向に関係なく、子どもの安全確認の

試みや、職権保謹、養育改善や親子関係修復のための

支援メニューの提案・提示といったことが児童相談所

によって行われることとなった。これらの子ども虐待

対応は、当事者からはしばしば家族への、あるいは親

権への圧迫・慢害行為と受け止められるため、介入実

施機関となった児童相詰所が、その後の支援をも行う

ためには、轍しい対立・反発を克服しなければ相談支

援に至れないという困難な状況をもたらし、他方では

そうした結果が担定されるために強い介入をためらっ

て関係性を重視し過ぎて、必要な対応の機会を逃すと
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b、ったジレンマ問題も発生している。特に最近は、米

国の子ども保謹局 (CPS: Child Protect Service)の限

定的だが強い権限行債による介入・評価機能をモデ}レ

として、日本でもそうした対応を児童相談所が担って

いるかのように説明されるようになってきた。子ども

保謹局 (CPS)は、通告を受けた子どもの安全確認と

環境評価について、刑事裁判所と民事(家庭・少年)

裁判所の審理・裁定を前提として、その初期の緊急介

入、調査のための子どもの保謹拘束と詳細な調査とい

った、法定化された作業を担当し、裁判所にその結果

を報告する機関である。州、|によっては裁判所の関与後

の保護者指導の状況までをモニターする場合もあるよ

うだが、基本的には24時間体制でしばしば警察のパト

カーと共に出動し、通告された子どもを緊急に調査保

護する権限をもった機関である。わが国ではこれに相

当する作業を、司法監督下での進行管理なしに、行政

サーピス機関である児童相談所が、単独で子ども家庭

福祉サービス上の例外的対応機能として実施している。

これらの対応は当器、「支援」の範囲にとどまらない強

い権限介入を伴い、本質的には司法における評価と審

判といった介入・管理機能をその中核に含んでいる。

わが国ではこの機能を臨床的な児童福祉の専門性の中

に位置づけ、司法の投割は、それら児童福祉サーピス

における例外的な対応の一部につき、法に基づいて児

童相談所からの申し立てがあった場合のみ、それを審

査し承認・却下という評価・審判機能として活動し、

それをもって児童福祉サーピス機関への支接的機能を

果たしているとされている。

このように国家の司法権限、国民の義務の領域と、

個人の主体的・能動的な選択ー参加による任意の領域、

言い換えれば、法的，制度的な介入権限と義務による

管理機能と、臨床的専門性における支援機能を、行政

サーピス機関である児童相談所の専門性と行政責任に

集中させたことで、結果的に子ども家庭福祉サービス

における任意のサービスの提供・利用と、義務的な制

度的・権限的な介入判断行為の聞に混措が生じ、介入

に始まる支援といった、矛盾に満ちた万能性(オール

マイティな機能人本来並行すべき機能を、時間軸と関

係性の変化・変容による単一の睦過事象として混ぜ込

み、一体化させ、それを児童福祉サーピスの専門性の
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名の下に要請するといった握乱が生じてきていると考

えられる。これらの機能は本来、単一の臨床的な支援

権能として理解すべきではない。

3.臨床的なアプローチ手法、支撞プログラムの導入

こうした複雑な状況の中でも、従来からの相談・支

援体制の枠組みの中で、保謹者に養育改善の意欲が認

められる事案や、児相として、養育改善のための支援

について、保護者・関係者の参加と、ある程度の劫呆

が期待できると見込まれる状況では、欧米でベアレン

ト・トレーニングと呼ばれてきたいくつかの専門的プ

ログラムを元にしたトレーニング・プログラムが提供

されてきている。また、比較的短期(実態的には概ね2

年来満)に家庭揮帰が実現できると期待されるような

事案を中心に、一部の児相では、これまでに諸外国で

開発され、紹介さてきた様々な指導プログラム、特に

サインズ・オプ・セーフティ・アプローチやソリュー

ション・フォーカスド・アプローチ等の技術をベース

にした様々なソーシャルワークにおける指尊プログラ

ム的なアプローチが試みられてきている。その主な狙

いと効果は、児相と対立する保護者や、必ずしも見解

が一致しない複数の関係機関と児相が、現状評価や具

体的な援助方針の共通理解に向けて共同作業を行い、

評価や対応方針の共有化がよりスムースにできるよう

になったり、当事者参画プログラムの併用によって、

保護者との家族調整や再統合プロセスの家族との共有

化を図ったりすることができるようになることが挙げ

られる。ただ、これらのプログラムの元の聾は、支援

とは別に児童保謹局 (CPS)等による強い初期介入と

調査権限を持つ執行機聞の存在や、それを管理してい

る裁判所の審査・裁定システム、あるいは親族・地域

社会における構成員の課題と責任の共有や、具体的な

要件についての承認と申し立てといった、個人のプラ

イパシーを超えて法定化・社会化された制度・手続き

のパックアップを前提としてシステム化されてきたも

のである。わが国ではそうした体制が明確に存在しな

い分、初動対応から始まる権限介入機能やその桂の進

行状況の管理機能と、臨床的な支援機能:支援プログ

ラムの実施と評価、の両方を児童相談所だけが担うこ

とになる。従ってこうしたプログラムの対象者は、あ
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る程度の問題認識や動機付けがあるか、児童相談所の

提案する作業に参加，協力が可能な保護者、インフォ

ーマルな家族・親族・知人の協力が取り付けられる等

の要件が整う場合に限定される。また児童相談所側に

も、介入と支援機能の分離、個々の支援技術について

スタップのトレーニングやスーパーパイズ体制の確保、

対立的あるいは消極的・思避的態度をとる保護者や関

係者への集中的なはたらきかけとソーシャルワークの

専門性、定期的な継続指導を管理・維持できるだけの

人員体制{外部委託事業の管理・調整も含む)の整備

等が必要な要件となる。

ここで、昨年度の検討でその抵要を提示した保謹者

支援プログラムなるものの区分と、個別のプログラム

についての共通的な評価枠組みの再評価案を呈示して

おきたい。

① 保護者支援プログラムと呼ばれるもののうち、

ソーシヤルワークのマネジメントを棋として

各局面の具体的な技法をも提供するものは、グ

ランドデザインに限りなく近いものとして、個

別に設定されるプログラムとは分離する。

② 個別に設定されるプログラムで、従来の児相業

務であるソーシヤルワーク・ケースワークの併

用を必要としない独立プログラムは存在しな

い。それぞれのプログラムは同時に児相として

の責任におけるソーシヤルワーク・ケースワー

クの併用、調整をもって初めて全体としての援

助が機能する性質をもっている。それは関係機

関のネットワークと類叫の機能である。

@ 個々のプログラムがアプローチしようとして

いる領域には階層性があり、それは現時点では

柾ね3段階である。

i.保謹者は自身の未解決なトラウマや人生課

題が自身の養育に与えている、あるいは子ど

もの養育から受けている影響を理解し、自身

の課題に気付く。このアプローチでは、保護

者の社会性や対人関係能力、問題解決能力は

向上するが、それは保護者自身の問題理解を

進め、情緒的な安定と統制を増すことに寄与

するのであって、直ちに保謹者と子どもの関

係を直接に改善するものではない。間接的な
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影響、好影響はあるかもしれないが、まだ確

実なものではない。むしろ、逆説的に一部の

保護者はしばしの親子分離の必要性を認め

るかもしれない。

ll. 保謹者の社会適応、対人適応の課題にアプロ

ーチし、そのことによって不適切養育の具体

的な課題、社会的・対人的孤立や経済問題、

生活改善に閲する問題解決能力を強化する。

対人的・社会的な関係性を改善し、将来に対

する意欲や周囲の援助(児童相談所の援助も

含む)を適切に利用することを学び、見出す。

子どもへの理解や霊情、問題解決に対する意

欲の改善や生活の改善はあるが、実践による

生活改善・問題解決の実績が重要で、具体的

なもつれをもった親子関係の修復にはまだ

不十分であるo利害関係の共有、即ち互いの

利害が相反する関係において、自身の利害関

係を認識しつつ、なお相反する相手である子

どもの身になってみること、子どもの立場に

恒に立った場合に子どもへの共感性が示せ

るか、そのことによって自身の対応に変化が

生まれるか、がこの時点での重要課題である。

いくらかの保護者にとって、これは困難かも

しれない。この困難度に応じて、親子の関係

修握、不適切養育の再発の可能性は評価され

る必要がある。

U -2 ここで、実利的な効率と本質的な解決に

ついての困難な課題が発生する。一部の対人

的共感性に欠ける、あるいは能力的にそれを

満たすことが困難な保謹者で、子どもと自身

のことを十分に理解し、その関係改善に向か

うまでには至らないが、生活課題に対する支

援の提供や、評価枠組みの確実な提供(例え

ば規則的な家事援助、食事の提供や通園・豊

枝の保証、通院・服薬のJI国守等)を要件とす

ることで、かなりの程度、養育環境がその個

人の能力の範囲内では改善し、子どもと保護

者の同居そのものを本質的に不可としない

限りの条件での、限定的だがその範囲内での

最善の状龍、一定の支援下での子どもの安全
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な生活と養育状況が維持できそうな事案が

存在する。こうした事案で理想的な変化の実

現をあくまで要求するのは現実的では無い

ことがあり得る。

lll. 具体的で適切な子どもへのアプローチ方法

を感じ取り、体験的に学ぶことにアプローチ

し、実際の親子関係においてその成果を吟味

し、事実上の子どもとの生活上の課題を解決

し、傷んだ親子関係の修榎を試みる。この段

階から実際の親子の関係修複が開始される。

4.保護者指導・支揖のグランドデザインとしての『段

階的親子再接触』の枠組み

子ども虐待問題における保護者指導l士、強制的な介

入の判断・執行権限による管理機能が、任意性に基づ

く支聾枠組みの限界性を補って機能することで、初め

て実効性のあるシステムとなる。諸外閏では法制度の

違いも吉め、司法関与による介入、管理・判断機能と

福祉・臨床サービスの提供描能が、並行的な機能とし

て設定されている。ところがこれまでみてきたように、

わが国の子ども虐待対応においては、これらの機能は

区分されておらず、もっぱら臨床的専門性、経験知に

基づく福祉・臨床サービスの提供機能・専門性の中に、

介入判断とその執行も埋め込まれてきた。このような

福祉サービスの中に埋め込まれた法的な義務と介入・

管理機能を含む、わが国の子ども家庭福祉における保

護者支援の展開の姿のひとつが「段階的親子再接触」

の枠組みである。

I段階的親子再接触」の枠組みは一方で権限介入的

な管理機能として、子どもの安全についての養育者の

不適切養育の理解度、親子関係改善の程度等について

の評価と、それに応じた介入・管理・制限機能を有し

ている。他方で「段階的親子再接触」の枠組みは、保

護者・養育環境の実態評価に応じて臨床的なサービス

提供の段階的な枠組みを提供している。この枠組みそ

のものの起源は、従来からの児童相談所のケースワー

ク、ソーシヤノレワーク、カウンセリング等の専門性と、

措置権等の行政処分行為の権限機関として実施してき

た指導・管理機能との合体にある。これまでの調査で

ほぼ8割を超える多くの児童相談所が、様々な実践と
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対応課題の個別性や組織形態の違いを超えて「段階的

親子再接触」を枠組みとして採用してきたのはおそら

くこの歴史的経過によるとみられる。従って現在の法

制度と実務において、「段階的親子再接触」の枠組みl士、

児童相談所の子ども虐待対応における親子分離から始

まる保護者指導の基本的枠組み、グランドデザインと

しての基本的な枠組みとなっている。

5. r段階的親子再接触』の枠組みが果たす世劃

児童相談所の保謹者支援は、特定のプログラム手法

以前に、基本的な枠組みをいくつか持っているロそれ

らは「児童相談所運営指針Jや I子ども虐待対応の手

引き」に提示されているものをベースとし、各児童相

談所が相談業務の中で形成してきた枠組みである。実

はその枠組みが、児童相談所におけるソーシヤノレワー

ク・ケースワークの基本的枠組みとなっているのだが、

これまでそれらは明文化されることも、検在を受ける

機会も乏しく、頗繁な職員の入れ替わりや体制の整

備・変更、各地の地域事情、事態の要請に応じて様々

に変転する工夫ー加工を経て、先輩・前任者から後輩・

後任者への技情の伝達、職場内訓棒、申し送りという

プロセスを通じて変化しながら、また一定の形態を維

持してきた。それらは臨床的な専門性としては、非審

判的瞳度、受動積極性といった臨床的瞳度と、利用者

の相談要請・問題解決依頼に応じた、当事者の主体的

問題解決を目指す支援に集約される一群の手法をなし

てきた。他方、これらの支援と併行して児童相談所は

行政機関としての義務権限責任に基づく行政処分とそ

れに準ずる行為を担当している。 後者の領域には立ち

入り調査、職権保護等があるo 子ども虐待対応では、

これら臨床的な支援の専門性と権限責任による介入・

管理行為の実描責任の両方が児童相談所ひとつの機関

に集中する。そしてこの三つの機能の合体した枠組み

が「段階的親子再接触」なのである。

6. r睦階的親子再接触Jの枠組みにおける課題

「段階的親子再接触」は臨床的な親子支援サービス

としては、傷ついた親子関係の修揮を調整・支援する

ための枠組みであると同時に、親子調整の各段階の進
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行管理、親子接触の制限を含む判断管理の枠組みでも

ある。傷ついた親子園保の修複・支援における児童相

詰所の専門性は、相談者の要請・ニーズに基づき、期

待される問題解決目標に応じてその対応を展開すると

いう、受動的積極性に基づくケースワークの発想がま

だまだ強く、ソーシャルワークにおけるアセスメント

を主導理念とする援助の理論化、特に介入的な対応判

断を吉む積極的な子どもの最善の利益保証といった価

値実現を目指すためのアセスメントと判断の壇先順位

や手順化を軸とした対応の考え方はまだ十分には定着

していない。さらに言えば、その支援の文脈と並立・

併行して機能すべき、管理・介入の司法的判断機能が、

わが国では親子支援に連続する一部に位置づけられて

きたために、対応初期の段階では介入的な対応判断に

一定の重点が置かれるのだが、そのf去の支援が展開す

ると共に包括的な事象の理解が進み、介入的な対応判

断の枠組みが後退して、支援の枠組みに全体の重点、が

移動するとしづ栢向が認められる。そのため、当初の

段階では比較的明瞭であった介入的な管理機能が、

徐々に支聾の文脈に織り込まれて見えにくくなり、初

期の対応では親子の再接触がそのままでは認め難いと

されていたはずの保護者の不適切養育の否認態度も、

支援展開後の判断では、握やかな許容範囲にずれ込ん

でいくという実態がある。こうした対応変化の中には、

客観的な管理・介入的な対応判断の枠組みによる基準

化が十分でなく、支援提供者の経験知バイアスによる

判断の観点、移動・ズレも含まれているとみられる。こ

れに類倒した現象として、加害保護者が居る家に子ど

もが帰る場合と、加害保護者が排除された家に子ども

が帰る場合では、当器、段階的親子再接触の枠組み提

供は加害保護者が居る家に帰る場合に重点が置かれる

ものと想定されるが、平成22年度の調査では、その両

者への適用は件数比としては全く同率で、あった。これ

は伺らかの具体的な介入ー管理上の要件基準を設けて

枠組みを設定管理するのではなく、臨床的経験知によ

る直観的なバイアスが機能していることの結呆である

とみなされる。

なぜこういうことが生じてきたか。①初期対応にお

いては介入判断が主要件となるが、それ以降の支援の

展開において、何らかの展開がみられ始めs 包括的な

277 

事態の理解が進んだ場合、それが例え充分な客観性や

反証要件を確立していなくても、支援樺聞としての活

動において介入・管理的な判断のためのアプローチは

佳造せざるを得ない。@対応初期の介入から最終的な

支援終了までの介入・管理的な判断の為のアプローチ、

アセスメントが標準化されていない。現在行われてい

るアセスメントは、支援の文脈でどの程度関係が修復

され、今後どのような支援が狙えるかであって、例え

ば再発の危険性がどの程度あるかといったアセスメン

トではない。@個別の事案の持つ複雑性に対して、初

期対応では集中的なアプローチが試みられているが、

それ以降の対応接点での投入人員、活動量ははるかに

少なく、もっぱら当事者との関係性の展開に重点が置

かれている。そのためアセスメントは当事者関係にお

ける包括的な理解に重点が置かれ、個別の客観的な反

証情報の収集・評価などは限定される。こうした対応

においては経験知が最も有効な枠組みとなり易く、そ

れに代わる重厚な実証データによる基準化はデータの

収集・分析の段階から投入人員・業務量等の要件で困

難なままである。由よしんぼ、反証的な情報が得られ

たとしても、現状では、それを支援の文脈の中に統合

するしかない。本来は、当事者ー支援者双方に対して、

課題となっている点を評価・提示することが求められ

ているのだが、それを支援者となった者自身の立場か

ら呈示することには限界がある。@現在投入されてい

る様々な支援の中で、段階的親子再接触の判断過程そ

のものをその内に含んでいるのはもっぱら児童相談所

が直接提供している、あるいは委託により提供してい

るサーピスのみで、その他多数の市町村主体の支援は

実は充分にその過程を共有しているとはいえない状祝

にある。特に措置解除後の市町村支援は段階的親子再

接触の過程というよりもその終了後の過程に位置づけ

られ易い。

もうひとつの注目点は短期入所、およびそれに相当

する一時保謹からの家庭榎帰事案における珪階的親子

再接触である。これらの短期であるが(あるいはそれゆ

え)、施設から家庭榎帰させた子どもへのその後の支援

経過と虐待再発状祝については、より慎重な経過観察

と保護者支援プログラムの図式を見直す必要性が浮か

び上がっている。
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7. 家庭復掃は必ずしもゴールとならない

再掃宅・家庭復帰後のプログラムの必要性

これまでの図式では子どもの分離保護からの保護者

指導において、家庭誼帰はひとつのゴールと設定され、

まさに分離された子どもが家に帰れるようになるこ

と:家庭復帰、が家族再統合の成果と重ね合わせられ

てイメージされ、家庭復帰後の家族指導・保護者指導

はアフターケア、フォローアップと位置づけられるこ

とが多かった。 I段階的親子再接触」の枠組みは親子分

離された事案の指導において、家庭複帰をひとつの帰

結点として設定した枠組みである。実際、多くの保護

者が、子どもが家に帰ってくることを半ば絶対的な結

果としての目標と意識しており、それは結論的な出来

事であって、そこからさらなる養育についての評価と

支援の開始があるとは想定していないか、それに応じ

る動機づけは低い。この点は虐待ー不適切養育問題の

再発の危険性の評価、即ち接助開始当初の管理・介入

的視点からの評価・課題評価が家庭榎帰の判断に厳密

に関与、反映されていて、問題が確実に解消しておれ

ば、その通りで良いはずである。しかし実態は、当初

の課題設定とは異なり、一定の条件を満たすがなお再

発の危険性が残っていることを認識しながら家庭榎帰

させる事案が年聞の家庭復帰事案の 53%、主たる虐待

者が居るまに帰宅させる事案では 66%にもなっている。

またそうした事態が常にあり得ることを認知している

児童相談所も多数存在しているのである。こうした事

態をみる限り、家庭複帰がゴールではないことは明ら

かである。この点からみると、段階的親子再接触の@、

@段階を中心とした見直しが必要なことが分かる。

さらにこうした事象が示す意義は、これまでの親子

分離事案における家庭揮帰イメージがやや機械的に理

想化され過ぎたか、あるいは親子への物理的な介入の

終結という表面的な意義が前面に出過ぎて、本質的な

課題:即ち本当に家庭養育が変容し、親子の聞に不適

切養育が生じてきた何らかの悪循環から親子・家族が

抜け出し、安全・安心の生活を実現していくプロセス

の一部分、あるいはその仕上げ部分は、親子が生活再

開してから、真の過程が開始されるのかもしれないと

いうことである。
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8. 家庭復帰における虐待の再発・再通告が示す課題

これまでの検討を踏まえて今一度、家庭榎帰に関す

る課題を考えると、現時点で当事者の支援過程での評

価に依存せず、その露響を受けない指標として入手可

能な情報は、家庭榎帰後の再通告および虐待・不適切

養育の再発確認であり、家庭桓帰と同一年度~数年山

内の問題発生が、どの程度の蹟度で、どのような要件

の下に発生するのか、またその兆候は家庭復帰までの

段階的親子再接触の過程においである程度の予測性を

持つのかが重要な課題であることが分かる。また一時

保護からの家庭橿帰においてもある程度長期の一時保

護にお付る段階的親子再接触の適用実態をみると、こ

れには一時保護課からの家庭檀帰も含めて考える必要

がある。

予測的にみれば、課題は一部の児相からの意見にあ

ったように、一定の課題を持ちながらの家庭榎帰を実

施する事例では、段階的親子再接触の@段階で、在宅

になってからの地域支援プログラムを保謹者・家族に

対して実際的・具体的に開始する作業の定式化を問う

ことであるとみられる。それは段階的親子再接触への

追加的なプログラムとされるのが良いのか、あるいは

家庭複帰による生活再開支援プログラムとでも呼ぶべ

き別の本格的な支援プログラムを段階的親子再接触の

後半期に重複・連続して開始しなければいけない事案

が多くあるのか、またその適応要件はどのようなこと

で、またそれが実施されない限り、⑤段階から以降の

進展は許容されず、家庭復帰を一旦ストップすべきょ

うな要件となるのか、などは後の揖討を待たなければ

ならない。

9.慌謹者支援のグランドデザイン化への道

本研究が目指してきたひとつの目標は保謹者支援の

グランドデザインを描くことである。少なくとも親子

分離の介入による保護者支援、親子関係の調整につい

ては、その実施の臨床責任においても何らかの基本的

な枠組みの呈示が必要であると考えられた。これまで

に検討してきたようにこれについては「段階的親子再

接触Jの枠組みが一定の基本的枠組みであり、それは

介入・管理的な機能と臨床的な支援機能の両方の側面

を持つことも見えてきた。ただし、その実務上の運営
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においてその二つの機能を共に両立させながらことを

進めていくことは極めて困難であることも見えてきた。

特に家庭檀帰という一定のゴール化された出来事が、

親子関係の修榎の指標とならず、むしろ再同居に始ま

る新たな支援課題へのスムースな移行が課題となって

いるこども明らかになりつつある。そこで、ここでは

将来のより広範囲な保護者支援のグランドデザイン化

にとって重要とみられるニつの要点を述べるに留める。

1)包括的な視点の重要性

養育における子どもの安全についてのリスクを抱え

た保護者支援は、より一般的な養育支援と連続性を持

ち、地域社会における様々な支援のネットワークに

人々を結びつけることを常に視野に入れたものとして

構想する必要がある。事例調査からは多数の関係機関

との連携において家庭復帰が図られていることが報告

されている。ただし、それらの多くは家庭復帰を始点

として開始されており、しかもその時点で児童相談所

はフォローアップ、市町村樺聞は支援の再開、児童相

談所との共同作業の開始となっているようで、保謹者

を巻き込んだ連続的な共同作業の開始といった視点で

は組まれていない。また、実態からみると、多くの事

例において家庭檀帰は課題を揖したままの指導途上の

ひとつの笹過的な出来事であるのに、それに対応する

連続的な家庭複帰プログラムの開始、支援体制の連続

性の保証は十分とは言えない状況にある。

「段階的親子再接触」の枠組みは、親子分離という

強い介入を伴う親子関係の調整作業においては、介

入ー管理的な機能と、支援サービスの提供といった機

能の双方を含み、そのことによる制度的・臨床的な困

難があるにしても、現下の体制では最も共通的な枠組
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みとして認知することができそうである。ただし、事

例が示すのは、指導援助の終局は家庭榎帰にあるので

はなく、おそらく家庭桓帰をひとつの途中経過とする

ような、より包括的な再同居以後の親子支援が、元々

在宅のままで支聾されてきた親子への支援と重なる形

で要請されるということである。

2)家族再統合の意味

「家族再統合Jは従来からの検討で①分離された子

どもが実際に再び家族と安全な同居生活に戻ること、

@メンタルなレベルでの親子関係の修榎を重視して、

もちろん親子関係の修復にあわせて親子が同居生活に

戻れることもあるだろうが、たとえ直ぐにそうならな

くとも、メンタルなレベルでの親千関係の修複が進む

ことも「家族再統合」に含める、とする 2つの考え方

が確認されてきた。

これまでの保謹者支援の検討からみると、「家族再統

合」は恒宜的に担うのでない限り、単に表面的な再同

居であってはならず、またメンタルな関係修複はその

一過程ではあるが、終局の姿では無J..'0即ち欠損を埋

めるとか、補修するような営為のすべてをその部分過

程とするような、新しい well-beingの実現が要点とな

らなければならず、実はこれはある固定的な終局に収

数・蒸着するようなものではなく、全てがある方向性

をもって過程化される事柄なのではないか。そういう

意味では I家族再統合」とは常時継続される課題実現

のための流動的な変遷過程として理解され、評価され

なければならないことになるだろう。そして真の目標

は子どもと家族、子どもの養育に関わる全ての人を主

人公とした、「安全・安心の養育の再生・創出とその発

展j でなければならない・

全児相 「全園児童相談所における家庭支援への取り組み状況調
査報告書」全園児童相談所長会全児相通巻 87号 2009

山本他「児童相談所における保護さ y援助にあり方に関する実証
的研究 (2)J日本子ども家庭総合研究所紀要 第 45号

235-283 2008 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局「児童虐待を行った保護者に対
する援助ガイドラインJ2008 

平成 19年度児童関連サ}ピス調査研究事業報告書「改正児童虐
待防止法の円滑な運用に関する基礎研究(主任研究者:才村
純)J 20聞こども未来財団

才村純他「児童相談所における家族再統合援助実施体制のあり
方に閲する研究J2006 日本子ども家庭総合研究所紀要第 42



日本子ども家庭総合研究所紀要 第 47集

集(平成 17年度) 147-17S 
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山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4)

圃乳児院調査自由記述意見参考資料

保護者援助プログラムについて、児童相談所との協働に関して、

あるいはそれ以外の点で、認識している課題、制度への要望等{自

由記述)

0 ・児相がプログラムに沿って協働する用意はなb、。児相が

立てるものもない。施設が作成にも会議で決めると言って

使用できないケースが多い(協働)。・現状でプログラムの

存在はない。自立支援計画案の家庭支擾も協働できない状

況。児相の所見、会議が優先です。-親へは変われと言う条

件だけ出し、支援はしない、プログラムもない。古い体質

は強く残っている。

0 精神疾患の保護者対応が急増しているため、精神科医師も

保護者援助プログヲムも実行していく上で、必ず一緒に考

えていくシステム作りが必要である。児童福祉の分野では

あるが、現状を見ていると保護者支援の具体的な取り組み

をする児童相談所のスタッフの数も足りないと感じている

し、要保護対策地域協議会の充実もまだまだ課題が山積み

である。社会的養護の実践には、きちんとした社会全体の

中での組織体系を作らなければいけない。安易な小規模

化・安易な里親委託推進への取り組みではなく、保護者支

援をきちんと視野に入れて組織を考えなければいけない白

0 当県では平成巳年度に分離された親子を支援し、効果的な

家庭復帰をすすめていくためには、計画的な支接プログラ

ムのもと、これら関係機闘が連携し支援していくことが必

要であるとし、“親子再統合支援プログラム{暫定版)"の

作成に県内のFSW・児相職員・小児科医師が作成検討委

員になり、その作成にあたった。平成A年度にそのプログ

ラムは“暫定"をとり、再統合にむけて実際に活用してい

る。活用しながら思ったことは、入所前から退所後もふく

めてこの児童を中心にして継続的にサポートする体制を構

築していかなければならないということ。プログラム案に

サポ}ト体制の役割分担を明確にしていくことが重要。入

所したら、地域での子どもを見守るシステムが途切れてし

まう…ということが多いのではないか。要は、幼いときか

ら見守ってもらったその関係・人的資源を継続的に支援す

るとともに、施設側も家族調整をしていくことが重要だと
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思ったq 家庭復帰のチェ yクリストシートl士、特に児相と

意見がくいちがった時などに活用して、客観的に判断する

のに効果的であった。

-距離的に行き来しやすい児相とは、ケースカンファレン

スや乳児院での保護者面接等実殖しやすく、役割分担とし

て処遇にあたることが出来るが、遠方の児相とは電話のや

りとりが中心となり、時聞がかかりがちである。

-地方は杜会資源、が少なく、また、他の児童福祉施設との

併用や通所利用等、退所に向けての処遇が柔軟に行いにく

U、。

-親権者との連絡が取れない、里親委託の了解が得られな

いことから、在院期聞が長引b、ているケースがある。

0 ・虐待の告知が不十分なので、援助プログラムも焦点のず

れたものになり易い(→面会や外泊など親子交流の是非や

程度について、保護者から乳児院への不信感や苦情につな

がっている)0・保護者援助プログラムについては、まだ担

当者の経験に寄るところが大きく、児相と乳児院で“協働"

というレベルにはなっていない白→が‘できるだけ支援協

議の場を作って‘関係者の温度差がないようにとか、投割

分担などを行っているc

児相担当(福祉司)または上司 (SV?) によって、まっ

たく対応が異なるということ。本国としては、今後の方針・

計画を提案するのだが、全く聞き入れられないこともあるロ

まず、一番の問題は協働意識に欠けているということであ

る。ソーシヤノレワーカーとしての基本的なレベルというよ

り‘システムの理解も出来ていない現状がある。機能的な

児相というのは過去の物なのかもしれない。今後は機能を

NPOなどの専問機関に委託し、児相は虐待初期介入、措

置(入所と退所)、経過確認と判定業務に限定していくほう

が、 7 ンパワー不足と言われる児特にとっては良いのでは

ないだろうか? 児相の一時保護機能についても既に乳児

院では意味のない物である。保護者援助(特に膚待)に関

しても、非常に専門化されたプログラム (S0 SA等)が

必要であり、そのようなスキルを使い対応しなければ、本

当の意味で介入は出来ない。しかし、そのようなスキルを

使える専門教育を受けた人材が児相にいるかは疑問である

(ある自治体ではベアトレ等、力を入れているということ

を開〈が)。施設の入所児童も 10年前とは全く違い、被虐・

病虚弱児が多く、日々の養育で精一杯である。ワーカーと
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して配置しである FSWも施設外での活動には限界があり、

面会に来る保護者(対応の難しい}の対応に追われている

のが現状である。また、関係機関の役割から考えても、保

護者の正負のストレスが同一機関に向いているというのは

援助関係としては好ましくないのではないだろうか? 乳

児院としてはやはり保護者よりも児童の育ちを優先したい

というのが本音である。かというて措置機関である児相が

保護者を優先することは、福祉サービスの履き違いである。

第三者的・客観的な機関が介入することによって、援助関

係、はスムーズにいくと思われる。

o 1.児童相談所より提示が無い為、「保護者援助プログラムj

作成に際し、「※特定の専門的援助技術」が多数ある事を知

らなかった。児童相談所を通して、公的機関として活用する

方途があって欲しい。 2.児相と施設が協働する「保護者

援助プログラムJでは取り組めないケースの場合、例えば、

児童と保護者交流にDRストップが掛っている保護者の場

合、方途が見つからない。 3.欧米のように裁判所 or児

童相談所の職権で「保護者援助プログラムJ参加を制度化し

義務づけて欲しい。

・児童相談所によっては、保護者援助プログラムを作成し

ても内容等、乳児院と共有できていない0 ・児相の担当者が

プログラムを持参し説明して下さる所もあり、面会時に母

親へ育児についての指導をするなど、協働できているケー

スもある。・プログラム作成段階で、乳児院も参加できると

良いと恩う。

被虐待児の場合、一時保護されて来るケースが多い。入所

とUづ枠外のせいか、こちら側も中々上手に関われない所

もある(入所児に手一杯となっているという理由もあるが)。

文、病院等の通院に関しでも、どちら側(施設か児童相談

所か)が責任を持ってやっていくのか、早期の時期に対処

しなければならない時に‘連係がうまくとれていないと、

やはり苦しむのは子どもなのかなと思う。又‘定員の少な

い施設では心理士を入れづらく、その辺の所も心理的対応

が遅れ、高学年から子どもに影響が出て来る。心理士の導

入についても、もっとどうあるべきなのか、議論してもら

いたい。

0 ・当院では特別に「被虐待児の保護者プログラムJは作成

しておらず、入所児童全員について毎月作成している「蓑
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育援助・保護者援助許画」に児童相談所への子どもの養育

状況の報告や保護者支援の経過などを記録することにより、

活用している。

・保護者支援に向けて乳児院とのきめ車岡市当な連携ができる

よう‘児童相談所の体制を強化してほしい。

0 アンケートを記入して、保護者援助プログラムの技法の定

義がなく、答えに迷いましたロそれぞれがオーバーラップ

しているので、児童相談所から r~技法を使つてのプログ

ラム」と伝えていただければ分かりますが、そのようなこ

とはありません。技法はともかく、今後、形あるプログラ

ムを児童相談所に期待して良いということでしょうか?

期待すべきことなのでしょうか? 電話ではなんとなく

Iこんな感じで…Jという話で進みますが、それはプログ

ラムがあるになるのでしょうか? 今回のアンケ}トでは、

紙面で提示されなかったものはプログラムを作成したこと

にはしませんでした。また、乳児院から児童相談所以外に

直接関係機関に関与していくべきなのでしょうか? 関係

機闘がぱらぱらに連携してしまうと、児童相談所がマネー

ジメントをやりにくくなると考えるので、それは任せるA

きと思っていますがどうなのでしょうか? ケース会議を

聞いて、その調整や役割分担をすべきと思いますが、いま

の児童相談所には児童福祉司の負担が多すぎて‘それ以上

期待するのは酷かなと恩ってしまいます。結果、よく分か

らないうちに家庭復帰ということになります。 FSWとし

て‘もっと関与すべきと考えますが、どうすればいいのか

分かりません。ケースマネージメントの核となる人が機能

しないなかで、施設等の周辺スタップがし、くら増えてもど

うなるものでもないと思います。乳児院のFSWと児童福

祉司との役割の取り方にいつも迷います。個人的には、自

治体内乳児院のFSWが集まって仕事の中身の再検討をし

たいと考えています。今回のアンケートの結果も踏まえな

がら形あるものにしたいと思っています。近頃噌えている

のが‘措置入所から一時保護になるケース。入所して期待

通りの養育をしてもらえないことに起因します。親の要望

が多様で施設が追いついていけない状況です。記録しなが

ら児童相談所との協働のあり方にいろいろ考えさせられま

した。

0 保護者援助プログラムについては児相が単独で作成してい
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て、ベアレント・トレ}ニングを行う際に、乳児院の親子

訓練室を使用した。しかし乳児院がタッチする事なく終了

した。保護者援助プログラムの作成については、援助は連

携してやっていくものであるので、共通の型は示してほし

いと思う。自立支援計画票は児相と話し合いながら作って

いるが、保護者援助プログラムについては知らなかったc

。保護者プログラムは児童相談所から提出されたものを受け

ている現況があり、児童相談所・保護者・乳児院が話し合

ってプログラムを立てることが望ましいと考える。

0 乳児院では精神疾息、養育能力不足、知的障害等で適切な

養育は受けられないであろうということでの入所も多い。

自宅では育てられないが愛情はあり、支援のプログラムに

応えようとするケースは良いが、そこにまでこぎつけられ

ないケースも多いq 子どもが順調に成育し、特段問題が起

こらない場合は児相での動きも後回しになるケースが多々

ある。子どもの方に気持ちも足も向けられない保護者を動

かす為には乳児院だけでは限界があるので、児童相談所に

積極的に動いて欲しいと願うが、増加し続ける虐待通告に

対応される cwの数から考えると致し方ないとも言える。

虐待の重さに関わらず、保護者支援と共に施設入所し保護

者から引き離されている子どもたちの育ちを保障していく

為に、児童相談所、入所施設いずれも量的充実、質的充実

が切に望まれるa 他機関との協働q 近年、多方面で言われ

ている通り子どもの育ちを支援していく為には、保護者へ

の支援は不可欠であるということを日々、切実に感じてい

る。施設入所してしまえば一先ず安心と考えている機関も

あることは否めないが、あらゆる機会を捉えて入所児の様

子や保護者との関わりの様子を伝え‘乳児院としての見解

をしっかりと発信しながら、それぞれが出来る支援を明確

にし、子どもたちの今後に備えていきたいq とりわけ保護

者の在住する地域の保健師との連携は有効であり‘入所以

前・入所中・退所後と継続して関わって貰うことによって、

保護者にとっても大きな安心基地ができると考えている。

0 児童相談所からの依頼によって動く事がほとんどで、時々

家庭復帰にあたっての検討会に参加する事はありますが、

プログラムを協働で立てるとU寸事例はありませんa 検討

会では、施設側の意見を伝えるようにしています。
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0 ①保護者援助プログラムについては、児童相談所の専問機

能の充実および、職員配置の問題と専門職員の配置の課題

が大きいと感じる(児相の量的、質的課題). @入所時の

家族アセスメントが重要だと感じる。@入所時の児相家

族アセスメント後に、施設と児相、市町村等との話し合い

の義務付けが必要だと感じる。どうしても、市町村l土地域

から子どもがいなくなれば、支援意識はなくなるし、施設

側は‘入所期間中の子どものケアが中心とな明、子どもど

家族へのトータルな支援意識は低くなると感じる。それを

繋ぐのは、児童相談所しかないと感じている。関係機関共

同の施設入所から退所までの支援プランの作成が必要であ

り、そのもとでの役割分担の必要性を感じる。@家族ア

セスメントに関して、複合的要因が大きいため、家族を構

造的・カ動的・歴史、社会的視点からきちんと把握する専

門性が求められると感じる。 ⑤保護者援助の技法的課題

も大きく、保護者援助の技術が追い付いていない。保護者

援助の技法的課題と検証のシステムが必要だと感じる。専

門的スーパーパイザ}が必要だと感じる。@現在当県で

は、モデル的事業として、児童相談所に家族再統合を支援

するチームが児相cwと児相心理司がベアで、施設入所児

童の家族支援を展開しであるが、非常に有効な方法であり、

全児童相談所への配置が必要だと感じている。 ・施設入

所後の家族調査や丁寧な家族面接が定期的におこなわれて

おり、施設側への支援内容依頼等が明確である。施設

入所時点と施設入所後一定期間のフォロー(家族から子ど

もがいなくなることにより、家族力動の変化は大きいため)

はすべての家族に必要な支援であると感じる。 ⑦保護者

援助プログラムの中に、「保護者自身の課題」対応、援助の

視点も重要だが、乳幼児期という子どもの変化・発達が著

しい時期の「親子関係支援Iの位置付けは、とても大きな

問題だと感じている。養育技術的問題もそうだが、保護者

の心理的・精神的課題が色濃く影響する時期だと感じてい

る。 ・保護者援助プログラムは、どうしても「保護者自

身の課題」と「子どもの課題」としづ区分的視点が大きい

と感じている。乳幼児期においては、「親子関係課題、支援J

という親子をワンセットとして考える視点が必要だと感じ

ている。

0 当院でl土、保護者援助プログラムを児童相談所が中心とな
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り、乳児院と協働し、家族とともに進めるケースがある。

しかし虐待ケースでは、虐待をした家族はそのことを認め

ないケースもある。一時保護委託、若しくは措置入所の時

に、どのように説明するかが大事になっているように感じ

ることが多い。また、親が知的に低い、あるいは精神疾患

があるように見えることもあり(児童相談所からの細かい

情報がほしい)、その時点で病院受診をすすめ、病名や知的

レベルを知ることは、その後の対応にとてもためになるの

で、児童相談所とそのことを話し合って行くべきと考えて

いる。また、当院には非常勤で臨床心理土がおり、必要に

応じて子どもの母親などにカウンセリングを行っているq

常勤の必要性も感じているところである。

0 隣県から県内乳児院が定員を越え受け入れ先がない為、入

所となったケースです。保護者援助プログラムの詳細につ

いては、当院には提示されないまま支援開始となりました。

援助の方向性が書面にて伝達され、院内にてケース会議等

を実施し、家庭支援に当たりました。両親は虐待を認めず、

本児は身体的膚待を受け入院し、病院から当院に入所とな

りました。両親に会い話をすると、どちらも虐待する人柄

には見えず、プログラムを作成するにも何をどう進めれば

効果が得られるのか手探りの状態ではありました。面会状

況を詳しく児相に報告し、協働を重ねていきましたが、家

庭復帰に向けて支援するにも限界が感じられる事例でした。

県外ということで遠距離であることがこの事例の妨げとな

ったことと、虐待の形跡が見えず判断材料が乏しい点に、

難しいケースであったと感じました。

。役割分担が明確になっている場合、医療機関も入っている

ケースの方が、進展があると思います。

0 ・保護者援助プログラムを立てるには、保護者の状況晶子ど

もの状況など様h な角度からアセスメントが必要となるが、

入所時に保護者等の情報が少ないことが多く、その後の情報

収集も困難な場合もある。 ・施設名が秘匿の場合は、保護

者援助プログラムの実施に乳児院が関わるこ左はないが、児

相での援助についての把握は必要であると考える。 ・特別

の専門的な援助技術を取り入れるには、保護者に参加する意

識が必要であり‘それを担当する専問機関との連携が重要と

なる。 ・面会等の交流で、親子関係を回復できるケ}スと
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保護者の内面へのアプローチが必要となるケ}スの見極め

が必要である。保護者に虐待の認識が乏しい場合、アプ

ローチの仕方が難しいが、保護者が参加してプログラムを作

成していくことも必要となると思う。 ・プログラムの作

成・実施、また見直しをしていく上で、虐待を測る指標を明

確にしていくことと、各機関の専門性を上げることが必要で

あるロ

0 当院では、家庭支援におけるフローチャートがあり、それ

に基づいて支援しているが、入所の時点での児相によるア

セスメントが不充分であったり遅れることで、保護者への

支援が遅れたりすることがある。この点を充実させる意味

でも、児相の職員を増やして頂くことが望ましい。

ケースにより諸々で、調査項目に解答し、難箇所多し。

若年齢保護者援助プログラムについてロ 16 才~18 才~22

才の母親については、入籍・来入籍にかかわらず、親とし

て未成熟・経済的貧困等の問題をかかえ、子育て以前の問

題がある。乳児院では育児のスキル向上についての援助は

可能であるが、親の生活に閲しては、せめて祖父母を巻き

込む、福祉事務所等との連携等、生活の基本を確立しなけ

れば安心した子育ては不可能です。育児のスキルではなく、

生活のスキルを若い母に寄り添って一緒に考えて行動して

くれる様な援助・制度を考えてほしい。問 2の「特定の専

門的援助技術JA~Nについての有用性はいかがなもので

しょうか。それなりの強いモチベーションがなければ、有

効的とは思えないし、半ば人生を斜めにみている様な人達

にはむずかしいと考えています。

0 ・どちらかと言うと、児相が主体的に作成するので、内容や

意図が施設に伝わりにくいことがあると感じる。また、児相

の担当福祉司により、プログラムの推進に差があるのではな

いだろうか? ・虐待ケースに限らず、関わりの難しい保護

者等のケースは、児相との援助プログラムが必要と感じる。

・市町の相談体制が充実してきており、在宅支援がきめ細

かくされています。それでも改善されず、家庭分離して施

設入所した親子の再統合は非常に難しいです。措置権を持

つ児相がリードして、乳児院・市町との協働については児

相の高度な専門性と人的配置を厚くする必要があります。

福祉司・心理司の増員と、ス}パーバイザーが常駐できる

制度(予算)を整えてほし1， ¥0 乳児院のこどもの健全
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な発遣を保障し、保護者により適切な援助をしていくため

には研修等を充実させ、より高度で専門性を高めることと、

最低基準を改めて大幅な職員増が必要と思います。母子関

係・父子関係が改善され、再統合への足掛かりとなります。

児相職員が参加してのケース検討会を開き、保護者援助プ

ログラムを作成し、スーパ}パイズされることにより、適

正な処遇方針が立てられます。乳児院が地域の社会資

源となるためには、入所前からケースに児相や市と関わる

こと、入所中~退所後も同様に児相や市町と協働できると

よいと思う。ヨーディネーターとしての家庭支援専門相談

員の増員と、健全育成・在宅支援に参画する予算をつけ、

制度を整備することが必要と思います。やっと再統合でき

た親子を支援していくため、児相・市町・札児院との協働

が不可欠ですo .保護者や里親と向き合う時聞が多くな

っています。今の配置基準では、家庭支援専門相談員が 30

人に 1人しか配置されず、家庭復帰を推進していくために

は休みがとれない現状にあります。

0 保護者援助プログラム→児童家庭(自立)支援計画票と認

献してお話しします。最初に、語句の統ーがないので分か

りませんが…初歩的な問題ですみません。当院では児童家

庭(自立)支援計画票を措置時に当院が児童相談所から渡

された措置資料で独自に転記して作成しています。すべて

児童相談所と協働で行っていることはありません。特に措

置、解除等の判断は、すべて児童相談所の指示により行わ

れています。今回調査された「保護者援助プログラムIで

質問されていることは、乳児院がやるべきことなのか、い

や、やらなければならないのか疑問に思います。また、措

置前の対処・保護者宅〈の訪問などは、特に奇異に感じら

れます。当然、各機関との連携は大事であることは分かり

ます。そのようなことは、色んな問題がある度に言われる

基本的なことではないでしょうか。問題としては、 1.人

員的な余裕があるのか。毎年暫定定員で、職員の保育者数

を調整していること。 2.時間的余裕があるのか。限られ

た人員で対応しているのに、外部八派遣する余裕があるか、

などが問題であると考えられますa 乳児院の基本である養

育(小規模保育等)に戻ることが必要ではないでしょうカ~
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0 ・“子どもたちを守る"という根本は同じだが、それぞれの

立場の違b、からくる温度差・物の見方等をどのようにお互い

の思いや考えをすり合わせ、納得できる妥協点を見出してい

けるのか。 ・虐待を受けた子どもも心に傷を負っているが、

虐待をした親も心に傷を持っていたり、精神疾患があったり

し、現状の職員配置では細やかなケアは難しくなる。職員配

置人数の増加とともに、より専門的な関わりのできる人材の

確保。

0 児相の担当福祉司とのケース会議を定期的に実施したい所

ですが、一人の福祉司の抱えるケースが莫大で、中身実現

出来ないのが現状です。

0 ・口年度に比し、ム年度は児童相談所の親子支援専任スタッ

フが担当ワ}カーと共に入るケースが多くなり、十分な話し

合いのもと、家庭引き取りや親支援のプログラムを作成する

ことができた。親の参加を得て、親が納得したうえでのプロ

グラムになっていると思う。ただし、県や他市の児童相談所

の力量には差があり、施設側が意見を多く出すこともあるの

で、まだ全体で観た場合は円滑ではなく、課題があると思

う。 ・その他。調査に時間を要し、本来業務にかなりの影

響を与えました。準備する時間をもっと長くほしいと思いま

した。

・短期一時保護の場合は、面会等のルールを決める以外、

基本的にプログラムは作成しなV¥0 プログラムを作成

しなくても、面会等l土児相と話し合いをし、段階的に行う

ことがほとんどである。 ・里親さんとの関係付けに閲し

ては、国独自のプログラムがあ明、児相と協働しながら進

めていく o • NPO法人などがプログラムに関わること

は、今まで例がないです(地域保健師・民生委員・その他

親ごさんと関わりのある人たちとの合同カンフアレンスは

ありますが)。※蛇足ですが、項目にあてはまらないケース

も多〈、答えにくかったです。

保護者に虐待の認識はなく、事故が起きても危険認識に欠

けると感じられる保護者が目立ち、いかに援助プログラム

に保護者を参加させ、すすめていくか、文プログラムをた

だこなすだけになってしまう{なっていると感じる)保護

者への援助も課題である。
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子ども虐待相識にお吋る保護者据助のあり方に関する調査

~乳児院にお付る児童相識所との協働プロタラムの実施状況について

このたびは、本調査にご協力いただきありがとうございます。

近年、子どもの保護、養育に加え、その保護者も支援してくことが社会的に要請されており、

乳児院と児童相談所の共通課題となっておりますo一方で、関わりの難しい親(保護者)が増

えている、との声も、多くの現場から聞こえてきています。

この調査は、乳児院と児童相談所が協働で、行っている保護者援助プログラムの実施状況に

ついて、乳児院側から見た児童相談所の体制等に関する評価等の状況を把握し、援助課題

を明らかにすることを目的としています。

また、必要な支援を行うために必要な制度等について、検討したし1と考えております。

つきましては、業務ご多忙のところ大変恐れ入りますが、下記のく言記己入にあたつてのご

〉を一読の上、本調査にご回答いただけると幸いです。

調査で得られた結果は、『日本子ども家庭総合研究所紀要~(翌年度夏頃に厚生労働省、全
国の児童相談所等に送付)にて発表する他、関連論文や係る発表にて公表する予定です。

また、乳児院の職員の方々に参考としていただけますよう、ご報告させていただく予定です。

なお、お答えいただいた内容は、数値による処理を行Uぜすので、回答者個人はもとより貴施

設名が特定されることはありません。

また、データや個人情報は、厳格な方法で管理し、ご提供頂きました調査票・回答票

は、データ集計終了後、当方で破棄を行うことを誓約いたします。

く記入にあたってのご注意>

(1)調査票は2種類あります。

「施設票Jは直接回答をご記入のうえ、そのまま返送してください。

「個別ケース票」については、別紙回答票にご記入のうえ、ご返送ください。

(2)ご回答の終わりました調査票・回答票は平成23(2011)年 l月 28日(金)までに、

下記の担当者までご返送ください。

なお、返送にあたっては、同封の返信用封筒をご利用ください。

(3)本調査に関するお問い合わせ、ご質問につきましては下記にお願いいたします。

社会福祉法人恩賜財団母子愛育会

日本子ども家庭総合研究所

子ども家庭福祉研究部 家庭福祉担当部長山本恒雄

研修員鶴岡裕晃

住所: 干106-8580

東京都港区南麻布 5-6-8
TEL: 03-3473-8341 

FAX: 03-3473-8408 

mail: tsuruoka@aiiku.or.jp 
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山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究 (4)

子ども虐待相践にお付る保護者橿助のあり方に回する聞董
施設票

~事L児院にお ける児童相践所との協働プ ロ タ ラ ム の 翼 施 状 混 に つ い て

《施設票について、ご記入のお願い》

0施設票につきましては、この調査票に直控ご記入のうえ、回答・返送してください。

牢貴瞳盟名と所在自泊体名を~Ia入ください。

施設名

本東の主なご位入者名: 役職..種: お問い合せ先:

間1 置施置の覇掘轄について、教えてく定さい。

(1)定員数、入所措置児童数、一時保瞳受託児童数ご記入ください。

。定員数、入所措置児童散は、各月1日現在

。一時保謹受託児童数は、その月向に保護した韓人数(実績)

。被虐待児童数については、児童相額所の判断〔児童票の記載)で虐待と認定された数

平成21年

4月 5月 6月 7月 B月 S月 10月 11月 12月

定員数 名

入所措置児童数 名

うち被虐待児童数 名

一時保護受託児童数 名

うち被虐待児童数 名

平成22年

1月 2月 3月 4月

定員数 名

!一l入う所ち措一被置虐児待童児数童数
名

名

|一時保護受託児童数 名

|うち被虐待児童数 名

:(2)職員毘置状況(まの職種について、 22年4月1日現在の配置人数をご記入ください。〉

常勤
兼務

非常勤 兼スヲ務τヲスイ旨τフ

保育± / /イイ 名 注，)常勤、非常勤の分類については、雇用契約上、
貴施設で判断している、人数をお書きください。

看謹師・保健師 / メ/'名

/ / 
i主2)家庭支援専門員と心理担当職員については、

児童指導員 名 常勤欄には専任のスタッフ数をご記入ください。

家庭支援専門相識員 名
児童指導員等との兼務で位置づけている
スタッフがいる場合Iこは、“兼務ス夕、yプ'の欄

心理担当職員 名 に‘別途ご記入ください。
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j(3)家庭支援専門相韻員の職歴、資格について、答えられる範囲内でお教えください。

(4) 平成21年度中 (21年4月 1 日 ~22年3月 31 日]に貴乳児院で措置解除・変更目一時保護解除した虐待事例
(ケース)について、それぞれの総件数と①虐待撞別内訳、及び@解除後由子どもの行き先の内訳をご記入
ください。 (※虐待種別Iま、児童相韻所が認定したもので記載してください。)

①各解陣・変更件数と虐待種別肉訳(主たる虐待種別でご記入ください〉

21年度件数合計 身体的 ネゲレクト 心理的 性的

措置解除・変更件数 件

一時保護解除件数 件

| ;;Ef--ま①②同ーf;:f，り
@各解除・変更件数と子どもの行き先 ますe

21年度件数合計
家庭 乳児院 乳児院 児童養護 障害児施

里観委託 その他
引取り 入所 転園 施設入所 設入所

措置解除・変更件数 / 件

一時保護解除件数 / 件

(5)貴施設で「小規模グループケアJを異施(設置)していますか。(あ止なしどちらかに0)

実施(設置〉あり 実施(設置}なし

(6)貴施置で「親子宿j自棟(あるいは親子宿泊室)Jを設置していますか。(あり、なしどちらかに0)

設置あり 設置なし

間2 相蹄種別の確定については、児童相蹟所が判断するものとされています.

平成21年度中に一時保直解除、または措置解除・蜜豆した事倒の中で、乳児院と児童

相蹴所との聞で、相韻種別の判断について、評価に相違のあった事情は晶りましたか.

串相韻種別とは、虐待相説、蓑謹相鎖、育児しつけ相観、保健相韻など、児童相詰所

が相談を受け付けた際、内容に応じて相読を分類するものです。
(※貴施設の判断でご記入ください。記入にあたり、児童相詰所との協議は必要ありません。)

(1)貴施設と児相との闘で、相韻種別の判断について、評価に相違のあった事例はありましたか。

1 あった 2. なかった 3. わからない

(2)貴施設は種別を『虐待」と評価したが、児相は「養謹」等、虐待以外の種別で判断した事例(ケース)は、

何件ありましたか。

1 あった場合= l |件 2. この質問項目は該当しない

(3)児相は種別を「虐待』と判断したが、貴施設は「養謹」等、虐待以外の種別と評価した事例(ケース)は、

何件ありましたか。

1. あった場合= | 2. この質問項目は該当しない

施陸軍白調査項目Iま以上です。ご協力ありがとうございました@
櫨は、 r個別ケース車Jのご回答をよろしくお闘い申レよげます，
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子ども虐待相韻にお吋る保護者揖助のあり方に聞する調査

~乳担院にお付る児童相識所との協働プログラムの翼施状現について
| 個別ケース票

《個別ケース票について、ご記入のお願い》

0平成21年度 (21年4月 1 日 ~22年3月 31 日)中に貴施設で措置解除・変更、一時保護解除
したすべての虐待事例(ケース)について、別紙回答用紙(個別ケース回答票)にご記入の
うえ、回答、返送してください。
1事例(ケース)につき1行使用し、該当する項目の数字を選んで記入してください。

0いわゆる単純養護等、虐待以外の種別で対応したケースについては、ご記入いただく
必要はありません。(本調査の対象外となります。)

O個票は「一時保謹から解除まで」、または「入所措置から解除まで」を1事例(ケース}としま
す。

注1)同一児童が対象期間内で複数回の解除があった場合は、在籍回数が最も長かった時
の対応について、ご囲筈ください。

j主2)一時保護から措置にそのまま切り替わり、連続して在籍した事例(ケース)については、
一時保謹開始から措置解除までを1事例(ケース)として、ご回答ください。

間1 本事倒(ケース〉に閲する概要等について、お融えください。

1-1 本事例(ケース)は、 ， • 一時保護 2. 入所措置

ヨコ
@ 

一盛一|週1-2 一時保護または入所措置開始時の年齢 才 ヵ、月

ヨコ さ二 ! か

③ 

1-3 一時保護解除または入所措置解除・変更時の年齢 才 |週

注)'-2， 1-3について、年齢が1か月未満の児童のみ、週をお書きください。

1-4 本事例(ケース)は、一時保護した後、そのまま入所措置になったケースに詰当する。

1. 諒当する 2. 詰当しない

1-5 本事例(ケース)は、 21年度中に複数回の一時保護解除または措置解除があったケースに詰当する。

1. 該当する 2. 詰当しない

1-6 解除後の子どもの行き先は、

1. 家庭引き取り 2. 乳児院入所(転園含む) 3. 児童基護施設入所

4. 障害児施設入所 5.里親垂託 6. その他

1-7 本事例(ケース)の性別は、 1. 女 児 2. 男児

1-8 虐待種別(種類)は、 来主たる種別(種類)のほか、従たる種別があればご記入ください。

， • 身体的 2. ネグレクト 3. 心理的 4. 性的
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1-9 保謹者の状況に、 DV(例えr;t、肉夫から実母へのドメスティックバイオレンス)はありましたか。

1. あり 2. なし 3. わからない

1-10 保謹または入所前に、揖人(女性)相韻所あるいは福祉事務所の婦人相官策員等の関与はありましたか。

1. 関与あり 2. 関与なし 3. わからない

l1-11 保謹者の状態・状現に、精神痕患、あるいは精神科畳言舎の履歴はありましたか。

1ーあり 2. なし 3. ありそうだが不明 4. わからない

1-12 本事例{ケース)は、乳幼児揺さぶられ症候群(SBS)に該当しますか。

1. する 2. しない 3. わからない

1-13 本事例(ケース)は、親の養育困難等により、胎児期から児童相詰所で把握され、出生前から
貴施設への一時保謹または入所措置が調整されていましたか。

1. されていた 2. されていない 3. わからない

1-14 本事例(ケース)の保謹者に被虐待体験はありましたか。(児相からの情報提供で確認したも
ののほか、乳児院が保護者からエピソードを聴取したものも含む)

1. 体験あり 2 体験なし 3. わからない

1-15 その他、保謹者の状態、状現について、次の中からあてはまるものがあれば、すベてご記入
ください。

1.知的障害がある 2. 身体的な病気がある 3. 暴力的傾向 4. アルコール依存
5.薬物怯存 6. 暗け事、 j良費癖 7. 支払い能力以上の借金 8. 社会的孤立
9.親族関係の不和 10.幅った子育て 11.親として未成熟 12.性被害体験あり
13.就業困難やリストラなどによる貧困

間2 本事例〈ケース)に閲する「保直者揖助プログラム」の実施に聞して、お教えください。

2-1 本事例(ケース)の支援にあたり、乳児院，児童相設所， NPO等民聞の支擢樺聞が協働で、
または、いずれかの櫨闘が単独で、「保護者援助プログラム」を作成しましたか。

1. 特定の専門的な提助技術(出)のいずれかを支援に取り入れた「保謹者援助プログラム」を作成した。

2. 特定の専門的な援助技情は取り入れなかったが、独自の『保謹者捷助プログラム」は作成した。

3. r保謹者援助プログラム』を作成する必要があったが、しなかった。

4. 事例(ケース)の状況等によりJ保謹者援助プログラムJを作成する必要がなかった。

5. r保謹者援助プログラムJを作成したかどうか、わからない。

摂特定の専門的な撞助控捕とlま、下記の桂i去等に設当するものとします。

A:サインズ・オフ・セーフティ・アプローチ
B:ソリューション・フォーカスト・アプローチ
C : MY TREEペアレンツ・プログラム
D:コモンセンス・ペアレンティグ(csp)

E:精研式ベアレント・トレーニング
F: Nobody' s perfect 
G:ナラティヴ田アプローチ
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H:当事者参画(軍族合同ミーティング等)
] :フォー力シング
J:認知行動擁法的接触
K:グループワーク・カウンセリング
L:泊樟契約に基づく個別カウンセリング
M: CRC親子プログラム
N:育児トレーニング(育児の実技指導全般)



山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実在的研究 (4)

プログラムの作成、実施について、 rNPO等民閣の支援機関Jによる関与はありましたかロ

1. 関与あり 2. 関与なし 3. わからない

2-3 プログラムの作成について、「乳児院」と「児童相説所』がどのように関与じましたか。

1. プログラムは乳児院と児童相談所が協力、協働して作成した。

2. プログラムは乳児院主体で作成し、児童相談所に協力してもらった。

3. プログラムI立児童相談所主体で作成し、乳児院が協力した。

4. プログラムは児童相談所だけが作成し、乳児院は関与しなかった。

6. プログラムは乳児院だけで作成し、児童相談所は関与しなかった。

6. この質問項目l土該当しない。

2-4 本事例(ケース)の保護者対応に際し、段階的な援助(面会、外出、外泊等を段階的に展開

する援助)を行いましたか。

1. 段階的な援助を棟ね実施した。

2. 段階的な援助を概ね実施したが、途中で中断した。

3. 段階的な援助をする必要があったが、実施しなかった。

4. 事例(ケース)の状況等により、韓階的な援助をする必要がなかった。

6. 段階的な援助をしたかどうか、わからない。

6. この質問項目は該当しない。

2-5 面会、外出等の実施について、「乳児院」と「児童相韻所Jがどのように関与しましたか。

1. 面会、外出等は乳児院と児童相談所が協力、協働して実施した。

2. 面会、外出等は乳児院主体で対応・実施し、児童相説所に協力してもらった。

3. 面会、外出等は児童相談所主体で対応・実施し、乳児院が協力した。

4. 面会、外出等l立児童相詰所だけが封応・実施し、乳児院は関与しなかったo

5. 面会、外出等プログラムは乳児院だけで対応・実施し、児童相誤所は関与しなかった。

6. この質問項目は該当しない。

12-6 面会、外出等の実施同てJ乳児院JerNPO等民閣の支援機関」町出関与し枇か。

1. 面会、外出等は乳児院と支援櫨闘が協力、協働して実施した。

2. 面会、外出等は乳児院主体で封応・実施し、支援機関に協力してもらった。

3. 面会、外出等は支援機関主体で封応・実施し、乳児院が協力した。

4. 面会、外出等は支援機関だけが対応・実施し、乳児院は関与しなかった。

5. 面会、外出等プログラムは乳児院だけで対応・実施し、支援機関は関与しなかった。

6. この質問項目は該当しない。

2-7 プログラム作成にあたり、保護者が何らかの形で参加することはありましたか。

1. 参加あり 2. 参加なし 3. わからない
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2-8 プログラムを実施した結果、進んだ段階について、当てはまるものをすべて上げてください。

1 児童と保護者との面会(乳児院、児相等のスタッフが付き添い、児童と偉謹者だけにしない面会)。

2. 児童と保護者との面会(児童と保護者だけで過ごす時聞を設定した面会)。

3. 児童と保謹者との外出(乳児院、児相等のスタッフが付き蕗う外出)。

4. 児童と保謹者との外出(児童と保謹者だけの外出)。

5. 児童と保謹者の施設内宿泊。

6. 児童の保護者宅への外泊

7. わからない。

8. この質問項目は該当しない。

2-9 プログラムの作成を含む本事例〔ケース)の援助にあたり、関与した児童相談所、及びNPO等
民聞の支提機閣のスタッフについて、詰当した職種をすべてお選びください。

1. 児童福祉司 2. 児童心理司 3. ス-1'¥ーパイザ- 4. 親子支援専任スタッフ

5. 保健師(専任) 6. 医師 7.看謹師 8. 一時保護所職員

9. 里親支握相談員 10. NPO等民聞の支援機関スタッフ 11. その他

2-10 プログラムの作成を含む本事例(ケース)の揖助にあたり、乳児院が関与を期待した
かった、児童相識所及びNPO等民閣の支援機閣の理想的なスタッフ体制について、
詰当する職種をすべて上げてください。

1. 児童福祉司 2. 児童心理司 3. ス-/~ーパイザ- 4. 親子支援専任スタッフ

5. 保檀師(専任) 6. 医師 7.看護師 8. 一時保護所職員

9. 里親支援相談員 10. NPO等民聞の支援機関スタッフ 11. その他

2-11 本ケースの入所措置(一時保護)前から解除までの聞に、乳児院と児童相詰所とで、何回
程度、ケースカンファレンス(面談形式で実施したものに限る)を開催・実施しましたか。

①入所(保護)前の事前協謹 I I回
②入町保護)佳から解除までの間 I I回

2-12 解除にあたり、本事例(ケース〕を所管する地域の間保櫨関等と直接接触(電話連絡を含む)
し、情報交換、引き継ぎ等を実施しましたか。

1. した 2. しない a この質問項目は詰当しない

2-13 2-12で接触した相手先機聞をすべて上げてください。

1. 市町村の児童相談担当部署 2. 保育所

4. 里親 5. 警察署 6. 主任児童霊員

9. 生活保護担当部署 10. 婦人相識聞保部署

12. この質問項目は該当しない

3. 保健所・保憧センター

7. 民生委員 8. 南院

11. その他

2-14 解除にあたって、乳児院スタッフが、本事例(ケース)の偉謹者宅への家庭訪問を実施

したかどうか、教えてください。

1. 実施した 2. 実施していない 3. ζの質問項目は該当しない
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2-15 解除にあたって、保護者、親睦、乳児院、児童相談所、間保機関等のスタッフが集まり、
合同ミーティングを実施したかどうか、教えてください。

， • 実施した 2. 実施しない 3. この質問項目は詰当しない

2-16 本事例(ケース)の支握を総括したうえで、該当する所感をひとつお選びください。

1. 乳児院入所(保護)1ま‘本児の状態、家族状況などから、必能的だったロ

2. 地域で実施されている具体の在宅支握があり、それを活用していれば、入所(保謹)rま防げた。

3. 要対協で把握したうえで地域の見守りが実施されていれば、入所(保謹)は防げた。

4. 児童相談所の援助方針が、在宅支援を明確にしていれば、入所(保謹)は防げたロ

5. この質問項目は詰当しないロ

2-17 本事例(ケース)ついて、 22年11月までの問、虐待の再尭はありましたか。該当する状現
をひとつお選びください。(施設として通常知り得る範囲内でお筈えください。)

1. 虐待の再発があり、再保護(措置)され、現在に至っている。

2. 虐椿の再発がたびたびあり、保護(措置)と解除を繰り返している。

3. 虐待の再尭があったと児相から聞いたが、再保護(措置)されたかどうかはわからない。

4. 新しい生活環境で順調に生活している。

5. 退所後の状現はわからない。

6. 己の質問項目は詰当しない。

間3*事例(ケース〕の保書岩部困層する軍旗状現について、お教えください。

3-1 入所(保謹)開始時点と、解除時点とで、保護者が同居する章雄状55i!に変化がありましたか。

1. 変化あり 2. 変化なし 3. わからない

3-2 入所(保護)開始時点の章旗状況について、下枠の選択肢の中から当てはまる構成員を全て
お選びください。

3-3 解除時点の家族状現について、下枠の選択肢の中から当てはまる構成員を全てお選び
ください。

3-4 主たる虐待者を、下記の枠内から1人上げてください。

3-5 従たる虐待者を、下記の枠内から1人上げてください。

3-6 虐待者lま不明だが、疑われる宰族について、下記の枠内から、 5人以内で上げてください。

1. なし(行方不明、棄児など) 2. 実母 3. 実父 4. 見、姉 5. 弟、妹

6. 葺父 7. 継父 8. 向夫 9. 聖母 10. 継母 11.内妻

12. :>と方祖父 13. 父方祖母 14. 母方祖父 15. 母方祖母

16. 父方伯父・叔父 17. 父方伯母圃伯母 18.母方伯父・叔父 19.母方伯母・叔母

20. その他親族 21ー その他同居人 22. わからない
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ドー7 家庭師りした事例(ケース)のみ、お筈えください。虐待者の居る軍庭に帰りましたか。

1. 虐待者の居る家庭に帰った 2. 虐待者の居な〈なった家庭に帰った 3. わからない

3-8 家庭引き取りした事例{ケース)のみ、お筈えください。章旗の協力等、引き取りにあたって
の長件等があれば、ご記入ください。(倒:近隣に住む母方祖母が保育園の送迎を協力する)
(謀この質問の回答Iま、別紐「自由回答樺式」にご記入ください)

間4 本事例(ケース〉の措置〈保謹〉解除の判断、握助に対する評価帯について、お教えください。

4-1 本事例(ケース)の措置(保謹〉解除の判断について、乳児院と児童相談所がどのように関与
しましたか。あてはまるものをひとつお選びください。

1. 解除は乳児院と児童相談所で対等に協議し、児童相説所が判断した。

2. 解除は乳児院側から揖案し、児童相談所が判断した。

3. 解除は児童相韻所側から提案され、乳児院が了解したロ

4. 解除にあたっては、乳児院と児童相詰所とで意見が対立し、児童相詰所が一方的に判断した。

5. 解除にあたって、乳児院は全く関与しなかった。

4-2 本事例(ケース)に実施した「保謹者援助プログラム」について、児童相韻所との協蜘が、
どの程度できましたか。乳児院側の評価についてあてはまるものを、次の中からひとつ
お選びください。

1. 十分協働出来た。

2. いくつかの課題はあるが、概ね協働出来た。

3. 協{動出来たとも、出来なかったとも、どちらともいえない。

4. 課題が多く、あまり協勧出来なかった。

5. 全く協抽出来なかった。

6. :::.の質問項目lま該当しない。

4-3 本事例(ケース)に実施した「保謹者撞助プログラム」の劫果について、乳児院制がどのように
認識しているか。まの中からあてはまるものを、ひとつお選びください。

1. プログラムを実施したζとにより、虐待のリスクIま完全に消長した。

2. プログラムを実施した三とにより、虐待のリスクはほぼ消失したロ

3. プログラムを実施したが、虐椿のリスクはほとんど消長しなかった。

4. プログラムを実施したが、虐待のリスクはまったく消失しなかった。

5. わからない。

6 ζの質問項目は詰当しない。

4-4 r保謹者援助プログラムJを作成・実施しなかった理由を教えてください。〈複数回答可)

1. 児童相談所からの提案、提示がなかったため。

2. プログラムを作成・実施しても、保謹者援助に劫果が見られないため。

3. プログラムを作成・実施しなくても、保謹者援助Iま特に問題なくできるため。

4. プログラムの作成・実施の仕方がわからないため。

5. 保謹者が事加・実施を拒否したため。

6. わからない。

7. この質問項目 Iま詰当しないD
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間5保聾者撞曲プロタラムについて、担童相韻所との協働に聞して、あるいはそれ以外の点で、
貴施控が揖識しτいる語圏、制度への要望帯あれば、ご自由にお書きください。

(別紙「自由回書様式J'こご記入ください)

お寵れ様でした。ご協力ありがとうございました。
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施設名

3-8 家庭引き取りした事例(ケース)のみ、お筈えください。家族の協力等、引き取りにあたって
の条件等があれば、ご記入ください。(例;近隣に住む母方祖母が保育園の送迎を協力する)

i 個別ケース

回答票の通番
引き取りにあたっての条件等

行数省略表示

問5保謹者揖助プロタラムについて、児童相韻所との協働に聞して、あるいはそれ以舛の
点で、貴施設が語講している謂題、制度への要望帯あれば、ご自由にお書きください。

行数省略表示

※この様式に、直接ご記入のうえ、「施設票Jr個別ケース回答票」とともに、運送してください。

お寵れ様でした。ご協力ありがとうございました。
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山本他:児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実在的研究 (4)

一時保護に関する調査票

【質問軍]27畢 1現3号個別ケース

二二からは平成23年度中に児童福祉法第27条1項3号の措置を解除して家庭引き取り(18才になった、就労自立、

ケース移管、施設から里親委託に横置変更のために解除、自立援助ホームに入所したケースを障のしたケースの

うち、相読種別が虐待のケースについて質問させていただきますロ

下記の質問をお読みいただき、回答については賢1)紙回答用組にご記入くださいa

※1ケースにつきt枝由回答用語を慣用し、 Z固普ください。

回答用紙が足りない場合はお手数ですが貴機闘での複写をお願いいたします。

K-1. 解障先について、'.!R.の中から選び番号にOを柑けてください。

1.家庭引き取り 2 親以外の親族引き取り 3.その他(知人等の蒙塵引き取り等) I具体的に記入

K-2. 解臨時の学年・年齢について、次の中から選び雷号にOを伺I:tてください。

1. 1歳未満 2.1-2歳 3. 3~6歳 4. 11、1 5. 11、2 6. 11、3 7. IJ、4 8. IJ、5 9./J、6
10.中1 11.中2 12.中313.高 1 14.高2 15.高3 16.中卒 17.高卒

18.専門学校 19.その他 |具体的に記入

K-3.性別について、次の中から選び番号にOを位けてください。

1.男 2.女

K-4. 措置時の虐待種別について、 「主足る」および「従たる」副に択の中から畢び雷号にOを

柑けてください。(複数回富司〉

1.身体虐待 2.心理的虐待 3.ネグレクト 4.性虐待

K-5. 児童福祉法第28呆の承認による施設入所の有無について、次の中から選び番号にOを
柑けてください。

1.あり 2.なし

K-6.入所期間を回数で枠四にご記入ください。

K-7. 措置停止の有無仁ついて、択の中から選び番号にOを白けてください。
また措置停止をし足場合I立、その日数を枠内にご記入ください。

1.措置停止した | 日 I 2.措置停止しなかった

@措置解除後の処理について
K-8-1. 措置解除佳の処理について、次の申から量び番号にOを柑けてください。

1.モニター〈監視)と情報収集

4.児童福祉司指導(継続)

2.継続指導

5.ケース閉止

3.児童福祉司指導(新規)

6.その他 |具体的に記入

来措置中に児童福祉司指導をし'て、措置解除後も継続しているケースについては{継続〕の方を選んでください

K-8-2. 上記設聞の具体的な彊曲四富について、次の中から選び番号にOを世1'1て
ください。(橿盟国宮司〉

1.家庭訪問 2.招致しての随時面接

3. ~所指導 4.特定の指導プログラム

K-8-2で「4.特定の棺草プログラムIを選択した方にお聞きします。

K-8-3.特定の指導プログラムについて、次の中から選び番号にOを惜けてくださいー
1.サインズ・オブーセーフティ・アプローチ 2.ソリューシヨン・フォーカスト・アプローチ

3. MY TREEベアレンツ・プログラム 4.コモンセンス・ペアレンティグ(CSP)

5.精研式ペアレント・トレーニング 6. Nobody's perfect 

7.ナラティヴ・アプローチ 8. MCG 

9.当事者参画(軍接合同ミーティング等) 10.フォーカシング

11.認知行動措法的接触 12.グループワーク・カウンセリング

13. ~.台槙契約に基づく個別カウンセリング 14. CRC親子支提プログラム

15.育児トレーニング(育児の実技指導全艦) 16.その他 l具体的に記入
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K-9. 虐待加害者について、主たる虐待加害者を次の中から選び番号にOを柑けてください。
主従がはっきりしないなどの揖合は「不明欄」の番号にO在柑けてください。

1.実母 2.聾母 3.継母 4.内縁女性 5.父親のガールフレンド 6.父方おぱ

7.母方おぱ 8.父方祖母 9.母方祖母 10.いとこ(女性) 11.実姉 12.義姉 13.実妹

14.義妹 15.異文 16.聾父 17.継父 18.内韓男性 19.母親のボーイフレンド

20.父方おじ 21.母方おじ 22.父方祖父 23.母方祖:x: 24.いとこ(男性) 25.実兄

26.義兄 27.実弟 28.義弟 29.その他 |具体的に記入 | 

@措置時の状況について
K-1 0-1. 措置暗に同居してい疋家族メンパーを次の中から選び番号にOを柑1"1てください。

1.実母 2.聖母 3.継母 4.内縁女性 5.父親のガールフレンド 6.文方おぱ

7.母方おぱ 8.父方祖母 9.母方祖母 10.いとこ(女性) 11.実姉 12.義姉 13.実揖

14.華抹 15.翼:x: 16.聾父 17.継父 18.内縁男性 19.母親のボーイフレンド

20. :X:方おじ 21.母方おじ 22.父方祖父 23.母方祖父 24.いとこ(男性) 25.実兄

26.義兄 27.実弟 28.義弟 29.その他 |具体的に記入 | 

※同居していなくてもかかわりが深いメン1'¥ーはその旨記入してください。

K-10-2. 措置時における保護者 (2人いる揚合は虐待の強い方〉の虐待に却する認識・態度
について、次の中から選び雷号にOを柑けてください。

1.虐待を認めていた

2.虐待と認めたが、他に対応方法がなかったと話した

3.行為Iま認めたが、信条による(曹が家のしつけ等)として確信的に虐待を認めていなかった

4.行為は認めないが指摘された以外の不適切聾青は認める

5.行為も虐待も認めていなかった

6.不 明

@解臨時の状況について
K-11-1. 解除時の同居章旗メンパーについて、 'JRの中から選び番号にOを柑けてください。

1.異母 2.聖母 3.継母 4.内縁女性 5.父親のガールフレンド 6.文方おぱ

7.母方おぱ 8.父方祖母 9.母方祖母 10:いとこ(女性) 11.実姉 12.義姉 13.実抹

14.華抹 15.異文 16.養父 17.継父 18.内韓男性 19.母親のボーイフレンド

20.文方おじ 21.母方おじ 22.父方祖文 23.母方祖父 24.いとこ(男性) 25.実兄

26.華兄 27.実弟 28.義損 29.その他 |具体的に記入 | 

栄同居していなくてもかかわりが漂いメンバーはその旨記入してください。

K-1 1 -2. 解陪暗までの虐椿のリスクについて、 '1Rの中から選び番号にOを惜けてください。

1.虐待のリスクは完全に消失した

2.虐待のリスクはほぼ消失した

3.虐待のリスクはまだあるが、在宅可能程度に低下した

K-11-3. 虐待状況改善に向けての保護者の行動について、次の中から選び番号にO在

柑けてください。

1.児童相談所に対して協力的であった

2.児童相談所に対して協力的であったが、封立し反発していった

3.児童相談所に対して、封立していたが協力的になった

4.児童相談所に対して、対立していた

5.児童相韻所に封して、対立したり、協力的だったり不安定であった
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K-11-4.措置解除暗における引き取り在任った保護者 (2人いる軍合は虐待の強い方〉の虐待
に却する認知状況について、 'tRの中から選び番号にO在世けてください。

1.虐待を認めていた

2.虐待と認めたが、他に対応方法がなかったと話した

3.行為は認めたが、信条による(我が家のしつけ等)として確信的に虐待を認めていなかった

4.行為は認めないが指摘された以外の不適切葺育は認める

5.行為も虐持も認めていなかった

6.不 明

K-11-5.措置解除暗において保謹書 (2人いる軍合は虐待の強い方〉の児童相談所が提示する
解除笹の擢闘に対する態度について、 'tRの中から選び番号にO在柑けてください。

，. r問題は解決したので、受け入れない」という態度

2. r問題は解決したが、なお受け入れたい」という態度

3. r問題Iま解決していないが、畳け入れない」という態度

4. r問題は解決していないので、受け入れる」という態度

5. r問題解決の有無に関わらず表面上受け入れる」という態度

6. r問題解決の有無に関わらず表面上受け入れない』という態度

K-11-6.虐待再尭リスクに対する安全評価について、 'tRの中から選び番号にO在柑けてください。

1.地域のセーフティネットによる見守りと支援で安全が守れる

2.親旗を含む家族向のキーパーソンを中心とした安全の確保できる

3晶子どもの成長・尭達により子ども自身がある程度虐待被害を回避できる

4.児相による闇保性の中での在宅指導で安全を確保できる

5.その他 |具体的に記入 | 

K-11-7.特聴な引き取り倒について、次の中から選び雷号にOを柑けてください。

1.保謹者の強い引き取り希望に応えた

2.子どもが施設不適応となり、やむを得ず措置解除とした

3.子ども自身が自ら措置施設を出てしまい、施設に戻ることを強く拒否したため措置解除とした

4.その他やむをえない事情により措置解除した |具体的に記入 | 
5.詰当しない

。措置解除以前の地鼠との連携について
K-12-1.措置解除にあ疋り措置解除以前に地周機関との連携の有無lこついて、 'tRの中から

選び番号にOを惜けてください。

1.連携した 2.連携しなかった

K-12【 1で『， .連構した lを選択した方にお聞きします。

K-12-2.連携し疋機関について、次の申から選び番号にO在同(jてください。(謹盟国吉司〉
またその構聞の中の主担当を枠自にご記入ください。

， .要保護児童封策地域協議会

3.学校・保育所など子どもの所属

6.保健センター 7.匡癌機関

2.市町村児童家庭相談主管課

4.警察 5.児童霊員

8ーその他 l具体的に記入

K-12-3.遅所以前に保護者と関係機聞の接触の有無について、次の中力、ら選び番号に

0を柑けてください。

， .接触した 2 接触しなかった

@面会~外出~外泊~保護解除までの段階的親子再撞触の実施について
K-13-1.段階的親子再撞圃の実施計画の作成の有無について、次の中から選び番号にOを

柑けてくださいロ

1 作成した 2.作成しなかった
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K-13-1で『1-作成した 1を選択した方にお聞きします。

K-13-2. 段階曲親子再撞闘の実施計画を作成した揖合、作成しEのは誰ですかロ
次の中から選び番号にOを柑けてください。

1.担当福祉司

2.担当福祉司以外の貴児童相詰所職員 |具体的に記入

3.担当福祉司とそれ以外の貴児童相詰所職員により作成 |具体的に記入

4.貴児童相詰所以外の児童相談所職員

5.その他 l具体的に記入

|具体的に記入

K-13-1で『1-作成した lを選択した方にお聞きします。

K-13-3. 段階的親子再接触の実施計画を作成にあEって保護者、親族、子どち自身がプラン
ニングに重参加しましEかロ次の中から選び番号lこOを柑けてください。

1.参加した 参加した人r::o出寸けてください 2.参加しなかった

K-13-4. 段階的親子再接触の実施状況について、次の中から選び番号にOを柑(jてください。

1.順調に進んだ

2. )1園調とは言いがたい状況であったが、一応面会~外出~外泊~措置解除の手順を踏まえた

3.保護者の都合による中断が多く、当初の計画よりかなり少ない回数になってしまった

4.再接触プログラム実施を開始したが、途中で中断しそれ以降実施できなかった

5.再接触プログラムの提示を保謹者にしたが実施できなかった

6.その他 |具体的に記入 | 

K-13-5. 実施したプログラムについて、次の中から選び番号lこOを柑(jてください。

1.サインズ・オブ・セーフティ・アプローチ

3. MY TREEベアレンツ・プログラム

5.精研式ベアレント E トレーニング

7.ナラティヴ・アプローチ

9.当事者参画(家族合同ミーティング等)

11.認知行動療法的接触

13.治癒契約に基づく個別カウンセリング

15.育児トレーニング(育児の実技指導全般)

2.ソリューション・フォーカスト・アプローチ

4.コモンセンス・ベアレンティグ(CSP)

6. Nobody's perfect 

8. MCG 

10.フォーカシンゲ

12.グループワーク・カウンセリング

14. CRC親子支援プログラム

16.その他 |具体的に記入

K-14. このケースについて、措置中仁子どもと保謹書が初めて面会在実施しE時から措置解除
までの期間lこついてご記入ください。

K-15. 現在の状況について、 '.!Rの中から選び番号に0在世けてください。

1.経過良好なのでケース閉止 2.経過良好で在宅支援を継続

3.経過は良好でないが虐待の再尭までは見られず在宅支援を継続

4.児相の指導経過の中で虐待の再発が認められたが在宅指導を継続

5.児相の関与以外の通告により虐待の再発を確認したが在宅指導を継続(ケース継続中)

6.児相の関与以外の通告により虐待の再発を確認したが在宅指導を再開(ケース閉止後)

7.児相の指導経過の中で虐待の再艶が認められたので再分離保護

8.児相の関与以外の通告により虐待の再発を確認したので再分離保護(ケース閉止後)

9.その他 |具体的に記入 | 

K-15で「41-r8Iを選択した方にお聞きします。

K-16ーそのような状況になっ定時期はいつですか。措置解障から程過した期聞について

ご記入ください。

調査はこれで鰹了です。お忙しい中、ご協力ありがとうございまレ疋。
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